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要旨  
 
本研究は、「ミドルパワー」という概念を明確化し、同概念を、人口や軍事力などの点
からは大国ではない国家が、国際的に強い影響力を発揮する外交政策を説明する概念に発
展させることを目的としている。一般なイメージとして、「ミドルパワー外交」とは、国
際政治において多国間協力の枠組みや国際制度を積極的に活用し、国際的に顕著な影響力
を発揮する外交政策を指す。具体的には、国際連合による平和維持活動への積極的な参加
の他、1997年の対人地雷の使用、貯蔵、生産及び移譲の禁止並びに廃棄に関する条約の
推進や、2008年のクラスター爆弾や小型武器の使用を制限する諸イニシアティブの主導
や、環境問題への国際的対応、さらに「人間の安全保障」分野における非国家主体をも巻
き込んだ連携枠組みの構築などの活動である。このような事例は、特に冷戦後、国際関係
におけるパワー行使の形態と外交戦略が、軍事力などの物質的な国力だけでなく、影響力
や他のアクターとの連携に大きく依存しつつあることとも関連して、増加傾向にある。今
後、上記のようなミドルパワー外交のパターン、またその動機や外交的成功の条件を解明
することの重要性は増している。国際的な連携の枠組みの構築を促進する要因を明らかに
することができると同時に、圧倒的な国力を持たない国家であっても国際社会に働きかけ
ることを可能にする条件を示すことができるからである。 
	 なぜ特定の事例においては、ミドルパワーが活発に関与し、顕著な影響力を示すのかと
いう問いに対しては、ミドルパワー論が特に取り組んできた。しかし、ミドルパワー論の
既存研究は、ミドルパワー概念の定義の曖昧さのために、複数の事例を共通の分析枠組み
に基づいて比較検討することが出来ていない。また、既存研究は事例の詳細な分析や理論
的検討が十分でないため、ミドルパワー外交が採用される要因を一般的に説明できていな
い。そこで、本研究は、明確かつ、応用可能性の高い概念定義を行い、複数の事例研究を
通してその有用性を検討することで、従来のミドルパワー概念が持つ問題に対応する。 
本研究の意義は、第一に、大国以外の国家、特にミドルパワーに着目し、その行動を
一般的に説明する概念を提起する点である。一般に国際関係論は大国に注目する傾向が強
く、ミドルパワー外交や小国の外交への関心は極めて限られている。このため、これまで
の研究業績も極めて少ない。ミドルパワー外交の特徴や成功の要因を究明する本研究は、
国際関係理論の研究領域を中小国まで広げるという点で、国際関係論の説明の範疇を広げ
ることができる。 
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第二に、本研究は物理的な国力を多くは持たないミドルパワーが中心となった国際協
力をに注目するため、説得や影響力によって構築される国際協力体制の動機と成功の要因
を明らかにすることができる。これまでの国際関係論が注目してこなかった、物理的な力
に必ずしも頼らない、影響力や説得に基づく国際協力関係は冷戦後の世界で増加しつつあ
る。これに反して、現在までの国際関係論では、大国間、または大国を中心とする国際協
力関係に注目してきた。しかし、本研究は、物理的な国力ではなく、説得や影響力に基づ
く国際協力を説明することができる。 
第三に、本研究はミドルパワー概念を理論的に検討する点で、ミドルパワー研究の発
展にも貢献するものである。ミドルパワー研究はミドルパワーという概念の曖昧さと理論
的基盤の欠如という問題点を持っている。本研究は、理論的考察に基づいて明確に定義し
たミドルパワー概念に基づいて、複数の事例研究を行うため、ミドルパワー概念を再定義
し、複数の事例を説明可能な概念として再構築できる。	  
第四に、事例研究において、これまでの英語圏・日本語圏の国際関係論の中で、ほと
んど取り上げられてこなかったノルウェーを検討することも、本研究の重要な意義である。
ノルウェーは、その外交への関心の低さと、言語の違いから、ほとんど注目されてこなか
った。そこで、本論文は、ノルウェー語の資料を交えて、ノルウェー外交を究明する。ノ
ルウェーの事例研究は、これまでほとんど蓄積がなく、本研究が、初めてノルウェー語の
資料を交えた、詳細な事例研究を行うと言っていい。これは、長い間国際関係論の中で取
り扱われてきた事例研究の数々に、新たな足跡を残すものである。 
本研究は前半部分において提起した、新しいミドルパワー概念を用いて三つの事例研
究を行い、本研究の提起したミドルパワー概念の有用性を示す。第一の事例は 1956年の
スエズ危機に際した、カナダの仲介活動である。この事例において、カナダは、新しいア
イデアを国連総会で提案することによって、危機を回避した。これは、中東問題に対して
大国とはいえないカナダが、国際的な危機に際して活躍した要因を、本論文の提起するミ
ドルパワー概念で説明できることを示す例である。 
第二の事例は、人間の安全保障概念とカナダの政策である。当時のカナダは、緊縮財
政下にあり、決して大国とはいえない。よって、人間の安全保障概念に関わった一人目の
外務大臣は小国の政策を採用した。しかし、次の外務大臣は、人間の安全保障という概念
を掲げ、数多くの外交的成果をあげた。これは、状況と戦略により、同じ国家であっても
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小国外交からミドルパワー外交へ転換することを、本論文で提示したミドルパワー概念で
説明できるという例である。 
第三のノルウェーの事例は、パブリック・ディプロマシーと、紛争における仲介活動
という二つのミドルパワー外交の事例である。ノルウェーは、総合国力と自称の観点では
小国と考えられている。しかし、熱心な紛争の仲介活動と、活発なパブリック・ディプロ
マシーによって、自国の仲介活動の実績を世界に広く知らしめ、高い評価を受けている。
これは、総合国力の点からは小国である国家が、高い外交的成果をあげた事例を、本論文
で提示したミドルパワー概念であれば説明できるという例である。 
結論として、本論文で明らかにしたように、「ミドルパワー」という言葉は、非常に曖
昧であり、学術的概念としての使用はそのままでは難しい。そこで、本論文が示すように、
国家の国際的地位は時間と事例により、同じ国家であっても常に変化することを前提とし
て、ミドルパワーという国家が恒常的に存在するのではなく、ある国家がある時代にある
国際問題に対して一時的にミドルパワーに該当すると考えるべきである。これらの国家は、
総合国力などの点から大国とは呼べない国家である。しかし、時としてこれらの国家が国
際関係において、大きな役割を果たし、大きな影響力を発揮する事例が存在する。これが
いわゆるミドルパワー外交の成功例である。 
	 このような事例を効果的に説明するために、本論文では三つの概念を提案する。それが、
三つの外交スタイル、資源投入型外交・資源最大化型外交・資源節約型外交である。国家
の持つ特定の国際問題に対する関心の高さや関与する動機の大きさ、投入できる外交資源
の大きさによって、当該問題に対する同国家の地位は大国、ミドルパワー、小国と相対的
に決定する。それぞれの立場に基づいて資源投入型・資源最大化型・資源節約型の戦略の
中から、最も国益に沿った、または、所有する外交資源で選択可能な戦略を随時選びなが
ら、国家は政策を実施している。このように考えると、現在までの国際関係論では説明で
きなかった、中小国の外交行動、特に国際的活躍の要因を明らかにすることができる。 
本論文では、ある国際問題に対して、関心と関与する動機を持っていること、一定の
外交資源を投入出来るという条件を満たしている国家をミドルパワーである位置づける。
ただし、国際的立場は、国家が直面する国際問題に応じて柔軟に変化する。 
そして、第五章で検討したスエズ危機の事例が示すように、大国ではないミドルパワ
ーが、国際的に活躍するには、資源最大化型外交を選択することが有効である。資源最大
化型外交とは、限りある外交資源を最大限活用して、多国間・多アクター間において協力
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関係を築くこと、その際に説得や影響力に基づいて限定的な知的・起業家リーダーシップ
をとることを意味する。 
	 第六章のカナダの人間の安全保障問題に関連する政策の事例から、外交政策の方針を変
更した場合も、資源投入型外交・資源最大化外交・資源節約型外交の三つの概念からなる
フレームワークで説明できることがわかる。同じような国力を持っていても、当該国際問
題に対する関心や優先度が低い場合は、その国家は小国の立場にあり資源節約型外交を選
択する場合が多い。しかし、同国際問題に対する関心が高まり、関与する動機ができれば、
同じように投入できる外交資源に限界があっても、限定的リーダーシップなどを駆使して、
資源最大化型外交に変更することが可能である。つまり、本論文のフレームワークであれ
ば、ある国家の同一の問題への政策の変化に対しても、有効な説明が可能である。 
第七章のノルウェーの事例では、本論文の提案したフレームワークは、総合国力の点
からは小国である国家の外交行動も説明可能であることを示す。小国であっても、ある国
際問題に対して一定の外交資源と関心を持っていれば、本論文の提起するミドルパワーに
該当する。ミドルパワーは資源最大化型外交を採用することが可能になり、他のアクター
との協力や、限定的リーダーシップを駆使して、国際的な活躍につなげることができる。 
	 上記の三つの事例研究でも明らかになった通り、本論文で提示した新しいミドルパワー
概念と、それに付随する、資源投入型外交・資源最大化型外交・資源節約型外交のフレー
ムワークは複数の、かつ、状況がそれぞれ異なる事例を説明可能である。これは、本論文
が、ミドルパワー概念をある国を固定的に指す言葉ではなく、ある国際問題に対する一時
的な国際的地位を指すと再解釈したところによるところが大きい。 
	 本論文で提示したミドルパワー概念は、序章でも指摘した、国際関係論の先行研究の多
くは、ほとんどの研究例が大国に注目しているという、分析の範疇の狭さを補ったと言え
る。また、本論文は、これまでのミドルパワー研究に理論的基盤を与え、複数の事例に適
用できる概念を提示した。よって、今後のミドルパワー研究は、本論文の提示したミドル
パワー概念を使用すれば、大国に注目しがちな国際関係論を補完する研究となることがで
きる。 
	 また、本論文の事例研究から明らかになったように、今後の国家の外交政策や、国際関
係に影響を及ぼす主体には、中小国だけではなく、NGO や市民社会なども含まれている。
よって、本論文は、今後の国際関係論は、大国ではない国家も研究の対象に含めると同時
に、非国家主体にも注意を払わなければならないことを示唆している。 
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序章  
 
1．  研究の目的、問い  
本研究は、「ミドルパワー」という概念を明確化、再検討し、人口や軍事力や経済力な
どの点からは大国ではない国家が、特定の事例においては、国際的に強い影響力を発揮す
る外交政策を説明する概念を提示することを目的としている。一般的に、「ミドルパワー
外交」とは、大国とは言えない国家が、国際政治において多国間協力の枠組みや国際制度
を積極的に活用し、国際的に顕著な主導力を発揮する外交政策を指す。このような外交政
策は、圧倒的な軍事力や経済力などに依存せず、他のアクターに対する説得や利害・主張
のすり合わせに積極的に関わることによって、国際的場裏において影響力を発揮する点が
特徴である。このような外交姿勢は、人口や軍事力の点からは、大国とは定義されない
「ミドルパワー」と想定される国家が採用する傾向が強いと考えられている。具体的には、
国際連合による平和維持活動への積極的協力の他、1997年の対人地雷の使用、貯蔵、生
産及び移譲の禁止並びに廃棄に関する条約の推進や、2008年のクラスター爆弾や小型武
器の使用を制限する諸イニシアティブや、環境問題への国際的対応、さらに「人間の安全
保障」分野における非国家主体をも巻き込んだ協力枠組みの構築などの活動である。カナ
ダやノルウェーなどは、大国ではないにもかかわらず、上記の活動で大きな役割を果たし
ている。このような事例は、特に冷戦後、国際関係におけるパワー行使の形態と外交の戦
略が、軍事力などの物質的な国力だけでなく、影響力や他のアクターとの協力に大きく依
存しつつあることとも関連して、増加傾向にある。 
	 今後、上記のようないわゆる「ミドルパワー外交」のパターン、また外交的成功の要因
を解明することの重要性は増している。大国ではない国家の影響力の発揮や、国際協力枠
組みの構築を促進する要因を明らかにすることができると同時に、圧倒的な国力を持たな
い国家であっても国際社会に働きかけることを可能にする条件を示すことができるからで
ある。 
	 前述のような状況の中で、なぜ特定の事例においては、非大国であるミドルパワーが活
発に関与し、顕著な影響力を示すのか。この問いに対して、先行研究ではカナダ外交政策
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論に起源をもつミドルパワー論が、特に取り組んできた。これに対して、国際関係論研究
一般では、ミドルパワー外交の事例はそれぞれ別々に議論されており、体系的な分析はほ
とんど見られない。例えば、軍備管理分野において、ミドルパワー外交は、軍備管理問題
の一つの事例として分析されることが一般的である。ミドルパワー外交の一般的な特徴に
注目してきたミドルパワー論は、上記のような他の国際関係論の研究業績と補完関係にあ
る。その一方で、ミドルパワー論の既存研究は、ミドルパワー概念の定義の曖昧さのため
に、複数の事例を共通の分析枠組みに基づいて比較検討することが出来ていない。さらに、
これまでの事例研究は、事例の詳細な分析や理論的検討が十分になされていないため、国
家がミドルパワー外交を選択した要因を説明できていない。そこで、本研究は、明確かつ、
応用可能性の高い概念定義を行い、さらにカナダの二つの事例、ノルウェーの一つの事例
を分析することによって、新たな概念定義の有用性を示す。 
	 結論として、「ミドルパワー」という言葉は非常に曖昧であり、そのままでは学術的概
念としての使用は難しい。しかし、本論文は、国家の国際的地位が時間と事例により変化
することを前提として、諸国家を大国、中位国、小国と仮定することを提案する。ミドル
パワーや大国などの国家が恒常的に存在するのではなく、一定の問題に対して、どのくら
いの関心を持っているか、どのくらいの外交資源を投入して取り組むことができるかによ
って、その問題に対する国際的地位は常に変化し続けているのである。 
	 そして、本論文は三つ外交戦略の選択肢「資源投入型外交」、「資源最大化型外交」、「資
源節約型外交」の概念を提起する。資源投入型外交は、直面する国際問題に多くの外交資
源を投入することができ、かつ、強い関心を持つ、大国が採用する傾向の強い戦略である。
資源最大化型外交は、直面する国際問題に対して一定の関心はあるが、投入することがで
きる外交資源に限界があるため、他国との協力や、範囲を限定した関与などの工夫が必要
な場合の外交戦略である。これは、大国とは言い切れないミドルパワーが、採用する傾向
が強い外交政策である。最後に、資源節約型外交は、直面する国際問題に関心が低い、ま
たは外交政策自体への優先度が低い、しかも、投入できる外交資源もほとんど無い国家が
選択する傾向が強い外交政策である。多くの小国は、外交資源の強い制約のため、この戦
略を選択することが多い。 
	 これらの三つの概念を使用すると、大国とは定義できない諸国家の外交戦略とその動機
を分析することが可能になる。本論文が提案する、三つの外交スタイル、資源投入型外交、
資源最大化型外交、資源節約型外交の概念を使用すると、特に中小国の外交行動に関する
14 
理解を深めることができる。本論文は、これまで注目されてこなかった中小国の外交行動
を説明する概念を示すことで、これまで大国を分析の中心に置いてきた国際関係論の分析
の範疇を広げることになるだろう。 
 
2．  研究の意義  
本研究の意義は、第一に、大国以外の国家、特にミドルパワーに着目し、その行動を
一般的に説明する概念を示す点である。これまでの国際関係論では、ミドルパワーに関す
る研究業績は非常に少ない。国際関係論の特に現実主義者は、大国に注目する傾向が強く、
中小国の外交行動への関心は極めて限られていたためである。ミドルパワーが、一つの行為
主体として、国際関係論の分析の中心に置かれることはほとんどなかった。これは国際関係論
が大国間の対立と秩序に注目してきた歴史による1。国際政治の「主役」は、多くの場合、
大国であり、中小国が主体的に大きな影響力を発揮した事例が、過去には少なかったためであ
る。 
特に覇権構造や二極、多極などの国際社会の構造に注目する理論研究の多くは、最も
世界情勢に影響を与えうる国家を注視する必要があるという立場を明確にしていた2。覇
権安定論は、覇権国による国際秩序やその維持を中心に分析しており、覇権国と大国・主
要国以外の国家、すなわち中小国には大きな注意は払われていない。ケネス・ウォルツ
（Kenneth Waltz）やジョン・ミアシャイマー(John J. Mearsheimer)のような二極安定論者
にとっても、二つの超大国や主要国以外の国家は、国際社会の秩序に影響を与える重要な
主体としては考えられていない3。多数の主要国による多極の世界がより安定的であると
考える K.W.ドイチュ（K. W. Deutsch）と J.D.シンガー (J. D. Singer) などの研究において
も、極となりうる国家には限られた主要国が想定されている4。よって、前述の例のよう
に「ミドルパワー外交」によって、強い大国ではない国家が国際的影響力を発揮したり、
国際的な協力枠組みを構築する事例が増加しつつある現在の国際関係の動向を、大国に主
な関心を向けてきた既存の国際関係論では、説明しきれなくなっている。そこで、本研究
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
1 例えば、国際関係論の特にリアリズムの第一人者とも言えるハンス・モーゲンソーの著作も大国
間の勢力均衡を分析している。Hans J. Morgenthau, Politics among Nations: The Struggle for Power 
and Peace 4th. ed. (New York: Alfred.A.Knopf, 1969) 
2 Kenneth Waltz, Theory of International Politics (New York: McGrew-Hill, Inc., 1979), 73. 
3  Waltz, op.cit. ; John J. Mearsheimer, The Tragedy of Great Power Politics (New York: Norton, 2001) 
4	 K. W. Deutsch and J. D. Singer, “Multipolar Power Systems and International Stability,” World 
Politics 14(1964): 390-406. 
15 
のように、中小国まで視野を広げて、ミドルパワー外交を有効に説明する取り組みが必要
である。 
これまで注目を浴びることが少なかった中小国の研究業績は少ない5。現実の国際関係
の中で、ミドルパワーが、大国の政策と国際情勢の影響を受ける受動的な存在であった歴史は、
国際関係理論研究にも反映されている。これまでの中小国研究は、事例研究がその多くを占
め、複数の事例や国家を比較対照したものは、さらに限られている。また、研究例の多く
は冷戦期のものが多く、現在の国際社会で増加しつつある中小国の国際的活躍を、説明で
きるものではない。 
よって、中小国の外交の特徴や、外交的成功の要因を説明する概念を提起する本研究
は、今後の国際関係を理解する上で、新しい取り組みである。現在までの国際関係論は、
大国にその焦点を絞ってきたため、ミドルパワーの国際的活躍を分析の範疇に入れること
ができていない。よって、本論文は、中小国にも理論的分析の範疇を広げるという点で、
国際関係論全体に重要な貢献をする。 
第二に、これまでの国際関係論では説明できなかった、物理的国力や威嚇などに基づ
かない、国際協調政策の動機と手段を解明する点も本論文の大きな意義の一つである。こ
れまでの国際関係論では、大国間の秩序の維持や大国を中心とした国際協力などに注目し
てきたため、近年の国際社会で増加している中小国が重要な役割を果たす国際協力政策の
手段や動機を説明することができない。環境問題や軍縮問題における、物理的国力や威嚇
などに基づかない、国際協調政策が観察されるようになってきた現在、影響力や説得に基
づいた国際協力を説明することが必要になってきている。既に例に挙げたような、影響力
や説得に基づく国際協調によって国際社会全体に働きかける外交政策は、ミドルパワー外
交に特徴的とされている。よって、本論文は、これまで説明されてこなかった、国家間協
力の方法と動機を、ミドルパワーという概念を再定義することで、説明することを可能に
する。 
第三に、本研究はミドルパワー概念を理論的枠組みに発展させる点で、ミドルパワー
研究自身の発展にも貢献するものである。初期の既存研究の大半は、特定の国家の外交政
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
5例としては、R.P. Barston ed., The Other Powers: Studies on the Foreign Policies of Small States 
(London: George Allen and Unwin Ltd., 1973); Percy Selwyn, Development Policy in Small Stets 
(London: Croom Helm London, 1975); Colin Clarke and Tony Payne eds., Politics, Security and 
Development in Small States (London: Allen and Unwin, 1987); David Vital, The Inequality of State: a 
Study of the Small Power in International Relations (Oxford: Clarendon Press, 1967); Christine 
Ingeritsen et al. eds., Small States in International Relations (Seattle: University of Washington Press, 
2006) 
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策論や、外交史分析など、限られた側面に焦点を当てるものである6。よって、同概念を
複数国や複数の事例に当てはめられるような、一般化や理論的検討を目指した研究ではな
い。近年の研究では、複数国や複数の事例にミドルパワー概念を適用する試みが行われて
いるが、多くの先行研究では理論的基盤が不十分である7。よって、ミドルパワー概念を
複数の事例に幅広く適用することが出来ていない。これに対し、本研究は、まず、十分な
理論的検討を行うことによって、ミドルパワーの一般的特徴を明らかにし、概念の理論的
基盤を作り上げる。この点で、本研究は、ミドルパワー論を理論的側面から大きく発展さ
せるものである。 
さらに、理論的な検討に基づいて再定義したミドルパワー概念を使用して、三つの事
例の詳細な検討を行う点で、近年のミドルパワー論の諸研究が目指してきた、同概念の複
数の事例への応用を行う。そして、複数の事例を再定義したミドルパワー概念が説明する
ことが出来ると示すことで、特に近年のミドルパワー論の全体に貢献することが出来る。
つまり、本研究は、ミドルパワー概念の理論的厳密性と、複数国や複数の事例への応用可
能性を同時に高めることができる。よって、本研究は、ミドルパワー論全体の説明力を向
上させることが出来る。 
第四に、事例研究においてノルウェーを取り上げることも、本論文の意義の一つであ
る。ノルウェーの外交はこれまでの日本語圏・英語圏の国際関係論では詳細に分析される
ことはほとんどなかった8。ノルウェーはミドルパワーの代表例の一つとされてきたが9、
なぜミドルパワーと言えるのかについては、詳細な研究例はない。ノルウェーは総合国力
の点からは、小国と見なされる場合が多く、かつ、ノルウェーの政治家なども自国を小国
と称している10。しかし、一方で紛争の仲介や対外援助などの平和活動の側面では、世界
で認知されている11。この差異はどこから生じているのか。本章は、この点について、本
論文で提案したミドルパワー概念を使って説明していく。 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
6 例えば、Andrew F. Cooper, Canadian Foreign Policy: Old Habits and New Directions (Scarborough, 
Ontario: Prentice-Hall Canada Inc., 1997), 21. 
7 例えば Andrew F. Cooper, Richard A. Higott, and Kim Richard Nossal, Relocating Middle Powers: 
Australia and Canada in a Changing World Order (Vancouver: UBC Press, 1993) 
8 例えば、Knut Heider, Norway: Elites on Trial (Oxford: Westview Press, 2001) などの研究があるが、
ノルウェーの外交・国際政策を中心に取り扱ったものではない。 
9 例えば、Cranford Pratt, Middle Power Internationalism (Kingston & Montreal: McGill-Queen’s 
University Press, 1990) ではノルウェーがミドルパワーの一つとして取り上げられている。 
10 Stead M. Leonard and A. Small, Norwegian Public Diplomacy (London: The Foreign Policy Center, 
2003), 2. 
11 例えば、Øystein Haga Skanland, “ “Norway is a Peace Nation”: Discursive Preconditions for the 
Norwegian Peace Engagement Policy,” Master Thesis presented to University of Oslo, 2008. 
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ノルウェーに関する研究例の不足は、言語の違いと、学術的関心の低さのためである。
これまでの国際関係論では、中小国の事例研究は、大国のものと比較するとかなり数が限
られている12。これには、事例研究には、事例で取り上げる地域の言語を理解することも
重要であるという、言語の壁も関連している。そこで、本論文が、ノルウェー語の資料を
交えて、ノルウェーの政治を吟味することも重要な意義である。 
また、ノルウェーの外交を扱った事例研究は、これまでの国際関係論の中では、ほと
んど研究例がなく、本論文における事例研究は、ノルウェー研究の中の重要な研究例にな
る。このような、今まで注目されてこなかった地域の事例研究は、国際関係論の視界を広
げるだけでなく、これまでの国際関係論で行われてきた様々な地域の事例研究に、新たに
有意義な蓄積を残すものである。 
国際関係論において、ノルウェーの平和促進活動や紛争の仲介活動は、国際社会にお
いてノルウェーが取り上げられる数少ないトピックである13。また、ノルウェーのパブリ
ック・ポリシーは他国との比較の研究例もあるように、ノルウェーが世界で知られている
数少ない政策例である14。そこで、本論文は、なぜ普段は注目されないノルウェーが、平
和促進活動の分野ににおいては、世界に知られているのかを、ノルウェーの平和促進政策
と、同政策を世界にアピールするパブリック・ディプロマシーという二つの側面から分析
する。 
 
3．  論文の構成  
	 第一章から第三章において、ミドルパワー概念を詳細に検討する。第一章では、本論文
の鍵となる「ミドルパワー」という概念の歴史的背景を再検討する。「ミドルパワー」と
いう言葉は政治的言説の中にも、学術的分析の中にも登場し、非常に曖昧な定義のまま使
用され続けてきた。定義の曖昧さは、これまでのミドルパワー研究の混乱を招き、発展を
妨げている。そこで、本論文では、政治的言説の中で使われてきた「ミドルパワー」とい
う言葉の歴史と、学術的分析の中で使用されてきた歴史を別々に検討し、整理する。その
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
12 例えば、John Langmore and Jan Egeland, “Learning from Norway: Independent Middle-power 
Foreign Policy,” Griffith Review 32(2011): 97-110.	 ノルウェーのみに焦点を絞ったものは、英語圏
には他にはほとんど無い。 
13 研究例としては、Haga Øystein Skånland, op.cit.  
14 Jozef Batra, Discussion Paper, “Public Doplomacy in Small and Medium-sized States: Norway and 
Canada,” Netherlands for Institute of International Relations ‘Slingendael.’ 2005.など。 
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上で、「ミドルパワー」概念の曖昧さの原因を明らかにし、第二章以降で曖昧さを回避す
る方法を探っていく。 
第二章・第三章では「ミドルパワー」という概念を再定義するためのステップとして、
「ミドル」と「パワー」の二つの要素に分け、それぞれ検討する。「大国」や「中級国
（ミドルパワー）」「小国」などの表現は、国際関係論・ミドルパワー論の既存研究の中で
も、政治的言説の中でも頻繁に使用されている。しかし、第二章では、これらの用語が、
非常に曖昧な定義と分類法のもとで使われていることが判明する。 
第三章では、「ミドルパワー」概念の「パワー」の部分に焦点を当てる。パワーという
概念も、既存の国際関係論や、政治的言説の中でも頻繁に使用されるが、定義やその本質
については、議論の絶えない概念である。国家のパワー、つまり国力も、曖昧な概念に留
まっている。そこで本論文では、パワーの構成要素や、パワーという概念の様々な使用文
脈を分析して、パワーとは何かを吟味する。そして、これまでに行われたパワーの比較検
討の試みを取り上げ、国際関係でのパワーの大きさは、常に時間や文脈に左右されている
ことを明らかにする。これを踏まえて、「大国」や「中級国」「小国」という国際社会での
立場は、時と場合によって変化し続けていることを明らかにしていく。 
第四章では、本論文の研究の分析枠組みを示す。ミドルパワー概念を再定義し、本論
文の中心的概念となる「資源投入型外交」「資源最大化型外交」「資源節約型外交」の三つ
の概念からなるフレームワークを提示する。第二章・第三章の分析から、国家のパワーは
時と場合によって変化する、つまり、パワーに基づいて定義される「大国」などの国際的
地位もまた、時と場合によって流動的に変化するということが示されている。第四章では
これを前提に、国家が大国やミドルパワー、スモールパワーのそれぞれの立場から、それ
ぞれ国際的影響力をどのように行使しようとするのかを理論的に整理していく。 
大国は、その時の国際問題に対して、強い国力を持っている国である。そして、直面
する国際問題の分野において影響力が認知されている。また、問題解決のための、人員や、
予算、国内からの支持などの、外交資源を多く有する。そのため、資源投入型外交で、強
いリーダーシップを取ることも、単独で問題に取り組み、自国の国益だけを追求すること
も可能である。一方で、ミドルパワーは、ある問題に対して関心が中程度の場合や、投入
できる外交資源に限界がある場合で、他国との連携などを通して、限りある外交資源を最
大化して国際問題に取り組む、資源最大化外交を選択する傾向が強い。最後に、小国は、
ある問題に殆ど関心も利害もない場合に資源節約型外交を選択する傾向がある。少ない外
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交資源を節約しながら、他のアクターの協力体制に参加するという選択肢である。また、
資源節約型外交は、国内政策が優先される場合などには、敢えて当該国際問題に無関与で
いることも可能である。 
「ミドルパワー」は、どの戦略も自由に選択できる「大国」とは異なり、外交資源に
限界があるため、投入できる外交資源を最大化して利用しようとする資源最大化型外交か、
なるべく資源を消費しない資源節約型外交を実施すると考えられる。「小国」の多くは、
外交資源に著しい制限があるため、資源節約型外交を採らざるを得ない場合が多い。ただ
し、これらの選択肢は、ある国際問題に対して、当該国がどの位の関心とパワーを持って
いるかに基づく、その時の国際的地位に左右される。よって、国際問題ごと、時代ごとに
国家の国際的地位も変化し、選択肢も異なっていることは、本論文の重要な主張である。 
第二部となる、第五章と第六章、第七章、では第四章で新たに定義したミドルパワー
概念と、第四章で示したフレームワークを使用して事例研究を行う。三つの事例の内、二
つはカナダの事例である。三つ目は、ノルウェーの事例である。 
第五章では、1956年のスエズ危機に直面した中でのカナダの国際的行動について、第
四章で提示したミドルパワー概念を使用して分析していく。これまで曖昧にしか説明され
てこられなかった15、カナダがスエズ危機に関わった動機や、その外交的成功の要因を明
確にする。 
スエズ危機は、エジプトと、イスラエル・イギリス・フランス間での緊張状態であり、
世界的紛争に繋がる可能性があった。このような緊張状態の中で、国際連合においてスエ
ズ危機打開のための糸口を提供したのが、当時のカナダである。当時のカナダは、中東問
題については、関心の高さや関わりの深さの点から判断して、ミドルパワーに位置する国
家であった。そして、カナダは、国際連合で、スエズ危機打開のためのアイデアを出し、
そのアイデアに基づいて多国間協力を促した。スエズ危機が大規模な紛争に発展するのを
回避すると同時に、国際連合主導の国連平和維持軍というシステムの土台を作り上げた。
この事例は、当時の中東問題に対して中位に位置するミドルパワーが、アイデアの提供と
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
15吉田健正『PKO 国連平和維持活動：ミドルパワー・カナダの国際貢献』彩流社、1994年。スエ
ズ危機打開のために活躍したピアソンを支えた外交官たちの存在については触れられていない。
J.L. Granatstein, Canadian Foreign Policy: Historical Readings (Toronto: Copp Clark Company Ltd.: 
1993) ピアソンがカナダに平和維持活動で活躍する機会をもたらしたとだけ記述されている。
Andrew F. Cooper, Canadian Foreign Policy: Old Habit and New Directions (Ontario: Prentice-Hall 
Canada Inc., 1997) カナダとアメリカの連携にのみ注目している。Don Munton and John Kirton 
eds.,Canadian Foreign Policy: Selected Cases (Ontario: Prentice-Hall Canada Inc.,1992), 66-67. ピアソ
ンが行った多国間交渉についての記述がない。 
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多国間協力の促進と、そして国際連合の活用などの資源最大化型外交を採用し、外交的成
功を得たと説明できる。 
加えて、第五章にはもう一つの意義がある。スエズ危機の事例は、当時のカナダの外
務大臣レスター･ピアソン（Lester	 Pearson）の国連における、個人的な功績で危機が打
開されたとする先行研究が多い。しかし、同事例を詳細に検討すると、実際にスエズ危機
打開の鍵となったのは、ピアソン個人だけではない。スエズ危機の打開には、ピアソンを
取り巻くいくつかの要因も関連していることを示すのも、第五章の意義である。 
第六章では、1990年代から 2000年代のカナダ政府の「人間の安全保障」概念に関連す
る一連の政策を検討していく。まず、当時の国力を検討すると、人間の安全保障概念に沿
った政策の実施という文脈においては、本論文で提示した国際的に中位に位置する国家、
ミドルパワーであることが明らかになる。人間の安全保障政策に関しては、ロイド・アク
スワージー（Lloyd Axworthy）が特に注目されている。しかし、アクスワージーの前任の
外務大臣の、アンドレ・ウレット(André Ouellet)も人間の安全保障概念のカナダ外務省へ
の導入に関わっている。よって、まずはウレットの政策を明らかにする。その結果、ウレ
ットはアクスワージーとは大きく異なる政策を実施していたことが明らかになる。そこで、
アクスワージーの政策をウレットのものと比較検討し、二人の外務大臣の間で大きな政策
の転換が起こった理由を、本研究で提示した新しいミドルパワー概念を使って明らかにす
る。 
「人間の安全保障」に関わるカナダの政策を検討する際、先行研究では、当時のアク
スワージー外相に注目する傾向が強いが、実際には、ウレットとアクスワージーの二人の
外務大臣が関わっていた。ウレットは、まだ人間の安全保障の概念が世界に広く認知され
る前に、人間の安全保障の概念をカナダの政策に取り込んだ。しかし、当時のカナダは緊
縮財政下にあり、人間の安全保障に関わる政策に投資できる外交資源が少なかった。また、
ウレット自身もあまり強い関心を持っていなかった。結果として、ウレットが外務大臣で
あった時代のカナダの人間の安全保障政策は、関心の低さや投入できる外交資源の少なさ
から、資源節約型の外交となった。 
しかし、ウレットの後任であるアクスワージーは、人間の安全保障概念に強い関心を
持っていた。アクスワージーは、ウレットの時代と同じように緊縮財政下であったが、限
られた外交資源を最大限活用し、人間の安全保障政策に取り組んだ。アクスワージーの時
代のカナダは、人間の安全保障に対してミドルパワーに値する外交資源と関心を注いでい
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たといえる。そして、他国や他のアクターと協力し、様々な国際政策を主導していった。
この外交戦略は、資源最大化型外交といえる。以上のような分析から、人間の安全保障に
関する政策については、二人の外務大臣が関わり、別々のアプローチを取った事実とその
理由が明らかになる。外務大臣の交代を機に、資源節約型外交から、資源最大化型外交へ
変化したのである。人間の安全保障概念に関するカナダの政策転換は、既存のミドルパワ
ー研究の視点では説明することが出来ない。しかし、第四章で提起した本論文のフレーム
ワークであれば、外交戦略の変化を柔軟に説明できることが出来ることが示される。 
第七章はノルウェーの事例である。ノルウェーは、総合国力の点では自他ともに認め
るスモールパワーである。しかし、ノルウェーは、紛争の仲介とパブリック・ディプロマ
シーの分野においては、世界から賞賛される成果をあげ、広く注目されている。総合国力
の点では小国であるノルウェーと、平和促進政策での世界的評価の高さの間のギャップを、
本研究で提示した新しいミドルパワー概念を使って説明する。 
ノルウェーは、1990年代から、パブリック・ディプロマシーに特に強い関心を持ち、
多くの外交資源を投入して数々の政策を実施してきた。この点で、ノルウェーはパブリッ
ク・ディプロマシーの分野では、ミドルパワーの地位にあるといえる。ノルウェーは、パ
ブリック・ディプロマシーの分野においては、多アクター間の協力を推進したり、限定的
なリーダーシップを取っており、その政策は資源最大化型外交であると説明できる。さら
に、平和活動でも、ノルウェーは長い伝統を持ち、数多くの紛争の仲介に関わってきた。
その実績と、関心の高さから、ノルウェーは紛争の仲介活動の分野では、ミドルパワーの
地位にあるといえる。さらに、ノルウェーの仲介活動は、関わる紛争を少数に絞った限定
的なリーダーシップや多アクター間協力に支えられており、資源最大化型外交である。ノ
ルウェーの事例は、総合国力の点からは小国であっても、問題分野によっては、ミドルパ
ワーとなり、資源最大化政策を採用できることを示している。また、ノルウェーの総合国
力に反する、世界からの認知の高さは、上記二つの資源最大化型外交のそれぞれ成功し、
かつ二つの政策が相乗効果をもたらした例として、本論文のフレームワークで説明できる。 
	 加えて、ノルウェーの事例研究のもう一つの学術的貢献は、これまでの国際関係論で
は殆ど注目されてこず、また、言語の壁という障害によって、ほとんど研究されてこなか
ったノルウェーを、ノルウェー語の資料も使用して、研究することにもある。 
	 上記の三つの事例研究により、特定の国際問題に対してミドルパワーにあたる国家が、
資源最大化型外交を採ること、国の立場がスモールからミドルに変わることで、政策方針
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も資源節約型から資源最大化型へ変化し得ることが証明される。また、総合国力では小国
であっても特定の案件においてはミドルパワーに位置することができ、資源最大化型外交
を採用できることが示される。これらの事例研究によって本論文が示したミドルパワー概
念が、資源投入型・資源最大化型・資源節約型の三つの概念によって構成されるフレーム
ワークを使用することによって、多様な事例に対して有効な説明できることが示される。 
	 結論として、まず、国家の国際的地位は、同じ国家であっても事例により柔軟に変化す
ることが明らかになる。国家の持つ国際問題への関心の高さや、投入できる外交資源の大
きさによって、当該問題に対する国家の国際的地位は変化するのである。このように説明
する方が、国家の国際社会の中での相対地位とその変化を柔軟に説明できる。そして、そ
れぞれ大国・ミドルパワー・小国の国際的立場に応じて、資源投入型・資源最大化型・資
源節約型の三つの外交戦略が選択可能であり、最も国益にそくした、または、所有する外
交資源で選択可能な戦略を、国家は随時選びながら政策を推進している。 
	 そして、上記のような事実から判断すると、大国ではないながらも強い国際的影響力を
発揮したり、国際的な活躍を見せるには、まず、特定の国際問題に対して一定の関心・動
機と、投入できる外交資源を持った国家、ミドルパワーでなくてはならない。その上で、
ミドルパワー外交の成功は、他国や他のアクターとの協力、または、限定的ながらもリー
ダーシップを発揮するなどの資源最大化型外交戦略の観点から説明できる。 
	 非大国であるミドルパワーが、世界の中で大きな影響力を発揮する事例が増加しつつあ
る、今後の国際関係は、大国間の行動に限らず、ミドルパワーに位置する国家によっても
左右される。この事実は、国際秩序に影響力を発揮するアクターの多様化を意味している。
また、特に人間の安全保障とカナダの政策の事例が示すようにミドルパワーと協力して非
国家主体が、世界に対して影響力を発揮する場合もあることが明らかになった。よって、
今後の国際関係論は、大国以外の国家に対しても、非国家主体に対しても柔軟に観察の目
を向けなければならないと考えられる。 
  
23 
 
第一章	 「ミドルパワー」概念の二面性  
	  
 
本章では、まず、本論文の重要な概念である「ミドルパワー」という概念を分析する。
「ミドルパワー」という概念がどのように使用されてきたのかを、歴史的に、かつ、使用
文脈を参照しながら分析していく。 
第二次大戦以後、「ミドルパワー」という言葉は、国際政治の場における発言の中に散
見される。「ミドルパワー」は主に、政策・政府関係者が自国を他の小国と区別するため
に、発言する中に含まれる言葉である。また学界では、国際連合研究やレジーム、国際条
約の成立過程の研究や、比較外交研究、カナダ外交史研究にも、「ミドルパワー」という
言葉が多く見られる。学術概念としてのミドルパワーは、国力などの観点から、世界を大
中小に分類した場合の中位にあたる国家を指す言葉である。このように多様な文脈で言及
されているにも関わらず、多くの政治的発言や学術研究の中で、「ミドルパワー」/ミドル
パワーは明確に定義されておらず、曖昧なままで使用されている。なお、本稿では政治的
な言葉として言及する場合には、括弧をつけて「ミドルパワー」、学術概念として用いる
際にはミドルパワーと表記する。 
「ミドルパワー」という言葉は、政治的用語と学問的用語としての二つの側面を持っ
ている。この二つの側面は、既に述べたように、それぞれ大きく異なる意味を有している。
しかし、実際には、政治的言説の中の「ミドルパワー」と学問的用語としてのミドルパワ
ーは頻繁に混同され、それぞれの使用文脈でも明確な区別が行われていないことが多い。
このような概念の曖昧な使用が、ミドルパワー概念を正確に捉えにくくしている。曖昧性
や概念の不安定さは、明確性や厳密性を要する学術研究と相容れず、ミドルパワー概念に
関する研究の発展の妨げになっている。恣意的に使用された政策用語と、客観性を重視す
る学術的な概念の区別が難しいという問題は、多くの論者によって指摘されてきたが、な
ぜ難しいのかという問いに踏み込んだ研究はいまだ見られない16。 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
16 このような問題を指摘したものは Adam Chapnick, ”The Canadian Middle Power Myth,” 
International Journal 55 (2000): 188-206. など。 
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そこで第一章では、なぜ現在も両者が混同されやすいのかを明らかにしていく。まず、
第一節では「ミドルパワー」という言葉が政治的に使用されてきた歴史を振り返り、どの
ように、また、なぜ長期にわたって使用されてきたのかを分析する。第二節では、ミドル
パワーという言葉の学問的用語としての歴史も明らかにしていく。そして、それぞれの歴
史から、「ミドルパワー」/ミドルパワーという言葉が、どのような文脈と意味で使用され
てきたのかを明らかにしていく。最後に、概念の曖昧性という問題と、同問題点の起源を
明らかにし、概念の学術的有用性を吟味する。 
 
第一節	 	 政治用語としての「ミドルパワー」  
１	 国際連盟・国際連合をめぐる政治過程と「ミドルパワー」  
パリ講和会議と国際連盟  
「ミドルパワー」という言葉が国際政治の舞台で初めて広く使用されたのは、第一次世
界大戦後のパリ講和会議の中である。1919 年に開催されたパリ講和会議は、多くの国家
の国際社会での相対的地位が示された最初の出来事であった17。つまり、パリ講和会議の
開催を前に、参加各国の中のヒエラルキー構造が、代表団の人数という形で明確に示され
たのである。会議における議席の分配は、第一次大戦中の戦果や、国力と影響力を基準と
して話し合われ、決定された18。その結果、会議に五人の代表を派遣することが許された
のは、当時の五大国であったアメリカ、イギリス、フランス、イタリアと日本だけであっ
た。続いて、ベルギー、ブラジルと、セルビアは三人の代表を会議に送り込むことが認め
られた。次に、中国、インド、カナダ、オーストラリア、南アフリカ、チェコスロバキア、
ギリシャ、ポーランド、ポルトガル、そしてルーマニアの 12 カ国はそれぞれ二つの代表
議席を獲得した。残る 12 の参加国は一人の代表を送るに留まった。ここに代表団の人数
と言う形で、国力に関する四層のヒエラルキー構造が形式的に示された。 
国際連盟創設に向けた調整の当初から、国際連盟自体がヒエラルキー構造を持つことは
どの参加国の目にも明らかであった。会議に五人の代表を派遣することが許された五大国
は、国際連盟の理事会メンバーとなり、排他的かつ、特権的な地位を得ることになった。
よって、五大国以外の参加国にとっては、国際連盟の中で何らかの形で一定の地位を得る
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
17 Jonathan Ping, Middle Power State Craft: Indonesia, Malaysia and the Asia-Pacific (Hampshire: 
Ashgate Publishing Limited, 2007), 34. 
18 Ping, op.cit.,34 
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ことが重要な課題となった。一方で、五大国にとっても、他の参加国から、どのようにし
て国際連盟の持つ階層構造に対して賛同を得るかが課題となった。 
「ミドルパワー」という表現が用いられたのはこのような背景による。イギリス政府は、
「ミドルパワー」概念を用いて、国際連盟の理事会に交替制の理事国を加えることを提案
した。イギリスの提案は、五大国以外の国家を「ミドルパワー」と「マイナーパワー」に
分類し、それぞれから理事会への追加メンバーを交替制で選出するというものであった19。
当時のウィルソン・アメリカ大統領（Thomas Woodrow Wilson）もこの提案を支持し、ア
メリカが提出した草案で、国力や影響力の点で、大国と小国の中間に位置する国家群の存
在に言及した20。ただし、このような大国の譲歩ともとれる態度は、国際連盟を円滑に運
営するための戦略の一つであった。実際に、イギリスは理事会の参加国を増やすことの政
治的意義は、大国の慈悲を与えることにより、中間的な（intermediate）国家も小国も、
今後、国際連盟の構造に対して不満を言うことができなくなることであると述べている21。 
五大国間での話し合い結果、五カ国の常任理事国に加えて、四カ国の非常任理事国を選
出することになった。この決定は、国際連盟の中での大国に次ぐ四カ国の地位をめぐり、
五大国に次ぐ強い力を持つと自負する自称「ミドルパワー」国家の間で、激しい議論を招
くこととなった。 
1920 年に最初の非常任理事国を選出するにあたり、選出基準を巡って参加国間で様々
な主張がなされた。具体的には、いくつもの国家が、人口、国土面積、経済力や潜在的経
済力、歴史的影響力や地理的位置などの様々な要素をもとに、自国こそが大国に次ぐ「ミ
ドルパワー」であると主張したのである。例えば、中国やブラジルは国土面積の大きさと
人口の多さを強調し、スペインは中南米、ペルシャはイスラム教圏と、それぞれの地域的
なリーダーシップの強さを主張した。このような「ミドルパワー」を自称する国家は、自
分たち「ミドルパワー」は国際連盟の中で、五大国とほぼ同等な権利を持つべきであると
の主張を展開した22。結果的には、最初の非常任理事国に選ばれたのは、スペイン、ブラ
ジル、ベルギーと、中国であった。ただし、選出基準、つまり「ミドルパワー」の定義に
ついては、参加国間で明確な合意には至らなかった。 
	  
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
19 Carsten Halbraad, Middle Powers in International Politics (London: McMillan, 1984), 48.  
20 Halbraad, Middle Powers in International Politics, 49; C. Howard-Ellis, The Origin, Structure, and 
Working of the League of Nations (London: Allen and Unwin, 1928), 82. 
21 Halbraad, op.cit.,48. 
22 Ibid., 54. 
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サンフランシスコ会議と国際連合  
第二次大戦後の 1945 年のサンフランシスコ会議でも、「ミドルパワー」が政治的な意味
をもって、再び広く使用された。第二次大戦後の新たな世界秩序を模索する中で、「ミド
ルパワー」は、再び複数の国家にとって有益な政治的修辞であったのである。この時には、
カナダ、オーストラリア、ニュージーランドやブラジルなどの国家が、自国を「ミドルパ
ワー」と形容し、新たに創設される国際連合において「ミドルパワー」独自の地位と権利
を求めた23。パリ講和会議の際と同様に、自国を「ミドルパワー」であると主張する国家
の代表たちは、自分たちを他の小国と区別し、小国より強い国力・影響力に見合う権利と
地位を保障することを求めたのである。 
サンフランシスコ会議を通して、国際連合が国際連盟と同様に階層構造を持つことが明
らかになった。国際連合でも、アメリカ、イギリス、ソビエト連邦、中国と、フランスに
安全保障理事会の常任理事国という、排他的かつ特権的な地位と権利が与えられた。加え
て、安全保障理事会には非常任理事国の議席が設定され、さらに、分野ごとに設けられた
委員会でも特別な地位が設定された。そして、この事実は、常任理事国のメンバーに次ぐ
限られた地位を巡って、参加国間での大きな議論を呼んだのである。 
国際連合の設立に向けた交渉の中でも、自国を「ミドルパワー」とであると自称する諸
国家は、他の小国よりも国力や影響力などの点で自らが勝っていると主張し、他の小国と
の明確な区別を求めた。そして「ミドルパワー」という分類を設けることにより、一般的
な小国以上の権利や地位を、国際連合のシステムの中に公式に設定することを目指したの
である24。特にサンフランシスコ会議では、「ミドルパワー」という政治的修辞は、一般
的な小国以上の能力や影響力に加えて、今後の国際秩序を支える役割と責任を担う意思を
持っているという点を強調するためにも使用された。能力の点に加えて、各国家の積極的
な意思の有無を強調する点は、パリ講和会議における「ミドルパワー」という言葉の使用
方法との大きな差異である。 
自称「ミドルパワー」の中でも、オーストラリアとカナダは、国際連合において大国に
次ぐ「ミドルパワー」としての独自の地位を獲得することに、特に熱心であった。オース
トラリア政府は、世界の各地域の主要国を非常任理事国に選出する、地域的代表原則を提
唱した。この中で、オーストラリア自身も太平洋諸国の地域的なリーダーであると主張し
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
23 Ibid., 59; G.P. Glazebrook, “The Middle Powers in the United Nations System,” International 
Organization 1 (1947): 307-315. 
24 G.P. Glazebrook, op.cit., 312-315. 
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たのである。当時の外相エバット（Dr. H. V. Evatt）は、安全保障理事会の非常任理事国
を各地域から選出するべきであり、そのほうが世界の各地域での安全保障が確立できると
述べている25。 
一方で、カナダ政府は国際社会の中で果たすことができる役割や機能に基づいて非常
任理事国を選出する、機能・役割原則を主張した。カナダ政府はこのような主張をするこ
とで、非常任理事国の地位を獲得することを目指したのである。カナダ政府は、機能・役
割原則の説明の中で、国際連合の安全保障理事会と各専門委員会の代表制は「各国家の大
小ではなくその国家が最も国際社会の目標に貢献することができる分野での役割や機能26」
に基づいて決定されるべきであるとした。この主張は、総合的には大国とはいえなくても、
軍事力や経済力などの特定の分野においては、小国とは言えない国家や、小国には果たせ
ない重要な国際的役割を担うことができる国家には、その能力や国際貢献に応じた国際的
地位と役割を与えるべきであるとの発想に基づいている。 
オーストラリアとカナダが特に熱心に、大国に次ぐ「特別な地位」を求めたのは、第二
次大戦中には、二大戦争物資供与国であったという誇りと、このような実績にもかかわら
ず、新しい国際機構の中で十分な権利が保障されないのではないかという懸念に後押しさ
れていたためである。第二次大戦の前には、オーストラリア・カナダ共に 1931 年に正式
にイギリスから独立して間もない新興国と考えられていた。このため、国際社会はこれら
の新興国を国際社会の一員として認めていなかったのである。しかし、第二次世界大戦に
よって状況は一変した。大戦の戦火でヨーロッパは疲弊する一方で、軍需景気によりカナ
ダとオーストラリアの経済は急激に発展し、戦後のヨーロッパ諸国の復興を支える規模に
まで成長した27。よって、オーストラリアとカナダは、大戦後の国際秩序と、それを担う
国際連合において、大国に次ぐ特別な待遇と地位を求めた。実際に、当時のカナダ首相キ
ング（Mackenzie King）は、新しい国際社会の中で、カナダの地位が十分に保証されない
可能性を憂いて、もしカナダが大戦で連合国側への貢献が少ない他の小国と同じように扱
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
25 Carl Ungerer, “The “Middle Power” Concept in Australian Foreign Policy,” Australian Journal of 
Politics and History 53, (2007): 541. 
26 Ibid., 57; F.H. Soward and E. McInnis, Canada and the United Nations (New York: Manhattan 
Publishing Co., 1956), 10. 
271945年時点での、カナダの世界での相対的順位などは R.J. Sutherland, “Canada’s Long Term 
Strategic Situation,” in J. L. Granatstein, ed., Canadian Foreign Policy Since 1945: Middle Power or 
Satellite? (Toronto: Copp Clark Publishing Company, 1970), 23.  
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われるのであれば、それは「格下げ」であると述べた28。また、当時のオーストラリアの
副首相フォード（Francis Forde）も、オーストラリアの大戦中の連合国側への多大な貢献
を強調した29。 
しかしながら、オーストラリアやカナダなどの自称「ミドルパワー」国家の働きかけに
もかかわらず、彼らが実際に国際社会から小国以上の存在としての広く認知を得て、国際
連合の中で独自の地位を保障されることはなかった。オーストラリアとカナダがそれぞれ
提案した地域原則と機能原則そのものは国際連合の中で採用されたが、これらの原則は当
時、提案した二カ国には、それぞれが求める地位と権利をもたらすことはなかったのであ
る。 
	 ここまでの「ミドルパワー」を自称する国家による言葉の使用法には、二つの特徴が挙
げられる。第一に、「ミドルパワー」は第一次世界大戦、第二次大戦後の国際社会の中で、
大国に次ぐ影響力のある国家として認知され、それに見合う地位を獲得するための政治的
修辞であったことである。ただし、自国が「ミドルパワー」であると主張する国家は、何
らかの明確な基準を持って自国を「ミドルパワー」に分類していたわけではない。あくま
で、自国の地位を確保するために「ミドルパワー」という政治的修辞を使用していた。よ
って、これらの国家は、「ミドルパワー」という言葉そのものを定義や、同時に、自国以
外にどの国家がいわゆる「ミドルパワー」にあたるのかについては関心が低かった。 
第二には、自国は「ミドルパワー」であると主張する複数の国家の間に、定義に関する
共通認識がなかった。よって、自称「ミドルパワー」同士が協力して地位獲得のための交
渉を進める態勢にはなかった30。「ミドルパワー」国家の権利と地位の確保を最も強く訴
えたカナダやオーストラリアですら、それぞれ異なる原則を用いて、個別に自身を「ミド
ルパワー」であると主張した。カナダやオーストラリア以外にも、オランダやメキシコも
それぞれ異なる基準を用いて、自国を他の小国から区別し、大国につぐ権利と地位を求め
たが、これらの国家が協力して大国との交渉に当たったという記録はない31。 
 
２	 冷戦期の「ミドルパワー」  
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
28Stephane Roussel and Charles-Philippe David, “Middle Power Blues: Canadian Policy and 
International Security after the Cold War,” American Review of Canadian Studies 28 (1998): 8. 
29 Halbraad, op.cit.,61. 
30 Glazebrook, op.cit., 314 
31 Ibid., 310 
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意味と使用文脈の変化  
冷戦期を迎え、「ミドルパワー」は国際連合以外の文脈でも使用されることとなった。
国際連合に限らず多国間のフォーラムなど、政治的な場面で、「大国よりも小さいが、小
国よりも大きい存在である」ということを主張するという、これまでの意図以外の目的を
持って、「ミドルパワー」という言葉が使用されるようになったのである。サンフランシ
スコ会議が終了すると、自称「ミドルパワー」たちが国際連合の中で、何らかの独自の地
位を確立することは難しくなった。同時に、冷戦中の東西対立による国際連合の機能不全
の中で、国際連合の中で一定の公式な地位を占めることの政治的重要性は相対的に低下し
つつあった。その一方で、まだ定義の確立していなかった「ミドルパワー」という用語を、
国際連合で地位と権利の獲得に限らず、他の国際政治の文脈で応用することが可能であっ
たのである。このような状況の中で、用語の使用文脈は多様化した。自国は大国ではない
が、一般的な小国以上の国際的影響力を持っていると自負する自称「ミドルパワー」達は、
国際連合の外にも活躍の場と、国際的地位の確立を求め始めたのである。 
こうして冷戦期には、「ミドルパワー」は、第二次大戦での貢献や当時の国力だけでは
なく、当該国家の国際的役割や外交活動の特色も示唆する言葉となった。特に、国際紛争
や国家間の対立の仲介活動を通して、世界から注目を浴びたカナダ政府が「ミドルパワー」
という言葉を頻繁に利用した。そこで、「ミドルパワー」という言葉には、冷戦中の国際
紛争や国際的な対立の中で、仲介役を果たすことができる国家のイメージも付加されたの
である32。例えば、1965 年にカナダで行われた国際会議において、当時のカナダ首相レス
ター・ピアソン（Lester B. Pearson） は、国力や地理的な位置だけでなく、その外交力に
基づいてカナダは「ミドルパワー」であると述べた。 
 
私が考えますところ、我々は、伝統的な国力の要素を平均的なレベル
で備えている点で、「ミドル」であります。地理的には、国土の大き
さや地理的な位置の点で我々は「ビッグ」であるといえるしょうが、
少ない人口を鑑みると幾分差し引いて考えるべきでしょう。貿易や資
源、そして国民の生活水準の点からは強い国家であります。独自に保
有する軍事力は小さいですが、どのように活用するかが重要になりつ
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
32 John W. Holmes, “Is There a Future for Middlepowermanship?” in J. King Gordon ed., Canada’s Role 
as a Middle Power (Toronto: The Canadian Institute of International Affairs, 1965), 13-38, 15-16. 
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つあります。つまり、他国との協力、特に平時の他国や国際連合との
協力関係が重要でしょう。誇張ではなく、我々は約 20 年にわたって
その外交力をもって力の強い国家であり続けているといってもいいと
思います。わが国は現在の世界において力強い外交を遂行していくの
にちょうどよい大きさと重要性を備えている国家なのです33。 
  
当時のカナダ政府にとっても、1950 年代から 60 年代の紛争の仲介の成果によってもた
らされた国際的な評判によって、「ミドルパワー」は自国のイメージ外交に有効な修辞に
なりうるものであった。そこで、カナダ政府は、仲介活動や国連平和維持活動は「ミドル
パワー」であるカナダの役割であるという修辞と、「平和活動に熱心な国カナダ」という
イメージを国内外に打ち出した。例えば、当時のカナダ外交官のジョン・ホームズ（John 
Holmes）は国際会議において、紛争の仲介を「ミドルパワーであるカナダの使命である」
と発言している34。 
カナダ政府の外交的成果と、それに伴う「ミドルパワー」という修辞の使用によって、
「ミドルパワー」という言葉と国際紛争の仲裁や平和維持活動に熱心な国という評判が結
びついた。すると、複数の国家がその肯定的なイメージの獲得を目的に、「ミドルパワー」
を自称し始めた。こうして、「ミドルパワー」という言葉は、サンフランシスコ会議当時
の他の小国との区別を求めて国際組織の中で権利と地位を主張するための言葉から、自国
の独自の外交スタイルを主張し、国際社会に対して肯定的な印象を打ち出すために使われ
る言葉に変化していった。 
このように「ミドルパワー」という言葉は、国際政治の場で使用された場合、複数の
含意を持つようになっていた。言葉の使用者が自身の意図に応じて、政治的言説の中で
「ミドルパワー」という言葉を使用した。一方で、常に複数の含意を持って使用されてい
たため、「ミドルパワー」という言葉の意味はさらに不明瞭になっていった。仲介役とい
う意味の延長上で、「ミドルパワー」という言葉は、二つの立場の中庸に立つという意味
でも使用され始めた。冷戦下の緊張関係にある東西を橋渡しする中間的な立場、南北問題
での先進国と発展途上国の双方に理解を示す中庸の立場などを指しても、「ミドル」の表
現が多用された。 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
33 John W. Holmes, in J. King Gordon ed., Canada’s Role as a Middle Power, 197. 
34 Ibit. 
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例えば、1964 年にオーストラリアの外相ガーフィールド・バーウィック（Sir Garfield 
Barwick）はオーストラリアを「ミドルパワー」であると指摘するに当たって、複数の根
拠を列挙している。  
 
（オーストラリアは）ミドルパワーという表現が使用される一般的な
意味では明らかに（ミドルパワー）でしょう。さらに、先進国と発展
途上国に共通する関心をもち、持てるものと待たざるもの双方の視点
に立つことができます。農業国であり、また同時に、高度に工業化し
た国家でもあります。ヨーロッパの背景を持ちながらも、地理的な親
密さも持っている35。 
 
	 同様に、1970 年代のオーストラリアにおいても、外交政策の中における政策用語とし
て「ミドルパワー」が使用されている。ゴフ・ウィットラム首相（Gough Whitlam）の、
「大国や国際情勢のなすがままになる小国ではなく、自らの責任と義務を果たす重要なミ
ドルパワーとしてのオーストラリア」という言葉は、当時のオーストラリアが模索する外
交政策の方針を端的に示している36。 
	 さらに、メキシコのシンクタンクのディレクター、マリオ・オジェダ・ゴメス（Mario 
Ojeda Gomez）は外交のスタイルや外交力に加え、今後の可能性にも注目して「ミドルパ
ワー」という言葉を使用している。自身の論文の中でゴメスは、紛争の仲介役を務める能
力と意思がある点で、メキシコは潜在的な「ミドルパワー」であると論じた37。ゴメスは、
軍事力と経済力の観点から、その当時のカナダやオーストラリアのような「ミドルパワー」
には匹敵しないと認めつつも、メキシコは今後、仲介者としての役割を担って行く「ミド
ルパワー」であると考えたのである。 
  
周囲からの「ミドルパワー」としての認知  
	 上記のように、「ミドルパワー」の政治的言説の中での意味内容が変化するのに伴って、
言葉の使用法や、使用される文脈もまた変化していった。冷戦以前の文脈では、「ミドル
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
35 Ping, op.cit., 40. 
36  松井佳子「オーストラリア外交におけるミドルパワー意識の起源」『法学政治学論究』第 50号
2001年、3頁。 
37Mario Ojeda Gomez, “The Role of Mexico as a Middle Power,” in J. King Gordon ed. Canada’s Role 
as a Middle Power (Toronto: The Canadian Institute of International Affairs, 1965), 13-38, 144. 
32 
パワー」は主として特定の国家の自称であり、国際社会の中で権利や地位を求める根拠と
して使用された。しかし、冷戦期に入り、国家自身が自国を「ミドルパワー」であると自
称するかどうかにかかわらず、周囲から「ミドルパワー」と呼ばれる場面も増加した。イ
ンドの例は、この様な周囲からの認識としての「ミドルパワー」の特徴を端的に示してい
る。カナダの外交官ホームズが、インドの大統領ネルー（Jawaharlal Nehru）の国際紛争
における仲介外交を賞賛した中で、インドを「ミドルパワー」と呼んだことが、他称「ミ
ドルパワー」の例の一つである。しかし、一方で、ネルー自身はインドを「ミドルパワー」
と考えておらず、将来、大国となるべき国であると述べていたのである38。 このように、
当事者の意図に関わらず、他国がある国家を「ミドルパワー」と呼ぶ場面も増加した。 
	 これまで述べたように、冷戦期の「ミドルパワー」概念は、主に三通りの意図を持って
使用された。第一に、冷戦前と同様に、大国に次ぐ強力な力を持つ国として自称する「ミ
ドルパワー」である。第二には、平和維持活動や紛争の仲介などで活躍する国家としての
自称「ミドルパワー」である。第三に、上記二つに当てはまる第三者を指して使用する、
他称「ミドルパワー」である。そして、この時代にあっても、これらが明確に区別される
ことはなく、「ミドルパワー」を定義する試みもまだ行われていない。 
 
３	 冷戦の終結と「ミドルパワー」  
	 1980 年代後半から 1990 年代前半には、世界を東西に隔てていた冷戦構造の消滅により、
多くの国家が、より多く、より自由な国際行動の機会を期待し、新しい冷戦後の世界秩序
の中での国際的位置づけや役割を模索し始めた。国際システムの大きな変化に合わせて、
政策用語としての「ミドルパワー」の意味と使用文脈はまたも変化した。冷戦期に「ミド
ルパワー」を自称したオーストラリアやカナダなどの国家も、より大きな国際的活躍の機
会を期待し、冷戦後の世界秩序における新しい地位と役割に伴う、国際的位置づけを望ん
だのである。例えば、当時のカナダの外交官は「少なくとも今は、世界の状況は劇的に変
化した。超大国は以前以上にミドルパワーの仲裁活動を歓迎するであろう39」と期待を込
めた発言をしている。また、カナダの当時の首相ブライアン・マルルーニ（Brian 
Mulroney）は、湾岸戦争の後に、再び活性化するであろう国際連合の中にカナダの役割
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
38 Halbraad, op.cit., 71； J.W. Mellor ed., India: A Rising Middle Power (Boulder: Col Westview Press, 
1979), 123. 
39 Stephane Roussel and Charles-Philippe David, “Middle Power Blues: Canadian Policy and 
International Security after the Cold War,” American Review of Canadian Studies 28, (1998): 8. 
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を求めて、カナダの「ミドルパワー」としての能力と意思の強さを以下のように強調し
た： 
 
ミドルパワーとして、我々は我が国の利益が国際的な法制度のも
とで保障されることを確実にしなければならない。我が国は再び
活性化した国際連合を支え、力の弱い国家の状況を改善する力を
行使しなければならない40。 
 
また、「ミドルパワー」の特徴とされていた国際的な仲裁活動や、他の国家間の仲介外
交の分野での活動を見せ始めた、南アフリカなども、冷戦後には、新興の「ミドルパワー」
と考えられるようになってきていた。南アフリカの当時の外相アルフレド・ンゾ（Alfred 
Nzo）は、明確に「ミドルパワー」という言葉こそ使用しなかったが、以下のように発言
している：  
 
南アフリカは発展途上国ではあるが、先進国や先進工業国の特
性もある程度備えている。よって、我々は南北双方を理解しか
かわっていくことが可能である。したがって、世界の発展のた
めの南北の歩み寄りに極めて重要な役割を果たすことができる
41。 
 
上記のような変化と同時に、「ミドルパワー」という言葉は、冷戦後の使用文脈の中で、
さらに新たな意味合いを帯びた。冷戦期の国連平和維持活動や国際紛争の仲介活動という
意味以外にも、人権、紛争予防、軍縮・軍備管理、紛争後の復興支援や人間の安全保障な
ど、「ソフトな安全保障問題」といわれる分野でも使用され始めたのである。冷戦の終結
とそれに伴う国際情勢の変化は、「ミドルパワー」に「ソフトな安全保障」に積極的に取
り組む国という新たなイメージを付与した。 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
40 Andrew F. Cooper, Canadian Foreign Policy: Old Habits and New Directions (Scarborough, Ontario: 
Prentice-Hall Canada Inc., 1997), 21. 
41 Janis Van Der Westhuizen, “South Africa’s Emergence as a Middle Power,” Third World Quarterly 19 
(1998): 450. 
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「ミドルパワー」を自称する諸国の一部は、冷戦後に関心が高まったこれらの「ソフト
な安全保障問題」に対して、すでに冷戦中からある程度取り組んでいたからである。そこ
で、国際社会の関心がこれらの「ソフトな安全保障問題」に再び集まったのを契機に、自
称「ミドルパワー」たちは、「ソフトな安全保障」や環境問題に取り組んできた実績に基
づいて、国益だけにとらわれず、人道的目的や人類益に長年取り組んできた、道徳的な
「ミドルパワー」というイメージを前面に押し出し始めたのである42。特に「ミドルパワ
ー」の典型例であると考えられてきたカナダとノルウェーが対人地雷全面禁止に向けた交
渉過程（オタワ・プロセス）において強いリーダーシップを発揮した事例は、人間の安全
保障や軍縮問題と「ミドルパワー」のイメージを強く結び付けた43。オタワ・プロセスに
おけるカナダのリーダーシップの立役者とも評される、当時のロイド･アクスワージー
（Lloyd Axworthy）外相が、カナダの「ミドルパワー」外交と、人間の安全保障にかかわ
る問題を結び付ける主張をしたことも強く影響したと考えられる。アクスワージーは、常
に多国間協力を重視するカナダの「ミドルパワー」の外交の伝統は、国際関係におけるソ
フトな安全保障や道徳的問題での、今後のカナダのリーダーシップを強固なものにすると
述べたのである44。 
さらに、冷戦後にジョセフ・ナイ（Joseph Nye）が提唱した「ソフト・パワー」の概念
も、しばしば「ミドルパワー」概念との関係で論じられるようになった45。ソフト・パワ
ーは軍事力などの「ハード・パワー」との対比で使用される概念であり、ソフト・パワー
は政策や文化的魅力などで、他国や他国の市民を惹きつける力である。「ミドルパワー」
を主張する諸国は、自国は、ハード・パワーは多く持たなくても、ソフト・パワーを多く
持っていると主張したため、「ミドルパワー」とソフト・パワー概念は結び付けられて使
用されることが多くなった。 
	 その後も、2007年には、新しく誕生した保守党政権のステファン・ハーパー（Stephan 
Harper）首相が、演説の中で、カナダの「ミドルパワー」としての役割と、他の「ミドル
パワー」諸国たちとの協力の重要性を下記のように強調している。通常、積極的な国際主
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
42 Veronica Kitchen, “From Rhetoric to Reality: Canada, The U.S. Ottawa Process to Ban Landmines,” 
International Journal (2001-2002): 38. 
43 足立研幾『オタワプロセス－対人地雷禁止レジームの形成』有信堂、2004年に詳しい。 
44 Lloyd Axworthy, “Canada and Human Security: The Need for Leadership,” International Journal 52 
(1997): 193. 
45 ソフトパワーについては Joseph Nye, Soft Power: the Means to Success in World Politics ( New 
York: Public Affairs, 2004)を参照。 
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義政策には熱心ではないと考えられている保守党政権であっても、「ミドルパワー」とい
う言葉を使用した点は興味深い： 
 
他のミドルパワーとの協働によって、カナダは自律しながらも世界に向
けて開かれた、豊かで民主的で思いやりのある社会のモデルとなり、同
時に、カナダと全体の利益を守り実現することが可能になっている46。 
 
冷戦後の文脈において「ミドルパワー」は、新しい世界秩序において活躍を目指す国家群、
また「ソフトな安全保障」の課題に積極的に取り組む国家群によって使用された。ただし、
この場合も、定義や使用文脈はますます多様化し、「ミドルパワー」という言葉の意味に
ついての共通理解は確立しなかった。 
 
４	 政治的修辞としての「ミドルパワー」の分析  
第一節では「ミドルパワー」という言葉が、国際政治の場面においてどのように使用
されてきたのかを概観した。当初、「ミドルパワー」は、周囲から大国とは認められてい
ない国家が、大国ではなくても、大国に近い国力を持っているとして、他の小国と自国を
区別する意図で使用した。よって、言葉の明確な根拠や定義は規定されなかった。国際連
盟を設立するにあたっての国際交渉の中では、「ミドルパワー」は、自国の国力の強さを
強調し、国際連盟の中で、大国に次ぐ高い地位と権利を求める政治的な修辞として使われ
たからである。続く、国際連合創設をめぐる交渉の中でも、複数の国家がそれぞれ「ミド
ルパワー」を自称し、地位や権利を求めたが、この際も政治的修辞として「ミドルパワー」
が使用されたため、言葉の意味や厳密な定義に注意が払われることはなかった。 
冷戦中には、「ミドルパワー」が使用される文脈や意図が多様化し、言葉の意味の曖昧
さが増す結果となった。1960 年代以降、「ミドルパワー」は国連平和維持活動への貢献や、
国際紛争の仲介などの外交活動と結び付けられて使用されることが急増した。このような、
言葉の持つイメージの変化には、同分野での外交的成功を収めたカナダやオーストラリア
が、当時「ミドルパワー」を自称したことが強くかかわっていると考えられる。カナダや
オーストラリアなどの活躍によって、「ミドルパワー」には紛争の仲介や国際的平和維持
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
46 演説の全文については、 http://pm.gc.ca/eng/media.asp?id=1830 を参照。(2012年 5月 25日アク
セス) 
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に熱心な国家という肯定的なイメージが付与された。「ミドルパワー」という言葉に好意
的なイメージが定着すると、今度は、そのイメージを得るために、自国を「ミドルパワー」
称する国家も新たに登場した。逆に、紛争の仲介や平和維持活動などで活躍した国家が、
その国家自身が「ミドルパワー」という言葉を使用していない場合でも、「ミドルパワー」
と他者から呼ばれる場合も出てきた。 
冷戦の終結とそれに伴う国際情勢の変化は、「ミドルパワー」という政治的修辞にも新
たな意味をさらに付与した。冷戦後の国際関係において使用される「ミドルパワー」とい
う言葉の多くは、いわゆる「ソフトな安全保障問題」と呼ばれる、軍縮・軍備管理、紛争
後の復興支援や人間の安全保障などの文脈に移行していったのである。  
これまでに見てきた「ミドルパワー」という言葉の政治的使用の歴史から、以下の特徴
と問題点が指摘できる。第一に、政治的な用語として使用される「ミドルパワー」という
言葉は、厳密な定義や固定的な意味を持たず、時代背景と使用者自身の意図によって流動
的に変化し続けている。多くの場合は、「ミドルパワー」という言葉は、特定の国家を大
国とは呼べなくとも、一般的な小国以上の国力や政治的影響力や外交力を持つ国家である
という点を強調、時に誇張するために使用されたということができる。よって、この言葉
は、政治的・恣意的に使用されてきており、厳密な定義を持たない。 
	 第二の特徴は、「ミドルパワー」という言葉のイメージに、特定の国家の外交が突出
して大きな影響を与えているという点である。これまで見てきたように、「ミドルパワー」
という政治的修辞を活用し、また、「大国ではないが一般的な小国以上の国力や影響力を
もつ国家」という意味を付与したのは、サンフランシスコ会議でのカナダやオーストラリ
アなどの発言である。また、冷戦中に、「ミドルパワー」という言葉は、カナダの国連平
和維持活動への参加や紛争の仲介の影響を強く受け、平和維持活動や紛争の仲裁に熱心な
国家というイメージを含むようになった。冷戦後は、カナダやノルウェーのいわゆるオタ
ワ・プロセスでの活躍が、「ミドルパワー」という言葉をいわゆるソフトな安全保障問題
に強く結びつける結果となった47。よって、「ミドルパワー」と、特定の国家のイメージ
が強く結びつき、時に混同が見られるのである。 
つまり、「ミドルパワー」という言葉は、政治の現場では、大国に次ぐ国力を持つ国家
のイメージと、国際的平和の創出・維持に熱心に取り組む国家のイメージ、そして、カナ
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
47  Lloyd Axworthy, op.cit.,187-188. オタワプロセスについては、第六章第三節で後述する他、足立
研幾、前掲書に詳しい。 
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ダやオーストラリア、そして、ノルウェーなどの特定の国家のイメージが漠然と混在して
いる。また、政治的言説の中で「ミドルパワー」が使用される場合に、どのようなイメー
ジに基づいて言葉が使用されているのかが明確にされることが少ないため、文脈から判断
しなければならないという点も問題である。 
	 これらの問題点を抱えながらも、「ミドルパワー」は政治的言説の中で使用され続け
た。「ミドルパワー」が政治的修辞として、政策実施者にとって有用であり続けたからで
ある。この有用性の背景は、第一に、自国と小国を区別しながらも、大国ほどの国力はな
いことを認めている点である。「ミドルパワー」は常に大国に次ぐ地位を求める際に使用
されてきた。つまり、自国が中間層に当たる国家であると認めているのである。これは、
大国との意見対立を避けつつも、自国の権利保障を求める際に有用な言説である。 
	 第二に、「ミドルパワー」に、冷戦中に、漠然と紛争の仲介者や、積極的な対外支援、
ソフト・パワーの保持者等、漠然と肯定的な意味合いが付加された点も、「ミドルパワー」
の使用の背景として考えられる。よって、多くの国家が自国のイメージ・アップのために
「ミドルパワー」の言葉を使用した。 
第三の有用性は、特に冷戦以降、自称「ミドルパワー」たちの連携や協力を促進できる
点である。「ミドルパワー」という言葉は意味合いが曖昧であるがゆえに、様々な国家が
使用できる。このため、自称「ミドルパワー」や他称「ミドルパワー」はお互いの利益の
ために、容易に協力や連携をすることができた。 
これらの複数の意義があったため、第一節で明らかにした多くの問題点を抱えながらも
「ミドルパワー」は政治的言説の中で利用され続けてきた。これは既に説明したように、
意味合いが曖昧なゆえに「ミドルパワー」が政治の現場での有用性が高かったためである。 
 
 
第二節	 学術用語としてのミドルパワー  
 
1	 	 ミドル概念の登場  
	 既に述べたように、国際政治の現場や学術研究の中でミドルパワー概念が多用されるよ
うになったのは第二次世界大戦後である。ただし、それ以前からも同概念の学術的検討が
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行われていたことも指摘されている48。例えば、イタリア・ルネッサンス時代の哲学者ジ
ョバンニ・ボテロ（Giovanni Botero）は、国際関係の分脈で初めてミドルパワーについて
検討した学者の一人である 49。18 世紀には、シャルル＝ルイ・ド・モンテスキュー
（Charles-Louis de Montesquieu）やジャン＝ジャック・ルソー（Jean-Jacques Rousseau）
が政治的な行為主体を、大中小の三つに区分している50。また 19 世紀に入ると、ドイツ
政治学において、ヨーロッパ内で地理的に中間に存在するドイツに対して、地理的な意味
での中間・中心という意味とともに、その国力の点で、中位にあたるという表現が使われ
ている。このような国力の点で中規模の国家は、ヨーロッパの国際関係における勢力均衡
の構造の中で、バランサーともいえる役割を果たしていると考えられていた51。 
近代ヨーロッパの政治学の中で論じられたミドルパワーは、勢力が衰えたかつての強
者であり、あるいは、力を増しつつあるかつての弱者であった52。また、ミドルパワーは
強者によって征服されやすく、さらに征服した者にとっては小国を征服した場合より大き
な利益が期待できるため、侵略の対象になりやすい。このため、中間層に位置付けられる
主体は、自身の安全の保障や影響力の伸長を求めて、利己的・戦略的な行動に出ることが
多いとされていた53。 
初期の研究は、基本的には、国力に基づく相対評価によって国際社会を階層的に区分
している。 国力によってミドルパワーを定義する立場は54、一般にミドルパワーに関する
議論の中の「階層モデル（hierarchical model）」と分類されている。階層モデルによれば
ミドルパワーは、国力の観点からは大国とはいえないが、小国よりも大きい国、と相対的
に定義される。これまでのミドルパワー研究で頻繁に取り上げられている評価の指標の例
は、国土面積、人口、GNP、軍事力、国民の生活水準などである 。 
すでに述べたように「ミドルパワー」が国際政治の舞台で初めて広く使用されたのは、
第一次世界大戦後のパリ講和会議の中である。国際政治の現場で大国と小国の中間に位置
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
48 国家に限らず、様々な政治的主体をその力によって階層的に分類する研究は存在した。さらに、
この中で大、小の二分律だけではなく、中間にあたる主体もしばしば想定されてきた。Holbraad, 
op.cit., 3. 
49 Jennifer M. Welsh, “Canada in the 21st Century: Beyond Dominion and Middle Power,” The Round 
Table 93(2004): 585. 
50 百瀬宏『ヨーロッパ小国の国際政治』東京大学出版会、1990年、3頁。モンテスキューやルソ
ーは、共に国家を大中小に分類しそれぞれの政治的な特徴について分析した。 
51 Carsten Holbraad, “The Role of Middle Powers,” Cooperation and Conflict 1 (1971): 78. 
52 Holbraad, Middle Powers in International Politics, 3. 
53 Ibid.,69. 
54 Ian Clark, The Hierarchy of States (Cambridge:	  Cambridge Studies in International Relations, 1989)や
David Lake, Hierarchy in International Relations (Cornell:	  Cornell University Press, 2011)など。 
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する国家が存在すると考えられ、実際に「ミドルパワー」という言葉が使用されたという
事実は、学界にも影響を与えた。特にヨーロッパや北アメリカではホワード・エリス（C. 
Howard-Ellis）、C.K.ウェブスター（C. K. Webster）、S. ハーバート（S. Herbert）や、 ステ
ファンズ・ワルド（Waldo E. Stephens）などの研究者が、外交上の言説の中で主張された
「ミドルパワー」という言葉や、中間的国家という概念を取りあげた研究を行った。しか
しながら、1920 年代から 30 年代の研究は、前述のような国際連盟の文脈で「ミドルパワ
ー」という政治的な用語を使用して行われた権利主張自体と、同様の主張を行った国その
ものに主たる関心を持っていたため、一種の事例研究群といえる。よって、カーステン・
ホルブラード（Carsten Holbraad）が結論付けるように、この当時のこれらの研究の焦点
は、いわゆる「ミドルパワー」とされた諸国家の行動や役割の一般化や予測にはなかった
と考えることができる55。 
以上のように、第二次大戦後に注目される以前から、国際社会の中で中間層に位置す
るアクターを分析しようとする学術的試みは様々に存在した。しかし、これらの取り組み
が行われた時代も地域もばらばらであり、相互の関連性を観察することは困難である。さ
らに、政治的用語としても、「ミドルパワー」の概念が広く研究されることはなかった。
このため、この時には、ミドルパワーに関する議論は社会に広く知られることも、学問の
場において大きく取り上げられることもなかった。 
 
2	 	 政治的使用と学問的利用の混同  
初期の研究は、基本的には、サンフランシスコ会議での政治的用語としての「ミドル
パワー」が国力と国際社会において果たす機能に基づく主張であったのと同様に、国力に
基づく相対評価と、カナダが国際社会に対して果たすことができる機能・役割によってミ
ドルパワーを定義している。 
国力によってミドルパワーを定義する立場は、一般にミドルパワーに関する議論の中
の「階層モデル（hierarchical model）」と呼ばれる 。階層モデルによればミドルパワーは、
国力の観点からは大国とはいえないが、小国よりも大きい国として相対的に定義される。
これまでミドルパワー論で頻繁に取り上げられている評価の指標は、国土面積、人口、
GNP、軍事力、国民の生活水準などである 。 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
55 Ibid., 56 
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「ミドルパワー」という言葉を、第二次大戦後の政治の現場で頻用したのは主にカナ
ダやオーストラリアの政府関係者である。特に、カナダの政府関係者は、国際政治の現場
で「ミドルパワー」を使用すると同時に、国内外の学術誌等にも多くの著作を残した。こ
れらの著作が現在までのミドルパワー研究の基盤となっている。 
カナダ政府内においてミドルパワーの概念を最初に導入したのは、第二次世界大戦中
から戦後にかけてカナダの外交官として勤務したヒューム・ロング（Hume Wrong）であ
る56。また、国外に対して公式に使用されたのは、1944 年 5 月 11 日のロンドンの帝国議
会におけるマッケンジー・キング首相の発言とも、1945 年 1 月 12 日付のカナダ外務省が
五主要国に対して打電した公電であるとも言われている57。国際連合を巡る外交の現場で
の政策上の用語としての使用を契機に、外交官や政治家は学術研究の場でも積極的に「ミ
ドルパワー」という言葉を発信した。このため、ミドルパワー概念は国内的にも国際的に
も使用されるようになっていった。しかし、同時に、政治的な用語としての「ミドルパワ
ー」と学術上のミドルパワー概念の境界線は曖昧になっていった。 
1940 年代以降に、カナダ外交の現場とカナダの学界の双方において、ミドルパワーと
いう言葉が頻繁に使用された理由として、主に二つの目的が挙げられる。第一に、自国の
国際的地位と、それに対する国内外からの認知の希求である58。第二次大戦までは、小国
または新興国と考えられ、カナダは、国際的な発言権を得ることができなかった。しかし、
第二次大戦後に急速な成長を経て59、「ミドルパワー」という地位と、その地位に見合う
権利を主張した。大国とはいえなくても、一定の分野では大きな役割を積極的に果たすこ
とができると主張したのである。このように、ミドルパワーを、国際社会の中で持つ機能
と国際的な問題への関心の高さが、小国以上である国家と定義する立場は、ミドルパワー
に関する学術研究の中では「機能主義モデル（functional model）」と分類されている 。カ
ナダは政治の場でも、学術研究の場でも自国は「ミドルパワー」であると発信することに
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
56 John F. Hilliker, “Introduction,” in Documents on Canadian External Relation 9 (1942-1943), (Ottawa: 
Department of External Affairs, 1980), xiii. また、Chapnick, op.cit., 189. ロングは 1942年に、カナダ
は一般的な小国以上の貢献が可能なミドルパワーであると主張し、カナダが特に貢献していた分
野に関しては、第二次世界大戦の遂行に関わる重要な決定の場への参加権を求めた。 
57 ジェームズ・エアーズ「カナダの国際的地位」、J.L. グラナツスティン他編（吉田健正訳）『カナ
ダの外交』御茶ノ水書房、1994年、153頁。 
58 この国際的認知と小国との区別の要求は、当時のカナダ首相であるキング首相の「カナダにと
って、ドミニカ共和国やエルサルバドル……と同等の地位を受け入れるのがいかにむずかしいか、
おわかりいただけると思います」との発言に端的に現れている。吉田健正『国連平和維持活動―
ミドルパワー・カナダの国際貢献』彩流社、1994年、44-45頁。 
59 第二次大戦後を通じたカナダの経済発展は、吉田健正『カナダ―20世紀の歩み―』彩流社、
1999年、155-157頁と、吉田、前掲書『国連平和維持活動』75-77頁に詳しい。 
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よって、小国以上の存在として国内・国際社会の中で、自国の能力と役割が認知されるこ
とを求めたのである。 
第二には、カナダ国民の国民意識の統合と、国家としてのアイデンティティの探求で
あった60。カナダ政府関係者は、ミドルパワーという一つのシンボルによって、カナダと
カナダ国民像の明確化を図ったのである61。第一次世界大戦中、カナダ国内はフランス系
カナダ人と、イギリス系カナダ人に分裂していた。第一次世界大戦でイギリスによって協
力が要請された戦争に、フランス系カナダ人が行く必要はない、と彼らが徴兵に応じない
という事件が起こった。このような事態により、第二次大戦中から戦後にかけて、国民の
意識を統合することがカナダ政府の大きな課題となっていた62。第二次大戦によって大き
く発展したカナダは、自らを小国以上のミドルパワーであると再定義し、国民の意識を改
革しようとした63。ミドルパワーというシンボルは、国民像の明確化と、国民の統合に役
立つと考えられた。このため、国内にも積極的にミドルパワーという概念が使用されたの
である。政治の現場でのこのような概念の使用を受けて、ミドルパワー概念はカナダ外交
研究の一環としても、政治・学問を通じて国内外に発信された。 
1940 年代以降も、カナダ外交の現場と、カナダ外交を分析するカナダ外交政策論の双
方で、ミドルパワー概念は引き続き使用された。さらに、第二次大戦後から約 20 年間に
わたって、カナダは、大国同士の対立による国連の機能不全の中、1956 年のスエズ危機
における仲介を始めとして、国連の平和維持活動や、紛争の仲介、国連への新規加盟問題
での意見調整、南北問題の橋渡しなど、多くの場面で「中間的」な外交や、「仲介役」な
ど、理想主義的とも呼ばれる外交活動を実施した。このような外交方針を特に推進したの
は、1950年代のルイス・サンローラン（Louis-Stephen St-Laurent）政権と、レスター・ピ
アソン外相の時代である64。カナダ政府の利他的とも解釈される外交政策を受けて、学界
ではミドルパワー概念に規範的な意味合いが付与された。 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
60 Chapnick, op.cit. 193. 
61 ミドルパワーという言葉がカナダに対してもった象徴的意味については、Lionel Gelber, 
“Canada’s New Stature,” Foreign Affairs 24 (1945-1946): 277-289. を参照。 
62 キング首相の 1939年 9月 3日の日記より。http://king.collectionscanada.ca/EN/default.asp（2006
年 10月 14日アクセス） 
63  特に第二次大戦後の、カナダの戦略上の地位認識や、政治的判断については、R.S. Sutherland, 
“Canada’s Long Term Strategic Situation,” International Journal 17 (1962) :199-223.に詳しい。 
64   サンローラン政権は 1948年から 1957年。サンローラン自由党政権下で、ピアソンは外務大臣
であった。サンローラン自由党政権の後の、ディーフェンベーカー進歩保守党政権を 1963年に破
り、ピアソンが自由党政権の首相に就任した。 
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サンローラン政権の時代をカナダ外交の黄金時代と捉え、一つの理想と考える傾向は、
現在のカナダ外交政策論にも存在している65。スエズ危機での外交的成功を機に、カナダ
に関するミドルパワー研究は急増している。研究者はもちろん、外交官や政府関係者もま
た、盛んに論文等を発表し、国内外での演説も数多く行った。 
これらの研究の中で、一見すると理想主義的とも見える外交を展開した期間を経て、
理想主義的な外交政策を議論する文脈で、ミドルパワー概念を規範的に使用する立場が生
まれた。規範論的なミドルパワー論とは、国際関係において、ミドルパワーは大国あるい
は小国よりも賢明で、利他的な行動を取る可能性が高いとする考え方である。ミドルパワ
ーに対するこのような解釈は「規範モデル（normative model）」と呼ばれている66。この
時期の多くの研究には、カナダ外交や国際政治のあるべき姿を主張、または規範的な外交
を実施しているカナダの優位性を主張しているものが見られる。これは、国際的地位を主
張するこれまでの政策タームと学術研究の混同から、あるべき外交の姿を主張する学術研
究への変化とも考えられる。ただし、規範モデルの立場からは、ミドルパワーとは何かと
いう定義の問題よりも、ミドルパワーが果たすべき国際的役割についての規範的な議論が
盛んに行われた67。また、ミドルパワーの外交行動を説明する際に、現実的な国益や国力
の観点よりも、政治文化や人道的な動機などに注目したのも、この立場の特徴である68。 
ミドルパワー概念の規範的な側面が注目される一方で、それまでのカナダの外交行動
をミドルパワーの概念と結び付け、ミドルパワーという言葉に特定の行動を指す意味を付
与したのは、自らも当時のピアソン外相の片腕として外務省に勤務したジョン・ホームズ
である。ホームズの著作により、ミドルパワーという言葉は当初の権利や役割を主張する
た め の 外 交 上 の レ ト リ ッ ク と し て だ け で は な く 、「 ミ ド ル パ ワ ー 的 行 動
（middlepowermanship）」という特定の行動を指す言葉になった69。彼は、ミドルパワー
という位置付けは、カナダにとって、自国の国益を国際的な現場で達成するのに最適な位
置付けである、との非常に現実的な解釈を述べている70。 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
65 例えば、Andrew Cohen, While Canada Slept: How We Lost Our Place in the World (Toronto: 
McClelland Stewart Limited, 2003)など。 
66   Cooper Richard A. Higott and Kim Richard Nossal, op.cit., 17.	  
67  カナダの国連次席代表Ｒ.Ｇ.リデル（R.G. Riddell）がスピーチの中で、一定の国力を持つゆえ
のミドルパワーの国際的役割について言及している。 
68  この政治文化や人道的な観点を重視した研究としては Cranford Pratt, Middle Power 
Internationalism (Kingston & Montreal: McGill-Queen’s University Press, 1990)など。 
69  Holmes, “Is There a Future for Middlepowermanship?”: 14. 
70  John Holmes, “Most Safety in the Middle,” International Journal 39 (1984): 384.  
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 1970 年代には、政策タームとしての使用がカナダ以外の国家にも広がると同時に、国
際関係論の中でもカナダやオーストラリア以外にも、中国や、インド、ブラジル、ユーゴ
スラヴィア、スウェーデンなどをミドルパワーと考える研究が行われるようになった71。
ただし、なぜこれらの国家がミドルパワーに該当するのかは、詳しくは明らかにされてい
ない。 
これまで見てきたように、特に第二次大戦後のカナダ外交での政策上の言説の中での
使用と、学術的な外交政策論での議論を通して、ミドルパワーという言葉の含意やイメー
ジは大きく拡大した。冷戦期にミドルパワー概念は、三つの含意を持つようになった。国
力の相対的評価の中での中規模を示す「ミドル」、冷戦期の東西陣営の中間的立場として
国連で活躍する「ミドル」、経済発展などの点で中進の「ミドル」である72。 
一方、第二次大戦後のミドルパワー概念に関する研究の問題点も、三点指摘できる。一
つ目は、学問的に十分な裏付けがなされる前に、政策タームと学術概念が混同されて学術
研究の中で使用された点である。よって、学術的なミドルパワー概念も政治的なレトリッ
クであるというイメージが強い点である。時が経つと主にミドルパワーに関する学問的な
検討も増加してきているが、依然として政策タームのイメージが強い。また、実際に、特
に第二次大戦後の初期の研究の中では、政策用語としての「ミドルパワー」の使用者自身
が、学術的な概念としてその著作や演説の中で転用したため、政治的修辞と学術概念が混
同されている場合も多く、学術的な使用と政策上の使用の峻別を難しくしている。そして、
これらの第二次大戦後の研究を知的土台とした後の諸研究にも、この曖昧性は受け継がれ
てしまっている。 
二つ目は、ミドルパワーは大国でもなく、小国でもないという、相対的な位置付けであ
るため、ミドルパワーに該当する範囲を客観的に定めることが難しい点である。特に、第
二次大戦後の研究の多くは政治的主張を含んでいるためこのため、ミドルパワーの定義自
体には大きな注意を向けてこなかった。このため、現在もまだミドルパワー概念の定義は
はっきり定まっていない。 
また、三つ目の問題点は、ミドルパワー研究の多くは、結果的に採用された政策とその
結果のみに注目しており、政策を決定した過程は軽視されている傾向がある点である。よ
って、ミドルパワーの概念だけでは、特定の外交政策を採用した理由を完全には説明でき
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
71  John Holmes, Canada: a Middle Aged Power (Ottawa: McClelland and Stewart, 1967), 35. 
72  櫻田大造『カナダ外交政策論の研究―トルドー期を中心に―』彩流社、1999年、53－57 
頁。ベトナム戦争に関しては、同書、74－85頁。 
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ない。第二次大戦後の初期のミドルパワー研究は特に、政策決定者の信条や発言と、国家
の外交行動を直接的な因果関係として結び付けることが多く、政策決定過程における国内
外の様々な政治主体の利害や影響を捨象する傾向が強いことも、問題点として指摘できる
73。 
 
3	 	 政治的修辞との区別の試み  
1970 年代以降には、それまでの政策タームとしての「ミドルパワー」や、国際的役割
に関する規範的議論から、学術的な概念としてのミドルパワー概念を切り離す試みが見ら
れた。学術概念であるミドルパワーに関する議論を、学術的に発展させようとする試みで
ある。この背景には、国際関係論が行動科学の影響を受けたことと、国内政治過程の研究
に対する関心が高まったことがあった。 
1970 年代以降のミドルパワー概念を巡る学問的な議論は、大きく分けて二つの方向性
を持って発展していった。一つは、カナダ外交政策論を軸として、研究の方法を発展させ
る、「新種」のミドルパワーの議論である74。もう一つは、分析の対象を、必ずしもカナ
ダやオーストラリアに限定せず、ミドルパワーという概念を国際関係論の分析概念として
使用することを目指すものである。 
前者のいわゆる「新種」のミドルパワー論は、1970 年代の国際関係論における行動科
学革命の影響を受けている75。カナダにおいて行動科学の影響を受けた世代である、アン
ドリュー・クーパー（Andrew Cooper）らは、これまでのミドルパワーの定義をめぐる議
論に対し、ミドルパワーと考えることができる国家の行動を観察して客観的に判断する
「行動モデル（behavioral model）」を提起した76。前述したように、これまでも、ミドル
パワーの行動に注目するホームズのようなアプローチは存在したが、1970 年代までの行
動に着目する議論は、主に国際的役割に対する規範論的な主張と、その役割に伴う権利に
関する政治的な主張を含んだ主観的な議論が依然として中心的であった。これとは対照的
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
73  末内啓子「研究ノート－カナダ外交政策研究の変遷と模索（1960－1990）」『カナダ研究年報』
第 11号（1991年）102頁。 
74  David R. Black, “Notable Exceptions? New and Arrested Directions in Canadian Foreign Policy 
Literature,” Canadian Journal of Political Science 26 (1993):761. この中で 1980年代後半からのミド
ルパワーの議論を「新種（New Breed）」の議論と呼んで区別している。 
75  行動科学の影響以降の国際関係論の例として、ウォルツが提唱したネオリアリズム（Neo-
realism）がある。Waltz, op.cit. カナダにおいてはこのウォルツのネオリアリズムの発想を取り入れ
た、複合ネオリアリズム（Complex Neo-realism）がジョン・カートン（John Kirton）らにより提
唱されている。 
76  Andrew Cooper, Richard A. Higott and Kim Richard Nossal, op. cit., 19. 
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に、1980 年代以降の議論は、政策に対する価値中立性と、政策タームとしての「ミドル
パワー」という言葉から、学問上のミドルパワー概念を切り離した客観的な分析が志向さ
れている。 
学術的な用語としての客観性を重視する一方で、それまで捨象されがちであった、外
交政策の決定過程を分析する研究も発展している。キム・ノッサル（Kim Nossal）は、グ
ラハム・アリソン（Graham T. Allison）の政策決定過程のモデルを、カナダ外交の政策決
定過程に応用し、カナダ外交における政策決定過程の中で、ミドルパワーという国際的な
位置づけ以上に、政策決定者自身が政策に及ぼす影響の重要性を主張した77。また、カー
トンも、国際関係理論のネオ・リアリストの視座に立ち、国際社会の中での力の配分が国
家の国際的な行動に対して影響力をもつと考え、さらに政治経済の視点をその分析に取り
入れており、客観的にミドルパワー概念を使用する試みを行っている。 
	 1970 年代以降のもう一つの顕著な学術的発展といえるのが、ミドルパワーの議論を一
般化し、複数の国家に対しての分析枠組みとして利用しようとしたことである。ミドルパ
ワー論をカナダ以外の国家へ応用することを試みる中で、いわゆるミドルパワー国家に一
般的な特徴を抽出しようとする研究も行われた。例えば、クーパーによる「隙間外交論」
（niche diplomacy）や、クランフォード･プラット（Cranford Pratt）やマージョリー・コ
ーヘン（Marjorie Griffin Cohen）の研究は複数の国家を同時に検討している78。ただし、
これらの研究も、研究の中で取り上げた複数の国家を、なぜミドルパワーと想定したのか
という根拠は明らかにされていないのは、依然として問題として残っている。また、ミド
ルパワー概念を、旧来のミドルパワーの代表例とされてきた、カナダやオーストラリア以
外の諸国の国際関係に対しても適用する研究も増加している。これらの研究の中では、カ
ナダなどは「伝統的なミドルパワー」とされ、南アフリカや、アルゼンチンやブラジルな
ど、新たにミドルパワーであると考えられ始めた国家を「新興ミドルパワー」としている
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
77 ノッサルは Graham T. Allison, Essence of Decision: Explaining the Cuban Missile Crisis (Boston: 
Little Brown& Co, 1971）における分析枠組を応用して、カナダ外交政策を検討した。Kim R. 
Nossal, The Politics of Canadian Foreign Policy, 3rd. ed. (Scarborough: Prentice-Hall Canada Inc., 1997) 
78  Andrew F Cooper, ed., Niche Diplomacy: Middle Powers after the Cold War (London: Macmillan 
Press, 1997) の中で、カナダ、ノルウェー、スウェーデン、オーストラリア、マレーシア、アルゼ
ンチン、メキシコ、トルコ、そして南アフリカを検討している。Cranford Pratt, ed., op.cit.,14.では、
カナダ、デンマーク、ノルウェー、スウェーデンを取り上げた。Marjorie Griffin Cohen and 
Stephen Clarkson, Governing under Stress: Middle Powers and the Challenge of Globalization (London: 
Zed Books Ltd., 2004) では、ノルウェー、メキシコ、オーストラリア、カナダをミドルパワーとし
て研究している。ほかには、櫻田大造・伊藤剛『比較外交政策—イラク戦争への対応外交』明石
書店、2004年。 
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79。また、国家そのものをミドルパワーと想定せずに、その政策や問題領域ごとにミドル
パワーの概念を適用して、政策を分析する研究も登場している80。 
	 これまでのミドルパワー概念の使用法の根本的な見直しと共に、ミドルパワー概念を政
治的タームと明確に切り離す試みも行われた81一方で、ミドルパワー概念の理論的基盤の
不十分さが指摘され、概念の有用性自体を疑問視する論調も登場した。例えば、「新種」
ミドルパワーの議論の中で登場した行動モデルに対しても、1999 年には、アダム・チャ
プニック(Adam Chapnick)が根本的な循環論法に陥っていると指摘し、批判的検討を行っ
た。行動モデルの多くの研究では、ミドルパワー国家に一般的な行動の特徴を検出するた
めに、ミドルパワー国家と考えられる国家や自称「ミドルパワー」国家群を観察している。
このため、検討する国家の選択過程において、既にその論者の主観的判断が反映されてい
ると考えられたのである82。また、政策タームとの混同の他に、これまでにそれぞれ発展
してきた、ミドルパワーの定義と性質に関する、階層モデル、機能モデル、規範モデル、
そして行動モデルの四つのアプローチがひとつの研究の中で併用されることが多いという
点も問題点のひとつとして考えられる。	  
	 近年の政策過程を分析する視点の導入と、事例研究の蓄積は、ミドルパワーに関する諸
研究が持つ曖昧さと、循環論法に陥りやすいという問題点を部分的に補ったといえよう。
しかし、ミドルパワー概念は国際社会の中での不安定な相対的な位置付けと、依然として
曖昧なイメージに基づいており、厳密な政策過程の分析とは相容れない部分がやはり残っ
ている。ミドルパワーという国際的位置づけや、自己規定が、政策決定過程に対してどの
ような影響力を持ったのかという点を明らかにするのは非常に難しい。さらに、カナダ外
交政策論におけるミドルパワーの議論は、少なからず第二次世界大戦後のカナダの政府関
係者による恣意的なミドルパワーの用語の使用から始まっており、概念の学問的使用の始
点そのものが不明確である。 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
79  Eduard Jordaan, “The Concept of a Middle Power in International Relations: Distinguishing Between 
Emerging and Traditional Middle Powers,” Politikon 30 (2003): 165-181. 
80 櫻田、前掲書。また、添谷芳秀『日本の「ミドルパワー」外交―戦後日本の選択と構想―』筑
摩書房、2005年。 
81Chapnick, “The Middle Power,”: 73-82; Chapnick, “The Canadian Middle Power Myth,”: 188-206; 
Black, op.cit.. Maureen Appel Molot, “Where Do We, Should We, Or Can We Sit? A Review of Canadian 
Foreign Policy Literature,” International Journal of Canadian Studies 1 (1990): 77-96;  Denis 
Stairs, ”Will and Circumstance and the Postwar Study of Canada’s Foreign Policy,” International 
Journal 50 (1994): 9-39. など。 
82  Chapnick, “The Middle Power,”: 76.  
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 以上のような問題点を残しながらも、ミドルパワー概念に対する議論は、第二次大戦後
から少しずつ発展してきている。そして、ここまでに言及した一連の研究群は、国際関係
論の中で唯一、中級に位置する国家の外交行動を説明しようとした取り組みである。そし
て、今後の国際関係論の中での中小国の外交行動を、一般的に説明する必要性に応える可
能性のある議論である。そのためには、ミドルパワー論の理論的な根拠に対する議論や、
幅広い事例研究、ミドルパワーの概念そのものや、このモデル自体を検証するような理論
的な研究などを中心に、今後もさらに研究を積み重ねていく必要性がある83。 
 
４	 	 学術概念としてのミドルパワーの分析  
	 第二節では、ミドルパワー概念に関する議論の系譜を整理した。この中で、ミドルパワ
ー概念を巡る議論は 18 世紀から存在していたが、第二次大戦後に大きく発展したことが
明らかになった。また、ミドルパワーという言葉や概念を取り扱った学術研究の多くは、
「ミドルパワー」という言葉の政治的な言説の中での使用に動機付けられている。「ミド
ルパワー」という言葉が政治の場で使用されると、同じ言葉を扱った学術研究が増加する
のである。これらの多くの研究の動機は、「ミドルパワー」という言葉の政治的言説の中
での使用である場合が多い。ただし、明確な裏付けや言葉の定義を行わずに政治上の用語
を分析したことは、ミドルパワー概念を学術的に使用するにあたっての問題点も生んだ。 
	 つまり、学術的な文脈でのミドルパワーという言葉と、政治の現場の言説の中での「ミ
ドルパワー」という言葉は必ずしも同じものを意味していない。また、「ミドルパワー」
を自称する国家は時期や文脈によって常に変化し、その都度、学術研究の研究対象も変化
している。政治の場での多様な使用文脈と流動的な言葉の定義は、むしろ、ミドルパワー
概念を分析しようとする学術研究を混乱させているということもできる。このように拡散
気味であるミドルパワー概念について、学問的な整理をし、一定の定義を与えておく必要
がある。本論文の二、三、四章ではこの必要性に応えていく。 
	 表１．では、本節で論じたミドルパワーの定義に関する、四つの立場を整理した。
表中の「政策用語」は、政策決定者が「ミドルパワー」という言葉を政治の場において便
宜的、恣意的に使用する場合があることを示している。この場合、実際の国力などによる
相対的地位や国際貢献能力に基づかず、個人の信条や政治的意図で使用されていることが
多い。このため、学問的分析には適さない。もう一つの「学術用語」は、上記の「政策用
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
83  Black, op. cit.,746. 
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語」の対比として使用している。これは学術分析でのミドルパワー概念の使用を指してい
る。 
四つの定義は、全て最も基本的な国力の観点から中位である主体をミドルパワーと考
える、階層モデルを基礎にしていることが多い。階層モデルは学術的にも使用されること
が多いが、国力によって階層的に分類すると、中位に該当する国家が多すぎること、また
国家が政策を変更した場合、その理由を説明できない点などが問題点である。 
次に規範モデルは、ミドルパワーの規範的、人道的な政治文化の側面に注目している。
この立場からは、ミドルパワーは、その中間的な立場ゆえに、発展途上国などへの人道的
援助に対して、特に熱心な国家とされている。ただし、ミドルパワーに特有の規範や文化
を主張する立場は、政策決定者によって政策タームとして使用されることも多く、国際的
に中位であるという立場と人道的な政策を推進する政治文化の関係を実証することが難し
い。 
機能・役割モデルは、関心の高い特定の分野や、特に大きな国際貢献が可能な分野に
対する国際的役割と、それに見合う国際社会での権利に注目する立場である。機能主義の
発想の基礎はミトラニーの機能主義84にあるが、自国の権利を主張するために、カナダ政
府によって政治的に再解釈して使用された。しかし、どのように、また、なぜ関心の高い
分野を選定するのかが説明できていない点、政治的・学術的な性格を共に持っているため、
両者を切り離して考えにくい点が、このモデルの問題点である。 
最後に、外交行動モデルは、政策上の用語との分離を図り、学問的な分析の視点とし
て客観性を重視している。また、外交行動モデルは、複数の国家の外交行動を分析し、ミ
ドルパワー国家の行動の特徴を見出そうとするものである。しかし、観察対象とする国家
を慎重に選択しなければ、論者が主観的にミドルパワーであると考える国家を観察して、
ミドルパワー国家の一般的な特徴を抽出しようとするという根本的な循環論法に陥る危険
性を常に孕んでいるといえよう。 
 
 
 
 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
84 David Mitrany, The Functional Theory of Politics (London:  London School of Economics & Political 
Science, 1975) 
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表  1 ミドルパワーの定義に関する四つの立場とその詳細  
定義方法 注目点 使用文脈（政策用語/学術用語） 問題点 
階層モデル 国力 
国際政治における国家を階層的に分
類 
（学術用語） 
静態的観察に陥る危
険性。該当国が過多 
規範モデル 文化的側面 
外交行動を規範、文化の側面から説
明 
（政策用語/学術用語） 
政策に対する実証的
説明力の欠如 
機能・役割モデル 役割と機能 
国際社会での役割と権利を自負・主
張 
（政策用語/学術用語） 
政治的レトリックと
の混同 
外交行動モデル 外交行動 
中級国の国際行動の特徴を観察・説
明 
（学術用語） 
論者の主観によって
循環論法に陥る危険
性 
 
 
表１に示すように、ミドルパワーに関する四つの学問的立場のうち、半数が政治用語
との区別がつきにくいという問題点を今も抱えている。これは未だに、いかに学術概念と
政策用語が混同されやすいかを表している。 
ただし、ミドルパワー概念が、これらの問題点を抱えつつも研究の対象となってきた
背景には理由がある。第一には、「ミドルパワー」という言葉が、政治的言説の中で使用
され続けてきたことである。なぜ、曖昧でありながらも「ミドルパワー」が政治的言説の
中で使用され続けてきたのか。この点に、ミドルパワーに関する諸研究は取り組み続けて
いる。 
第二に、ここまでに検討した一連のミドルパワーに関する諸研究以外には、中位に当
たる国家を分析する国際関係論の研究業績が存在しないことである。ミドルパワー研究の
学術的意味が曖昧であるのに、研究が続けられてきたのには、国際関係論の中に中位国を
研究するという必要性と隙間が残されていたからである。 
以上の四つの定義法の類型を使用し、これまで整理されてこなかった、ミドルパワー
概念の持つ問題点を整理した。第二章以降では、ここで明らかになった四つの類型それぞ
れが持つ問題点を解決できる定義方法を検討していく。 
（出典：筆者作成）	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小結	  
「ミドルパワー」は、政治的用語と学問的な用語としての二つの側面を持っており、
政治的言説の中の「ミドルパワー」と学問的分析に使用されるミドルパワーは頻繁に混同
され、それぞれの使用文脈でも明確な区別を欠いていることが多い。このような概念の曖
昧さが、恣意的に使用された政策タームと、客観性を志向する学術的な概念の区別を難し
くしている。しかし、政治の現場での「ミドルパワー」と学術概念としてミドルパワーの
使用は、現代まで継続されている。その一方で、なぜミドルパワー概念が曖昧で、そして
「ミドルパワー」とミドルパワーの二つの側面が混同されているのかという問いに踏み込
んだ研究は未だに見られないという点は注目すべき問題である。本章はこの問題に取り組
んできた。 
そこで、本章の第一節は、政治的文脈の中で、どのような意味と意図で「ミドルパワ
ー」という言葉が使用されてきたのかを、歴史を追って明らかにした。続いて、第二節で
は、これまでのミドルパワー研究の歴史を検討した。上記二つ使用法のそれぞれの歴史の
分析を比較検討して、現在に至るまで学術概念であるミドルパワー概念が、政治的用語で
ある「ミドルパワー」と混同されやすい原因を、二つの使用法の歴史の比較検討をもとに
明らかにした。結果、政治的な「ミドルパワー」という言葉と、学問的なミドルパワー概
念が混同されやすい四つの原因を明らかとなった。 
第一節と第二節の分析に基づくと、学術的概念であるミドルパワー概念と、政治的用
語である「ミドルパワー」が混同される原因が四つ指摘できる。第一に、第二次大戦直後
に、政治的用語「ミドルパワー」をカナダやオーストラリアが恣意的に使用し、それに沿
って、ミドルパワー概念の研究が始まり、盛んになった点である。これらの初期の研究の
中では、学術的な概念としてのミドルパワーと、政治の場で恣意的かつ、多様な意図で使
用された「ミドルパワー」という言葉の意味が混同されたままであった。また、「ミドル
パワー」を自称する国家は、時期や文脈によって常に変化し、同時に政治的用語としての
意味合いも変化した。そして、その都度、学術研究の研究対象と、諸研究の中のミドルパ
ワー概念の意味や定義も流動的に変化している。このため、初期の研究では、ミドルパワ
ー概念は学術用語としての一貫した定義を持たない。「ミドルパワー」は定義をされずに
政治上の用語として乱用され、それを追うように、定義が曖昧なままの初期のミドルパワ
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ー概念の学術研究がなされたことは、現在の諸研究におけるミドルパワーの定義も混乱さ
せている。 
第二に、第二次大戦後から急速な発展を見せた初期のミドルパワー研究の多くは、政
策当事者自身によって行われている点にも注目が必要である。当時の政策担当者は、「ミ
ドルパワー」という言葉を国内外に普及させるために、多くの著作やスピーチを残してい
る。これらの諸研究は、「ミドルパワー」とミドルパワーを区別していないことが多い。
さらに、当時の学術研究は、論者の政治的主張を含む場合が多いため、恣意的にミドルパ
ワー概念が使用されている場合が多い。このため初期の研究では、特に政策用語の「ミド
ルパワー」と、学術概念ミドルパワーの区別が曖昧で、概念の意味は著者の意図を反映し
ている。この時期の文献が、近年までのミドルパワー研究の礎となっているため、後期の
研究も第二次大戦直後の先行研究を検討・引用することで、初期の研究が持つ恣意性を受
け継いでしまっている。 
第三に、1970 年代から政治の場面での「ミドルパワー」という言葉の使用にとらわれ
ない研究が出てきたものの、いまだ概念の裏付けや定義は曖昧であり、逆に読者を混乱さ
せている。一例として、ピエール・トルドー（Pierre Elliott Trudeau）政権期のカナダ外交
の事例を挙げることができる。前述のように、冷戦初期には頻繁に「ミドルパワー」とい
う言葉を用いたカナダ政府であったが、「ミドルパワー」という政策用語への態度は政権
によって変化していた。特に、1968 年に首相に就任したトルドー首相は、それまでのい
わゆる「ミドルパワー」外交の刷新を訴え、「ミドルパワー」という政策用語の使用には
否定的であった。トルドーは「カナダのミドルパワーや、中位国、また、『ヘルプフル・
フィクサー（helpful fixer）』などの有名なカナダの役割意識や、影響力を得ることを目的
とした政策は問い直されるべきである」と主張した85。このように、政治の現場で「ミド
ルパワー」という政治的修辞を否定したにもかかわらず、当時の、カナダ外交を取り上げ
た学術研究の多くはカナダを「ミドルパワー」と考え続けたのである86。 
最後に、ミドルパワー研究の多くは、「ミドルパワー」と自称する国家をミドルパワー
であると想定し、当該国家の外交政策を研究している。そのため、事例選択の時点で分析
対象が循環的になっており、自称「ミドルパワー」とミドルパワー外交の区別がつかなく
なっている。このような循環論法に陥っている研究は、「ミドルパワー」政策の変化を説
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
85 Hawes, Principal Power, Middle Power, or Satellite? ,6. 
86 John W. Holmes, “Most Safely in the Middle,” International Journal 39 (1984): 90. 
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明できない。例えば、同じように「ミドルパワー」を自称しながらも、ある国際問題では
強い影響力を発揮しながらも、別の問題では影響力を発揮できないという問題分野に基づ
く政治的影響力の差異を、循環論法に陥っているミドルパワー概念研究では説明できない。 
1990 年代からミドルパワー概念を取り扱う学術研究の中で、政治的な文脈の中で称さ
れる「ミドルパワー」という言葉と、学術研究の中で学問的な概念として使用されるミド
ルパワーという概念を、明確に区別しなければならないという主張が徐々に見られ始めて
きた87。また、複数の国家や事例に、ミドルパワー概念を適用して比較しようとする研究
も生まれてきている。これらの諸研究は、ミドルパワー概念の一般化を推進する可能性が
あるが、明確な定義をせずに同概念を使用しており、また、事例の選択基準も曖昧な場合
が多く、やはりミドルパワー概念の混乱を招く結果となっている。 
これまで述べてきたように、現在までの議論においては、ミドルパワーをどのように
定義するかという点について、まだ合意ができていない。ミドルパワーという概念はまだ
議論の途上である。 
上記のような問題点を持ってはいるが、これまで参照してきたミドルパワー/「ミドル
パワー」に関する一連の研究は、現時点では唯一、中級国の行動や性質を明らかにしよう
とした学術的試みである。これらの研究を足がかりとすることは、国際関係論の中でミド
ルパワーの行動を説明しようとする本研究の基盤を築く上で欠かせないものである。また、
本研究は、これまで多くの問題を抱えてきた、ミドルパワー研究の発展に欠かせない理論
的考察と明確な概念定義を行う。これはミドルパワー諸研究に欠けている理論的基盤を付
加し、ミドルパワー論全体をも発展させるものである。 
	 初期のミドルパワー研究の大半は、特定の国家の外交政策論や、外交史分析など、限ら
れた側面に焦点を当てるものであり、ミドルパワー概念の一般化や理論的検討は行われて
いない。近年の研究では、複数国や複数の事例にミドルパワー概念を適用する試みが行わ
れているが、ミドルパワー概念自体の検討や、研究の理論的基盤の検討が不十分であるた
め、ミドルパワー概念を複数国や複数の事例に適用することが出来ていない。これに対し、
本研究は、まず、十分な理論的検討を行うことによって、ミドルパワー外交の一般的特徴
を明らかにし、研究の理論的基盤を作る。 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
87 例えば、 Chapnick, “The Middle Power,” :73-82;  Chapnick, ”The Canadian Middle Power Myth,”: 
188-206; Black, op.cit.,745-774;  Molot, op.cit., 77-96; Denis Stairs, “Will and Circumstance and the 
Postwar Study of Canada’s Foreign Policy,” International Journal 50 (1994): 9-39; Hawes, op.cit. 
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 さらに、本論文中で理論的な検討が行われ、再構築されたミドルパワー概念を使用して、
三つの事例の詳細な検討を行い、近年の諸研究が目指してきた同概念の複数の事例への適
用を行う。この点で、ミドルパワー研究全体の発展にも貢献することが出来る。つまり、
本研究は、ミドルパワー概念の理論的検討という、新たな視点を従来のミドルパワー論に
付加することによって、同概念の理論的厳密性と、複数国や複数の事例への応用可能性を
同時に高めることが出来る。 
加えて、本研究は国際関係論の視野を広げることができる。既に述べたように、これ
までの国際関係論の多くは、中位国や小国の外交行動を理論的に分析できていない。ほと
んどの場合、中位国や小国研究は、一つの国や一つの事例を対象とした事例研究である。
しかし、今後、国際関係において中位国や小国が活躍する機会が増えていく可能性は高く、
これらの諸国家の外交行動の理論的説明が必要となってくるであろう。本論文はこの必要
性に応えるものである。 
そのために、本研究でミドルパワー概念を理論的に確立するには、まずは政策用語か
ら厳密に区別し、国家の行動を有効に説明できる概念として理論的検討をもとに再構築す
ることが不可欠である。以下の第二・三・四章では、上記の点を重視して理論的な議論を
進めていく 
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第二章	 	 「グレート」、「ミドル」、「スモール」の概念  
 
 
第一章では「ミドルパワー」/ミドルパワーという概念に注目してきたが、その定義自
体や定義法が曖昧な点、政治的言説、学術概念との区別が出来ない点が、大きな問題点と
して指摘された。この問題を解決できない限り、本論文の目的である、中位国の一般的政
治戦略の傾向を明らかにすることは出来ない。 
そこで、第二章から第四章では、学術概念としてのミドルパワーを厳密に定義するため
に、同概念の理論的検討を行っていく。まず、第二章では、ミドルパワー概念を分解して、
前半部分のミドルの部分に注目する。「ミドル（中位）」とは、国際社会が三層に分かれて
いると仮定した場合に登場する概念である。その際に、「ミドル」は、「スモール（小）」
でもなく、また、「ビッグ」や「グレート（大）」でもないという相対的な概念である。よ
って、「グレート」｢ミドル｣「スモール」の特徴を比較検討する中で、「ミドル」の概念
の特徴を明らかにできると考えられる。 
加えて、本章では「グレート」「ミドル」「スモール」という三層からなる国際社会の階
層的理解において、各層がどのように区分されているかを明らかにする。その上で、国際
関係論において、国際社会の階層的構造中でどのように「ミドル」が理解されてきたかを
分析していく。 
	 本章で扱う「スーパーパワー88」「大国」「グレートパワー」「ミドルパワー」「小国」
「スモールパワー」などの表現は、国際関係学の中では、15世紀ごろからすでに頻繁に
使用されてきている89。このような言葉たちの使用頻度は高く、学術研究のタイトルやテ
ーマにも使われている90。また、学問の世界に関わらず、政治的リーダーたちも自国の地
位を形容するため、政策の目標を明らかにするためなどに、上記の表現を日常的に使用し
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
88 グレートパワーとスーパーパワーは「極」に関する研究など、いくつかの研究では区別されて
きた。本研究ではグレートパワーを広い意味で捉え、スーパーパワーもグレートパワーに含むこ
ととする。詳細は第一節を参照。  
89 Martin Wight, et al., Power Politics (London: Continuum International Publishing Group, 2002), 41. 
90 John J. Mearsheimer, Tragedy of Great Power Politics (New York: W. W. Norton & Company, 2001); 
Wayne A. Selcher, Brazil in the International System: The Rise of Middle Power (Boulder: Westview 
Press, 1981); Jacques Rapoport et al., Small States and Territories (New York: Arno Press, 1971); Peter 
J. Katzenstein, Small States in World Markets (New York: Cornell University Press, 1985)など。 
55 
ている。これらの表現は、一見シンプルでわかりやすいようであるが、実際には、それぞ
れの言葉が指すところは、使用者により恣意的で、曖昧であり続けている。 
	 「大国」や「小国」などの表現は政治的な文脈でも学問的な文脈でも使用されるが、明
確な定義は未だ明らかではない。ひとつ明らかなことは、これらの表現を使う際、使用者
は意識的･無意識的に国際社会を階層的に区分していることである。「大国」や「小国」
がどのように意味づけされ、使用されているのかを明らかにする中で、その中間的な概念
である「ミドル」の特徴も明らかになっていく。 
そこで第二章は、国際社会はどのように階層的に区分されてきたのか、どのような基
準で階層化されてきたのかを明らかにしていく。その課程で、大国でもなく小国でもない
という、ミドルパワーの国際的位置づけが明らかにできる。 
	  
第一節	 国際社会の階層的理解  
	 アナーキーと主権平等という国際関係論の基礎となる前提を前に、国際社会の階層的分
析は、長い間ほとんど注目されずにいた。しかし、主として以下の三つ理論は国際社会の
階層性を検討してきた。A.F.K オルガンスキー（A.F.K. Organski）の権力移行理論は世界
的・地域的な力の階層に注目している。また、チャールズ・キンドルバーガー（Charles 
P. Kindleberger）などの覇権理論は、覇権国とその他の国家の間に階層を見出している。
最後に、従属理論は発展の度合いに応じて、国際経済の中に階層的構造を想定している。
これらの議論は、パワーや経済力を基準に国際社会、または地域社会の中に階層構造を想
定している。これらの議論は、主権そのものは平等であっても、能力や経済力は偏りを持
って分布しているという発想に基づいているため、主権平等の概念と矛盾しない。むしろ、
主権の平等性の上に、能力や経済力の偏りがあることによって、国際社会に一定の秩序
（order）が形成されているという主張である。 
	 階層構造の定義は論者によって異なるが、例えば、ゲイリー・シンプソン（Gerry 
Simpson）は、ヒエラルキーを以下のように定義している： 
 
ヒエラルキーという言葉は、国際関係論者によって、フォーマルな主権平
等ではあっても、アクターの政治的、経済的、社会的なステータスを大き
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く変えるシステムを記述する際に使用されてきた。ヒエラルキーは単純に
は相対的な能力に基づいた国家の格付けである。91 
	  
また、デイビット・レイク(David A.Lake)は、ヒエラルキーという状況を指して、「支配的
な国家などの、あるユニットが、二番手や周辺の国家以上の権力を持っている状況92」と
述べている。他には、イアン･クラーク（Ian Clark）は、国際的階層構造について以下の
ように述べている： 
 
奇跡のように、パワーと名誉があり、社会は従属する評価によって分類される階
層という性格を持つ社会的配列。このヒエラルキーは一般的に伝統的な大国･中級
国・小国という分類を生む政治戦略的なパワーによって割り当てられる。それは、
同じように経済のファースト・サード・フォースという階層を生む経済用語とし
て記述されるかもしれない。政治家的な視点の外では、それは、中心や中核・順
周辺・周辺として分析されるかもしれない。93 
 
本研究では、国際社会を「大国」「中級国」「小国」の三層に分ける、伝統的かつ、最も一
般的な階層構造について検討していく。 
 
1	 「大国（Great Powers）」  
国際関係論の歴史の中で、「大国」という概念は、きわめて早い段階から認知されてき
た。大国は国際政治の主要のアクターであると考えられてきたからである。国際関係理論
研究の中でも特に国際関係の中でも現実主義者は、大国に注目する傾向が強い。多くの国
際関係理論研究は影響力の強いアクター同士の間の政治を説明しようとする傾向にある。
なぜなら「システムとしての国際関係は最も違いを生む国家に注目しなければならない94」
からである。例えば、ハンス・モーゲンソー（H.J. Morgenthau）のバランス・オブ・パワ
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
91 Gerry Simpson, Great Powers and Outlaw States: Unequal Sovereigns in the International Legal 
Order (New York: Cambridge University Press, 2004), 5. 
92 David A. Lake, “Escape from the State of Nature: Authority and Hierarchy in World Politics,”	 
International Security 32 (2007): 50.  
93 Ian Clark, The Hierarchy of States: Reform and Resistance in the International Order (Cambridge, 
Cambridge University Press, 1989), 2. 
94 Waltz, op.cit., 73. 
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ーの理論は、大国間の安定した国際関係を理解しようとするものである。彼の著作によれ
ば、より小さい国家群は、大国間関係を安定させるための、単なる道具に過ぎない95。さ
らに、国際関係の「極」に関する諸研究は、限定的な国家のみを国際関係を安定させるア
クターとみなしている。二極の世界の安定を主張するケネス・ウォルツ（Kenneth Waltz）
や、ジョン・ミアシャイマー(John J. Mearsheimer)は、ミドルパワーやスモールパワーに
注意を払っていない96。また、一極（覇権）安定論の中では、中小国に重要な役割は与え
られていない。 
「大国」というカテゴリーの中にも、より小さい区分が存在する。特に大国に注目す
る諸研究は様々な定義や小区分を設けてきた。「大国」とは覇権国でもあり、二極の世界
の超大国であり、国連の常任理事国をも指す。より広い意味では、「自身の国際政策に他
国から干渉を受けにくい国家97」全体を「大国」とみなす研究も存在する。また、大国に
特に注目する「極」に関する議論では、「大国」と「超大国」は区別されている。例えば、
ウォルツやバリー・ブザン（Barry Buzan）は、国家の能力が及ぶ範囲を根拠にして、「大
国」と「超大国」を区別している。彼らの議論によれば、大国は、一定の範囲に大きな能
力を持つ国であって、すべての問題領域に対して大きな能力を持つわけではないとされる。
一方、「超大国」は、いわゆるオール・ラウンド・プレイヤーであって、すべての問題領
域において他国を超越する力を持っているとされている98。  
既存研究で大国が取り上げられてきた研究文脈から、二つの大国の性質が伺える。第
一に、国際関係の重要なアクターであり、国際社会の安定のための、キー・プレーヤーで
ある。例えば、モーゲンソーの、バランス･オブ･パワーの理論では、大国間の政治的安
定が世界の安定を生むとされる。また、覇権国や二極のスーパーパワーは、秩序を維持す
る役割を担っている。 
第二に、大国は他の国家に対して強い影響力を持つ国家である。大国は経済的・軍事
的同盟のリーダーとなることが多い。また、大国の定義には国際連合の安全保障理事国を
含んでいる。これらの立場から、大国は、大国以外の国家に強い影響力を発揮することが
できる国を指す。 
 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
95 Morgenthau, op.cit., 187.   
96 Waltz, op.cit.; Mearsheimer, op.cit. 
97山本吉宣『国際的相互依存』 東京大学出版社、1989年、 113頁。 
98 Barry Buzan, The United States and the Great Powers: World Politics in the Twenty-First Century 
(Cambridge: Polity, 2004), 69. 
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2	 「ミドルパワー（Middle Powers）」  
ミドルパワーという中間的な国家群の存在が政治的、学術的に広く認知されたのは、
主に第二次大戦後からである99。第一章ですでに触れたように、ミドルパワーの定義には、
四つのアプローチがある。この四つのアプローチからミドルパワーの性質と定義が大まか
に推察できる。 
第一に、国際的階層モデルの、国力の点で中位にある国家をミドルパワーとする立場
である。国際的階層モデルは最も基本的なモデルである。例えば、ミドルパワーを「大き
さ、資源、国際的責任を果たす意思と能力、影響力や、国家の安定性が大国に近い100」
国家と定義される場合がある。この立場を代表するのは、ホルブラードやピングである
101。 
第二に、規範モデルであり、他の国家より規範的・利他的な行動を採る国家をミドル
パワーとするアプローチである。このモデルでは、対外支援や紛争の仲介に積極的な国家
や、武力行使に消極的な国家などが「規範的」とされることが多い。この立場は、プラッ
トなどに代表される102。 
第三に、能力・機能モデルであり、特定の分野においては突出した活躍が可能な国家
をミドルパワーとするアプローチである。これは第二次大戦直後に、カナダやオーストラ
リア、そしてニュージーランドなどが、自国を「ミドルパワー」とみなし、小国と自国を
区別しようとした際に生まれたアプローチである。仮に大国ほどの力を持っていなくとも、
一定の問題分野や一定の期間であれば、大国に近い国際的貢献ができる、また、その意思
を持っているとの主張の中から、役割・機能モデルは生まれた。よって、第二次大戦後の
カナダやオーストラリアなどの政策実務者・政治家の多くはこの立場をとっている。 
第四に、行動モデルであり、特定の行動を頻繁に採用する国家をミドルパワーとする
アプローチである。このアプローチでの「特定の行動」とは、平和維持活動への積極的参
加、対外支援、多国間協力、発展途上国と経済発展国や冷戦期の西側・東側陣営の橋渡し
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
99詳細は第一章を参照。他には Andrew F Cooper, Richard A. Higott and Kim Richard Nossal, op.cit., 
17-19; Chapnick, “The Middle Power,”: 73-82. などを参照。 
100 Pratt, ed., op.cit.,72-72. 
101 Holbraad, op.cit.; Ping, op.cit. 
102 Pratt, ed., op.cit. 
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などである。これらの行動は、自国が「ミドル」に位置するがゆえに採る行動であるとさ
れた。この立場は、クーパーなどが採用している103。 
 
3	 「小国（Small Powers）」  
小国の概念もきわめて古い歴史を持っている。しかし、この概念も非常に定義が難し
い概念のひとつであり続けている。最も単純には、「大国以外の国家」と考えられている
が、大国の概念が曖昧な中、「大国以外の国家」という言葉も曖昧にならざるを得ない104。
よって、敢えて緩やかな定義をする研究者も存在する105。彼らの主張では、厳密な定義はど
うやっても結局は主観的なものになってしまうからである。例えば、アミィ・ヴァンデンボ
シュ（Amry Vandenbosch） 「戦時下においてはあらゆる点で大国と競うことができない国家
106」を小国としている。百瀬も、大国との対比の中で、小国を国際政治上、自立的に発言権
を確保しえなかった国と広義に定義している107。山本は小国を他国との関係から捉え、自己
の目的を達成するために、他国からの影響を強く受けるが、それ自身の行動・政策は、他国
に影響を与えない国と広く定義している108。この広い定義は、目安としては有効であるが、
定義の幅広さゆえに、詳細な学術分析には向いていない。 
次に、やはり、国力を基準にした分類が存在する。この場合、総合的な国力の他に、人口、
領土の大きさ、GDP など特定の要素に着目する研究者も存在する。例えば、ディビット・ヴ
ァイタル（David Vaital）は、人口が「（a）経済発展国の場合は、人口 1000 万−1500 万、（ｂ）
発展途上国の場合は人口 2000万-3000万109」以下の国家を小国とみなしている。 
また、認識に基づく定義も存在する。例えば、ジェニィ・ヘイ（Jeanny A．K. Hay）は
「ある国家自身や他の国家の市民、国内の組織が小国とみなしている場合は、その国家は小
国である」と、また、「国家は客観的な定義ではなく、国際的な階層の中での認知された
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
103 例えば、Robert Cox, “Middlepowermanship, Japan, and Future World Order,” International Journal 
44(1989): 823-862; Holmes, Canada: A Middle Aged Power ; Andrew F. Cooper, Niche Diplomacy: 
Middle Powers after the Cold War.など。 
104 Ingebritsen et al., ed., op.cit., 5 
105  Hay, ed., op. cit.,2.   
106  Amry Vandenbosch, “The Small States in International Politics and Organization,” The Journal of 
Politics 26 (1964): 294. 
107  百瀬、前掲書、3頁。 
108  山本、前掲書、114頁。 
109 David Vaital, The Inequality of States: A Study of the Small Power in International Relations 
(London, UK: Clarendon Press, Oxford, 1967), 81. 
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役割によって小国と考えられるのである」と述べている110。他にも、政治的リーダーの
認識に注目する研究もある。ロバート・ロステイン（Robert Rothstein）は小国の条件を、
１）外部からの援助が必要である、２）安全保障上の余裕が少なく、誤りを訂正する時間
も少ない国、の他に、３）その国家のリーダーが自国の弱点を本質的に変えることができ
ないと考えていること、を定義に挙げている 111。また、ロバート・コヘイン（Robert 
Keohane）やローラント・ゴスチェル112（Laurent Goetschel）「小国とは、その国のリーダ
ーが単独や小さいグループでは決して世界システムに大きな変化を起こすことができない」
と考えている113。このように、国のリーダーや市民の認識に任せる定義も多く存在する。
ただし、国家の地位に関する認識は、インタビューや世論調査などでしか正確に明らかに
できない。 
小国の定義も様々に混在する中で、多くの研究ではマイクロ・ステイツは、小国であ
るという最低限の合意に至っている。マイクロ・ステイツとは、経済発展の度合いや工業
化の程度に関わらず、人口、領土、経済の規模が小さい国を指す。1969 年に国連が発表
したマイクロ・ステイツの定義では、人口百万人以下の国家をマイクロ・ステイツとみな
している114。よってこれは、人口、つまり国力の要素の一つに基づいた判断である。 
小国の一般的性質を明らかにした研究はまだ見られないが、国際関係論で小国が取り
上げられている研究文脈から、小国の性質を推測することができる。第一に、国際支援の
対象としての小国である。広い意味での小国は、新規に独立した国家を含んでいる。独立
直後の国家は、国内問題や、国内制度の確立、経済的成長に外部からの支援を要する場合
が多い。また、不況や、天災、外部からの経済的影響に対してまだ弱く、これらによって
特に大きなリスクに晒される場合も多々ある115。よって、どのような国際支援が必要と
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
110  Hay, ed., op.cit., 3.   
111 Robert Keohane, “Lillputians’ Dilemmas: Small States in International Politics,” International 
Organization 23 (1969): 296; Robert Rothstein, Alliances and Small Power (New York: Columbia 
University Press, 1968), 27. 
112  Laurent Goetschel, “The Foreign and Security Policy Interests of Small States in Today’s Europe,” in 
Laurent Goetschel Dordrecht, ed.,Small States Inside and Outside the European Union: interests and 
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113 Keohane, op.cit., 296. 
114 Sheila Hardon ed., Small is Dangerous: Micro States in a Macro World (London: Frances Pinter 
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されているか、また国際支援の成果はどのようなものか、という研究文脈で小国は頻繁に
登場する116。 
第二に、個別の地域研究の対象としての小国である。まだ安定を見ない国家内や小さ
な経済圏では、経済発展国とは異なる政治的原理や経済制度が働いていることもあり117、
この場合は、一国や、複数国を対象に地域研究や、比較研究が行われることが多い。 
第三に、紛争の研究や、紛争予防の研究の中の小国である。まだ国内が安定していな
い小国は、国内紛争が起きる可能性が他の国家より高い。また、小国同士が争いになった
り、他国の紛争に巻き込まれる可能性も、他の国家より高い。そして、小国の国内紛争や
国家間紛争は近隣国家、ひいては国際社会全体の安定を揺るがす可能性がある118。よっ
て、小国の中でも特に不安定な小国は紛争防止の研究や、紛争後の復興支援の研究対象に
なることも多い。近年は特に、復興支援や国家建設（nation-building）が国際社会全体の
安定のためには避けられないとの意識が広がっており、特に不安定な小国に焦点を当てる
研究も多い119。 
第四に、小国が持つポジティブな影響力も近年の国際関係研究の注目を集めている。
近年では小国は対人地雷の使用、貯蔵、生産及び移譲の禁止並びに廃棄に関する条
約や、人間の安全保障概念の支持、環境問題や軍縮問題への積極的な参加などの側面で
影響力を発揮し始めている。これらの外交政策や、外交戦略も近年の研究の対象となって
いる。 
 
第二節  	 階層化の基準   
第一節で述べたように、大国、ミドルパワー、小国という概念は、それぞればらばら
に多様な意味と意図で使用されてきた。かつ、研究者や政治家などは、必ずしも明確な階
層を想定して、「大国」などの言葉を使用しているとは限らない。つまり、「大国」に言及
する際に、「大国」の下に「ミドルパワー」や「小国」があるとは必ずしも意識していな
いのである。また、言葉の使用者自身が、どのような方法で国家を階層的に区分している
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
116 David Peretz et al. eds., Small States in the Global Economy (London: Commonwealth Secretariat, 
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University Press and World Bank, 1998). 
117 Christopher Clapham, and William Wallace eds., Foreign Policy Making in Developing States (West 
Mead: Saxon House Limited, 1977), 2.  
118 Harden, Small is Dangerous,1.  
119 James Dobbins at al., The Beginner’s Guide to Nation-Building (California: the RAND Corporation, 
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かを十分に意識し、明らかにしていない場合が多い。しかしながら、「大国」「ミドルパワ
ー」「小国」の言葉を使っている限り、使用者は、何らかの方法で国際社会を階層的に区
分しているのである。 
上記のように、多くの場合、階層的区分の方法は、曖昧または、明確に意識されずに
「大国」などの言葉が使用されているが、大きく分けて三通りの方法を単独で、または、
混同しながら使用している。最も基本的な階層的区分の基準は国力である。次に、国際機
構や国際法に基づく階層化、そして、最後には認知に基づく階層化の基準がある。それそ
れの階層化の基準には利点と共に問題点もある。また、これら三つの基準は、無意識に混
同されながら使用されることが多い。よって、 第一節ですでに述べた「大国」「ミドルパ
ワー」「小国」の定義の曖昧さに伴い、階層化の基準の曖昧さも国際社会の階層的理解を
複雑にしている。そこで、第二節では、三つの階層化の基準を明確にし、また、それぞれ
の利点・問題点も整理していく。 
 
1	 国力  
最も基本的な階層的な区分の方法は、国力（power）である。ただし、国力は非常に頻
繁に使われる用語でありながら、国際関係論で最も議論の尽きない概念のひとつである。
国際関係論の教科書であっても、本によって異なる定義や見解を示すこともある120。 
国力については第三章で詳しく検討するので、ここでは簡単に述べておく。国力は基
本的に三つの側面を持っている。一つは、能力、そして、外交力、最後に影響力としての
国力である。能力は物理的な力、すなわち、軍事力や経済力、人口や、保有する天然資源
などである121。影響力は、他者の行動に影響・干渉を与える力である。外交力は、近年
ジョセフ・ナイ（Joseph  Nye）が提唱したもので、国が能力を影響力に変える、または、
影響力を行使する戦略を立てる力や、外交を潤滑に進める力である。 
国力に基づいて国際的階層構造を想定する際には、国力の比較は必須である。ただし、
国力は数字などの形に変換しなければ、比較することはできない。しかし、国力を数値化
するには三つの問題点がある。まず、影響力は、二者または多数の間で主観的に行使され
るものであり、数値化は難しい。次に、国力の要素は何か、という議論が未だに続いてお
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
120 Marry Nowe Ransom, “International Relations,” Journal of Politics 30 (1968): 368. 
121 David A. Baldwin, “Power Analysis and World Politics: New Trends Versus Old Tendencies,” World 
Politics 31(1979): 163. 
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り、国力がどのようなもので構成されているのかに同意がない。よって、客観的に、かつ、
正確に観察するための議論は未だ続いている。例えば、モーゲンソーは、国力を地理、天
然資源、工業力、軍事力、人口、国民性、国家のモラル、外交の質、と挙げているが、こ
の中で、確実な数値化ができるのは人口や地理ぐらいのものである122。また、外交力は
緻密な事例研究の中でのみ、観察することができる。よって、近年の研究では、軍事力、
人口、GNPなど、より可視的かつ数値化しやすいものが国力の要素として挙げられ、比
較されていることが多い123。 
もうひとつ国力の数値化の障害となるのが、力の持つ「代替可能性（Fungibility）」で
ある。ひとつの能力の要素は、場面や文脈によって、他の要素を補完、もしくは代替する
ことが可能か、というのが代替可能性の議論の論点である。代替可能性の高低については、
まだ議論が分かれている。例えば、代替可能性を高く見る立場からは、軍事力の強い国は、
非軍事問題においても強い影響力を発揮することができるという。代替可能性を低く見る
立場からは、力は文脈に強く左右される。例えば、経済力であれば、経済の場面でのみ有
効であり、軍事問題では有効ではないとされる。この代替性可能性の議論に決着がついて
いないことも、さらに国力の数値化を難しくしている。 
これらの問題点を踏まえると、国力を基にした詳細な比較検討は非常に難しい。しか
し、すでに述べた問題点を意識していれば、国力は国際社会を大きく概観するには有効で
ある。また、比較検討する範囲を軍事力、人口、GNPなどのうち、ひとつの項目に絞っ
た際には、ある程度の比較が可能である。 
 
2	 国際組織上の立場   
第二の区分の方法は、国際法や国際組織に基づいている。国際組織や国際条約は、国
際的な階層を明確に示す場合がある。例えば、国連の安全保障理事会のメンバーシップは、
拒否権など国連内の権利とパワーに明らかな差異を生じさせるものである。安全保障理事
会以外にも、核不拡散条約の枠内で核保有国になるのと、非保有国であるのは、核という
分野において大きく立場が異なる。また、経済の分野では、例えばＧ８のメンバーかどう
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かで、経済分野での影響力や発言力が異なってくるであろう。このように、国際法や国際
組織内の立場は、明確な階層的区分を生む。 
 ただし、国際法や国際組織は国家によって作られたものである。特にこれらの構造は、
関連分野において、国際法や国際組織の設立当時に影響力があった国家の意向を反映して
いる場合が多い。パトリック・マッカーシー（Patrick A. McCarthy）が指摘するように、
これらの組織や枠組みは、そもそも、当時の大国が自身を他の国家から公式に区分するた
めに作った物であるともいえる124。 
前述の様に、国際組織上の立場を使った国家の階層化は、明確ではあるが、設立当時
の大国の意図と国家間の力関係を反映している。よって、国際組織を使った区分は、時間
や問題領域を大きく超えて適用することができない。1919年のパリ講和会議での大国は
アメリカ、イギリス、フランス、イタリア、日本であったのに対し、26年後の 1945年の
サンフランシスコ会議では大国の称号はアメリカ、イギリス、フランス、ロシア、中国に
移行していたのも顕著な例の一つである。つまり、国際組織上の立場を基にした、国家の
階層化区分は、最も明確であるが、特定の分野と時代における一定の区分を示しているに
過ぎない。また、国際組織や国際法の設立時の国家間の力関係にも強く影響を受けている。 
  
3 	 認知  
	 第三の区分は、認知による階層化である。この区分は、当該国家の国際的地位に関する
周囲と自国内での認知が、実際の国際的地位を決めるというものである。様々な国際関係
理論を間近に観察してみると、実際には驚くほどの数の国際関係理論研究が、大中小の明
確な区分を避けて議論を展開している。これらの国際関係理論研究は、国際社会の階層的
区分を、国際・国内の認知に頼っている。 
	 具体的には、例えば国際・国内社会で広く共有されているイメージに基づいて、当該国
家の国際的地位を想定する研究も多くある。歴史を重視する国際関係論の観点から、例え
ばマーティン・ワイト（Martin Wight）は、大国を定義するのに国際・国内の社会的合意
を重視して以下のように述べている： 
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（大国とは何かと言う問い）に各時代の大国を列挙して、歴史的観
点から答えるには、常に大国について広い合意が存在するので、定
義を与えるよりも簡単である125。 
 
国際関係論において科学的で正確な研究方法を標榜するネオ・リアリストたちでさえ
も、国家の階層的区分を認知に委ねる場合がある126。ネオ・リアリズムの代表者とも言
えるウォルツすら、国際社会の階層的理解について、大国とは何かについて、国際的に広
い合意があると述べた127。 
また、他には、国内のアクターの認知や、当該国家の自称を特に重視して国際社会の
階層的区分を想定する研究も存在する。例えば、コヘインは、「当該国家の政治的リーダ
ーが自国一国や小さな国家グループだけでは国際システムに重要な影響を与えることがで
きないと思っている128」国を小国と定義した。また、ヘイは、小国について「国家は客
観的な定義ではなく、彼らの国際階層社会での役割によって小国とみなされる129」とも
述べている。ロスティンは小国の定義を「自国の安全を自国の能力だけでは確保できず、
基本的に他国の援助に頼らなければならないと認識している国家130」としている。他に
はホルスティ（K. J. Holsti）も国家の役割の理論の中で国家の国際的役割について、政
策施行者の認識を重視する立場をとっている131。 
最後に、 他国からの認知と、国際的に共有された認識にも基づいて、国家の国際的地
位を見出そうとする研究もある。例えば、ブルは大国を「他者と自国の政治的リーダーか
ら一定の権利と責任を有する国家と認知・理解されている国家」と定義している132。ゴ
スチェルもまた、小国を「周囲の国家が脅威と感じていない国」と説明している133。ブ
ザンの近年の著作では、行動にも注目して 、「自称や他称だけでなく、広い意味でのその
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126 Buzan, op.cit.,58-59.  
127 Waltz, op.cit.,131.  
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129 Hay, ed., op.cit.: 3.   
130 Robert Rothstein, Alliances and Small Power (New York: Columbia University Press, 1968), 27. 
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国家の行動が他者にどう扱われるか」によって国家の国際的地位を観察するとしている
134。 
	 国際社会や自国の認識や、理解を基にした国家の分類は非常に主観的で、詳細な事例分
析でしか明らかにできない。ただし、政策決定者や国内アクターが持つ自国の国際的地位
に対する認識は、国際交渉や国際政策の決定過程の分析に大いに役立つと考えられる。 
多くの研究が認知や自称・他称に基づいて国家の国際的地位を想定しているという事
実に反して、これらの想定は応用可能性が低い。なぜなら、認知、自称、そして他称とい
うものは、曖昧で、個人や時代などによってごく簡単に変化するのである。また、政策施
行者へのインタビューや、世論調査でしか認知は明らかにできない。例えば、ノーマン・
アルクック（Norman Z. Alcock）やアラン・ニューコンビー（Alan G. Newcombe）の
研究は、カナダとラテン・アメリカの人々を比較して「大国」に対する認知やイメージが
異なることを示した。これらのイメージや認知は、歴史や文化的背景などによって異なる
のである135。政策決定者の心理学的観察や、世論の分析などの研究方法で認知と国際政
策の関係を明確にする研究は、まだ発展の途上であるといえる136。  
	  
小結  
第二章では「ミドル」という相対的な概念の、国際社会の中での位置づけや、意味づ
けを明らかにするために、国際社会がどのように階層化されて理解されているかを検討し
た。しかし、逆に国際社会の階層的な分類方法が曖昧なために、階層的理解もまた曖昧な
ものであることが明らかになった。 
大国・小国は古い歴史を持った概念であるが、それぞれ、定義の方法が研究者や使用
者によって三つに分かれており、また、これらの中の複数の定義法が一度に使われている
こともある。また、使用した定義の方法を、政治的言説の中や学術研究の中で明確にしな
いことが多いため、未だに階層的理解の方法は使用文脈から推測するしかない場合が多い。
更に、ミドルパワー・中位国という分類は、主に第二次大戦後から使われ始めた概念であ
り、その定義に関する議論はまだ発展の途上である。また、ミドルパワーという階層的分
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類は「大国でもなく、小国でもない」と相対的に定義することしかできない概念である。
大国と小国の定義をる程度定めなければ、相対的な概念であるミドルパワーの定義も定ま
らない。よって、ミドルパワーに相当する国家を選出する際には、同時に大国と小国を定
義することが必要になる。大国、ミドルパワー、小国は、常に三つ同時に比較検討されな
ければならないのである。 
それぞれ、大国、ミドルパワー、小国の定義が曖昧である原因は、第二章の後半で明
らかにした。国際社会の階層的分類が曖昧であるのは、階層的に分類する方法が、三つ存
在しているからである。そして、三つの分類法がそれぞれ問題を抱えている。また、これ
らの分類法は時に使用者によって混同され、一つまたは複数が同時に使用されることがあ
る。さらに、多くの研究や政治家などの階層的分類の使用者は、どの分類法を使用したの
か明確に意識しておらず、明示していない。以下に三つの分類法とそれぞれの問題点をま
とめておく。 
第一の分類法である国力は、「国力とは何か」、また「国力をどのように比較検討する
のか」と言う問いに答えが出ないままである。よって、国際社会の階層を大まかに概観す
ることはできるが、正確・緻密に理解することはできない。 
第二の分類法である、国際組織上の立場は、明確に国家をグループ化するものである
が、時間と問題分野を超えて応用することができない。 
第三の分類法の国内外からの認知・理解は、政策決定過程などの緻密な事例観察には
有効であるが、認識は時代や個人、また各アクターの立場や時代的背景によって容易に変
化するため、時間と時代を超えて応用することは学問的に不適切である。 
第二章では、国際社会の階層的分類は多用されているが、曖昧であり続けていると結
論付けることができる。しかし、どのような分類法で、どの時代の階層を観察したのかを
明らかにすれば、国家の国際的位置付けが大まかに決められるともいえる。また、視点を
変えると大国、中位国、そして、小国の概念は曖昧であるがゆえに、柔軟に変化するもの
と捉えることができる。例えば、国力の観点からは大国と考えられる国家も、国民の認識
に視点を変えれば、中位国であったり、小国であったりという、認識のずれが説明できる。
大国も、あらゆる観点から大国ではあるとは言い切れず、また小国も視点を変えれば小国
以上の存在であると柔軟に考えることができる。 
ただし、大国、中位国、そして、小国という概念を厳密に使用する研究は、常にその
曖昧さを意識して同概念の定義と三つの階層の分類法を、研究の中で明らかにしなければ
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ならない。そして、本研究は、大国、ミドルパワー、小国の概念は、時代や問題領域によ
って変化するため、ミドルパワー概念を使用するごとに、使用した分類法や時代背景を明
らかにするべきであるという前提を置く。例えば、中位国はある観点からは中位国であり、
別の観点や時代では大国や小国でもありうるという、観察する側面ごとに当該国の国際的
地位は変化することのである。この柔軟性を有効に使用するには、どのような時代と、ど
のような問題に対して、大国、小国、またはミドルパワーであるかを、常に明示しなけれ
ばならない。 
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第三章	 現代国際関係におけるパワーの概念  
 
 
本研究がミドルパワー概念を正確に捉えるためには、第二章で検討した国際社会の階
層的理解の中の「ミドル」という概念と共に、「パワー」という概念の検討が必要である。
第三章では、パワーの概念とその比較検討の可能性を検討することで、「ミドル」に位置
するアクターが持つパワーとはどのようなものが明らかになる。 
第三章では、ミドルパワー概念の「パワー」の部分について分析する。第二章で明ら
かにしたように、ミドルパワーの「ミドル」の部分は、適用した国際社会の階層的分類法、
時代背景等を厳密に明らかにしながら使用しなければ、学術的に意味がないと分かった。
また逆に、一つの国家を様々な側面から観察すると、国家の国際的地位は柔軟に変化する
ことも分かった。ミドルパワー概念は「ミドル」の概念と「パワー」の概念から構成され
ている。よって、本章は「パワー」の部分はどのように考えるべきかを明らかにしていく。 
本章の目的は、国力（national power）の概念を整理・再構築してミドルパワーを分析
することにある。同時に、第二章で概観した、国力に基づいた国際社会の階層的理解の再
検討である。第二章でも触れたように、「力（権力・power）」概念は国際関係論において、
最も頻繁に議論されながらも、未だに定義・測量など多くの点について、結論を見ない論
点の一つである137。 
同様に、第二章で明らかにしたように、現在までの国際関係論の中で、多くの研究者
が、「大国」「中位国」「小国」などの言葉を頻繁に使用している。このような分類は、各
国家の国力に基づいて想定されることが多いが、国力の概念自体が非常に曖昧な概念に留
まっているため、国力による分類の正確さには疑問が残っている。 
パワーは国際関係論において重要かつ基本的な要素ではあるが、非常に捉えにくく、また、
主観的な性質を持っているため、客観的な観察は非常に難しいとされてきた138。主観性の他
にも、パワーは時間や文脈によって流動的に変化し続け、計量を難しくしている。また、
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
137  英語文献における “power”は邦語文献においては、「力」または「権力」と訳されている。前者
は、“power”の訳語として一般的な使用であるが、特に政治学や国際関係論では、「権力」と訳さ
れていることが多い。 
138  例えば、モーゲンソーは『国際政治』の中で、「政治権力はそれを行使するものとそれを行使
されるものとの間の心理的な関係である」と述べている。ハンス・モーゲンソー『国際政治』福
村出版、1989年、31頁。 
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パワーの構成要素についても、今も議論が分かれている。このため、本章でも二例紹介す
るように、パワーを比較検討する試みは数多くあるが、正確な比較検討は非常に難しい。 
そこで本論文では、これまでのパワーに関する議論を整理し、国力の概念の再構築を
してミドルパワー概念の性質と定義を明らかにしていく。 
 
第一節	 力（パワー）とは何か  
「パワー」は、「人や出来事をコントロールする能力や権力139」と示されている。この
広義の定義は、国際関係論の中では幾分具体的になる。トマス・ホッブズ（Tomas Hobbs）
の主張では、人はいつもパワーを維持・増強することを目指すとされている140。この主
張を踏まえて、モーゲンソーによるとパワーは目的であり、またその目的のための手段で
ある、と述べている。つまり、主体がパワーを維持・増強するための手段としてもまた、
パワーが必要であると考えることができる。よって、パワーは主体が維持・増強しようと
するものであり、同時にそのための手段である。多くの研究はこの手段としてのパワーに
注目している141。 
もう少し詳しく見てみると、手段としてのパワーをナイは行動(behavior)としてのパワ
ーと定義している。もう一方の目的としてのパワーを資源（resources）としてのパワーと
考えている142。行動としてのパワーをロバート・ダール（Robert Alan Dahl）は、「A が B
に対してパワーを持っていると言うことは、そうでなければしない何かを Bにさせるこ
とである」と表現している143。この場合のパワーは「何か」をする手段としてのパワー
である。 
資源としてのパワーは、人口や領土など物体(object)としてのパワーである。この資源
としてのパワーは、持っているだけの財産のようなもので、行使しなければ何らかの変化
を起こすことはない。ただし、人間は財産を求めて行動する。よって、資源としてのパワ
ーは、この場合、目的・目標と考えられる。 
パワーの特徴として、他者との関係の上で初めて観察できること、流動的に変化する
こと、状況に依存する事が挙げられる。第一に、パワーは、「他者」がいなければ観察す
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
139 Longman online. 
140 Thomas Hobbes, Leviathan (Indianapolis: Bobbs-Merrill, 1958), 86. 
141 David Jablonsky “National power,” in Joseph R. Cerami,and James F. Holcomb Jr. eds., U.S. Army 
War College Guide To Strategy  (2001),101. 
142 Nye, op.cit., 5-6. 
143 Robert Dahl, “Concept of Power,” Behavioral Science 2 (2013): 202-3. 
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ることができない。手段としてのパワーは、他者をコントロールする手段であるので、他
者の存在が必要である。また、目的としてのパワーも他者の存在がなければ、パワーの有
無や大小を観察することはできない。 
第二の特徴として、パワーは流動的に変化するものである。人口や領土、経済力など
の資源としてのパワーは増加・減少するものであり、また他者との関係においても、相手
のパワーの大小に影響される。 
第三に、パワーは、状況に依存するものである。ある主体が持っているパワーでは相
手に影響を与えることができない場合もありうる。しかし、別の状況においてはパワーが
予想以上の効力を発揮して他者を突き動かすこともありうる。 
 
第二節	 国力とは何か  
国力とは、言葉の上では単純には国が持つパワーであるが、国際関係論の中では、意
味合いが複雑化する。国際関係論の中では、これまでの国際関係論における国力に関する研
究から、三つの国力の形態が浮かび上がる。一つは能力（capability）としてのパワーである。こ
れは軍事力や経済力など、国力の源（power resources）となり得るものである144。第二に、能力
を明示・暗示的に用いて、他の主体の行動に影響を与えた場合、国力は影響力(influence)
として捉えることができる。第三に、外交の質が挙げられる。能力は、持っているだけでは力
として「存在」するのみであり、「機能」しない。能力を「機能」させるには、持ってい
る能力をどのように使用して他者の行動をコントロールするかという戦略が大きくかかわ
ってくる。大きな能力を持っている国家であっても、外交戦略の質が低い場合は、大きな
影響力や望む結果を得ることはできないからである。この外交戦略の質をナイはスマー
ト・パワー（smart power）と呼び、モーゲンソーは外交の質、政府の質とも呼んでいる
145。 
	 一つ目の、能力（capability）または、力の源（power resources）は、国力の構成要素と
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
144  Bruce Russett and Harvey Starr, World Politics: The Menu for Choice (New York: W.H. Freedman 
and Company, 1989), 135.ここでは “power”を “capability”と “influence”に分けて整理している。こ
こでの “capability”は、“potential power”や、“power resources”と言い換えることができる。
Baldwin, op.cit.,163. も参照。 
145 スマートパワーについては、Joseph S. Nye, Jr., The Future of Power (New York: Public Affairs, 
2011), 207-209. 外交の質、政府の質については Morgenthau, op.cit. 
また、Ashley J. Tellis et al., Measuring National Power in the Postindustrial Age (RAND Corporation, 
2000), 13-14.でも、戦略を国力の要素とみなしている。 
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して３つの形態の中で最も一般的に認知されているものである。能力の要素として、人口、
領土の広さ、軍事力、経済力などが挙げられる。能力は国力の中では比較的安定しており、
最も可視化、計量がしやすい要素と考えられている。ただし、観察の視点をどこに置くか
によって、ひとつの要素が様々に変化する場合があるので、正確に捉えることはやはり難
しい。例えば、能力の中には、領土や人口、領土内の資源も含まれる。領土の大きさは容
易には変化しないが、自国の領土がどこに位置するかも国家の命運を左右する重要な要素
である。同じ広さの領土を持っていても、海に守られた島国、周囲と地続きの大陸国家、
大きな山脈に守られた山岳国家では紛争になった際の状況は大きく異なる。領土内の資源
も、何を持っているか、それを採掘・開発する技術を持っているかによって、どの程度国
力に還元されるかは異なってくる。また、人口は、生産者であり、消費者であり、時には
軍事要員にもなりうる、大きな国力の源である。 
これらの問題を承知であれば、軍事力や経済力は、厳密さに疑問は残るが、比較的数
字に置き換え、可視化しやすい要素である。これまでの研究の中では、軍事力には、軍事
予算や軍事要員の数、経済力には GNP が尺度として使用されることが多い。これらの要
素は、測量や比較がしやすいため、多くの研究が目安として使用している146。特に軍事
力は、伝統的に多くの研究の中で尺度の一つとして重要視されている147。 
	 二つ目の、影響力（influence）は、主体間の関係において行使される国力である。影響
力は、能力を主体間で活用して、他者の行動をコントロールする力である。例えば、軍事
力の中でも、威嚇や軍事力を行使して、相手に何かを強制するという影響力を発揮するこ
とができる。次に、経済力を行使すると、報酬の支払いや制裁などの手段で、相手を抑止、
または誘導するという影響力を発揮することができる。 
下記の表２は、ナイの『ソフト・パワー』内の表を基に筆者が改変した。アクターは
持っているソフト・パワーを、手段として、影響力を発揮するのである。例えば、文化的
魅力、価値観や文化を広範に浸透させることによって、相手国の、特に世論に働きかけて、
相手国を誘導するのである。政治的価値観は、価値観や文化と共に、国際・国内規範を伴
う。作り上げられた規範は、時に相手国の行動を規制し、価値観や文化は前述のように相
手国を誘導することができる。このような例は、他にも相手国や場面によって様々である
が、下記の表 2にいくつかの例を示した。 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
146 Tellis, Ibid.  
147 RAND corporation, “Measuring State Power,” (2005): 5. 
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表  2	 国際関係における能力が持つ影響力  
	 能力 主要な手段 影響力 
軍事力 威嚇・軍事力 強制 
経済力 報酬支払い・制裁 抑止・誘導 
外交政策 交渉・制度 保護 
文化的魅力 価値観・文化 誘導 
政治的価値観 
価値観・文化 
国際・国内規範 
強制・誘導 
 
 
三つ目の外交力は、外交の質、スマート・パワーと言い換えることができる。スマー
ト・パワー、ナイはハード・パワーとソフト・パワーという資源を効果的な戦略に統合す
る能力と定義している148。外交の質や政府の質は、持っている資源をどのように用いて
他者の行動をコントロールするかという戦略の部分である。大きな能力を持っている国家
であっても、外交戦略の質が低い場合は、大きな影響力や望む結果を得ることはできない
からである。アンドリュー・マック(Andrew Mack)は巨万の兵力を持っていても、「政治
的能力」に欠けると紛争には勝てないと述べている149。このような現象は、「パワー・カ
ース（power curse）」とも呼ばれ、持っているパワーの大きさゆえに戦略を誤る、または
不十分な戦略しか練らないために、逆に死を招くとも説明されている150。また、外交の
質には、国民の支持などの国内の問題や、国家の体制も大きくかかわってくる151。 
以下の図１は国力の要素の関係を図式化したものである。国家 A が持つ能力は外交力
や、政府の質によって、影響力という形で他の国家（例えば、国家 B）に行使される。ま
た、政府の質によって、能力は増強されることもあり、相関関係にある。同様に、国家
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
148 Nye, op.cit., 23. 
149 Andrew Mack, “Why Big Nations Lose Small Wars: The Politics of Asymmetric Conflict,” World 
Politics 27 (1975): 177. 
150 Nye, op.cit., 207. “power curse”と言う言葉については、Giulio Gallaroti, The Power Curse: 
Influence and Illusion in World Politics (Boulder, CO: Lynne Rienner, 2009)を参照。 
151 Jablonsky, op.cit., 108-9. 
（出典：ナイ『ソフト・パワー』、62 頁の表をもとに筆者作成）	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Bも能力を国力に変え、影響力という形で国家間において行使するのである。 
図  1	 国力の要素の関係  
 
 
 
第三節	 パワー配分の測定の難しさ  
これまで、パワーを算出して比較検討しようとする困難な試みは数多く行われてきた
が、方法論的に、現在も以下の四つの論点が未だ議論されている。よって、未だに国力測
定の具体的な方法に関する、一般的な共通理解は存在しない。 
第一に、国際政治のほとんどの場面において、パワーは影響力として行使されている
ため、客観的に測定し、その大きさを比較することは非常に困難である。特に、近年議論
されることが多い「ソフト・パワー」と呼ばれる力の側面は、客観的な測定や観察によっ
て広く捉えることができないパワーの側面の典型例である。文化の魅力や肯定的なイメー
ジ、また外交力などが国際関係においてどのような効果をもたらしたかは、詳細な事例研
究や意思決定過程の観察によってのみ明らかにできる場合が多く、比較対称に適さない。 
第二の論点は、国際政治におけるパワーは、具体的にどのような要素によって構成さ
れているのかという点である。国力の構成要素を巡るモーゲンソーの例示は先述したと通
りだが、研究者によって様々な国力の要素が考慮されている。これらの要素そのものや、
どの要素をどの位重視するかは、国際情勢や論者によっても変化し続けている。例えば、
冷戦期の多くの研究は、軍事力や経済力などの明示的な強制力を重視する傾向が強かった
が、冷戦後には文化や標榜する価値などの魅力も国力の一環として考えるという、ソフ
ト・パワーの議論も注目されている。よって、国力の構成要素は時代や論者によって様々
影響力	  
国家 B	  
能力 能力	  
国家 A	  
政府の質 政府の質 
（出典：筆者作成）	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であり、まだ共通する理解には至っていないと考えることができる。 
第三の論点は、国力のそれぞれの構成要素は、他の要素と相互に代替可能なのかとい
う、力の代替可能性（fungibility）に関わる問いである。国力を複数の構成要素の総体と
して捉えるべきであるという点では、多くの研究者の見解は一致している。しかしながら、
力の構成要素はどの程度、相互に代替可能であるのかという点を巡っては、論者の立場は
様々である。古典的な国力観では、軍事力の代替可能性を高く考えている場合が多い152。
つまり、強大な軍事力を有している国家は、仮に経済的には困窮していたとしても、強い
国力を持つと評価されたのである。また、近年の議論では、保有している能力が限られて
いても、それを外交力によって最大限活用できれば、パワーの強い国家と考えられること
もある。一方で、力の代替可能性を低く設定する立場からは、経済力なら経済分野と、そ
れぞれの分野ごとの国力から国家の強さが別々に考慮される。 
最後の論点として、国際関係におけるパワーを測定し、比較検討する際の技術的な問
題についても議論されている。仮に、概念としてのパワーの構成要素について、概ねの合
意に至っても、実際に測定する際に避けられない問題点はまだ多い。例えば、軍事力が重
要なパワーの要素であるとしても、国防予算、国防に従事する人員数、装備や訓練の質な
ど、軍事力を計上する尺度は研究者によりけりで複数考えられる。また、これらが真に軍
事力を示しているとは限らないのである。また、多数の国家から、多様な要素のデータを
収集する際にも、技術的な問題が伴う。例えば、後発発展途上国に関するデータは、入手
そのものが難しく、また不正確であることも多い。加えて、複数の組織がそれぞれ収集し
たデータは、測定方法が統一されていない場合もある。この場合は、正確な比較検討はで
きない。かつ、これらのデータを活用する過程で、各研究者の主観が反映され得る 。近
年では、研究機関が幅広くデータを収集し広く研究者に提供している場合もあるが153、
これらのデータベースも必ずしも上記のような技術的な問題から自由ではない。 
国力を客観的に測定することが難しいことは、すでに述べたが、対外政策の決定プロ
セスや学術研究においても、国家が持つパワーを知るための取り組みは数多く行われてき
ている。実際に国力を具体的に捉えようとする際には、パワーの相対的性質に配慮し、他
国との比較において捉えようとするものが多い。さらに、パワーは常に変化するという点
を考慮した結果、「総合力」としての国力もさることながら、時代や問題領域ごとに分析
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
152 例えばモーゲンソーやクラインなど。 
153Correlates of War（COW）など。詳しくは後述する。 
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した研究も見受けられる。しかし、国力は多くの構成要素の総体であるため、ほとんどの
研究は様々な要素を総合的に評価して国力を測定しようとしている。 
 
第四節	 パワー分布の測定の例  
ここでは、パワー分布の測定の実際の例を検証する。国力を計測するための代表的な要
素として、伝統的に非常に重視されている軍事力と経済力以外にも、外交力などの要素が
ある。影響力とされる要素は客観的な観察や測定が難しいものであるので、国力測定の際
には捨象されることが多い。これらの要素をどのように観察するかについては、いまだ結
論を見ないが、これらの国力の要素が国際関係に対して何らかの影響を与えていることは
認められつつある。国際関係論における国力の測定や比較の際に、頻繁に参照されるのが、
レイ・クライン（Ray S. Cline）による研究と、「戦争の相関プロジェクト」（Correlates of 
War：COW）の指数を使用した研究である。よって、ここでは国際関係論の中で比較的
信頼度の高いこれら二つの研究例を使用して、国力による国際社会の階層的理解の妥当性
を検討していく。 
 
1 	 クラインの国力計算式  
国力測定と比較検討の第一の例、クラインの研究は、以下のような国力計算式を考案し
た。そして実際に 1970 年代と 1990 年代の二回にわたって国力計算を行っている。クラ
インの国力計算式は、国際政治用語辞典や国際政治の教科書でも頻繁に参照・引用されて
いる。よって、現在、最も知名度が高く、また、一定の信頼を得ているといえる。 
 
認識される国力＝（人口・領土+経済力+軍事力）×（戦略目的+国家意思）154 
 
総合的な国力を算出したクラインの研究は、力の代替可能性を高く見積もる立場であ
るということができ、文脈や場面に応じた国力分析を志向する立場からは一線を画してい
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
154  R. S. Cline, World Power Assessment (Boulder: Westview Press, 1975) クラインはこの計算式を使
用して、World Power Trends and U.S. Foreign Policy for the 1980s (Boulder Colorado: Westview 
Press, 1977) と The Power of Nations in the 1990s. (Maryland: University Press of America, 1994)を出
版している。クラインは、アメリカ政府および CIA での約 40年間に及ぶ実務経験をもち、1974
年にジョージタウン大学の戦略国際問題研究所のワールド・パワー・スタディ部長に就任した。
クラインの経歴については、伊藤訳『世界の「軍事力」「経済力」比較』の訳者前書き 3 頁を参照。 
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る。これまで国力を巡って様々な議論は行われてきているが、国力を測定する基準が共有
されていないため、クラインの研究のように 70 カ国以上の国家の国力を同時に算出し、
また、この作業を 70 年代と 90 年代に二回に渡って行っているような研究は、他にはな
い。 
ただし、クラインの研究を利用する際には、同研究が内包しているバイアスへの注意
が必要である。例えば、1978 年の国力測定では、クラインは核戦力を極端に重視してい
るため、核保有国は非常に高く評価されている。計算式では「国家戦略」と「国家意思」
が重要な要素として評価されているが、これらの要素は客観的に測定することは難しいも
のである。さらに、実際の測定の過程で、それぞれの国力の要素が、数箇所で修正・加工
されている。また、それぞれのデータ自体も、特に冷戦の最中であった 1978 年のデータ
については、その正確さに疑問が残っている。 
以上の点には注意が必要であるが、クラインの一連の研究は現在も国力測定において
重視され、また、世界各国の国力を広く網羅的に測定した、数少ない研究業績である。こ
れまでの国際関係論には、国力を具体的に測定した研究がないことからも、本論文では、
クラインの国力測定の結果を、一つの例として国際社会の階層的理解を検討しておく。 
まず、クラインのこれまでの研究の中での 1978 年と 1991 年の国力の評価値を分布図
にすると図３と図４のようになる。 
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（出典：Cline,	  World	  Power	  Trends	  and	  U.S.	  Foreign	  Policy	  for	  
the	  1980s.を基に著者作成）	  
 
図  2	 1978年の国力評価値の分布  
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（出典：R.S.	  Cline,	  The	  Power	  Of	  Nations	  In	  the	  1990s.を基に著者作成）	  
 
図  3	 1991年の国力評価値の分布  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
これらの国力評価は同一年度内での国際比較を目的としているため、同一国の年度比
較には適さない。縦軸をクラインの国力測定に基づく評価値とし、横軸を評価対象となっ
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を分類する場合には、恣意的にその境界線を設定しなければならない。仮に、国力評価値の分
布に偏りがあり、ある程度の塊ができていれば、客観的に階層的に分類することは可能である。し
かし、クラインの測定結果に基づくと、明確な大国以外の国家の国力は偏りなく連続して分布し
ているため、国力によって分類する際には観察者が主観的に範囲を設定しなければならない。つ
まり、仮にクラインの方法で国力が客観的に測定できたと仮定しても、国力による階層的な分類は、
曖昧、または研究者によって恣意的なものにならざるを得ないのである。よって、クラインの研究
に基づけば、国力による国際社会の階層的な分類は、客観的なものではなく一つの目安であ
ると考えるべきであろう。また、クラインの研究に使用されたデータも 1978 年、1991 年と、かなり
古いものである。現在のデータとのずれは十分にありえるが、ひとつの測定方法を示し、その方式
が今も評価されていることには、クラインの試みの意義が見出せる。 
 
2 	 Composite Index of National Capability （CINC）  
第二の例として、戦争の相関プロジェクト（COW）のデータを使用した研究を検討す
る。COW は、「国際関係に関する正確で信頼のおけるデータを収集し、普及させ、また
使用することを促進するためのプロジェクト」155である。同プロジェクトは 1964 年にデ
ィビット・シンガー（Joel David Singer）がミシガン大学で立ち上げたプロジェクトであ
り、現在もデータの更新は続いている。同研究プロジェクトは以下のような式を考案し、
COW のデータを使用して、国家の能力の複合インデックス（Composite Index of National 
Capability：CINC）を製作した156。 
 
𝐶𝐼𝑁𝐶 = 𝑇𝑃𝑅 +   𝑈𝑃𝑅 +   𝐼𝑆𝑃𝑅 +   𝐸𝐶𝑅 +   𝑀𝐸𝑅 +   𝑀𝑃𝑅   6  
割合 =当該国
世界
 
TPR = 当該国の総人口の割合 
UPR = 当該国の都市人口の割合 
ISPR = 当該国の鉄と鋼鉄の生産量の割合 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
155 COW ホームページ。http://www.correlatesofwar.org/ （2013年 11月 10日アクセス） 
156 Kelly Kadera and Gerald Sorokin, “Measuring National Power,” International Interactions (2004): 
217 
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ECR = 主要なエネルギー消費量の割合 
MER = 軍事出費の割合 
MPR = 軍事要員の割合 
 
	 COW は、1816 年から 2007 年にわたって、194 カ国157の CINC を計算しており、クラ
インの研究以上に、幅広い年代と国家を網羅しているといえる。また、計算の際に世界に
占める特定の国家の国力の割合を算出しているため、クラインの研究で採用されたポイン
ト制よりも厳密な比較が可能である。また、プロジェクトとして多くの研究者が関わり、
データの正確さについても、常にフィードバックがある COW のデータは、比較的バイア
スが少ないと考えられる。 
	 ただし、1816 年から 2007 年という長い研究対象期間は、逆に正確な比較を難しくして
いる場合があるので注意が必要である。ケリー・カデラ(Kelly Kadera)が指摘するように、
独立などで国際社会に新たに参入する国や、旧ユーゴスラビアやチェコスロバキアなどの
ように国家の分裂などで国際社会から退場、または進出する国もある158。この際に、世
界に占める割合を指数とする CINC の計算法では、研究対象の国家の全ての指数に影響が
出る。つまり、国際社会に何らかのメンバー・チェンジがあった場合、その前後で CINC
を比較検討しても無効となってしまう。また、過去に遡るほど、正確なデータが入手でき
ない場合も多くあり、COW にもデータが欠損している箇所が多くある。また、CINC は
国家の能力の、世界の中での相対値を示すものである。よって、数値自体が能力の大きさ
を示しているわけではない。また、CINC は国家の能力に限定して算出された数値である
ため、影響力や外交力を含んだ国家の総合力を示しているわけではないという点も忘れて
はならない。 
 
 
 
 
 
 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
1572007年時点。 
158 Kadera and Sorokin, op.cit., 214 
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図  4	 2007年の国家の能力の分布  
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以上で検討してきたように、クラインの研究と CINC に基づくと、国家を総合的な国力
の要素や能力に基づいて大国、中位国、小国に階層化して捉えることは難しく、客観性に
も疑問が残る。既に述べたように、国力の定義や性質についての合意がないという点と、
国力の客観的な算定が難しいという方法論上の問題が原因として考えられる。そして、既
に検討したように、仮に一定の方法で国力を測定した場合にも、クラインの研究と CINC
を参考にする限りは、国力も能力も突出する数カ国を除いて、ほぼ偏りなく均等に分布し
ている。よって中位国と小国を区別するには、論者がその範囲を恣意的に設定しなければ
ならない。つまり、国力による国際社会の階層的理解は、国際社会の全体像を掴むための
一定の目安でしかないと考えるのが適当である。 
 
 
小結  
本章はパワー概念を整理、検討し、ミドルパワー概念のパワーの部分を捉えることを目
的として議論を進めた。前半では、パワー概念を再検討し、後半では、ミドルパワーを正
確に捉えるために、国力と能力を算出する試みを行った二つの研究例を紹介して国際社会
の階層的理解を検討した。 
パワーが国際関係論において重要な概念である点には、ほとんどの研究が合意してい
る。ただし、パワーとは何かという点に関しては、現在、議論は様々に分かれている。本
論文では、ホッブズの流れを受けたモーゲンソーの思考、そしてナイによる主張を取り入
れて、目的としてのパワーと手段としてのパワーに整理した。 
	 国力は、言葉の上では単純に国の持つパワーであるが、詳細に検討すると、三つの形態
が浮かび上がる。能力、影響力、外交力である。しかし、能力は時間や文脈によって流動
的に変化し、影響力は主観的性質を持ち、外交力は詳細な政策過程の観察を要するため、
それぞれ計量には適さない。さらに、三つの要素は互いに影響しあって総合的に機能して
いるため、国力を計測して比較検討するのは難しい。 
	 本章では、総合国力を数値化したクラインの研究と、国力のうち比較的測定しやすい能
力に焦点を当てた CNIC を国力測定の例として挙げ、国家は実際に階層的に分布している
のかを検討した。二つの研究の結果を実際にグラフにした結果、クラインの研究・CNIC
ともに、上位数カ国が突出しており、これらを「大国」と考えることはできる。しかし、
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これら以外の国家はほぼ均等に分散しているため、客観的なグループ化はできないという
ことが判明した。よって、国力は、中位国と小国を区別する際には目安に過ぎず、国際社
会の階層的理解に厳密な客観性を求めるのは難しいとわかった。 
そこで、本論文はミドルパワーをひとつの目安として考えることとする。本論文中で
は、ミドルパワーとは力（パワー）の上で中位（ミドル）にある国家である。ただし、国
力が文脈や問題領域、そして、時代によって変化するのと同様に、国力に基づいて定義し
たミドルパワーにあたる国家も文脈、問題領域、時代によって変化する可変的なものであ
る。よって、第三章でもまた、ミドルパワー概念を使用する際には、使用文脈や問題領域、
時代背景などを明らかにしなければならないとの結論に至る。また、ミドルパワーにあた
る国家は、時代背景や問題領域ごとに柔軟に変化することが分かった。よって、本論文は
ミドルパワーという国家が恒常的に存在するのではなく、ある国家が、文脈、問題領域、
そして、時代に応じて一時的にミドルパワーの地位を占めると考えることにする。ある国
家がある時代、文脈においてミドルパワーにもなりえ、大国や小国にもなり得るのである。 
	 第二章、第三章の分析の結果、本研究の焦点であるミドルパワー概念以外にも、大国や
小国の概念もまた、時代や問題領域によって可変的であることが分かった。ミドルパワー
と同様に、ある国家が常に大国や小国であるのではなく、文脈などに応じて一時的に、大
国や小国になるのである。これは概念の曖昧さを生むが、一方では、概念の応用可能性を
高める結果となる。つまり、ある時代やある問題領域では大国である国家も、別の時代や
問題では、小国にもなるのである。本論文で再定義した大国、ミドルパワー、そして、小
国の概念は、時代や、問題領域に応じて、一つの国家に対して複数の視点からの動的な分
析を提供することができる。例えば、1980 年代の日本をその経済力から、大国と区分し
てしまうと、日本の武力行使に関する大きな制限を説明することができない。しかし、本
論文の立場を採用すると、経済大国であると同時に、軍事的問題に関しては小国または、
ミドルパワーであると説明すると、現実にあった説明が可能である。 
本論文が提示したアプローチには、大国、ミドルパワー、小国の概念が問題領域に応じ
て、可変的であるがゆえの利点があると言えよう。前述の日本に例のように、一つの国家
を問題領域に応じて複数の視点から観察することができると同時に、時代の変化や問題領
域の変化に応じた動的な観察が可能となる。ただし、これらの概念を使用する際には、ど
のような区分法で、いつの時代、どのような文脈で大国、ミドルパワー、小国と区別した
のかを明らかにすることを忘れてはならない。 
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以下の第四章では、目安としての大国、ミドルパワー、小国のそれぞれの外交政策の傾
向を明らかにし、ミドルパワー概念を一般化して使用するための方法をさら検討していく。 
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第四章	 ミドルパワーとミドルパワー外交  
 
 
第二章で検討したように、本論文はミドルパワーを力（パワー）の上で中位（ミドル）
にある国家であると定義する。ただし、第三章で明らかにしたように、国力（パワー）は
文脈や問題領域、そして、時代によって変化する。よって、第二章で検討した国際的階層
の中のミドルパワーに当たる国家も文脈、問題領域、時代によって変化する可変的なもの
である。そして、可変的であるがゆえに、ミドルパワー概念は様々な時代や問題領域の多
様な国家に使用できる可能性の高い概念である。第四章では、この可変性から派生する同
概念の応用可能性を検討していく。第四章は、大国、ミドルパワー、小国の外交戦略の特
徴「大国外交」「ミドルパワー外交」「小国外交」と区別した上で、それぞれを理論的に検
討していく。本章では、最終的にはミドルパワーという国際的地位と、学術分析における
ミドルパワー的外交戦略、政治的修辞を使った「ミドルパワー」外交を明確に区別し、ミ
ドルパワー外交に新たに別の呼称をつけて、ミドルパワー外交の特徴を明らかにしていく。 
 
第一節	 国際戦略の一般的パターン  
	 第一節では、理論的な視点から中位に当たる国家、つまりミドルパワーが外交的活躍を
目指す場合の外交行動の傾向を明らかにしていく。外交とは一定の目的を持って行われる
政策である。外交戦略とは、外交の目的に到達するための手段であり、戦略である。そし
て、それぞれの戦略のもと、様々な政策が施行される。国家が外交目的を達成するための
戦略を決定する際、まずは何を持っているか、どのようなものが利用可能であるかが重要
である。「持っているもの」、つまり、当該分野での国力が外交戦略の選択肢を大きく左右
する。 
図２が示すように、ある国際問題で大国の立場に立った国は、国際的活躍を目指す場
合、ミドルパワーや小国以上の国力を持ち、より多くの外交資源が利用可能である。より
大きな国力は単独での目的達成を可能にするため、国際関係での単独行動や独善的な行動
を可能にする場合がある。ただし、近年では仮に大国であっても、自国の行動を正当化す
るためには、国際機関との連携が必要な場合もあり、また、グローバルな問題に対応する
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には多国間や多アクター間の協力が必要な場合も多々ある。また、多国間協力によって、
負担やリスクを減らそうとする可能性もある。このように多国・多アクター間の関係の中
で活躍しようとする際には、大国はより幅広く規模の大きいリーダーシップをとることが
可能である。さらに、大きな国力を背景に、国際交渉の場面では、原則的に妥協しにくい
という性格を持つ。このような傾向を、本論文では大国外交と呼ぶこととする。 
一方で、ある国際問題に対して中程度の国力しか持たないミドルパワーは、自身の国
力だけでは外交目標に到達できない場合が多くある。この時には、多国間協力の枠組みや、
国際組織を利用しなければならない。また、多国・多アクター間協力でグローバルに活躍
しようとした場合も、リーダーシップの範疇は、参加者数の点や、取り扱う問題の点で、
小さく限定されていることが多い。または、他国のリーダーシップを積極的にサポートす
ることで、自身の外交目標を達成しようとする積極的「フォロワーシップ159」をとる場
合もある。加えて、国際交渉においても、基本的には強硬的な態度よりも、柔軟な態度を
とることが必然的に多くなる。これは、強硬的な態度とるための外交資源の後ろ盾が少な
いからである。この様な外交を本論文ではミドルパワー外交と呼ぶこととする。 
最後に、国力が小さく、外交政策に投入できる外交資源が少ない小国が、国際的に活
躍することを目指す場合、多国・多アクター間協力を採用して外交行動をとらざるを得な
い。また、小国の中でも国内が安定しない国家や、国際問題に割く予算・外務省内の人
員・時間的余裕や政治的タイミング・国内からの支持などの外交資源がない国家などは、
意図的、または、他の選択肢がないために、特定の国際問題には関与しないという場合も
ある。さらに、国力の小ささゆえに、自身がリーダーシップをとって国際関係で活躍を果
たすこと以上に、「フォロワー」となり、他国のリーダーシップの参加者となって国際的
役割や利益を求める場合が多い。国際交渉においては、国力や投入可能な外交資源が背景
にないため、妥協や協調を選ぶことが多い。これを本論文では小国外交と呼ぶこととする。
このように持っている国力、または投入可能な外交資源の大きさによって、国家が国際的
に活躍しようとする場合の、大まかな行動原則は決まっていく。 
 
 
 
 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
159 フォロワーシップについては第二節で詳しく検討する。 
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図  5	 国家の戦略の一般的パターン 
 
 
ここで、国力の大きさが時代、問題領域、文脈によって可変的なため、大国やミドルパワ
ー、小国などの力の大きさを基準とした階層的理解もまた、流動的であるという点を思い出
してもらいたい。つまり、ある時代・ある分野での大国が、別の時代や別の分野では小国に
もなりえるのである。よって、この行動原則もまた、問題領域、時代、文脈に依存して、ど
のような国家にも適応可能である。 
 
第二節	 リーダーシップとフォロワーシップ  
	 第一節では、大国外交、ミドルパワー外交、小国外交の外交行動の特徴の原則を整理し
た。第二節では、本論文の焦点である国際的活躍を目指す場合に絞って、さらに議論を深
めていく。国際的活躍には、単独で何か国際的に意義のあることを成し遂げた場合と、多
国・多アクター間で何か国際的に意義のあることを成し遂げた場合がある。前述の様に、
(出典:筆者作成)	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ミドルパワー外交では、単独行動を採る事例は少ない。逆に、国際社会で活躍し、外交目
標を達成するために、国際組織も含めた、多国間・多アクター間外交を採用する傾向が強
い。多国間・多アクター間で活躍するには、多国間のリーダーになるか、フォロワーにな
ることが必要である。 
リーダーシップは心理学や経済学、社会学などで長い間議論されてきたが、国際関係
論で注目され始めたのは近年である。これに対して、フォロワーシップの研究は更にごく
最近である。国際関係論の諸研究がフォロワーシップにも注意を向け始めたのは、リーダ
ーシップは、フォロワーがいて初めて成立するという主張が、各学界で目立つようになっ
てきてからである160。しかし、ごく近年まではリーダーシップのみに焦点があてられて
いたため、フォロワーシップに関する議論や、リーダーとフォロワーの関係に関する議論
は、まだ発展の途上である。 
リーダーシップとは、第一に、個人をあるグループの目標達成に貢献するように影響
を与えること、第二に、これらのゴールを調整したり追求したりすること、と広義に定義
されている161。また、リーダーシップとフォロワーシップは密接な関係にある。リーダ
ーに従うフォロワーがいなければ、リーダーシップは成立しないからである。また、リー
ダーとフォロワーは相互の利益や目標の共通によって結びついている162。更に、リーダ
ーシップの成功はフォロワーの質や行動にも依存している163。つまり、リーダーとフォ
ロワーは、常に一緒に検討されなければならないのである。 
国際関係でのリーダーシップに注目すると、三つのリーダーシップの形が見えてくる。
一つ目は構造的リーダーシップ（structural leadership）、二つ目は起業家的リーダーシップ
（entrepreneurial leadership）、三つ目は知的リーダーシップ（intellectual leadership）であ
る164。 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
160例えば Edwin P. Hollander, “Leadership, Followership, Self and Others,” Leadership Quarterly 3 
(1992-3): 43-45.   
161 Mark Van Vugt, and Robert Hogan Hogan, Robert B. Kaiser, “Leadership, Followership, and 
Evolution: Some Lessons From the Past,” American Psychologist 63 (2008): 182-183. 
162  Andrew F. Cooper, Richard A. Higgott and Kim Richard Nossal, “Bound to Follow? Leadership and 
Followership in the Gulf Conflict,” Political Science Quarterly 106 (1991): 397. 
163 Hollander, op.cit., 45 
164 この分類はオラン･ヤング（Oran Young）の International Organization に 1991 年に掲載された
論文に基づいている。現在はいろいろな意見があるが、ヤングの分類は最も基本的なものと考え
られている。Oran R. Young, “Political Leadership and Regime Formation: on the Development of 
Institutions in International Society,” International Organization 45 (1991): 281-307. 
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最初に、構造的リーダーシップは物質的資源、力や正統性のある地位に基づいている
165。よって、国際関係論では構造的リーダーシップは、スーパーパワーやグレートパワ
ー、また、覇権国の概念と一緒に使用されることが多い。これらの大国は、国際社会の中
で圧倒的優位に立ち、そして、その圧倒的な力で国際問題において構造的リーダーシップ
を発揮できるとされる166。また、構造的リーダーシップを行使するリーダーは、強制や
脅迫によってフォロワーを得ることも可能である。しかし、特に近年では、パワーだけで
は、構造的リーダーシップを発揮できない場合もある167。例えば、主張の正当性や、特
定の地位なども必要な場合もあるからである。つまり、構造的リーダーシップは力のある
ものが取ることができるリーダーシップであるが、力だけでは取ることができない場合も
あるのである。 
第二に、交渉力や、新技術や知識などの「認知的資源（cognitive resources）168」に基
づいた起業家的リーダーシップである。構造的リーダーシップとは異なり、起業家的リー
ダーシップは、強大な国力や構造的な地位を必ずしも必要としない。また、威圧や威嚇な
ども必ずしも必要としない169。逆に、起業家的リーダーシップに必要なのはフォロワー
を説得したり、フォロワーと交渉する力である。よって、大国や、権力者に限らず、多様
なアクターが起業家リーダーシップをとることができる。また、NGO や一国の首相や外
務大臣などの小さな単位のアクターが、国際舞台でリーダーとなることも可能である170。  
第三に、知的リーダーシップは、新しいアイデアや視点、また、新たな問題の捉え方
を提供することによって発揮されるリーダーシップである171。新しい視点や、新しい概
念などは、国力などの後ろ盾を必ずしも必要とせず、また国家に限らず様々なアクターが
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
165  リアノ・マルネス（Raino Malnes）は、ヤングの構造的リーダーを『地位によるリーダー 
“positional leaders”』と呼んでいる。ヤングの議論では地位を持つ個人は必ずしも構造的リーダー
には含まれないとしている。Raino Malnes, “‘Leader' and ‘Entrepreneur’ in International Negotiations: 
A Conceptual Analysis,” European Journal of International Relations 1 (1995): 92.  
166 早期の国際関係論の多くは覇権国や大国のリーダーシップに注目している。Charles 
Kindleberger, The World in Depression, 1929-1939 (Berkeley: University of California Press, 1973); 
Charles Kindleberger, The international Economic Order (Cambridge: MIT Press, 1988); Richard 
Rosecrance and Jennifer Taw, "Japan and the Theory of International Leadership," World Politics 42 
(1990): 184-209. など。 
167 John G. Ikenberry, “The Future of International Leadership,” Political Science Quarterly 111 (1996): 
391. 
168 Malnes, op.cit.,98. 
169 Young, op.cit., 293.  
170 国際組織によるリーダーシップについては、Andrew Moravcsik, “A New Statecraft? Supranational 
Entrenetioal Cooperation,” International Organization 53 (1999): 267-306. 
171  Elizabeth Riddell-Dixon, “Canada’s Human Security Agenda: Walking to Talk?” International 
Journal 60 (2005): 1068. 
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提供できる。よって、知的リーダーシップは、大小さまざまな国家、国際組織や NGO な
どの非国家主体によって行使することも可能である。  
上記のように、リーダーシップには三つの形態があるため、国際的リーダーシップは
単なる優位性や国力とは区別して考えるべきとされる172。つまり、圧倒的に優位な国家
や、国力において秀でた国家でなくとも、何らかのリーダーシップを発揮することが可能
なのである。ここで、三つのリーダーシップの特徴を鑑みると、大国外交では多くの外交
資源が投入可能なため、三つのリーダーシップの形のうち、全てが選択可能である。ミド
ルパワー外交では、投入できる資源に限りがあるため、国際的活躍を目指す場合は、起業
家的リーダーシップや知的リーダーシップを選択する場合が多いと考えられる。また、小
国外交では、前述のように、リーダーシップを取ることは非常に少ない。逆に他国のリー
ダーシップに積極的に参加するフォロワーとして、外交的成功を得ようとする場合が多い。
ただし、直面する国際問題に投入可能な外交資源の量の違いによって、外交行動の原則は
異なり、また、外交目標や国際的活躍を達成するためにリーダーになるか、フォロワーに
なるかの選択も異なってくる。つまり、大国であっても、大きな外交的成果を求めない場
合や、関心が低い場合には、戦略的にフォロワーとなることもありえるのである。そして、
既に述べたように、時代や国際問題の分野ごとに国家の立場が大国、ミドルパワー、小国
と異なるため、戦略の選択もそれぞれの時代や問題領域ごとに異なってくる。 
	 リーダーシップを取ることは、国際社会での外交的成功に最も近い方法であるようにも
見える。よって、既存研究では、国益確保や国際的活躍の手段としては、常にリーダーシ
ップに焦点があてられてきた。他方、フォロワーシップは、これまでの研究の中ではあま
り注目されてこなかった。しかし、国際的リーダーシップを発揮する際のコストを考えた
場合、他国のリーダーシップを支持して協力する方が、低コストで一定の外交的成功を収
めることができる場合もある。これが戦略的、または、能動的フォロワーシップである。 
リーダーとフォロワーは固定的な立場ではなく、特定の文脈での役割である173。ある
国際問題の文脈でのリーダーが、別の国際問題ではフォロワーになる、または、同じ問題
に関してもさらに上にもっと大きなスケールのリーダーがいることもある。そして、戦略
的フォロワーシップという言葉があるように、あえて積極的にフォロワーになって利益を
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
172  Andrew F. Cooper, Richard A. Higgott and Kim Richard Nossal, “Bound to Follow? Leadership and 
Followership in the Gulf Conflict,” Political Science Quarterly 106 (1991): 396. 
173 Susan D. Baker, “Followership: The Theoretical Foundation of a Contemporary Construct,” Journal 
of Leadership & Organizational Studies 14 (2007): 56. 
92 
得ようとする場合もある174。なぜなら、すでに述べたように、特に国際関係では、一つ
分野では大きな力を発揮する大国が、異なる分野ではほとんど力を持たない小国になる場
合もあるからである。ここでも日本の例が挙げられる。日本は経済の分野では大きな力を
持ち、強いリーダーシップを発揮することが可能であるが、国際的な武力の行使では、国
際行動に制約があるため、他者のリーダーシップに従っている場合が多い。 
国際的フォロワーシップには三つの利点があると考えられる。第一には、外交的コス
トの節約である。多国・多アクター間協力のリーダーシップを取る場合、参加者すべてに
働きかけ、密接な連携を維持しなければならない。これは、明らかに多くの手間隙と外交
資源を要する戦略である。しかし、フォロワーはリーダーとだけ最低限の良好な関係を保
てばよく、必要な外交資源は、リーダーになるのに比べると明らかに少ない。例えば、安
全保障上の同盟に参加した場合と、同じ同盟のリーダーになった場合の、同盟維持のため
に払わなくてはならないコストの大小は明らかであろう。 
第二には、イメージ戦略として有効な点である。例えば、環境問題に取り組む多国間
活動に参加した場合、参加自体は低コストあるにも関わらず、「環境問題に真剣に取り組
んでいる」と世界に示すことができる。逆に、参加している同盟や多国間協力が、国際的
非難に晒された場合でも、リーダー国とフォロワー国では被害の大小は明白である。 
第三に、国際社会の複数のネットワークへの重層的な参加が可能になる点である。多
国間活動においてリーダーになることができない国家は、多くの場合、単独行動をも好ま
ない。様々な同盟や多国間協力に参加することによって、国際社会の重層的なネットワー
クに参加することとなり、当該問題以外でも他国との友好関係や協力関係を保ちやすくな
る。 
 
第三節	 ミドルパワー外交：資源最大化型外交  
	 第一節と第二節で、ミドルパワー外交で国際的に活躍する場合の戦略を、理論的に整理
した。だが、ここで、第一章で述べた、「ミドルパワー」概念の二面性を忘れてはならな
い。本論文は、政治的な言説の中の「ミドルパワー」と、学術概念としてのミドルパワー
を峻別することも研究の目的の一つとしている。そこで、本節では、これまでに明らかに
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
174 これは、国際関係論の別の言葉では「バンドワゴニング」とも呼ばれる。 
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してきたミドルパワー外交の原則的な特長を再度整理し、「ミドルパワー」外交とミドル
パワー外交を峻別するためにミドルパワー外交に別の名前を与えることにする。 
	 以下の表２にまとめたように、特定の国際問題に対して有効な国力・外交資源を豊富に
持つ大国の立場に立つ国家は、同問題に大量の資源を投入することが可能である。そのた
め、単独行動や、構造的リーダーシップをとる傾向がある。もちろん、起業家的・知的リ
ーダーシップを採用することも可能である。また、圧倒的に優位な立場にあるので、国際
交渉などの場で妥協せず、自身の国益を優先する傾向にある。 
	 このような外交戦略で、目標を達成するには、単独行動かリーダーシップにできるだけ
多くのフォロワーを得ること、また、国際交渉などの場で自身の目標を達成することが求
められる。このような外交戦略には、多くの国力と外交資源を要するので、本研究では
「資源投入型」の外交戦略と名付ける。 
	 一方、まず、ある国際問題に対して有効な国力・外交資源を限定的にしか持たない、ミ
ドルパワーの立場に立つ国家は、同問題に対して、限定的な外交資源しか投入することが
できない。国際的活躍を目指す場合も、多くの場合、構造的リーダーシップをとるのは難
しいため、起業家的・知的リーダーシップを通じて多国間・多アクター間での意見調整や
交渉によってフォロアーの獲得を目指すことが多い。または、逆に、自身が他者のリーダ
ーシップを支える積極的フォロワーになることもある。リーダーシップを発揮する際にも、
限定的な外交資源のため、リーダーシップの範囲を絞らなくてはならない。また、強力な
国力の後ろ盾を持たないため、国際交渉の場では妥協せざるを得ない場合もあり、国際交
渉に対する態度は、大国に比べると比較的柔軟にならざるを得ない場面が多い。また、そ
の時に持っている外交資源を、範囲を狭く絞って有効に行使し、結果を得ようとする隙間
外交を採用する傾向もある175。 
	 このような条件で、外交的成功を収めるには、多国・多アクター間のリーダーとして、
意見調整や協力が成功することが必要である。また、国際交渉の場で一定程度の目標を達
成することが必要である。このような外交は、限られた外交資源を最大限活用することを
目指すので、「資源最大化型」の外交戦略と名付ける。 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
175 隙間外交の定義は、本質的には専門化であって、「外交資源を、広く問題分野をカヴァーしよう
とするよりも、最も利益が期待できるエリアに集中する。」Gareth Evans and Bruce Grant, 
Australia’s Foreign Relations in the World of the 1990s (Melbourne: Melbourne University Press, 1991), 
323. 
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 最後に、ある国際問題に対して有効な国力・外交資源をほとんど持たない小国の立場に
立つ国家は、同問題に投入できる外交資源が非常に限られている。また、外交政策が失敗
した際の損害も大きいので、国際問題への関与には基本的に慎重である。このため、単独
行動はほとんどとらない。よって、多くの場合、多国間・多アクター間行動のフォロワー
となるか、または、関与そのものを避ける場合もある。多国間での行動の際には、起業
家・知的リーダーシップを取ることができる際もあるが、多くの場合は、多国間ネットワ
ークのメンバー国として、フォロワーの一員となる傾向が強い。小国の立場では、国力の
後ろ盾をほとんど持たないので、多国間行動を採ったとしても、国際交渉の場では妥協せ
ざるを得ない場合も多い。 
	 このような非常に限られた外交資源で、一定程度の外交的成功を収めるには、多国・多
アクター間行動の中で協力や調整に成功すること、または、不関与政策を貫き、国際問題
による損害を被らないことが必要となる。また、国際交渉に参加した場合には、ある程度
の妥協をしても一定の目標に到達することが必要である。このような外交は、当初から少
ない外交資源の消費を抑え、最低限の外交的成功を目指すものであるため、「資源節約型」
外交と名付ける。 
以上のように、基本的な外交の戦略を分類したが、問題領域や時代ごとに大国やミド
ルパワー、小国と、国家の立場が変化するように、選択される外交戦略も問題領域や、時
代ごとに変化する。また、強い力を持つ国ほど、外交戦略の選択の幅は広い。つまり大国
であれば、関心や利害の大きさによって、資源投入型・資源最大化型・資源節約型の三つ
全ての戦略が選択可能である。しかし、ミドルパワーは、大国に特徴的な資源投入型の戦
略は採用できない。そして、小国は、資源節約型の戦略を採用する他に選択肢はないので
ある。 
例えば、強い経済力を持ちながら、国際的に派遣できる軍事力に強い制限がある日本
の例が挙げられる。国際的な経済の問題では、日本は大国の立場に立ち、資源投入型外交
で国益を追求することもできる。また、関心が低い場合は、一定程度の資源だけを投入し
て資源最大化型外交や、ごく限定的な資源のみを投入して資源節約型外交を採用すること
もできる。しかし、国際的な軍事力の行使においては、資源最大化外交で一定の国益追及
を目指すか、資源節約型外交で、外交資源を節約しながら関与する、または始めから関与
しないという二つの選択肢しか採用できないのである。 
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表  3	 外交のスタイルと外交戦略  
外交のスタイル 外交の戦略 戦略の特徴 外交目標を達成する条件 
大国外交 資源投入型 大量の資源を投入して、単
独行動・構造的リーダーシ
ップを採ることが多い。 
起業家的・知的リーダーシ
ップも選択可能。 
国際交渉で妥協することが
少ない。 
単独行動に支持を得る。 
多国・多アクター間で強いリ
ーダーシップを取る。 
国際交渉で自身の外交目標を
達成する。 
ミドルパワー外交 資源最大化型 限られた資源で、多アクタ
ー間行動を採る。 
起業家的・知的リーダーシ
ップで多アクター間での活
躍を目指す。フォロワーシ
ップも選択可能。 
国際交渉においては柔軟な
態度をとることが多い。 
「隙間外交」を採用する。 
多国・多アクター間行動の調
整･交渉が成功する。 
多国・多アクター間でリーダ
ーシップを取る。または、戦
略的フォロワーになる。 
国際交渉で、一定程度の目標
を達成する。 
小国外交 資源節約型 資源は非常に限られている
ため、多アクター間行動、
または、不関与の方針を採
る。 
多アクター間で、起業家・
知的リーダーシップ・フォ
ロワーシップを取ることが
ある。 
国際交渉においては、妥協
せざるを得ない場合も多
い。 
多国・多アクター間行動での
調整・交渉が成功する。 
不関与政策が成功し、損害を
被らない。 
多国・多アクター間でフォロ
ワーシップが成功する。 
国際交渉で、一定程度の目標
を達成する。 
（出典：筆者作成） 
	  
小結  
第二章、第三章で明らかにしたように、本論文は大国やミドルパワー、小国などの国
際的地位は文脈、問題領域、時代によって変化するものであるとする立場をとっている。
第四章では、この国際的地位の可変性を前提として、大国、ミドルパワー、小国の外交戦
略の特徴を理論的に検討していった。ある国際問題に取り組む際、同問題に対して大きな
関心を持ち、力を発揮できる国家を大国、中間的な力や関心を持つ国家をミドルパワー、
ごくわずかな力、または関心をほとんど持たない国家を小国と、国家を事例ごとに大中小
に分類すると、各国家の外交戦略の一般的な傾向が見えてくる。 
大きな国力を持つ場合は、大規模なリーダーシップを取ることも、単独行動も多国
間・多アクター間行動も選択可能であり、本研究で名づけた、資源投入型外交・資源最大
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型外交・資源節約型外交のどれもが選択可能である。中位的な国力を持つ場合は、多国
間・多アクター間行動を重視し、直面する国際問題によってリーダーシップかフォロワー
シップのどちらかを選択する。つまり、資源最大化型外交や、資源節約型外交を選択する
傾向が強い。最後に、ごく限られた国力しか持たない小国の立場に立った国は、多国間・
多アクター間協力に参加して他者のリーダーシップを支えるフォロワーになるか、当該問
題に関わることを避ける、資源節約型外交しか選択肢がない場合が多い。 
	 ここで、第一章で述べたミドルパワーの四つの定義法が持つそれぞれの問題点を再検討
すると、第四章で提案した資源最大化型外交政策の概念は、第一章で整理した既存のミド
ルパワー概念に対するの四つのアプローチが持つそれぞれ問題に対応できていることが分
かる。 
第一には、国力による定義であった。国力による定義は、国力が不安定で計測できな
いこと、また、国力だけでは政策の変化を説明できないことが問題点であった。しかし、
第四章で検討した資源投入型・最大化型・節約型外交は、国力を目安と捉えているので、
問題領域ごとに、その時代ごとに一つの国家が持つ国力が事例によって変化するのと同様
に、政策の選択も常に可変的であるとしている。よって、一つの国家を問題分野ごとに多
面的に観察することができる。また、時代や問題の変化に応じた国力の変化による政策の
変更も、柔軟に説明することができる。 
第二には、政治文化や規範的外交政策に基づく定義であった。この定義法の弱点は、
ミドルパワーがなぜ規範的文化を持つのかを説明できていないことが問題点であった。こ
の点は、第四章で検討した、外交資源に制限のある場合に採用される資源最大化型・資源
節約型外交の特徴から説明できる。資源最大化外交は多国間・多アクター間の協調や協力
を必要とするため、他国を説得しやすい正当性のある主張を採用する傾向にある。正当性
のある主張は、概して、規範的になり易いといえる。 
第三には、国際的機能や役割に基づく定義であった。この定義の問題点は、なぜ特定
の役割に絞って活躍を目指し、権利を主張するのかが明らかにされていない点であった。
これは、外交資源に制限のある場合に採用される、資源最大化型外交の特徴から説明でき
る。外交資源に限界のある国家は、自国が活躍でき、国益が達成できる分野を慎重に選ん
で、国際行動に出る。よって、自国が有効に機能できる分野に絞って、外交資源を投入し、
また、その分野での権利を主張するのである。 
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第四には、行動の特徴に基づく定義であった。これは、観察する国家が、観察者によ
って恣意的に選定される点が問題点であった。これは、本論文が、四章で検討した資源投
入型・最大化型・節約型外交の三つの視点を採用している点から解決できる。つまり、ど
の国家を選定しても、三つの視点のうち、当該国がどれに当てはまるかを検討する研究手
法のため、国家の選出法は問題ではないのである。これらの点で、本研究が示した資源投
入型・資源最大化型・資源節約型外交の概念は、従来のミドルパワー論の弱点を補ったと
言えよう。 
本論文が提起する資源投入型・資源最大化型・資源節約型外交の概念は、国力を目安
としている。ただし、前述のように、本論文の立場はミドルパワー論の四つの立場のうち、
すべてのアプローチが内包する問題に対応するものである。また、上記の三つの概念は理
論的検討に基づいており、理論的検討に欠ける従来のミドルパワー論とは一線を画してい
る。これらの点で、本論文の立場は、ミドルパワー論の中では新しい立場にあり、新しい
視点を提供していると言える。 
第五章、第六章と第七章では、本章で提示した資源投入型・資源最大化型・資源節約
型外交の概念を使用して三つの事例研究を行う。第一の事例は、1956年のスエズ危機で
のカナダの仲介活動である。まず、この事例は典型的な「ミドルパワー」外交とされてき
たが、実際は「ミドルパワー」という政治的修辞は一切使われていなかったことを示す。
そして、本論文で示した、パワーの目安から、当時のカナダは、中東問題においてはミド
ルパワーであったことを示す。その上で、資源最大化型外交の概念を使って、スエズ危機
におけるカナダの行動を説明していく。これは、スエズ危機問題に対してミドルパワーで
あるカナダが、資源最大化型外交を行った例である。この事例は、本論文で提起したフレ
ームワークにより、当時のカナダの外交行動が有効に説明出来ることを示している。 
第二の事例は、1990年代から 2000年代のカナダの「人間の安全保障」に関する取り組
みである。この事例もまた、「ミドルパワー」外交の典型例とされることが多い。しかし
ながら、外務大臣の発言等を検討しても「ミドルパワー」という言葉は、一度も出てこな
い176。よって、一連の人間の安全保障に関する取り組みは政治的修辞を使った「ミドル
パワー」外交ではなかった。さらに、カナダの「人間の安全保障」関連政策ではアクスワ
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
176	  アクスワージーと政府要人の発言を検討した。ただし、これらの資料はカナダ外務省のホーム
ページの刷新によって現在は閲覧できなくなっている。よって、本論文の最後に添付資料として
掲載する。	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ージー元外務大臣が注目される傾向にあるが、もう一人の外務大臣ウレットも人間の安全
保障概念に関わっていたことが示される。しかし、ウレットの時代には、外交資源の不足、
そして外務省とウレット・当時のクレチエン首相の人間の安全保障への関心の低さから、
資源節約型外交をとったことが明らかになる。しかし、アクスワージーの任期になると、
人間の安全保障への関心は高まり、同様に芸高資源に限界がある中でも、手段を慎重に選
択することによって、資源最大化型外交へ転換する。この事例は、同じ国でも関心の高さ
や外交資源の投入方法によって、外交上の戦略が転換することを示す例である。そして、
同じ国家の、同じ政策分野での外交戦略の転換を、本論文が示したフレームワークであれ
ば柔軟に説明できることを示している。 
第三の事例は、ノルウェーの、紛争の仲介活動とパブリック・ディプロマシーを検討
する。ノルウェーは、総合国力の点では自他ともに認める小国であるが、一部の政策分野
においては突出した政策の成果を挙げている。それが、紛争の仲介活動とパブリック・デ
ィプロマシーである。この二つの政策分野においては、ノルウェーは長い伝統を誇り、か
つ、多くの外交資源を費やして、小国とはいえない活躍を見せており、世界で認知されて
いる。さらに、ノルウェーは自国の仲介活動をパブリック・ディプロマシーで世界に「宣
伝」し、世界から高い評価を得ている。つまり、二つの資源最大型外交を組み合わせるこ
とで、総合国力に反して、国際的に高く評価されているのである。これは、総合国力の点
では小国にあたる国家が、資源最大化型外交で外交成果を出し、また同時に、二つの資源
最大化型外交の組み合わせで、相乗効果を発揮している例である。そして、この事例は、
本論文のフレームワークが、総合国力の点から小国と考えられる国家であっても、一定の
分野での国際的活躍を説明できることを示している。 
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第五章	 スエズ危機とカナダのミドルパワー外交  
 
 
	 第五章では、第四章で示した外交資源最大型外交の概念を利用し、1956 年のスエズ危
機でのカナダの外交を分析していく。この事例は、先行研究においては、政治的言説を用
いた「ミドルパワー外交」の典型例とされている。また、この事例はスエズ危機打開のた
めの国連総会において、カナダのピアソン外相が国連において出した緊急国連軍のアイデ
アが、スエズ危機を打開し、さらに、その後の平和維持活動の基礎となったとして、カナ
ダのピアソン外相の活躍がひときわ賞賛される事例である177。 
本章では、典型的な「ミドルパワー」外交とされるスエズ危機という事例を、本論文
で新たに提案したフレームワークで分析することで、本論文が示した資源最大化外交が、
既存研究の中で扱われている曖昧な「ミドルパワー」外交論よりも説明力を持つことを示
す。スエズ危機という事例は問題において、ミドルパワーに位置する国家が資源最大化型
政策を採用して成功した例である。 
また、既存研究ではスエズ危機におけるピアソン個人の活躍を誇張しがちである。し
かし、実際には、ピアソンは多様な側面支援を受けながら、他国間協力の調整において活
躍したのだということも本章で新たに明らかにされる。 
 
第一節	 スエズ危機と国連緊急軍の設立  
スエズ危機は、当時のエジプト大統領であるガマール・アブドゥル＝ナセル178（Gamal 
Abdel Nasser）が、1956 年 7 月 26 日にエジプトのスエズ運河の国有化を一方的に宣言し
たことを発端としている179。イギリス、フランスとイスラエルはスエズ運河運営会社の
大株主であり、スエズ運河が主要な原油供給路であったため、エジプトの一方的な国有化
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
177 数多くの先行研究が、この時期のカナダ外交を「黄金期」と捉えて、他の時期と区別する傾向
を持っている。Cohen, op.cit. ; Greg Donaghy ed., Canada and the Early Cold War: 1943-1957 
(Ottawa: Department of foreign Affairs and Trade, 1998), 74,79.など。 
178 ナセルはスエズ危機以前からも、アラブエリアのキーパーソンとして、西欧からの注目を集め
ていた。ナセル独特のナショナリズムはアラブで注目を集めており、西欧諸国はアラブ諸国がナ
セルのもとに団結する可能性、ソビエトの影響下に入る可能性を危惧していたからである。 
179 ただし、この国有化宣言以前からエジプトやアラブ諸国とイギリスの関係は悪化しており、既
に一定の緊張状態にあった。 
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を受け入れるわけにはいかなかった。ここで、エジプトと、イギリス、フランスの間に緊
張関係が生じた。国連事務総長ダグ・ハマーショルド（Dag  Hammarskjöld）は、この問
題は交渉での解決が最も適切であると主張した。よって、イギリスは当初、スエズ運河を
使用する各国とのスエズ運河会議をロンドンやオスロで開催し、エジプトとの交渉による
問題解決を試みた180。各国がエジプトとの会合を重ねた結果、スエズ運河問題の交渉に
よる解決の可能性を見出す国家も現れた181。当時、イギリスが軍事行動に踏み切ること
には反発の声が絶えなかった。国連加盟国の中では、安保理が交渉・行動することが、最
も平和的な解決を導くとの意見が大半であったのである。 
しかし、数多くの話し合いにも関わらず、最終的には、イギリスはフランスと共に運
河を保護するとの名目で強制行動も辞さないとの態度を表明した。10 月 29 日には、スラ
エルがフランスの軍事的後ろ盾を得て182、エジプトへの攻撃を開始した。イスラエルは、
以前から中東においてナセルの威信が向上しているのに脅威を感じていた。また、エジプ
トのチェコスロヴァキア・ソビエト連邦との武器取引183はエジプトの軍事力向上を意味
していた。そこに、エジプトのスエズ運河の国有化があったことによりにより、安全保障
上の危機を確信した184イスラエルは軍事行動に出ることを決意したのである。イスラエ
ルの行動に対して、アジアや中東諸国は激しく反発した。このため、他の国家も巻き込み、
より大規模な戦争になる可能性が危惧された。これを受けイギリスとフランスは 10 月
30 日に交戦状態のエジプトとイスラエルの双方に、停戦と兵力撤退を勧告した。さらに、
スエズ運河を守るという名目の下、武力介入を行うとの最後通告を一方的に出した。そし
て、両者は、31 日には、実際にエジプトに空爆を開始した。ただし、イスラエルとイギ
リスとフランスの一連の行動は、三国間での事前の打ち合わせに基づいており、エジプト
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
180 File No.6-284, the Canadian Embassy, Oslo Norway, No381, September 25th, 1956. 
181 File No 6-284, dispatch No.295 of August 30th, 1956 from Denmark. ロンドンでの会議では、オー
ストラリア首相を交渉役として指名している。ただし、エジプトは交渉に応じず、妥協する姿勢
を見せなかった。 
182 当時フランスはイスラエルに武器の輸出などの軍事的協力を盛んに行っていた。S.I. Troen and 
M.Shemesh and M.Shemesh eds., The Suez-Sinai Crisis 1956: Retrospective and Reappraisal (New 
York: Columbia University Press, 1990), 5. 
183 実際にエジプトは 1955年後半にチェコスロヴァキアから大量の近代武器を手に入れている。ま
た、ナセルはこれをイスラエル破壊の戦いのための重要なステップであると述べている。S.I. 
Troen and M.Shemesh eds., op.cit., 4. 
184 イスラエル外務省ホームページより。
http://www.mfa.gov.il/MFA/Foreign+Relations/Israels+Foreign+Relations+since+1947/1947-1974/IX-
+THE+SINAI+CAMPAIGN-+INTRODUCTION.htm	 （2013年 4月 28日アクセス） 
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のナセル政権を攻撃する意図があった185。しかし、この計画は極秘で進められており、イ
ギリス、フランスにとって最大の同盟国といえるアメリカはもとより、英連邦の主要メン
バー国であるカナダにも知らされていなかった186。 
スエズ運河を巡る危機的事態への対応を話し合うために、国連では緊急の安全保障理
事会が開催されたが、イギリスとフランスがアメリカの停戦勧告に拒否権を行使したため、
安保理は有効に機能しなかった。安保理の機能不全のため、スエズ危機への対応は「平和
のための結集」の制度を利用し、国連総会に持ち越された。総会では、11 月 2 日にアメ
リカの提案によって、即時停戦と、エジプト軍とイスラエル軍を停戦ラインの後方まで撤
退することを求める総会決議 997 が採択された。アメリカの提案に対する採決投票では、
カナダは棄権し、代わってアメリカの提案した内容に、「停戦の監視」を付け加えたカナ
ダ案を 11 月 4 日に提出した。ピアソンは、停戦を呼びかけるだけでは紛争再発の可能性
は消えず、事態の解決には至らないと主張し、国連軍による停戦監視措置を求めたのであ
る。カナダは具体的には以下のとおりであった。 
 
国連総会は、11月 2日の決議（著者注：前述の決議 997）の実現を緊急
に実現することが必要であると認識し、国連事務総長に対して、前決議
に述べられた停戦を確保し、監督するために緊急の国連緊急軍を設立す
る計画を 48時間以内に提出することを要請する 187。 
 
当事国に停戦の要請をするだけではなく、実際に停戦を監視することを国連に要請し
たカナダ案は、棄権はあったものの反対はなく、総会決議 998として賛成多数により可
決された。イギリス、フランスも棄権はしたものの、この提案を受け入れた。すぐにハマ
ーショルド国連事務総長を中心に、ピアソンも交えて国連緊急軍の実施計画が練られた。
そして、11月 6日の停戦、加えて、イスラエル軍のエジプトからの撤退後、エジプトと
イスラエル両国の同意の下、休戦ラインに国連緊急軍（UNEF）が派遣された。兵員の提
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
185 Andrew W. Cordier and Wilder Foote eds., Public Papers of the Secretaries-General of the United 
Nations (Columbia University Press, 1978), 304. 
186 Secretary of State for External Affairs Telegram M-1311 to High Commissioner in United Kingdom, 
Ottawa, October 30th, 1956, DEA/5134-40. 
187 国連総会決議 998（ES-1）全文はオンラインで公開されている。http://daccess-dds-
ny.un.org/doc/RESOLUTION/GEN/NR0/037/42/IMG/NR003742.pdf?OpenElement（2012年４月２５
日 ） 
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供国は、ブラジル、カナダ、コロンビア、デンマーク、フィンランド、インド、インドネ
シア、ノルウェー、スウェーデンとユーゴスラビアであった。国連緊急軍は初めての国連
による平和維持軍となった。その実施の際に、以下の活動規定が話し合いにより定められ
た188： 
１）	 国連緊急軍は、国連の諸原則に基づいて組織され、司令官は特定の国の政策か
ら完全に独立した権限を持つ。 
２）	 軍隊は安全保障理事会常任理自国以外から募集する。 
３）	 国連軍の権限は、11月 2日の総会決議に従って、敵対行為の停止を確保・監視
することにある。国連軍は、エジプト政府の同意を得てエジプト領内に入り、
現地当局と協力して任務を遂行する。それは、駐留する領土を暫定的に管理す
る権限を持つ軍隊ではなく、その任務は平和状態を確保するのに必要な事柄に
限られる。 
４）	 国連軍は暫定的なもので、活動期間は紛争状況に応じて決まる。 
５）	 費用の問題は今後の検討課題であるが、当面は部隊提供国が装備や給与の費用
を全て負担し、他の費用は国連が通常予算以外の経費でまかなう。 
ピアソンたちの間で話し合われた、この原則の多くの部分は、国連緊急軍以後の国連
による平和維持活動にも適用され、国連緊急軍は様々な国際紛争に対する国連の対応のモ
デルとなった。 
 
第二節	 カナダのサンローラン政権とピアソン外相  
ピアソンが外相を務めた時期の、カナダ首相ルイス・サンローラン（Louis St. Laurent）
は、1882年に生まれ、弁護士職を経て、マッケンジー・キング（William Lyon Mackenzie 
King）政権期に法務大臣、後に外相を務めた人物である。1948 年に、キングが政界から
引退するとともに、外相から首相に就任したサンローランは、外交官であったピアソンを
外相に迎えた。サンローランはキングの孤立主義から転換して、国際主義的な外交を促進
する政権運営を行った。ただし、キング政権から継続して、国内のフランス系住民とイギ
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
188 吉田、前掲書『国連平和維持活動』、26－27頁。 
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リス系住民の統一にも継続的に取り組んだ。サンローラン政権は基本的に、国際問題に取
り組んでいく強い意志をもった政権であるということができる。 
サンローランは首相に就任した後、外相のピアソンと共に、積極的に国際問題への関
与を強めていった。例えば、1948 年には、国連で非常任理事国に初当選し、国連で活躍
した。また、1949年 4月には、北大西洋条約機構（North Atlantic Treaty Organization 以
下では NATO）設立交渉の中で、軍事的な協力に加えて、加盟国間の非軍事的な経済協力
の機能の重要性を主張し、経済協力に関する第５条第２項を設けることを実現した。更に、
サンローラン政権期の対外関与政策の中でも、後述する 1956 年のスエズ危機への対応は、
カナダに世界の注目を集め、カナダ外交の典型的な成功例とされる事例である。スエズ危
機以後もサンローラン政権は国連による平和維持活動への参加に非常に熱心であった。 
ピアソン外相は 1897 年に生まれ、トロント大学で教鞭をとった後、1928 年に外務省に
入り、外交官として大きな活躍を見せた189。その後、1948 年に強い勧めを受け、外務大
臣に就任した。更に、ピアソンは、サンローランの引退後に、1963 年から 5 年間首相を
つとめた人物である。ピアソンは、外交官時代から強い国際主義的信念を持っていた。ピ
アソン自身の回顧録では、多国間協力による国際安全保障、その中でのカナダの活躍の機
会と国際的責任を非常に重視する姿勢を、外交官時代の経験を通して培った、と記述して
いる190。また、彼は、国連事務総長への推薦も二度経験したが、冷戦期のソビエト連邦
の反対で当選は果たせなかった。 
 
第三節	 スエズ危機とカナダの行動  
	 ここでは、カナダ政府とピアソンの行動を、時間の経過に沿って説明していく。カナダ
のスエズ危機への関与は、イギリスを通して必然的に始まった。ナセルのスエズ運河国有
化宣言は当時のイギリス首相イーデンを激怒させ、イーデンは即時軍事行動についても示
唆した。イギリス政府は、これを機会にスエズ運河を国際的な管理下におきたいと考えて
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
189 ピアソンは、外交官時代には NATO 設立の際に、軍事的協力に加えて、経済的協力の事項を盛
り込む交渉など活躍を見せた。 
190 Lester B. Pearson, Mike: The Memories of the Rt. Hon Lester B. Pearson, Volume I (University of 
Toronto Press: Toronto, 1972): 289. 
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おり、政治的圧力をエジプトが受け入れない場合は、武力の行使もありえると公式に述べ
たのである191。 
	 イーデンは英連邦のメンバー国に、団結してスエズの問題に対応すべきだと呼びかけ、
支援を求めた。また、イギリス政府は英連邦の主要国であるカナダに、全面的な支援と賛
同を何度も求めていた。しかし、カナダは慎重な態度を維持していた。当時のカナダ首相
サンローランは無条件に支援を求めるイギリスの態度に辟易していたのである192。カナ
ダの議会では、最大野党である進歩保守党はイギリスの立場を強く支持していたが、与党
自由党は慎重な態度を貫いていた。ピアソン外相はアメリカがイギリスの行動を支持する
のかどうか、また同時に、イギリスの軍事力でエジプトのナセル政権を打倒できるのかど
うかを心配していた193。カナダは当初から軍事力での問題解決に懐疑的であった。よっ
て、カナダはイギリスの武力行使をいさめる立場をとり、国連を通しての問題解決を強く
勧めていた。そして、イギリスがスエズ運河をめぐる問題を国連での議論に持ち込んだこ
とに強く賛成していた194。カナダ政府は、ナセルの国有化宣言の直後からイギリスを含
め、ノルウェーやスイス、インドネシアなど世界各国の立場を探り、自身の立場を慎重に
模索していた195。ただし、カナダは、おそらくイギリスとフランスが武力を行使するで
あろうことを確信し、これが英連邦や NATO、ひいては国連内の分裂につながる可能性を
危惧していた196。よって、カナダ政府は、NATO の会議でも、国連でも、軍事力は「最後
の手段」であり、さらに軍事行動は国連や NATO の規則に従って行われるべきであると
主張した197。つまり、カナダ政府は、当初からイギリスとフランスの単独での軍事行動
を支持していなかったのである。また、イギリスからの軍事的支援の要求に応えるつもり
もなかった。 
	 10月 22日、イギリス、フランスとイスラエルは会談し、もしイスラエルがエジプトを
攻撃することになれば、イギリスとフランスはスエズ運河保護のため、スエズ運河からの
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
191 Robert W. Reford, Canada and Three Crises (Ontario: John Deyell Limited, 1968): 85. 
192実際に、スエズ危機を最後にカナダと英国の帝国主義的関係はほぼ終わりを告げている。Arthur 
Andrew, The Rise and Fall of a Middle Power: Canadian Diplomacy from King to Mulroney (Toronto: 
James Lorimer and Company Ltd., 1993), 47. 
193 John English, The Worldly Years: The Life of Lester Pearson 1949-1972 (Toronto: Random house, 
1993), 128. 
194 Secretary of State for External Affairs Telegram J-1063 to High Commissioner in United Kingdom, 
Ottawa, July 28th, 1956, DEA/7532-40. 
195 例えば、The Canadian Embassy Djakarta, Indonesia, letter No 458, September 19th 1956.  
196 John English, op. cit.,130-131. 
197 Dale C Thomson, Louis St. Laurent, Canadian (New York: St. Martin’s Press, 1968), 462； Ibid.,133. 
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両国の撤退を求めるか、イスラエル、エジプトの両国に攻撃する旨をイスラエルに伝えた。
しかし、この攻撃は主にエジプトに向けられ、ナセル政権を打倒することが目的とされた
のである198。 
	 10月 29日、イスラエルは実際に、パラシュート部隊をスエズ運河から 30マイルの地
点に送り込み、エジプトとの戦闘を開始した。そして、22 日に三国間で計画したとおり、
翌日にはイギリスとフランスは、エジプトとイスラエルにスエズ運河からの撤退を求める
最後通牒を突きつけ、空爆を開始した。しかし、この三カ国の連携行動は、アメリカにも
英連邦各国にも秘密にされていた。 
	 10月 30日、イギリス・フランスによるエジプト空爆を知ったサンローランは驚き、そ
して激怒し、強い失望感を隠さなかった199。また、外相ピアソンも、イギリス首相から
の通信の内容に憤慨し、大きく失望した。空爆実施の決定を通知するイギリスからの政府
間通信は、イギリスの国会中継より後にカナダ政府に届いたからである。また、空爆につ
いては事前に何も知らされていなかった。さらに、イギリス首相からの通信の最後の、個
人的に理解と支援を求めるとの一文は、二人をさらに怒らせた200。イギリスを中心とす
る英連邦がもはや政治的拘束力も求心力も持たない中、英連邦のメンバーであることを理
由に、無条件に理解とサポートを求めるイギリスの姿勢に、カナダ側は怒りを隠せなかっ
たのである。さらに、イギリスからの通信には、もはやカナダを英連邦という「家族」の
中でも特に親しい存在であるとは考えていないことが暗示されていた201。この時点で、
カナダ側は、イギリスの軍事行動を支持する意思を完全に失った。10月 31日にサンロー
ラン内閣で承認されたカナダからイギリスへの返信は、強い語調でイギリスを批判してい
た。返信の内容は、カナダ側は自動的にイギリスを支援する意思はなく、むしろ、安全保
障理事会を通さず武力行使を始めた一連の行動は、国連との結束をも傷つけものであると
主張した。さらには、アメリカとイギリス、フランスの不仲が世界の安定を揺るがし、ま
た、ソ連の影響力の伸長を助けてしまうと警告した202。また、一連の軍事行動は国連憲
章に反するものだとイギリスを非難した。これ以後も、カナダはイギリスと密接な連絡を
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
198 Ibit.,133. 
199 Ibit.,134. また、John Melady, Pearson’s Prize: Canada and Suez Crisis (Toronto: The Dundurn 
Group, 2006), 108. 
200 Prime Minister of United Kingdom to Prime Minister of Canada, October 30th, 1956, PCO/I-60-2(a).
また、 Melady, op.cit.,108 
201 English, op. cit., 130-131. 
202 Prime Minister of Canada to Prime Minister of United Kingdom, October 31st, 1956, PCO/I-60-
2(a).113. 
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取り合うが、事態打開を目指した実質的な行動に関しては、国連やアメリカとの協力を重
視していった。 
	 前述のとおり、国連の安保理はイギリスとフランスの拒否権のため機能しなかった。当
時の国連事務総長ハマーショルドは、国連の機能不全に直面して非常に悲観的になり、辞
任を口にする場面もあった203。安全保障理事会の機能不全に直面して、安全保障決議
119を採択し「平和のための結集」の制度が活用され、安保理に代わり、国連総会がスエ
ズ危機に対応することになった。 
	 これを受け、カナダ政府は、当初からの考え通り、国連を通じてスエズ危機打開に取り
組むことを決意する。ピアソンは、イギリス・フランスにも受け入れられる提案を国連で
出すことが、問題解決の鍵だと考えるようになっていた。ただし、すでにイギリス・フラ
ンスは国連の中で孤立しており、既にイギリス・フランスとの関係が悪化していたアラブ
諸国や、アジア諸国からの痛烈な批判に満ちた決議案が提出されるのは、どの国の目にも
明らかであった。カナダは、これらの批判と反発によって、イギリスとフランスの孤立が
さらなる事態悪化を招くのを恐れていた。そこで、両国への批判に満ちた決議案が投票に
持ち込まれた場合には、改正案を提出することを考えていた204。ただし、この時点では、
カナダは具体的には何をしていいのか分からないといった状況であった205。 
	 11月 1日、ピアソン外相は、外交官ジョン・ホームズなど数名を連れ、ニューヨーク
入りした206。そこに、イギリスの外交官アイヴォーン・カークパトリック（Ivone 
Kirkpatrick）からの通信で、中東と北アフリカの問題全体を話し合う会議を開くことが提
案された。そして、会議開催までの道のりの一環として、適切な国連主導軍がイスラエル
とエジプトを引き離すことが重要である、との提案があった207。さらに、11月 1日、カ
ナダはイギリスから、戦闘を休止して広く中東問題を話し合う会議を開き、その間の監視
役として実体のある警察権力をおいてはどうかという案を打診された208。また、イーデ
ンも、国連が警察権力をイスラエル、エジプト間におくことができれば、我々以上にそれ
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
203 Andrew W. Cordier and Wilder Foote eds., Public Papers of the Secretaries-General of the United 
Nations 3(Columbia University Press, 1978), 308. 
204 Extract from Cabinet Conclusions, November 1st, PCO117. 
205 High commissioner in UK to Secretary, London, Telegram1496 November 1st, L.B.P./Vol.39. 
206 ジョン・ホームズは当時アシスタントでありながら、ピアソンをはじめ、周囲からの信頼も厚
く、ピアソンの海外訪問にもよく同行した外交官である。Adam  Chapnick and Kim Richard Nossal, 
“John H. Holmes: a Re-Introduction,” International Journal 65(2010): 284. 
207High Commissioner in UK to Secretary, Telegram1501 November 1st,L.B.P./Vol.39; English, op. cit., 
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208 Extract from Cabinet Conclusions, November 1st, PCO117. 
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を喜ぶものはない、と国会で野党の反発を受けて発言しているとの連絡が、在英カナダ高
等弁務官 N. ロバートソン（N.Robertson）から入っていた209。ピアソンは直ちにこのアイ
デア受け入れ、ハマーショルドに国連による平和維持機構の設立を提案した。当初、ハマ
ーショルドはこのアイデアの実現に悲観的であった。しかし、ピアソンはこの提案を押し
進め、アメリカとともに国連での実現を目指していった。 
	 カナダ政府は、アメリカと共にスエズ危機打開を目指して協力するにあたって、当初、
アメリカにも武力行使の意思があるのかを心配した210。世界的な対立に発展しかねない
スエズ危機の解決のためには、アメリカという大国の協力が必要であった211。しかし、
逆に、スエズ運河を巡るイギリス・フランスの攻撃に、アメリカが参戦すると、大戦争に
なる可能性があったのである。そこで、在米外交官を通してアメリカには武力行使に反対
していることを確認した。その後、アメリカ政府と協力関係を深めていく方針を採る212。
11月 2日のアメリカの決議案提出の前日、カナダの国連大使はアメリカの決議案につい
て事前に協議した。アメリカが性急な決議案を作成した背景には、イギリスとフランスを
決議案で束縛して不測の事態を避ける、同時に、アジア・アフリカなどから過度に批判的、
もしくは、建設的でない決議案が出るのを避ける意図があった。また、近隣国や他の関係
者が軍事行動に出るのを防ぐという意図があった213。これに対し、カナダは国連総会に
おいて 11月 2日のアメリカの提案に対して棄権する意向があることを事前に伝えた。ア
メリカ政府の決議案は、中東をスエズ危機が起こる前の状態に戻すだけのものであり、ス
エズ運河を巡る緊迫した状況を打開するのには、十分ではないとカナダ政府は指摘した。
アメリカもこの指摘に同意していた214。ただし、時代の緊急性を鑑み、アメリカ政府は
決議案の提出を実行した。 
	 11 月 2 日、アメリカは予定通り、停戦を求める決議案を総会に提出し、投票を行った。
決議案の内容は、戦闘の中止と、スエズ運河の利用再開を要請すると共に、事務総長にこ
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
209 High Commissioner in UK Telegram 1501 to Secretary of State for External Affairs, London, 
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210 Secretary of State for External Affairs Telegram J-1063 to High Commissioner in United Kingdom, 
Ottawa, July 28th, 1956, DEA/7532-40. 
211 例えば、イスラエルはアメリカとの長期的な関係悪化を恐れて、エジプトから撤退したとの説
もある。Troen and Shemesh eds., op.cit., 270. 
212Ambassador in United States Telegram 1968 to Secretary of State for External Affairs, Washington, 
October 31st, 1956, DEA/5134-40. 
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れを監視することを求めたものである215。投票の結果は、賛成 64、反対 5（イギリス、
フランス、オーストラリア、ニュージーランド、イスラエル）、棄権 6（カナダ、ベルギ
ー、ラオス、オランダ、南アフリカ、ポルトガル）欠席 1（ルクセンブルク）であった。 
	 カナダが、アメリカ案の投票において棄権した理由は、国連総会の中で中立の立場を維
持するためであった。もし、カナダがアメリカ案に賛成すれば、反対票を投じたイギリス
とフランスや、彼らに同情的な態度を取るオーストラリアやニュージーランドの反発を招
き、今後の仲介活動に支障が出るからである。また、逆に、アメリカ案に反対すれば、ア
メリカ自身や、イスラム圏諸国からの反発は免れない。カナダが今後、スエズ危機打開に
取り組むには、双方の立場の間で中立を保ち、バランスをとる必要があったのである216。 
	 総会で、棄権した理由を説明する際に、ピアソンは、スエズ運河での停戦を政治的な安
定にまで繋げる事が必要であり、一時的な停戦だけでは不十分であると主張した。また、
国連事務総長に国連軍を整備する権限を与えていなかったことを残念に思うと述べた。事
態が落ち着くまで関係者を境界線まで押し下げるだけでは、平和的解決には不十分である
とピアソンは指摘した。そこで、ピアソンは十分な力を持った国際的な警察権力のような
ものが、問題の地域で秩序が保たれていることを監視するべきであると主張した。また、
国連軍を設立するならばカナダも参加するとの旨を報告した217。この提案は、イギリ
ス・フランスがエジプトから撤退する名目を作るだけでなく、より大きな中東問題の平和
解決を助ける国際機構を作る礎となり得るとカナダ政府は考えていた 。 
	 アメリカの決議案の投票後からカナダは本格的に各国の考えを探り、友好国に国連軍の
設立について、また中東について話し合う機会を作ることについての説明を始めた。また、
11月 3日には、自分たちの案の具体化を始めた。カナダは 11月 4日に提出する新たな提
案を用意していることを、事前にアメリカに通知し、提案の内容に関する打ち合わせを行
った。アメリカはカナダ側の監視機構を作るというアイデアに賛同し、支援を申し出た。 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
215 国連総会決議 997（ＥＳ－Ｉ） 
216 吉田、前掲書『国連平和維持活動』、22頁。 
217 Andrew Cordier and Max Harrelson eds., Public Papers of the Secretaries-General of the United 
Nations 3 (Columbia University Press, 1978), 316.	 演説の全文は Lester B. Pearson, Words and 
Occasions (Toronto: University of Toronto Press, 1970), 148-150. 
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 この時点で、カナダ政府は、既に国連休戦監視機構で活動しているカナダの B.L.M. バ
ーンズ（E.L.M. Burns）将軍から軍事面でのアドバイスを仰ぎ、国連軍の参加国候補国や
資金提供国についても具体的な候補国を挙げていた218。 
	 また、カナダとアメリカは、カナダ案を総会で実際に提案する以前に、イギリスに決議
案の内容を伝え、エジプトへの上陸作戦を行わないよう働きかけていた。これに対し、イ
ギリスは肯定的な態度をとり、いくつかの修正を行うならば決議案を受け入れるという態
度を見せた。 
	 11月 4日、カナダは用意していた決議案 998を提出し、国連による休戦監視機構の設
立を提案した。そして、即日、総会での投票を行った219。決議案の具体的内容は既に述
べた通りである。カナダの決議案に対して、反対はなく、棄権が 19カ国であった。この
決議案の提案の中で、ピアソンは、停戦・撤退を求める米の決議案の実行を監視する国際
機構の必要性を強く訴えた220。また、国連事務総長が 48時間以内に国連緊急軍のアイデ
アを具体化するにあたり、他国の協力を求めた。 
	 早速、国連事務総長とコロンビア・インド・ノルウェーの各国連代表とピアソンが集ま
り、受理された決議 998について話し合う会合が開かれた。この会合で、既に述べたよ
うな具体的な実施原則や、要員の提供国などが決定された。その後、国連緊急軍は 1956
年 11月 14日から活動を開始し、休戦地帯の監視に当たった。この国連緊急軍は、スエ
ズ危機以降の紛争の際の休戦監視機構、ひいては国連平和維持活動のモデルとなり、国連
緊急軍の実施原則は後の世代の国連による平和維持活動まで受け継がれた。 
	 この外交的成果は、カナダの国内外から称賛を浴び、カナダの名前を世界に知らしめた。
また、国連緊急軍自体と共に、国連の平和維持活動への協力は、この後の約１０年の間、
カナダ人の熱狂的な支持を受けることとなった。 
 
第四節	 カナダの行動と資源最大化型外交  
このように、スエズ危機問題において大きな役割を果たしたカナダであるが、スエズ
危機当時のカナダは、中東問題に対しては特に強い関心や影響力を持つ国ではなかった。
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
218 Permanent Representative to UN Telegram 1091 to Secretary of State for External Affairs, New York, 
November 3rd.D.E.A. /50134-40. 
219 決議 998の全文は本章第一節を参照。 
220 この演説の全文は、Pearson, Words and Occasions, 151-152. 
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カナダの軍事力は第二次大戦の終結と共に、1952 年から急速に収縮している。軍事予算
の点でも、軍事要員の点でも列強諸国に圧倒的に劣っていた。特に軍事要員は戦後の急速
な軍備縮小の渦中で不足状況にあったといってもよい221。よって、中東での紛争に対し
て、大軍を派遣することはできなかった。また、当時のカナダは、未だにイギリスを中心
とする英連邦と隣国米国との関係を特に重視する傾向があり、中東に対しては直接的な影
響力も関心もほとんど持っていなかった。よって、カナダの中東問題における地位は、大
国ではない。一方で、カナダは、国連緊急軍に一定の人員を派遣できる程度の軍事力を維
持していた。また、スエズ危機はカナダから離れた土地での問題であったが、カナダは積
極的に関与する意志を持っていた。旧宗主国であるイギリスが国際問題に関与しているこ
とで、イギリスとの関係を重んじるカナダには、他人事とは言えなかったのである。また、
イギリスやアメリカが大規模な戦争に参加した場合、カナダが巻き込まれるのは不可避で
あった。これらの点から、スエズ危機におけるカナダの地位と関心は、小国程度ではない。 
カナダがスエズ危機に関与した動機は、まず、スエズ危機が世界的紛争に発展する可
能性を危惧してのことである。英連邦の中心であるイギリスや隣国アメリカが関与する戦
争に発展した場合、カナダにも大きな影響が出ることが考えられた。次に、スエズ危機の
当時国が旧宗主国であるイギリスであったため、イギリスとの関係を重視するカナダも何
らかの政治的トラブルに巻き込まれる可能性があったためである。また、イギリスに対し
て、政治的・文化的愛着を持つカナダ国民の多くは、イギリスが国際社会から大きな批判
を浴び、孤立するのを防ぎたかったということも動機として考えられる。以上の理由から、
スエズ危機において、カナダはミドルパワーに位置していたと言える。 
さらに、上記のような動機のもと、スエズ危機に関与することを可能にした要因は、
アメリカとの協力が可能になったためである。国連総会でのアメリカの停戦を求める決議
があったからこそ、カナダはアメリカの提案に、国連緊急軍のアイデアを付加することが
できたと言える。また、アメリカ自身もカナダの緊急国連軍のアイデアに賛成していたか
らこそ、国連総会での発言が可能になった。また、大国アメリカがカナダのアイデアに賛
同したことは、紛争当事者にとって大きな圧力となった。 
ミドルパワーに位置する国の外交の特徴として、多国間・他アクター間の協力、限定
的なリーダーシップ、起業家・知的リーダーシップなどが挙げられる。第一に、多国間の
協力として、まずは、アメリカとの緊密な連携を行った事実が挙げられる。世界的な対立
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
221 http://ploughshares.ca/wp-content/uploads/2012/08/WP3.1.pdf (2014 年 10月 29日アクセス)より。 
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に発展しかねないスエズ危機の沈静化のためには、アメリカという大国の協力が必要であ
った。また、国連緊急軍の設立に関して、提案の前後に複数国間で話し合っている。これ
も重要な多国間協力である。 
第二に国連緊急軍の設立による休戦監視という新しいアイデアを国連に提供すること
によって起業家的リーダーシップを発揮し、機能不全に陥っていた国連を再活用した点も
大きな特徴である。	 	  
第三の特徴は、限定的なリーダーシップである。カナダ自身は、国連総会でアイデア
を提供したこと、国連加盟国間で意見調整を行ったこと、国連緊急軍に一定の数の部隊を
派遣したのみで大量の外交資源を提供して、世界規模のリーダーシップを発揮したとはい
えない。この点で、この外交戦略は本論文で定義したミドルパワーに典型的な資源最大化
外交の例であるといえよう。 
さらに、スエズ危機打開の外交活動の中で、カナダ政府は一度も公式に「ミドルパワ
ー」を自称していない点も重要である。よって、スエズ危機におけるカナダの外交は、い
わゆる政治的修辞の「ミドルパワー」概念を使った外交ではないといえる。 
最後に、スエズ危機問題において、限定的な影響力しか持たないミドルパワーに位置
するカナダが、スエズ危機の沈静化に成功したのは以下の四点の背景からである。先行研
究ではピアソン個人やピアソンの出した総会決議９９８が注目される傾向が強い。一方で、
決議の内容の由来や、決議に至るアイデアの原点は捨象される傾向にある222。この点で、
いかに述べる四つの背景のいずれかが先行研究には抜け落ちている223。 
第一に、国連緊急軍のように、国際警察のような権力を持った部隊の派遣に関するア
イデアは、ハマーショルド国連事務総長とピアソンにとって新しいものではなかった。同
様のアイデアは、1953 年に既にピアソンによって提案されていた。1948 年 6 月にアラ
ブ・イスラエル戦争の停戦を監視するために、国連パレスチナ休戦監視機構（UNTSO）
が実施された。これに大きな権限と機能を付加し、一種の警察軍に発展させる可能性につ
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
222吉田、前掲書『PKO 国連平和維持活動』には、スエズ危機打開のために活躍したピアソンを支
えた外交官たちの存在については触れられていない。J.L. Granatstein, Canadian Foreign Policy: 
Historical Readings (Toronto: Copp Clark Company Ltd., 1993) ピアソンがカナダに平和維持活動で
活躍する機会をもたらしたとだけ記述されている。Andrew F. Cooper, Canadian Foreign Policy: Old 
Habit and New Directions (Ontario: Prentice-Hall Canada Inc., 1997). カナダとアメリカの連携にのみ
注目している。Don Munton and John Kirton eds.,Canadian Foreign Policy: Selected Cases (Ontario: 
Prentice-Hall Canada Inc.,1992), 66-67. ピアソンが行った多国間交渉についての記述がない。 
223 ただし、逆に、ピアソンの役割に全く注意を払っていない既存研究もあることにも注意が必要
である。例えば、Toren and Shemesh, op.cit.など。 
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いて、ピアソンとハマーショルドは既に一度話し合っている。当時は採用されなかったが、
国連警察軍のアイデアは、スエズ危機以前から、ピアソンとハマーショルドの間に共有さ
れていたのである。 
第二に、カナダが 11 月 4 日に出した、国連緊急軍をイギリス、フランス軍の代わりに
派遣するという案の原点は、ピアソンがスエズ危機に直面して独自に発案したものではな
かった。すでに述べたように、イギリス政府と外交官から、平和維持機構に関するアイデ
アの提供があったのである。スエズ危機に対する緊急国連軍のアイデアは、イギリスの外
交官カークパトリックからの通信が原点であり224、これがピアソンとカナダ外務省の考
えに合致したため採用されたのである。カナダ外務省の中では、国連軍や国連平和維持軍
を創設したいという考えは以前からあったが225紛争当事者であるイギリスからの停戦監
視組織の創設に関する暗示的提案は、カナダの背中を大きく押したといえよう。その後、
ピアソンは、在英大使を通して、国連がエジプトとイスラエルの停戦の監視を行うことに
ついて、イギリスの意見を求めた。イギリス側はピアソンの提案に、条件付きで肯定的な
態度を示した226。その条件とは、第１にエジプトとイスラエルの両者の同意があること、
そして、国連の停戦監視機構に参加する国は、中東問題が落ち着いたことを国連が確認す
るまで、その任務を請け負うことである227。イギリスの肯定的な反応を見たピアソンは、
国連軍のアイデアを採用し、多国間での同アイデアの調整や、国連総会の場での提案を実
行していった。 
第三に、ピアソンに同行し、ニューヨークに行った外交官ジョン・ホームズ（John W. 
Holmes）を含む、当時のカナダ外交官たちの存在も重要である228。当時のカナダ外務省
には、強い国際主義的な思想を持つ外交官が多く、ホームズたちもその一員であった。ホ
ームズは国連創設時から、国連の平和維持機能の必要性を説いていた外務官の一人でもあ
った。ピアソンが行った棄権説明の演説や、カナダの決議案の演説の大半は、ホームズが
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
224 High commissioner in UK to Secretary, Telegram1501 November 1st,L.B.P./Vol.39.または、English, 
op.cit.,136-137. 
225 Robert W. Reford, Canada and Three Crises (Toronto: Canadian Institute of International Relations, 
1968), 103. 
226 Permanent Representative to UN to Secretary, Telegram1086 November 2nd 1956, L.B.P./Vol.85. 
227 High Commissioner in UK to Permanent Representative to UN, Telegram 97 November 2nd 1956. 
228 ホームズは 1910年 6月 18日生まれで、1943年から外務省に勤務した。ホームズは第二次大戦
後、外交官ヒューム・ロング（Hume Wrong）のアシスタントを務め、大戦後のカナダの外交戦略
の柱の一つである機能主義的なアプローチを形作った外交官の一人である。 
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ピアソンとの協議の中で起草したものである229。さらに、同様にピアソンに同行した、
バート・マッケイ（Bert Mackay）やゲオフ・ムーレイ（Geoff Murray）はピアソンの指
示を受けて、各国の国連代表たちにピアソンの国連緊急軍に関するアイデアを、ピアソン
自身が総会で提案する前から水面下で伝えていった230。これらの外交官たちの行動が、
当時のピアソンの国連緊急軍に関する提案の採択を支えたのである231。 
第四に、アメリカとの連携と支援である。カナダはアメリカの出した決議案に棄権し
たが、事前に協議していたため、アメリカとの協力関係を維持できた232。また、ピアソ
ンが出した決議案 998 は、提出する前にアメリカと文面や内容を協議し、アメリカの助
言と支援を受けて総会に提出された233。また、大国アメリカの賛同と支援がなければ決
議案 998 を事前に多国間で協議することも234、実際に国連緊急軍を組織することも出来
なかった。さらに、イスラエルは、アメリカとの関係悪化を恐れて国連緊急軍の受け入れ
に同意したとの説もある235。 
ピアソンのスエズ危機における活躍は、これら四つの背景に支えられている。既存研
究は、上記の四点すべて、または、いずれかを検討できておらず、ピアソン個人の活躍に
焦点をあてている。これは、スエズ危機に対する一面的な理解に過ぎないと指摘できる。
ピアソンの国連総会での提案は、これら四つの側面に支えられており、既存研究のように
ピアソン外相の発言のみに焦点を当てるのは、多少の誇張を含んでいる。 
この事実は、有意義な示唆を含んでいる。つまり、ピアソンは第四章で述べたの三つ
のリーダーシップの形態のうち、起業家リーダーシップを採用したと考えられるが、ピア
ソンという政治家個人のリーダーシップではなかったということである。上記のような四
つのサポートによって、初めてピアソンはリーダーシップを発揮できたといえる。つまり、
政治家個人や NGO などの団体であっても発揮することが可能とされる起業家リーダーシ
ップであっても、全て政治家個人に帰するものではないという事例が今回のピアソンの例
である。よって、どのような形態であっても、リーダーシップは個人や団体、そしてそれ
らをサポートするある程度の支援者のもと、初めて成立すると考えることもできる。 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
229 Adam Chapnick, Canada’s Voice: The Public life of John Wendell Holmes (Vancouver: UBC Press, 
2009), 90. 
230 Ibid., 89. 
231 Ibid., 35. 
232 Permanent Representation to UN to Secretary, Telegram1086 November 2nd 1956, L.B.P. /Vol.85. 
233 Memorandum from Permanent Representative to UN, November 3rd 1956, L.B.P./Vol.39. 
234 Permanent Representative to UN to Foreign Minister, Telegram 1097 November 4th 1956, 
DEA/50372-40. パキスタンやインドネシアなどと、非公式に文章の解釈について議論している。 
235 Troen and Shemesh eds., op.cit., 270. 
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小結  
本章では、まず、スエズ危機がどのようなものであり、どのように危機的状況が打開
されたかを時系列に沿って明らかにした。また、当時のカナダのサンローラン政権とピア
ソン外相の国際主義的な特徴についても述べた。その上で、スエズ危機解決の立役者とさ
れてきたピアソン外相とカナダ政府が、スエズ危機の際にとった外交行動を明らかにした。
また、当時のカナダの外交資源や、中東問題への関心の程度から、当時のカナダをスエズ
危機問題に関するミドルパワーであると分析した。スエズ危機におけるカナダの活躍は、
国連総会で国連緊急軍と言う新しいアイデアを提示した点だけではなく、国連緊急軍の派
遣の事前・事後の多国間協力の調整役を果たした点にある。これらのスエズ危機における
カナダ外交は、ミドルパワーに典型的な資源最大化型外交の例であったことを示した。 
また、この活動の中で一度も「ミドルパワー」との発言がないことから、スエズ危機
におけるカナダの外交は、政治的修辞を使用した外交ではないことを明らかにした。 
先行研究では、「ミドルパワー」との発言のあった国家や事例を「ミドルパワー」とみ
なし、研究対対象にする例と、一般的にミドルパワーであると考えられる国家の行動をミ
ドルパワーの外交とする例があるが、スエズ危機の場合は、後者にあてはまると考えられ
る。自国を「ミドルパワー」であると称する政治的発言も当時はなく、また、当時のカナ
ダを「ミドルパワー」とみなす根拠も明らかにされないスエズ危機の事例は、政治的修辞
を使った「ミドルパワー」外交の代表例とされていたが、実は政治的修辞の観点からは説
明できない事例である。 
この事例は、本章で示したフレームワークが有効に機能することを示している。スエ
ズ危機問題において、ミドルパワーにあたる国家カナダが、資源最大化型外交を実施し、
外交的成功を収めた例である。 
最後に、既存研究の中にあるピアソンの行動についての誇張についても触れた。既に
述べたように、先行研究の多くはスエズ危機打開の立役者として、ピアソン個人に注目す
る傾向がある。しかし、スエズ危機打開と国連緊急軍の設置における外交的成功は、ピア
ソン個人のアイデアと活動だけではなく、イギリスからの提案や、カナダの外交官のサポ
ート、そしてアメリカを始めとして、他国の協力に支えられていたものであることも看過
できない。この点を明らかにしたことも、本事例研究の重要な学術的貢献である。 
115 
第六章	 人間の安全保障とカナダの政策  
 
 
	 本章ではカナダ政府の「人間の安全保障」概念に関わる外交戦略と政策を分析していく。
この事例も、先行研究では典型的な「ミドルパワー」外交とされてきた。しかし、人間の
安全保障概念がカナダの対外政策に取り入れられた当初は、カナダは人間の安全保障概念
に関連する政策の実施には消極的であった。外務大臣がアクスワージーに交代したのを契
機に、積極的に人間の安全保障政策を推進した。既存研究のミドルパワー概念だけでは、
人間の安全保障概念の導入当初の消極的な政策から、なぜ、積極的な政策へ変更したのか
を説明することが出来ない。 
	 そこで、本論文が提案した新しいミドルパワー概念と、フレームワークを用いてカナダ
の人間の安全保障にかかわる政策を再検討する。そして、外交資源と国内意思の欠如によ
って、人間の安全保障概念を導入した当初のカナダは、人間の安全保障に対して小国の立
場にあったことを明らかにする。そのため、資源節約型外交を採り、人間の安全保障概念
に関連する政策の実施に消極的であった。しかし、外務大臣の交代を契機に、人間の安全
保障への関心が高まり、カナダは、人間の安全保障に関しては、ミドルパワーに変化する。
そして、カナダは人間の安全保障概念に関連する政策を積極的に実施した。外交戦略が資
源最大化外交に転換したのである。 
	 この事例は、スモールパワーからミドルパワーへと立場が変化したことにより、外交政
策も大きく変化した興味深い例である。 
 
第一節「人間の安全保障」とは  
「人間の安全保障」の概念は、国連開発計画（United Nations Development 
Programme ：UNDP）が出した 1994年の人間開発報告書（Human Development Report）
で世界に紹介された。ただし、実際には、1994報告書は当時の人間開発や、開発計画の
中での新しい思考や概念を整理・統合して「人間の安全保障」と名づけたとも言える。具
体的には 1970年代から 1980年代以降の、紛争や自然災害からの再構築援助、対外支援
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の見直し、環境問題などの国際問題の中の一部で、「人間の安全保障」に近い思考を発見
することができる236。 
1994年の人間開発報告書は、安全保障問題をより大きな視点から考え直すことを以下
のように推奨している。「長すぎる年月の間、安全保障問題は国境への脅威と同一視され
てきた（筆者略）現在のほとんどの人々にとって、不安な気持ちは、世界的な出来事の劇
的な発生よりも日々の生活から生じている。237」 
人間の安全保障は以下の三つ理由により登場した概念である。第一には、冷戦の終焉
による国家間での紛争の減少と、内戦の増加という国際的な安全保障環境の変化、それに
伴う脅威の多様化である。内戦は、国家間戦争以上に一般市民にとって身近に感じられる
脅威であると共に、一般市民に多くの犠牲を出す。また、内戦は、特に、一般市民の生活
環境を著しく悪化させる。第二には、多面的なグローバル化の進展である。グローバル化
の進展により、経済の相互依存の深化や通信技術の発達が国境の壁を低くした一方で、感
染症、環境破壊、災害などの脅威もまた国境に関係なく広がるようになった。第三に、
2001年の 9月 11日に起こった同時多発テロによって、人々が国家安全保障では対応でき
ない脅威の存在を痛感したことである238。国家中心の視点からは、小規模なコミュニテ
ィや、非国家団体の活躍、または、テロリズムや国境を越えた組織犯罪、そして国境を越
えた環境問題などを分析・理解することができなくなってきていた。人間の安全保障の概
念は、人々の注意を国家の安全と主権の問題から、個人やコミュニティ・レベルにまで押
し下げたといえよう。また、人間の安全保障の概念は、これまでの国家中心の安全保障概
念への批判でもありうる239。 
	 1994年の人間開発報告書の中で UNDPは、安全保障を考える際に、以下の七つの要素
が鑑みられなければならないと述べている。一つ目に、経済的安全、二つ目に食物の安全、
三つ目に、健康の安全、四つ目に、環境の安全、五つ目に、個人の安全、六つ目に、コミ
ュニティの安全、七つ目に、政治的安全、である。この UNDPの視点は非常に曖昧で不
明瞭なものにも見えるが、最も権威ある定義と考えられている240 。 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
236 D.Bosold and S. Werthes, “Human Security in Practice: Canadian and Japanese Experiences,” 
Internationale Politik und Gesellschaft 1 (2005): 84. 
237United Nations Development Program (UNDP), Human Development Report 1994.New Dimensions of 
Human Security (New York: Oxford University Press, 1994), 3.  
238 福島安紀子「今新たに『人間の安全保障』を考える－「人間の安全保障」は 21 世紀のグローバ
ル・ガヴァナンスの理念になるか」慶応法学８、2007年、6頁。 
239 Oliver P. Richmond, “Human Security and Its Subjects,” International Journal 68 (2012): 208. 
240 R. Paris, “Human Security: Paradigm Shift or Hot Air?” International Security 26 (2001): 90. 
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 その後、人間の安全保障概念は世界に普及していった。国連改革を勧告した 2004年末
のハイ・レベル・パネルの報告書でも、2005年 2月の国連改革に関する「より大きな自
由を求めて」と題した報告書でも、人間の安全保障は、多様化する脅威に対処するための
概念として取り上げられた。1995年にコペンハーゲンで開催された国連社会開発世界サ
ミットでも、人間の安全保障は言及された。さらに、2005年の国連総会文書として発表
された成果文書の中でも、人間の安全保障は取り上げられた。2008年には、人間の安全
保障報告書が国連から発表されている。このような段階を経て、人間の安全保障の概念は
世界に浸透していった。そして、同時に、同概念は学界と政策の現場で様々な議論を呼ん
だ。 
	 第一の論点は、人間の安全保障概念の曖昧性に関する議論である。多くの学術研究は、
人間の安全保障の概念の幅広さと、そこから生じる曖昧さが、同概念の弱点であると指摘
している。例えば、ローランド･パリス（Roland Paris）は「もし、人間の安全保障がこれ
らすべてを指しているのであれば、含まないものとは一体何か？241」と、広すぎる定義
の有効性に疑問を投げかけている。また、同時に「人間の安全保障がすべてを意味するの
であれば、逆に具体的には何も指していないのと同じことである242」とも述べている。
人間の安全保障の曖昧性を批判する立場からは、曖昧な概念に基づいていては、具体的な
政策を実施することも、分析概念とすることも難しいと指摘されている。これらの指摘が
あるように、人間の安全保障概念の不明瞭さは、同概念の有効性にとっての弱点ともなり
える。 
	 しかしながら、「分析するには弱いが、規範としては魅力的な概念243」と言われるよう
に、概念の広さが利点でもありえる事も忘れてはならない。「人間の安全保障は力の強い
概念である。それは協力者のもつ全ての視点や目的を包含できるからである。244」つま
り、人間の安全保障は幅広い意味を持つがゆえに、この概念のもとで協力する全てのアク
ターのニーズや利益に沿うよう、様々に解釈が可能なのである245。また、現在では、人
間の安全保障は、何かを明確に指す概念ではなく、国際的な政策課題である平和と安全の
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
241 United Nations Development Program (UNDP), op.cit., 3. 
242 Paris, op.cit., 90.  
243 Edward Newman, “A Normatively Attractive but Analytically Weak Concept,” Security Dialogue 35 
(2004): 358-359. 
244 Ibid., 92. 
245 西田芳弘「人間の安全保障」『レファレンス』、2004年、 35-36頁。また、栗栖薫子「安全保障
—多国間フォーラムにおける概念の普及課程」大矢根聡編『コンストラクティヴィズムの国際関
係論』有斐閣、2013年、33頁。 
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問題に包括的に取り組むことが出来る政策フレームワークであるという論調が主流になっ
ている。 
	 第二の論点は、人間の安全保障概念の解釈である。人間の安全保障の概念は二つの大き
な柱となる解釈に支えられている。UNDPの報告書も、人間の安全保障を二つの大きな
解釈に分けている。一つ目は「恐怖からの自由（“freedom from fear”）」、そして二つ目は
「欠乏からの自由（“freedom from want”）」である。また、2005年の国連首脳会談の成果
文書では、人間の安全保障概念をより広義に捉え、二つの「自由」に加えて、「尊厳を持
って生きる自由」が付加された。 
	 一つ目のアプローチである、「恐怖からの自由は」、もう一方の「欠乏からの自由」より
も狭義の解釈である。「恐怖からの自由」のアプローチは物理的暴力から人々を守ること
に多くの注意を払っている。この概念の延長として、「保護する責任（Responsible to 
Protect：R2P）246」が生まれた。詳しくは第三節で後述するが、これは、自国民の保護や
人権の保障などという国家の基本的な義務を果たす能力のない、あるいは果たす意志のな
い国家に対し、当該国から保護を受けるはずの人々について、国際社会全体が「保護する
責任」を負うという概念である。 
「恐怖からの自由」の重要性を主張する研究者の例としては、ケイス・クラウス
（Kaith Krause）が「我々は基本的な安全の保証なくしては、人間開発を進めることはで
きないと認識しなければならない247」と述べている。「恐怖からの自由」に優先度をおい
た場合、紛争下の人々の保護や、国際組織犯罪からの保護などの政策が、優先的に実施さ
れる。具体的な例としては、いわゆる対人地雷禁止条約の締結や、小型武器の管理の試み
などである。これらは物理的暴力から人々を保護する目的の政策である。狭義に捉えるこ
とを推奨する立場からは、武力紛争を始めとする様々な暴力から人間やコミュニティを守
ることに焦点を当てた方が、具体的な活動に繋がりやすいとしている。さらに、狭義に解
釈する立場からは、人間の安全保障概念を適用して安全保障上の脅威の範囲をあまりに拡
大してしまうと、概念を捉えにくい曖昧なものにするだけでなく、具体的な政策・活動に
つなげることが出来ないのではないか、と広義の解釈に対する批判がある。 
もうひとつの「欠乏からの自由」のアプローチはより広義の解釈であり、基本的なヒ
ューマン・ニーズの充足や継続可能な人間開発に重きを置いている。この代表例が、前述
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
246詳しくは、第六章第三節で検討する。 
247  Kaith Krause, “ Is Human Security “More than Just a Good Idea”?” (2004): 45 
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の UNDPの報告書や、日本政府が設立を支援し「人間の安全保障」の定義を明確にする
使命を与えられた人間の安全保障委員会の最終報告書である248。同報告書の中で「人間
の安全保障」は「人が生きていく上でなくてはならない基本的自由を擁護し、広範かつ深
刻な脅威や状況から人間を守ることである」と定義されている。広義の解釈を採用する立
場からは、狭義の解釈は、国家を中心とする伝統的安全保障の枠に、未だにとらわれてい
ると批判している。 
	 一例として、ゲイリー・キング（Gary King）とクリストファー･ムーレイ（Christopher 
J.L. Murray）の研究は、人間のウェル・ビーイング249（well-being）に注目しており、「欠
乏からの自由」の解釈に重きを置いている250。これらの解釈は「個人の権利」に注目し、
国家の中にいる各個人の基本的人権の保護を受ける権利を主張している。アマルティア・
セン（Amartya Sen）は「私たちは人間の安全を脅かすものが暴力だけでなく、様々なか
たちで現れることにも気づかねばなりません。」と述べ、広義の解釈の包括性を唱えた251。
実際に、近年になって、感染症、天災、環境破壊などは、先進国・発展途上国に関わらず
影響を及ぼしており、多様な脅威の存在が確認されている。「欠乏からの自由」を標榜し
た場合の政策は幅広く、環境問題や持続可能な開発の援助、紛争後の再構築、基本的人権
の保護などが政策目標となる。 
上記のように、人間の安全保障を解釈する議論は様々であるが、物理的な安全の確保
と経済発展の両方が重要なのは明らかである。近年の国連の公式文書やスピーチの中では
双方の重要性を同等に認めるものが出てきている252。また、狭義の「恐怖からの自由」
は広義の「欠乏からの自由」と重なりあう部分があるとの議論も進められている。近年で
は、狭義の解釈を取る立場からも、感染症や経済、社会などの問題も人間の安全保障に対
する脅威として認めるという意見が目立ち始めている。 
以下の図３は、人間の安全保障の定義をまとめたものである。人間の安全保障概念の
広義の解釈は、「欠乏からの自由」と、近年提起された「尊厳を持って生きる自由」を中
心とし、さらに「恐怖からの自由」の一部を含む。これは、紛争や暴力が「欠乏からの自
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
248詳しい内容については、人間の安全保障委員会のホームページを参照。
http://www.unocha.org/humansecurity/chs/finalreport/j-index.html（2013年 11月 6日アクセス）また
は、福島、前掲書「今新たに『人間の安全保障』を考える」、11頁。 
249 ウェル・ビーイング（well-being）の意味は、幸福、満足な状態、福利、福祉、健康など様々で
ある。これらを総合的に指すという解釈もある。 
250 King, et. al., op.cit., 585-610. 
251 アマルティア・セン、東郷えりか訳『人間の安全保障』集英社、2006年、10頁。 
252 例えば、 Millennium Development Goal; For Larger Freedom; 2005 World Summit Outcome. 
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由」の立場から特に問題視される、貧困や難民などの原因となるとの解釈からである。し
かし、狭義の解釈「恐怖からの自由」には、手段として人道的介入や武力行使などを含む
ため、「欠乏からの自由」とは、相容れない部分が残っている。 
 
図  6 	 人間の安全保障の
定義  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出典：福島安紀子、前掲書「人間の安全保障」、35頁） 
 
広義（＝欠乏からの自由＋尊厳を持って生きる自由＋恐
怖からの自由） 	  
対象脅威：貧困、自然災害、
環境劣化、気候変動、感染症、
栄養不良、麻薬、国内避難民、
難民、人身売買、対立・誤解、
心の貧困（poverty of dignity）
ガバナンス等	  
手段：保護と能力強化（エンパ
ワーメント）、紛争予防、平和
構築、文化活動（信頼醸成、
融和、和解、心のケア、誇り
の回復など）、貿易へのアクセ
ス、債務軽減、政府開発援助
（ODA）、教育、保健衛生、民
主化等の能力強化、麻薬取り
締まり等 
広義の立場：国連、UNDP、日本、タイ、メキシコ、人間の安全保
障委員会等 
Norm Entrepreneurs（規範推進者）：小渕恵三、緒方貞子、小
倉和夫、山本正、スリン・ピツワン、アマルティア・セン、シャル
バナウ・タジバクシュ、メリー・アンソニー、サビナ・アルカイ
ア、ピーター・ユーヴィン、アン・マリー・スローター 
狭義（＝恐怖からの自由） 	  
	  
対象脅威：紛争、大量虐殺、民族浄化、暴力、テロ、対人地雷、
小型等	  
手段：法的規範、国際人道法強化、調停、人道的介入（含武力
行使）→保護する責任 	  
狭義の立場：カナダ、ノルウェー、オランダ、スイス	  
Norm Entrepreneurs (規範推進者 )：ロイド・アクスワージー、
ブライアン・ジョブ、ポール・エバンス、アンドリュー・マック、
メアリー・カルドー、ドン・ヒューバート、アミダウ・アチャルヤ 
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「欠乏からの自由」と「恐怖からの自由」のアプローチは、どちらをより重視するか
によって、国家などのアクターの政策や、研究の方向性などの人間の安全保障に対する基
本的な態度を大きく左右する。よって、どちらの解釈を重視すべきかという当初の議論を
巻き起こした。ただし、近年では二つの解釈は補完的な関係であるという見解が生まれて
いる。人間の安全保障を狭義に捉える立場からも、広義の解釈を否定するのではなく、政
策上のアドボカシーとして広義の解釈の価値を認めるようになってきている。 
ただし、国や活動体の具体的な行動のレベルになると、「欠乏からの自由」と「恐怖か
らの自由」では、政策や活動内容が大きく異なってくるため、実際に政策を実施する場合
には、ひとつの解釈を選ばざるを得ない場合もある。または、すでに選んだ解釈から政策
を拡大できないという現実もある。日本がその例の一つである。日本は当初、人間の安全
保障を「欠乏からの自由」と解釈し、すでに、大規模な援助政策を展開している。現在は
「恐怖からの自由」の解釈も尊重してはいるが、政策を大きく変更することはできていな
い。 
第三の論点は、人間の安全保障と他の概念との関わりである。人間の安全保障と、人
権や人間開発との関連性は長い間議論されてきた。センは 2006年の著作の中で、人間の
安全保障と、人間的開発253や人権は同義ではなく、相互に関連していると述べている254。 
人間の安全保障は UNDPの 1994年度版「UNDP人間開発報告書」によって広く世界に
知られることとなった概念である。よって、概念の起点は人間開発に沿って提示されてい
る。UNDPの報告書の「平和が確保されていなければ、開発は実現せず、逆に開発なく
しては、平和もまた実現しない255」との表現が示しているように、人間の安全保障は、
提示された当初は人間開発の概念と近い関係にあった。現在も、人間開発は人間の安全保
障の解釈の「欠乏からの自由」の中で語られている。センによれば、「『人間の安全保障』
は『人間的開発』の概念の上に立脚し、その広い視野と展望をうまく取り入れている256。」
センは人間の安全保障の中でも特に、教育による人々のエンパワーメントなどの人間開発
に重きを置いている。 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
253 アマルティア・セン『人間の安全保障』の訳者である東郷えりかは、「人間開発」を「人間的開
発」と翻訳しているが、意味は同じである。 
254 アマルティア・セン、前掲書、24頁。 
255 UNDP, Human Development report 1993: People’s Participation (New York, Oxford University Press, 
1993) : iii.  
256 アマルティア・セン、前掲書、25頁。 
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人間の安全保障と人間開発がほぼ同じ概念として受け止められていた当初は、同概念
に対する、アジア・アフリカ諸国からの反発は避けられなかった。1995年に開催された
コペンハーゲン社会開発サミットでは、人間の安全保障は「『南』に『北』の価値観を押
し付け、内政に介入し、ODA に条件を付ける口実を作るためのもの257」だとして、アジ
ア・アフリカ諸国から警戒された。しかし、現在は、人間の安全保障概念に対する理解が
進み、反発は軽減している。 
	 人権と、人間の安全保障の関係に関しては、欧州は人間の安全保障の中に人権を位置づ
ける一方で、アジアは、人権は人間の安全保障の範疇外であると主張している点が特徴的
である258。欧州では 2004 年に「欧州の人間の安全保障ドクトリン報告書」が発表された。
同報告書が欧州における人間の安全保障に関する認識の土台となっている。報告書は、市
民が内戦などの暴力の犠牲となっていることを述べ、現在のグローバルな安全保障には国
家安全保障だけでは対応できないと述べている。この報告書は、人間の安全保障の定義に
ついては、狭義の解釈を採り、人権を人間の安全保障に含めている。この報告書を基にし
た、欧州の人間の安全保障への解釈は、人権を同概念に含めることとなった。 
	 一方で、アジアでは、当初、人間の安全保障概念に対する反発が強かった。同概念に基
づき内政に干渉されたり、先進国から ODA に条件が付加されることを恐れたからである。
特に人間の安全保障への取り組みに熱心であった、日本・タイ・モンゴル以外の国家は、
おおむね人間の安全保障概念に対して否定的な立場を採っていた。しかし、1997年のア
ジア金融危機やバリ島などでのテロ、2003年のサーズ(Severe Acute Respiratory Syndrome: 
SARS)や鳥イフルエンザの国際的流行、2004年スマトラ島沖で発生した地震と津波によ
る複数国の被災などを経て、一国では対応できないグローバルな脅威があることが強く認
識された。これ以降、2004年からエイペック（Asia-Pacific Economic Cooperation :APEC）
での首脳会談の成果文書に、人間の安全保障概念が採用され始めた。しかし、これらの文
書の中では、人間の安全保障と人権は併記されており、人権が人間の安全保障に含まれる
という認識はない。このように、人権と人間の安全保障との関係については地域によって
異なっている。 
 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
257 福島安紀子『人間の安全保障—グローバス化する多様な脅威と政策フレームワーク』千倉書房、
2010年、15頁。 
258福島、前掲書『人間の安全保障』、51頁。 
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第二節	 カナダのクレティエン政権と二人の外務大臣  
	 弁護士職や様々な大臣職を経て、1993 年に首相になったジャン・クレティエン
（Joseph Jacques Jean Chrétien）は、当時、独立運動が盛んであったケベック州のフラン
ス系住民の独立を回避し、多文化主義を促進した首相として知られている。また、イラク
戦争ではアメリカからの要求を否認し、イラクに対する攻撃には参加しなかったことでも
有名である。国内政策では、深刻であった財政赤字問題に取り組み、社会制度の改革や政
府予算の見直しなどの、幅広い観点から緊縮財政を採った。クレティエンの首相としての
任期は約 10 年と、比較的安定した政権運営であった。クレティエンは内政に特に強い関
心を示し、手腕を発揮したが、外政への関心は低く、外務大臣に任せる傾向にあった。 
	 クレティエン政権の間に、外務大臣として人間の安全保障に関連する政策に強く関わっ
た人物は二人いる。一人目は 1995 年から 1996 年まで外務大臣を務めた、ウレット、二
人目はウレットの後継として 1996 年から 2000 年まで外務大臣を務めたアクスワージー
である。 
	 ケベック州出身のウレットは長年にわたる議員としてのキャリアと、郵政大臣という経
歴を持ち、外務大臣就任時には、外交政策には不慣れである一方で、カナダ開発庁
（Canadian International Development Agency：CIDA）259の国際協力開発大臣を兼任する
という国際援助政策と外交政策を協調させるのに有利な立場にあった。ウレットを外務大
臣に指名した際、首相のクレティエンは、既に有名になりつつあるアクスワージーが外務
大臣の座を望んでいるのを知っていたが、あえてウレットを指名したという。クレティエ
ンは、外務大臣という「人参」をぶら下げることで、アクスワージーの真の手腕を見たか
ったと後に回顧している260。 
	 アクスワージーは政治学の教授であった経歴や、中央アメリカの支援に関する NGO で
の活動経験から261、外務大臣に就任する前後にわたって NGO と政府の連携を重く見てい
た262。また、とりわけ外交政策・安全保障問題に特に強い関心を持っていた263。彼は、
ピアソンのスエズ危機打開の功績や、カナダの PKO 参加の歴史を高く評価していた。そ
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260 Jean Chretien, My Years as Prime Minister (Toronto: Alfred A. Knopf Canada, 2007), 26-27. 
261 Jennifer Ross, “Is Canada's Human Security Policy Really the ‘Axworthy’ Doctrine?” Canadian 
Foreign Policy 8 (2001): 87. 
262 Hon Lloyed Axworthy, “Lesson from The Ottawa Process,” Canadian Foreign Policy 5 (1998): 1-2. 
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のため、アクスワージー自身のキャリアの中で、第五章にも詳しく述べた、ピアソンのス
エズ危機でのような活躍を目標としていることを語っていた264。 
 
第三節	 カナダと人間の安全保障  
カナダは、対外政策の中に人間の安全保障概念を反映すると発表した最初の国家のひと
つである265。『21世紀のカナダ』（ Canada 21: Canada and Common Security in the Twenty 
First Century）や 1994 年の『世界の中のカナダ』（Canada in the World: Government 
Statement）の中で、人間の安全保障は、カナダ外交の新しい重要事項として挙げられて
いる266。ただし、これらの公式文書たちはまだ、具体的な政策に言及するには至っていな
かった。これらの文書の発表に伴い、外務大臣は人間の安全保障概念を具体的な政策に取
り入れていくことを求められた。 
１	 ウレットの資源節約型外交  
UNDP の人間開発報告書から一年後の 1995 年の『世界の中のカナダ』では、カナダ政
府が人間の安全保障概念を政策に反映すると述べている。また、『世界の中のカナダ』で
は安全保障の概念は、人々の経済、社会、政治的ニーズまで広がっていると、安全保障概
念の広がりを認めている。1995 年の『世界の中のカナダ』では、カナダ人は「世界に活
発に働きかけ続けたい」と願っており、日々の生活の中からすでに国際主義的であること
の重要さを理解している267、とある。 
しかし、同時に、自国の国際的活動の限界も深刻に受け止めており、カナダの国際活動
は選択的に行うべきで、より効果的かつ、より安価な国際貢献政策を目指すとも述べてい
る。『世界の中のカナダ』では、持続可能な開発を、人間の安全保障の前提条件であると
述べ268、他にも、人間の安全保障に対する脅威は「人権侵害、病気、環境破壊、人口増加、
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
264 DFAIT, “Lloyd Axworthy: a Man of Peace,” Canada World View 10 (2001): 15. 
265 G. MacLean, “Instituting and Projecting Human Security: A Canadian Perspective,” Australian 
Journal of International Affairs 54 (2000): 269-276. 
266 Canada 21 Council, Canada 21: Canada and Common Security in the Twenty-First Century (Toronto: 
Centre for International Studies, 1994) 
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貧富の差の拡大269」と述べている。よって、人間の安全保障を「欠乏からの自由」の解釈
で実現しようとしているように解釈できる。 
	 その一方で、当時のODAは、財政悪化により厳しい現実に直面していた。すでにカナ
ダのODA総額は、国連の目標値であるGNP／ODA0.7％を下回っていた。これは大きな財
政悪化の原因とも言われている前々政権のマルルニー政権から続く傾向で、クレティエン
自由党政権は、0.7％への回復を選挙時には約束したが、実行できずにいた。 
このように、カナダは人間の安全保障を開発援助政策の重要な概念として早期に認めは
したが、実際の政策に具体的に反映することはできなかった。これは、当初は深刻な財政
問題に阻まれ、また、財政的制約が緩んだ後にも、国際開発援助政策の目標と人間の安全
保障の価値観がうまく沿わなかったためである。こうして、ウレット率いる、外務貿易省
と CIDA は人間の安全保障概念の重要性を受け入れはするが、実際の政策課題としては距
離を置くこととなった。 
ウレットが外務大臣を務めた 1995 年から 1996 年は、公式資料を見る限りでは、カナ
ダ政府は「欠乏からの自由」の解釈を支持している。実際に『世界の中のカナダ』にも、
国際開発援助政策に人間の安全保障概念を反映するとの記述があった 。しかし、結果を
見てみると、開発援助の予算は大きく拡大されたわけではなく、むしろ縮小の一方であっ
た。これは、当時の切迫したカナダ政府の財政状況を背景として、クレティエンは選挙の
際に、各省の予算の大幅見直しを約束していたためである。財政再建を目標として執り行
われた厳しい予算の見直しのため、国際援助を活性化する能力も意思も欠けていたのであ
る。この点から、「欠乏からの自由」を標した、対外援助中心の対外政策は、投入可能な
資源の厳しい制約によって実行できず、事実上、人間の安全保障概念に基づく政策の実施
に無関与にならざるを得なかった、資源節約型外交であった。 
 
２	 アクスワージーの資源最大化型外交  
ウレットと『世界の中のカナダ』が標榜した「欠乏からの自由」の解釈に沿った政策
目標の数々は、アクスワージーの外務大臣就任によって大きな転機を迎える。このように
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大臣によって外交方針を大きく変化させることができたのは、当時の首相クレティエンが
国内政治に強い関心を持っており、外務大臣に大きく外交政策決定の自由を与えていたか
らである270。 
ウレット就任時のカナダ外務省の人間の安全保障に対する消極的な態度に反して、ア
クスワージーは人間の安全保障を外交方針の「主軸」にすえた271。アクスワージーはま
だ概念として確立する以前から、人間の安全保障の思考を強く支持していた。アクスワー
ジーは 1996 年に外務大臣に就任する前から、人間の安全保障概念に興味を持ち、言及す
ることもあった272。1996 年には国連総会で、人間の安保障について演説を行っている273。
この時には、「持続可能な人間の安全保障」という表現を使用し、広義の人間の安全保障
の解釈に近い立場を採っていた274。外務大臣に就任した一年後、アクスワージーは、
1997 年にカナダの主要な学術雑誌『国際ジャーナル（International Journal）』に人間の安
全保障の概念の重要さと、カナダ政府のこれまでの国際貢献活動の伝統が、同概念とそれ
に関する政策の実施に適合していることを語った275。そして、1999 年には、まだ議論の
絶えない人間の安全保障の概念に対して、「理論は実行に伴う」と外務省内で発言するな
ど、当初から人間の安全保障概念への強い興味を示していた276。 
アクスワージーは、外務大臣に就任してから、積極的に外務省内での意見伝達や、省
外の多様なコミュニティとの意見交換を推進していった。外務省内での、アクスワージ
ーの強いリーダーシップは、現在も「アクスワージー革命（the Axworthy Revolution）」
と呼ばれ、高く評価されている277。同時に、アクスワージー自身の安全保障問題への強
い関心は、カナダを「恐怖からの自由」の方向へ導いていくこととなった。ただし、ア
クスワージーは人間の安全保障の「恐怖からの自由」を、軍事力ではなく、冷戦後に重
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要度を増していた「ソフト・パワー」と結び付け、人間の安全保障の概念を政策に活か
していった278。このようなアクスワージーのリーダーシップのもと、カナダ政府は 1995
年から 2000年代にかけて、以下の三つの国際的活動を実施し、「恐怖からの自由」を支
持する国家として一躍国際的に知られるようになった。 
	 第一には、1997年にオタワで成立した、対人地雷の使用、貯蔵、生産及び移譲の禁止
並びに廃棄に関する条約（以下、対人地雷全面禁止条約）である。これは人間の安全保
障の「恐怖からの自由」を標榜する国際活動の中でも、成功例として特に国際的評価が
高い。対人地雷全面禁止条約の署名はカナダの首都オタワで行われたため、条約の成立
過程を「オタワ･プロセス」と呼ぶ場合が多い。 
オタワ・プロセスは 1992年に六つの NGO が始めた、対人地雷禁止国際キャンペーン
（The International Campaign to Ban Landmines：ICBL）に端を発している。当時、対人地
雷は、一億個以上が世界のあちこちに設置されており、毎月、対人地雷による一般市民
の死者・負傷者は 2000人近くにも及んでいた279。この事実を目にし、対人地雷禁止国際
キャンペーンは NGO の他、国際赤十字などの国際組織、そしてカナダやノルウェーなど
の国家に広がった。この地雷禁止国際キャンペーンを国家間の条約とするために開始さ
れたのが、オタワ・プロセスである。つまり、多くの軍縮会議が大国の呼びかけと意志
で動く「トップ・ダウン」型であるのに反して、オタワ・プロセスは非常に稀な、市民
社会からの呼びかけに国家が応える「ボトム・アップ」型の軍縮会議であった280。オタ
ワ・プロセスでは、市民社会からの呼びかけに敏感に反応し、人間の安全保障概念に強
い関心を持っていたノルウェーとカナダが強いリーダーシップを発揮した。 
アクスワージーの呼びかけで、1996年 10月にオタワで開かれたカナダ政府主催の
「対人地雷全面禁止に向けた国際戦略会議」（オタワ会議）が始められ、オタワ・プロセ
スは開始された。「志を同じくする国家（like-minded countries）」が当初から集まって、
ある程度、対人地雷全面禁止という目標を共有した国家群による自主参加型の会議であ
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った点も、これまでの軍縮交渉の中では、非常に珍しい例である。オタワ会議の参加国
には以下の条件に合意することが求められた281： 
 
１	 国際的行動－対人地雷の国際的禁止の支持 
a) 対人地雷全廃を支持し、対人地雷製造、使用、輸出のモラトリアムを行うこと
を促す国連総会決議を支持すること 
b) 対人地雷の使用、製造、保有、輸出を禁止する国際的合意の可能な限り早い締
結に向けて努力すること 
２	 地域的行動－地雷の国際的禁止の目的を支持するため地域としてもコミットする
こと 
３	 国内的行動－ＣＣＷ改正議定書の内容を超えて、地雷使用、輸出の禁止、モラト
リアム、規制を国内的に一方的に行うこと 
	  
1996年のオタワ会議は、正式参加国が 50カ国、オブザーバー参加が 24カ国と当初の
想定以上の参加国を得た。さらに、条約交渉に際し、地雷禁止国際キャンペーンに関わ
る NGO や国際赤十字もオブザーバーとして席を得た点も注目に値する。このような例は
これまでの軍縮会議には見られない。非国家組織の政治参加をアクスワージーは「政府
と NGO と国際組織、そして、市民社会の提携は世界的なアジェンダをセットし変化を促
すことができる」と高く評価している282。 
オタワ会議の最終日、アクスワージーは大きな決断をした。オタワでの会議から 14ヶ
月後の、1997 年 12 月に条約締結に持ち込むことを目標とすることを発表したのである。
これは従来の条約交渉とは異なり、開始当時から早期に条約締結を目指し、厳しい時間
制限を設定したファスト・トラック（Fast Track）と呼ばれる方式である。当時は、無謀
とされ、時間制限を設けることに対する反対意見も多かった。 
オタワ会議以後も、国家間交渉や、NGO のキャンペーンによって、地雷の全廃に対す
る賛同国や、世論は拡大していった。特に、地雷の問題を「国防兵器」の問題から、人
道問題に言い換えた NGO のキャンペーンは国際世論の注目を集めた。地雷は「国家安全
保障上必要な合法兵器」であるという主張に代わって、「地雷は非人道的であり、全廃す
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282 Dolan and Hunt op.cit., 29. 
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べき」という、非人道性という規範的な問題性に重きを置く言説は、世界で幅広く受け
入れられた283。 
その後、1997年にノルウェーの首都オスロで開かれた最終会議で条文がまとまり、同
年オタワで 122カ国が署名した。ただし、地雷の主要産出国やアメリカ、中国、ロシア
などの大国が署名しなかったのは、オタワ･プロセスの今後の課題として残された。 
オタワ・プロセスは、NGO や市民社会の呼びかけが強い影響力を発揮した条約締結過
程である。オタワ・プロセスの教訓として、アクワージーは、冷戦後の世界では国際的
な世論や NGO が国家の戦場での行動を制約することがあり、また、新しい外交アプロー
チで新しい脅威に対応していくための新しい可能性であり、希望でもあると述べた。そ
して、NGO などの市民社会が、国家の外交政策に影響力を持つことを肯定的に捉えてい
る284。 
市民の意見が国家の交渉にまで影響を与えたオタワ・プロセスは、学界でも大きな注
目を浴びた。マイケル・ドラン（Michael Dolan）とクリス・ハント（Chris Hunt）はオタ
ワ・プロセスの交渉過程を「新外交」と評価し、これまでの国際交渉を「旧外交」とし
て、表７のように比較して分析している。 
 
表  4	 旧外交と新外交の特徴  
旧外交（Old Diplomacy） 新外交（New Diplomacy） 
プロフェッショナル（professional）	 	  素人(amateur) 
秘密裏(secret) オープン(open) 
非民主的(undemocratic) 民主的(democratic) 
少ない大国(a few large states) 多くの小国(The many small states) 
二国間(bilateral) 多国間(multilateral) 
周囲の条件に依存する(positional) 信念に基づいた(principled) 
現実的(pragmatic) 理想主義的(idealistic) 
合理的(rational) 感情的(emotional) 
妥協(compromise) 妥協しない(no compromise) 
（Michael Dolan and Chris Hunt, “Negotiating in the Ottawa process,”:30 を和訳） 
 
旧外交では、外交官が市民に公開されない場で交渉を行い、一国や二、三国の強国の
意見が中心的に扱われる。そして、周囲の条件に依存しながら、履行可能な妥協案を合
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
283 足立、前掲書、186頁。 
284 Hon Lloyed Axworthy, “Lesson from The Ottawa Process,” Canadian Foreign Policy 5 (1998): 2. 
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理的に探していく交渉となる。これに反して、オタワ･プロセスをはじめとする新外交で
は、外交官だけではなく政府のリーダーや NGO が公開された場で交渉し、世論も重視さ
れる。また、多く中小国の間での、信念に基づいた交渉は理想主義的であって妥協を許
さない。旧外交との特に大きな違いは、世論の感情が交渉に反映される点である。これ
は、主権は国家にではなく、国民に与えられているとの解釈を反映している。マイケ
ル・ドランとクリス・ハントは特定通常兵器禁止条約(Convention on Certain Conventional 
Weapons: CCW)は、典型的な旧外交型の交渉であり、オタワ・プロセスは新外交型であ
ると述べている285。 
当時のカナダ首相クレティエンは、この会議に対してあまり強い興味を示さなかった。
彼の自伝 My Years As Prime Minister においても、全 412ページの内、1ページしかオタ
ワ・プロセスに関する記述はない286。クレティエン首相によると、当時のビル・クリン
トン（Bill Clinton）アメリカ大統領に対して、個人的に強くオタワ・プロセスへの参加
を促したとある。ただし、この働きかけは成功せず、結局アメリカはオタワ･プロセスに
参加しなかった。 
第二の、カナダ政府の人間の安全保障に関連した国際的活躍は、人間の安全保障ネッ
トワークの創設である。人間の安全保障ネットワークは「人間の安全保障同盟」とも呼
ばれ、カナダとノルウェーによるリーダーシップのもと、多数の国家と NGO などが参加
した。人間の安全保障ネットワークは 1998年 5月 11日のロイセン宣言（Lysǿen 
Declaration）に基づいている。この条約は、「地雷に関する条約の交渉に成功したアクタ
ーのネットワークを組織化する287」ものと位置づけられている。 
参加国にはオーストリア、チリ、ギリシャ、アイルランド、ヨルダン、マリ、オラン
ダ、スロベニア、スイス、タイであり、オブザーバーとしての南アフリカからも追加的
な援助を受けている。具体的な活動としては、1999年に、人間の安全保障を促進するた
めの協議や協力のフレームワークとしては初の外務大臣会合を開いた288。人間の安全保
障ネットワークは、人間の安全保障概念の推進に対し、特に国連や NGO などの非国家主
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
285 Dolan and Hunt, op.cit., 30.  
286 Chretien, op.cit., 335. 
287 D.Bosold and S. Werthes, op.cit., 92. 
288 Keith Krause, “Building the Agenda of Human Security: Policy and Practice within the Human 
Security Network,” UNESCO (2008), 66. 
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体の協力を重視している289。これは、オタワ・プロセスからの影響である。人間の安全
保障ネットワークは、現在までに 13カ国のメンバーを擁し、例年、外務大臣の会合を開
いている。主に、「恐怖からの自由」に焦点を当て、小型武器の規制・戦時下での子供の
保護などでの問題に関して、国連においても起業家リーダーシップを発揮している。 
毎年、人間の安全保障ネットワークの会談では、議長がその年の優先課題を提案し、
参加国は、その議案に関する活動を支援し、関連する政策の推進を図る仕組みである。
例えば、スイスで行われた第二回の会合では、小型武器の規制と、非国家主体の紛争下
での役割が議案として提案されている。この議案のもと、それまで拡散していた武装し
た非国家主体の研究を、カナダのブリティシュ・コロンビア大学を中心にネットワーク
化したり、武装した非国家主体に対人地雷の使用を自粛するよう呼びかける NGO を支援
したり、小型武器の使用状況の調査を支援するなどの活動を実施した。2001年のヨルダ
ンとチリが議長を務めた会合では、小型武器の問題に加えて、紛争下での子供の保護に
ついての議論が行われた。同年、2001年の国連総会では、小型武器の問題に多面的なア
プローチをとることを呼びかけ、「国家間、国際機関、地域機構、そして市民社会の協力
と協調」が必要であると発言した290。この他にも、毎年の会合では、紛争時の子供や少
年兵の保護などについても話し合われている。 
	 第三のカナダ政府の人間の安全保障に関わる活躍は、アクスワージーが外務大臣を離
任した後に、カナダ政府に働きかけて、2000年にカナダ外務貿易省内に「介入と国家主
権に関する国際委員会(International Commission on Intervention and State Sovereignty：
ICISS)」を設立したことである291。ICISSは人道的介入に関する議論をさらに深めるべき
である、という当時のコフィ・アナン国連事務総長（Kofi Atta Annan）の発言に応じて
設立された。具体的な発言内容としては、1999年の国連総会においてアナン国連事務総
長が、「大規模かつ組織的な人道的侵害はどこで生じようと、これを許すべきではないと
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
289 Geore  MacLean, “Instituting and Projecting Human Security: A Canadian Perspective,” Australian 
Journal of International Affairs 54 (2000): 274. アクスワージー個人も NGO などの非国家主体との連
携の重要さを説いている。Lloyd Axworthy, ”Human Security and Global Govenance,” Global 
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いう原則の下に団結する」ことが、国連安保理の重要な課題であると主張した292。この
発言に応じる形で、2000年の 9月 7日、国連のミレニアム総会にて、当時のクレティエ
ン首相が、自国が国際委員会 ICISSの設立を主導していることを表明した。 
この国際委員会の参加者は地理的、政治的、また、職業的にも幅広く選定された。委
員長には、ギャレス・エバンス（Gareth Evans）元オーストラリア外相と、アルジェリア
出身のモハメド・サヌーン（Mohamed Sahnoun）元国連事務総長特別顧問が就いた。そ
して、カナダ、米国、ロシア、ドイツ、南アフリカ、フィリピン、グァテマラ、インド
など各国の政治家、外交官などの他にも、NGO や学者、市民社会からの参加も受け入れ
た。また、各国の前外相らによる顧問会議が設置され、アクスワージー元カナダ外務大
臣がこの顧問会議の議長に就いた293。ICISSは、「人権と人道法の大規模な侵害に直面し
た場合の対処法について、新しい国際的合意を構築することであり、干渉と国家主権と
いう一見対立した概念の調和を図る、新しい道筋を見出すこと294」を目指すものとされ
た。 
ICISSは、カナダ政府から財政的、事務的援助を受けているにも関わらず、会合の内容
はカナダ政府の意図から完全に独立していたことが特徴の一つである。また、会合の参
加者である、ラメシュ･タクール（Ramesh Thakur）が評価していたように、参加者の意
見は、職業や立場に関わらず尊重され、全て平等に扱われた点も特徴である295。2000年
から 2001年にかけて、世界各地で 1年にわたって会合が重ねられ、2001年 12月に最終
報告書「保護する責任（Responsibility to Protect : R2P）」を国連に提出した。 
R2Pは、主権という、これまで当然のように受け入れられてきた概念の見直しを行っ
ている。主権の概念を国家の「権利」から、国家の「責任」に言い換えたのは、ICISSが
発表した R2Pの大きな成果といえる296。R2Pの内容として、大きく三つの特徴が挙げら
れる。第一に、支援を必要とする人々に注目している点である。個々の人間に注目する
点は、人間の安全保障概念を反映している。第二に、主権は本来的に責任を伴うもので
ある、と定義していることである。R2Pは、「主権は二つの責任を伴う。対外的には他国
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の主権を尊重すること。対内的には国内全ての人々の尊厳や基本的な人権を尊重するこ
と。297」と主張する。これに反して、ある国家がその責任を果たせない、または、果た
す意思がない時には、国際社会が代わってその責任を負うと述べている。第三に、国際
社会の三つの責任を提唱している。三つの責任とは、「予防する責任」「対応する責任」
「再構築する責任」である298。R2Pは特に「予防する責任」に重きを置いている。効果
的で早期の警告と、多面的な予防措置、そして、十分な予防をするために他国の意思が
重要だとしている299。 
発表当時、国際的な議論を呼んだ R2Pであるが、現在までに、「保護する責任」の概念
は世界に認められつつある。例えば、2005年にアナン事務総長によって発表され、国連
創立 60周年を機会に国連改革を提言した、「より大きな自由を求めて」と題された報告
書では、R2Pの立場を支持している。同報告書では： 
 
ジェノサイド、民族浄化および人道に対する罪に対して自らの住民を保護
することに国家が無力または無関心な場合、住民を保護する責任は国家か
ら国際社会に移り、外交的、人道的その他の方法を用いて住民を保護する。
仮にそれらの手段では不十分であることが明らかになった場合には、安保
理が国連憲章に基づいて必要な措置をとり、強制行動を採ることも含む300 
 
と記載している。国連創立 60周年を記念して開かれた、国連総会首脳会合の成果文書で
も、「保護する責任」という概念は取り上げられた。成果文書では、各国の主権を尊重す
ることを明示した上で、国家が自国民を保護することが出来ない場合には、国際社会が
安保理を通じて必要な強制的手段を採る責任があると説いた。2010年に発表された国連
事務総長の人間の安全保障報告書においても、まずは主権国家が国民を保護する責任を
持つと認めた上で、これが果たせない場合には、安保理を経て、国際社会が介入する責
任があると記述されている。国連文書の他にも、例えば、カナダ政府は、ICISSの定例会
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議終了後も「保護する責任」の概念を支持し続けている。具体的には、アクスワージー
が、現在は国家のリーダーは主権の維持だけではなく、自国と世界の個人の福利を守る
責任がある301、と述べている302。 
ICISSの最終報告書 R2Pは様々な国際的議論を招いた。まず、国家主権の重要さを説
き、報告書のような「条件付き」の主権概念に反発する議論がある。また、人間の尊厳
と人権に関する緊急事態を誰が、どのように判断するのか、という点も指摘されている。
そして、この判断も各国の政治的意思と国益から自由ではないと考えられる。ただし、
19901年代の人道的介入を支持する立場が「新人道的介入主義」と呼ばれるように、人
道的介入に関する議論は以前からも存在した303。個人に属する権利と、国家に属する権
利との衝突やジレンマは、長い間議論され続けてきたのである。 
	 カナダ政府が人間の安全保障概念を強く支持した動機は、人間の安全保障概念の促進
は、カナダ自身にも利益を与えるものであったからである。アクスワージーは、人間の
安全保障の概念に基づく一連の国際政策を、当時力を失いつつあった「PKO 大国」とい
う主に冷戦期の外交政策のシンボルに次ぐ、新しいシンボルに位置づけたいと考えてい
た。そのため、カナダのこれまでの国際的な活躍が、人間の安全保障概念に通じること
を主張している304。カナダは、第五章で述べた、1956年の国連緊急軍創設後も、国連の
主導するほぼ全ての PKO 活動に要員を派遣し、効果的かつ活発に PKO を支える「PKO
大国」というシンボルを国内外に掲げ、かつては世界から高い評価を得ていた。しかし、
「PKO 大国」というカナダ外交のシンボルは、冷戦後の PKO の多様化・複雑化に伴い費
用も倍増した中、現実的ではなくなっていた。また、PKO 参加国の増加につれてカナダ
の参加は、国際的なアピール力を失いつつあった。特にクレティエン政権下での、1993
年から 1998年までの国防予算の 23％カットは、カナダが国際問題に関与する能力と手段
をさらに狭めていた305。さらに、冷戦後には、特に PKO など国連主導の国際協力に関与
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(1997): 183-196. 
305 Duane Bratt, “Niche-Making and Canadian Peacekeeping,” Canadian Foreign Policy 6 (1999): 78 ; 
Joe Jockel and Joel Sokolsky, “Lloyd Axworthy's Legacy: Human Security and the Rescue of Canadian 
Defence Policy,” International Journal 55 (2000): 4. 
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する国家の数も急増したため、この中で国際的リーダーシップを発揮することは、当時
のカナダの能力では不可能になってきていた306。1970年代には、平和維持活動への最大
の人員派遣国から 2001年には第 23位の人員派遣国となったカナダは、PKO でリーダー
シップを発揮しようがなかったのである307。国連主導の国際協力への貢献者としてのカ
ナダの評価は、1990年代から 2000年代までに国内外で急落していた。このような状況の
中で、当時のカナダの能力で実行できる人間の安全保障に関する国際的議論への参入は、
カナダの国際的影響力と国内的アイデンティティを保つ上で重要かつ、急務であったの
である308。 
	 カナダが人間の安全保障に関する政策に言及した際、「ミドルパワー」という発言は政
府要人の公式発言の中には見られない309。アクスワージーは、前述の三つの外交的成功
に関わる演説の中で、一度も当時のカナダを公式に「ミドルパワー」であるとは称して
いない。よって、カナダの人間の安全保障に関わる外交は、政治的修辞を使用した「ミ
ドルパワー」外交ではないといえる。 
クレティエン政権の財政緊縮の方針はウレット外相の時代から変化はなく、投入でき
る資源は同じように限られていた310。だたし、当時のカナダもラテン・アメリカなどに
対して、国際貢献活動は一定程度維持しており、国際貢献に関して無関心、または資源の
ない小国であるとはいえない。これらの点から、国際貢献・国際援助活動に関しては、中
間的存在であるといえる。しかし、厳しい財政的限界よって投入できる外交資源は限られ
ており、大国であるとは言えない。 
この状況で、ミドルパワーの立場から、アクスワージーは知的・起業家的リーダーシ
ップを活発に発揮することで、国際的な活躍を成し遂げたのである。また、オタワ・プロ
セスではアクスワージーが、オタワ・プロセスに参加した国家たちを指して、「特定の問
題に基づいた同盟」と呼んでいたように、オタワ・プロセスは、対人地雷という一つの国
際問題に絞ったリーダーシップである311。これらの特徴は、典型的な資源最大化型外交
であると説明できる。 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
306 Cohen, op.cit. を参照。 
307 Bernard, op.cit., 241. 
308 Axworthy, op.cit., “Canada and Human Security,”: 185.  
309 アクスワージーや政府要人の人間の安全保障に関する発言は、カナダ外務省のホームページで
公開されていたが、ホームページの刷新により、公開が打ち切られた。よって、本論文は、添付
資料として論文の最後に、発言内容を記載する。 
310 Bernard, op.cit., 235. 
311 Hon Lloyed Axworthy, “Lesson from The Ottawa Process,” Canadian Foreign Policy 5 (1998): 2. 
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 人間の安全保障に関連した政策では、アクスワージーは、「恐怖からの自由」の解釈を
外交政策に大きく反映し、人間の安全保障を外交政策の主軸にすえた312。そして、新し
い概念、人間の安全保障を用いて必ずしもハード・パワーに基づかない、知的・起業家的
リーダーシップを発揮して、上記の外交的成功を成し遂げたのである。キム・リチャー
ド・ノッサル（Kim Richard Nossal）はアクスワージーが人間の安全保障政策に関連する
政策に成功した鍵を、緊縮財政に圧迫されているハード・パワーの側面ではなく、ソフ
ト・パワーに焦点を当てたことによって、緊縮財政の中でも「安価な外交政策」が実施可
能になった、と述べている313。 
 
 
小結  
本章で取り扱った人間の安全保障とカナダの政策の事例も、先行研究ではいわゆる
「ミドルパワー」外交の典型例とされがちであるが、既に検討したスエズ危機同様、一度
も「ミドルパワー」との発言がないことから、いわゆる政治的修辞を活用した「ミドルパ
ワー」外交ではない。また、人間の安全保障に関わるカナダの政策を検討する際、先行研
究では、アクスワージー外相に注目する傾向が非常に強いが、実際にはウレットとアクス
ワージーの二人の外務大臣が関わっている。ウレットの時代は、人間の安全保障の「欠乏
からの自由」の側面に焦点をあて、国際開発援助政策などに反映しようとした。しかしな
がら、当時の財政状況、ウレットとクレティエン自身の国際開発援助政策への関心の低さ
から、実際に人間の安全保障概念に沿って国際援助政策が大きく拡大することはなかった。
結果として、ウレットの人間の安全保障概念に関連する政策は資源節約型外交となった。 
一方、ウレットの後任のアクスワージーは人間の安全保障の「恐怖からの自由」に特
に強い関心を持っていた。外務貿易省の中で強いリーダーシップを発揮したアクスワージ
ーは「恐怖からの自由」に基づいた数々の政策に取り組んだ。緊縮財政のもと、限られた
外交資源の中で、起業家リーダーシップを発揮して、多国間で協力して対人地雷全面禁止
条約や、人間の安全保障ネットワークの設立、ICISS 設置などに取り組み、大きな成果を
あげた。この外交政策は、アイデアや一つの狭い範囲に限定したリーダーシップの発揮、
他国や他のアクターとの協力の観点から、資源最大化外交であると説明できる。 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
312 MacLean, op.cit., 274. 
313 Kim Richard Nossal,  “Foreign Policy for Wimps,” Ottawa Citizen, April 23.1998． 
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つまり、人間の安全保障に関連する政策は、政策決定者の関心の高さと態度によって、
外交資源を投入する方法に差異が生じた例である。これは、一つの国家が一つの外交テー
マに対しても、資源節約型から資源最大化型外交にアプローチを変更することがあるとい
う好例である。そして、このアプローチの変化とその理由は、本論文で示したフレームワ
ークを使うと柔軟に整理・理解できることが本章で示された。 
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第七章	 平和促進国としてのノルウェー  
	  
	  
	 本章ではカナダやオーストラリアと並び、ミドルパワーの代表例ともいわれるノルウェ
ーの外交行動を検討する。序章でも述べたように、ノルウェーはミドルパワーの一つであ
ると長い間考えられてきたが、外交の実態については、これまでほとんど研究されていな
い314。同時に、なぜ、ノルウェーが、ミドルパワーとして多くの研究の中で注目されて
いるのかも明らかではない315。 
	 ノルウェーは総合国力の点からは、小国と見なされる場合が多く、かつ、ノルウェーの
政治家なども自国を小国と称している316。しかし、一方で紛争の仲介や対外援助などの
平和活動の側面では、世界で認知されている317。この差異はどこから生じているのか。
なぜノルウェーは平和活動の分野では世界で認知されているのか、また、小国であるノル
ウェーはどのように世界から注目を集めたのか。この点には、ノルウェーの紛争における
仲介活動の業績と、それを世界に認知させることを目的としたパブリック・ディプロマシ
ーが鍵となっている。本章は、これらの政策について、本論文で提案したミドルパワー概
念を使って説明していく。 
	 また、既に述べたように、ノルウェーに焦点を当てた研究例は英語・日本語圏では非常
に少ない。ノルウェーに関する研究が少ない一因として、言語の違いと、ノルウェー語以
外の言語の資料の少なさの問題あげられる。そこで、本章では、ノルウェー語の資料を交
えてノルウェーの外交政策を分析していく。本章は、ミドルパワー研究の発展と共に、こ
れまでの国際関係論では、ほとんど研究されてこなかったノルウェーの外交を明らかにす
るという意義も持っている。 
	  
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
314例えば、Knut Heider, Norway: Elites on Trial (Oxford: Westview Press, 2001) などの研究があるが、
ノルウェーの外交・国際政策を中心に取り扱ったものではない。 
315 例えば、Cranford Pratt, Middle Power Internationalism (Kingston & Montreal: McGill-Queen’s 
University Press, 1990)はノルウェーをミドルパワーの一例として一つの章を割いているが、ノルウェーをミ
ドルパワーの一例とした根拠は不明瞭である。 
316 Stead M. Leonard and A. Small, Norwegian Public Diplomacy (London: The Foreign Policy Center, 
2003), 2. 
317例えば、Øystein Haga Skanland, “ “Norway is a Peace Nation”: Discursive Preconditions for the 
Norwegian Peace Engagement Policy,” Master Thesis presented to University of Oslo, 2008. 
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第一節	 ノルウェーのパブリック・ディプロマシー  
	 第一節では、ノルウェーのパブリック・ディプロマシーへの取り組みを分析していく。
ノルウェーのパブリック・ディプロマシーは、小国かつ、極北の一見目立たない国家にと
って、世界からの関心を集める上で重要な役割を果たす政策である。ノルウェーは、世界
からその存在を認知されるために、長い間パブリック・ディプロマシーに力を注いでいる。 
	 本節では、まず、パブリック・ディプロマシーとはどのようなものかについて検討して
いく。そして、特に中小国にとってのパブリック・ディプロマシーの戦略を分析した後、
ノルウェーのパブリック・ディプロマシー政策を具体的に明らかにしていく。 
 
１	 パブリック・ディプロマシー  
	 ジャン・メリッセン（Jan Melissen）は、パブリック・ディプロマシーを「新しいボト
ルに入れた、古いワイン」に例えている。名前は「パブリック・ディプロマシー」ではな
くとも、国家が自国のイメージや評判を操作しようとするのは、決して新しいことではな
いと彼は主張する318。実際に、古代ギリシャやローマでも、国外の世論を意識した外交
は進められてきた319。自国のイメージや評判を操作して国外の世論に働きかけるパブリ
ック・ディプロマシーは、「パブリック・ディプロマシー」という名がつく以前から、現
在でいうところの「ソフト・パワー」の伸張と活用を目指し、世界各国の政府によって行
われてきたのである。しかし、「パブリック・ディプロマシー」という名がつけられ、ソ
フト・パワーの概念と結びつけられて学界で研究されるのは、冷戦中から冷戦後にかけて
始まったことである320。 
	 冷戦後の現在、パブリック・ディプロマシーは、「国外の世論に、国のアイデアや理想、
組織や文化、また、国の目標や政策について伝えようとする政府のプロセス321」である
と定義付けられる。従来の一般的な国際関係のように、物理的な力による強制や威嚇に基
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
318 Jan Melissen ed., The New Public Diplomacy: Soft Power in International Relations (Hampshire: 
Palgrave Macmillan, 2005), 3. 
319 Ibid. 
320 Ibid., 5. 
321 Hans Tuch, Communicating With the World: US Public Diplomacy Overseas (New York: St Martin’s 
Press, 1990), 3.  
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づかず、国の魅力やイメージなどのソフト・パワー、または影響力を行使して世界に働き
かけ、また同時に世界に働きかけることでソフト・パワー、影響力の増強することを目指
す外交である。 
	 従来の外交が国と国の関係に限定されていたのに対し、パブリック・ディプロマシーで
は、国内の市民社会など非国家主体もアクターとなり、国際的な影響力を持つ。パブリッ
ク・ディプロマシーは、国家を中心とした階層構造ではなく、平等な国家や、市民、
NGO などからなるネットワークの中で行使される322。パブリック・ディプロマシーは、
国家と世界の市民社会との関係であるともいえる。外交官以外にも国際メディアや NGO、
学界や企業、市民社会も巻き込んだ外交なのである323。ただし、具体的に、どのアクタ
ーが、どのように、どの国のイメージに影響したのかという因果関係を明確に説明できな
いという側面も持っている。また、パブリック・ディプロマシーという言葉は、主にイメ
ージの向上や、好意的な影響力の伸張を指して使用される。つまり、ある国家の企業が、
別の国家で公害を引き起こしたなどの場合には、パブリック・ディプロマシーという言葉
は使用されない324。つまり、パブリック・ディプロマシーの対抗概念となる、イメージ
の低下やソフト・パワーの減少を指す言葉はまだないのである。よって、パブリック・デ
ィプロマシーは、まだ議論の余地を残す概念である。 
	 パブリック・ディプロマシーは、冷戦の終了と共に、特に元西側諸国にとって必要な外
交政策の一つとなり、9.11.の勃発と共に急速に重要性が認知された。現在は、自国を魅
力的に見せるだけでなく、他国との協力を維持するためにも必要な外交政策であると考え
られている325。冷戦期には、西側・東側ともに、イデオロギーと東西対立が、国家間の
連携を強めていた。しかし、冷戦以後は、他国との協力関係を強く保つための理由が必要
になったのである。また、NGO や企業などの非国家主体が国際的影響力を発揮し始め、
国際メディアが世界を繋ぎ始めたのも冷戦後である。市民社会や国際世論の力はますます
強くなっていき、国家にとって無視できないものとなった。そして、9.11.が、世界を動
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
322 Melissen, op.cit., 12. 
323 Jozef Bátora, “Multistakeholder Public Diplomacy of Small and Medium-Sized States: Norway and 
Canada Compared,” Discussion Paper in Diplomacy (the Hague: Netherland Institute International 
Relation ‘Clingendael’, 2005):1-2. 
http://www.peacepalacelibrary.nl/ebooks/files/Clingendael_20050300_cli_paper_dip_issue97.pdf (2014
年 4月 24日アクセス) 
324 Ibid., 3-4. 
325 Mark Leonard, C.Stead, and Smewing, Public Diplomacy (London: Foreign Policy Center, 2002), 3-4. 
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かしているアクターは、国家以外にも存在することを証明した。国家は、他国の政府以外
のアクターにも目を配らなければならないことを、強く認識したのである。 
	 さらに、冷戦後に勃発した、アフガニスタンやコソボでの紛争は、国際メディアによっ
て世界の人々から注目された。このため、冷戦後の紛争に関わるには、冷戦期のようなイ
デオロギーだけではなく、世界の人々からの支持が必要になっていった。仮に、紛争への
介入が成功しても、世界各国や国際世論からの批判に晒されることになれば、外交政策全
体としては成功とはいえなくなったからである。このため、諸国家は、世界に対して、い
かに自国を表現し、立場を示すかに慎重にならなければならなくなった。そこで、重視さ
れるようになったのが、パブリック・ディプロマシーである。 
	 上記のような対外軍事政策に伴うパブリック・ディプロマシーの例は短期的なものであ
る。この他にも、パブリック・ディプロマシーは中・長期的なものも存在する。対外経済
政策、対外支援政策または、対外軍事政策などについて、政府が自国の立場を、国際メデ
ィアなどを通じて発信するのは、短期的視野に立ったパブリック・ディプロマシーである。
自国の政策を説明する政府のメッセージは、国家のイメージを簡単に左右し、すぐに効果
が現れる。その一方で、短期的なイメージは、塗り替えられたり、消えていくのも早い。
この他に、長期的視野に立ったパブリック・ディプロマシーも存在する。これは、文化交
流や奨学金などによる学際交流などである。長期的な視野に立ったパブリック・ディプロ
マシーの効果は、すぐには現れないが、あらゆる政策に長期的に影響する。 
	 外交官が行う通常の外交政策以外にも、自国の経済、文化的要素などを使って世界に対
して自国の魅力を示すことは、大きな影響力があると考えられるようになった。例えば、
経済的な魅力を世界に示すことにより、世界中から投資を受け、輸出入が増加し、自国の
製品の世界での消費により、自国の経済が潤うことは、パブリック・ディプロマシーの目
標の一つである。また、パブリック・ディプロマシーによるイメージの向上は、経済的な
効果だけでなく、政治的にも効果があることが広く認識された。 
	 国のイメージの向上やソフト・パワーの増強を図る、パブリック・ディプロマシーであ
るが、その成功には、政府自身だけでなく国内の非国家主体の力が必要である。例えば、
国内の企業やメディアなどが国外に好意的な情報を発信することは、世界に対して大きな
アピールになる。ただし、そのためには、まず国内で自国の政府に対する好意的な情報が
共有されていなければならない。よって、世界で魅力やよいイメージを獲得するためには、
まず国内の国民自身や非国家主体に、自国に対して魅力を感じてもらい、よいイメージを
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与えることが重要である326。これ以外にも、国内の伝統文化や、音楽などの文化の発信
を支援することは、国の知名度や長期的な好感度にも影響する。加えて、政府の政策とは
離れたところでも、イメージや好感度は変化する。国内の芸術活動の世界的人気、また、
国内企業や NGO が行うイメージ操作もまた、国家全体のソフト・パワーに影響するので
ある。 
	 パブリック・ディプロマシーは、特に軍事力や経済力などの物理的な国力を多く持たな
い中小国にも、国際社会で認知を得る機会を与えるものである。国際社会の中でなかなか
認知されない中小国こそが、パブリック・ディプロマシーを駆使する必要があり、かつ有
利に活用できる327。中小国と大国にとってのパブリック・ディプロマシーの目的の違い
は、前者が世界から認知され、注目されることであるのに対し、後者は自国の立場の説明
やアイデアの普及、または自国のイメージを変化させるなどである328。ただし、影響力
の範囲の違いや、既に持っているソフト・パワーの規模や、投入できる外交資源の違いか
ら、中小国のパブリック・ディプロマシーはメッセージや、メッセージを伝える範囲を限
定せざるを得ない。 
	 中小国であってもパブリック・ディプロマシーを駆使して、世界に広く自国の活躍をア
ピールし、影響力を持つことが出来る点は、中小国にとって大きな利益となる。今後も重
要性を増していくパブリック・ディプロマシーであるが、マーク・レオナルド(Mark 
Leonard)たちは、実際には、多くの国の政府はまだ十分にパブリック・ディプロマシーに
注意を払っておらず、その政策も十分ではないと評価している329。実際に、現在、パブ
リック・ディプロマシーを効果的に活用している中小国はまだ少ない。これは、パブリッ
ク・ディプロマシーが効果を発揮するには、十分な準備が必要だからである。まず、どの
ようなイメージを世界にアピールするかを、明確に設定しなければならない。中小国は、
パブリック・ディプロマシーに投入できる外交資源も限られているためである。次に、政
府自身の他に、国内 NGO や企業などのアクターに、世界にアピールするイメージやメッ
セージを広く浸透させなければならない。そして、これら以外にも、世界に対する「宣伝」
活動の手段を慎重に検討する必要があるからである。 
	  
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
326 Evan H. Potter, Branding Canada: Projecting Canada’s Soft Power though Public Diplomacy 
(Montreal and Kingston: MacGill-Queen’s University Press, 2009), 55. 
327 Ibid., 37-38. 
328 Bátora, op cit., 4. 
329 Leonard et al., op. cit.,, 6-7. 
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２	 ノルウェーのパブリック・ディプロマシー 
	 ノルウェーはヨーロッパの中でも特に東に位置し、ロシアとも国境を接している。ノル
ウェーはヨーロッパの極東かつ、極北の国家の一つである。ノルウェーは、北大西洋条約
機構（以下、NATO）に 1949年に加盟したが、ヨーロッパ連合（European Union :EU）へ
の参加は二度の国民投票により否決された。現在は、欧州自由貿易連合（European Free 
Trade Association :EFTA）にのみ参加している。 
	 ノルウェーの国際社会での立場の難しさとして、まず総合的な国力の観点から小国であ
ること、政治的・地理的に孤立していること、言語の違いや、特に目立った文化などの特
色がないことなどが指摘されている330。不利ともいえる国際的立場を解消するために、
ノルウェーが注目したのが、平和促進者というイメージに基づくパブリック・ディプロマ
シーであった331。 
	 パブリック・ディプロマシーという分野では、ノルウェーはミドルパワーであると考え
られる。すでに述べたように多くの中小国は、パブリック・ディプロマシーに十分な注意
を払っていないにもかかわらず、ノルウェーは 1990年代から、特にパブリック・ディプ
ロマシーに注目して、積極的に多くの政策資源を投入している。この点から、ノルウェー
のパブリック・ディプロマシーに関する国際的地位は、スモールパワーであるとはいえな
い。一方で、ノルウェーは、パブリック・ディプロマシーに投入できる資源が限られてい
るため、発信するメッセージとその対象国を限定しなければならない。この点で、ノルウ
ェーはグレートパワーとはいえない。よって、ノルウェーは 1990年代から限定的ではあ
るが、比較的多くの予算と人員をつぎ込み、パブリック・ディプロマシーに取り組み続け
ているミドルパワーである。 
	 実際に、1990年代から、ノルウェーはパブリック・ディプロマシーに特に積極的に取
り組んできた。世界の中で認知されること、そして好意的な評判を得ることの重要さが政
治家の間でも認知されてきたからである。2002年のセミナーでは、当時のノルウェーの
外務大臣も以下のように発言している。「平和活動は、我々を興味深くする。我々はこの
ような成果をいくつかあげなければならない。冷戦はもはやそのような成果ではない332。」
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
330 Stead M. Leonard and A. Small, Norwegian Public Diplomacy (London: The Foreign Policy Center, 
2003): 2. 
331 Leonard, et al. op.cit., 54, 169-174. 
332 J. H. Matlary, “Verdidiplomati-kilde Til Makt? En Strategisk Analyse av Norsk Utenrikspolitikk,” 
Report No.46, (Oslo: Maktutredningen, 2002): 60. 冷戦期にはソ連と国境を接する国であったため、
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平和促進者としてのイメージを世界に広めるために、ノルウェーは具体案を検討した結果、
以下の四つの柱を策定した。そして、以下のようなイメージを世界に売り出していくこと
が目標とされた。第一に、人道的な側面で大国または、平和創出者であること。特にノル
ウェーの平和的なイメージを作り上げることは重視された。二番目に、自然と共にある社
会であること。三番目には、質の高い社会であること。最後に、国際主義的社会、または、
冒険の精神を持った社会であること、である333。 
	 ノルウェーのパブリック・ディプロマシー政策の特色としては、多アクター間での協力
と政府による限定的なリーダーシップが挙げられる。具体的には、1990年代に策定され
た、「チーム・ノルウェー」という言葉が挙げられる334。これは、ノルウェー政府が国内
の機関をまとめあげるために提案したものである。「チーム・ノルウェー」は、世界中に
置く大使館、観光協会、輸出協会、海産物輸出協会、商工会議所と、アメリカ国内に置く
ノルウェー情報センターの連携を指し、また、それを促進させるために生まれた言葉であ
る。「チーム・ノルウェー」は、情報の共有などの緩やかな協力を指すが、年に一度はす
べての組織が会合を開くなど、関係機関は強い連携を保っている。 
	 また、別の例として、外務省のウェブサイトが挙げられる。ノルウェーの外務省は、特
に多くの資料や情報を外務省のウェブサイトを通して発信しており、数多くのアクセス数
を誇る。また、世界各地の大使館のウェブサイトも統一されたデザインのもと、多くの情
報を発信している。これは、外部に対して「統一された外部への顔」を持つための政策で
ある335。 
	 また、ノルウェーのパブリック・ディプロマシーの特徴の一つとして、もう一つの多ア
クター間の協力が挙げられる。特に非政府団体との連携は、重要な役割を果たしている。
2004年に外務省に統合された、ノルウェー協力発展機構（Norwegian Agency for 
Development Cooperation: NORAD）は、世界的に活動するノルウェーの NGO や学術団体
などと幅広い繋がりを持っている。また、国内 NGO に対する経済的援助も行っている336。
これらの NGO などはノルウェー政府と協力して、国際的に発信するメッセージを明確に
統一して発信している。政府がメッセージを統一するのは、異なるメッセージをばらばら
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
西側諸国にとって地理的に重要な位置にある国家と考えられていた。同発言は、この事実を背景
に発言されている。  
333 Bátora, op.cit., 16. 
334 Ibid., 171-172. 
335 Ibid., 18-19. 
336 Eir ik  Chr is tophersen ,  “De Frivillige Organisasjonene i Norsk Bistand: Selvstendige Aktører Eller 
UDsforlengede Arm?,”Internasjonal Politikk 55 (1997): 266. 
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に発信するより効果的だからである337。特にノルウェー国内に存在する国際 NGO は、数
十年に渡り様々な国の NGO と協力関係を築いてきた。これによりノルウェー政府自身も
国内 NGO を通して、世界各国の国際 NGO と幅広い繋がりを持つことに成功している338。 
	 また、ノルウェー政府は範囲を限定して資源をパブリック・ディプロマシーに投入して
いる点も特徴的である。特に 1990年代から、国内外に向けて文書や外務大臣などの演説
でも、ノルウェーのメッセージは発信されている。外交白書や、外務省による政策レポー
ト、また、国外の演説でもノルウェーの平和促進活動が度々言及されている339。例えば、
1995年の政策文書と、開発援助の政策白書では、南側諸国での平和促進活動に、これま
で以上の外交資源と外交努力を注ぐことが、明確かつ、具体的に書かれており、強いメッ
セージ性を持っている。さらに、2000年 1月 1日にニューヨークで行われた、当時の首
相ヒェル・マグネ・ボンデヴィーク（Kjell Magne Bondevik）の演説では、ノルウェーは、
紛争解決と平和構築の努力の観点から、平和国家に他ならない、と明言している340。 
	 ノルウェーは、前述のように、国内・国外の関連アクター間で限定的なリーダーシップ
を発揮し、また発信するメッセージを統一して外交資源を最大限に活用することに加え、
メッセージを発信する対象国も限定して、必要な資源を集中させている。具体的には、特
に重要な二国間関係を築いてきた、六カ国を重視している。事例によって変化はあるが、
主にアメリカ、イギリス、フランス、ドイツ、日本、そして、ロシアの六カ国である341。
これらの国はノルウェーにとって政治・経済的に重要な国家であるためである。このよう
に、メッセージの内容と、発信する対象を小さく絞ることで、ノルウェーのパブリック・
ディプロマシーは効果をあげていると考えられている342。上記のような、ノルウェーの
パブリック・ディプロマシーは典型的な資源最大化外交である。よってこれは、パブリッ
ク・ディプロマシーの分野では、ミドルパワーに位置するノルウェーが、資源最大化外交
を採用した例である。 
	  
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
337 Bátora, op.cit., 20. 
338 Jan Petersen, “Peace Mediation and Reconciliation,” Joint Belgian-Norwegian Seminar on the 
occasion of the Norwegian State visit to Brussels, 21 May 2003.	 全文は以下のアドレスを参照
http://odin.dep.no/ud/engelsk/aktuelt/taler/statsraad_a/032171-090127/dok-bn-html.（20014年 5月 14
日アクセス） 
339 Øystein Haga Skanland, “ “Norway is a Peace Nation”: Discursive Preconditions for the Norwegian 
Peace Engagement Policy,” Master Thesis Presented to University of Oslo, 2008:47−48. 
340 Øystein Haga Skånland,  “ “Norway is a Peace Nation”: A Discourse Analytic Reading of the 
Norwegian Peace Engagement,” Cooperation and Conflict 45(2010): 40. 
341 Leonard et al., op.cit.,189-170. 
342 Ibid.,170. 
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第二節	 オスロ合意とノルウェー  
１	 ノルウェーの「平和促進活動」  
	 もう一つ、ノルウェーが力を注ぎ、かつ成果を上げている政策がある。それは「平和促
進活動」と呼ばれる、紛争の仲介や、紛争の当事者間の橋渡しである。この活動によって、
ノルウェー政府は、総合国力の観点からの小国の立場に反して、世界から活動実績を認知
されている。 
	 ノルウェー政府や国内 NGO は 1950年代から平和維持や国際仲介活動343に取り組んで
きた。「平和」という言葉は、1890年代からすでにノルウェーの外交政策の中で取り上げ
られてきており、「平和国家」という言葉は自国のアイデンティティの一部であった344。
冷戦期もノルウェーは、平和という概念を重視し続けたが、平和活動は世界の中で自国の
安全と豊かさを保証するための手段として考えられる傾向にあった345。しかし、冷戦の
終結は、ノルウェーに、仲介活動の意義拡大の機会を与えた。冷戦が終結した後は、東西
陣営のどちら側にいるのかという国際的な立場は意味を失い、世界中で仲介活動の実施が
容易になったのである。同時に、冷戦後のノルウェーには、国益の他にも、世界に共通の
利益が存在するという意識が生まれた。世界に活発に働きかけ、世界から認知を得ること
は、ノルウェーの外交政策の柱となった。この変化はノルウェーの防衛大綱の中にも読み
取れる。脅威に対する対応以上に、多国間協力や平和活動への参加が言及されるようにな
ってきている346。これは「関与政策」と呼ばれ、ノルウェーの平和促進活動や仲介活動
を活発にした347。ただし、この関与政策は、アメリカなどの紛争への軍事介入への幅広
い参加を指すのではなく、ノルウェー独自の利益に沿った、独自の平和活動を指している
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
343 「国際仲介」を J.バーコビッチは「武力を行使することなく、あるいは法の権威に訴えること
なく、紛争当事者が第三者の援助を求め、あるいは、第三者からの助けの申し出を受け入れる紛
争管理の過程」と定義している。Jacob Bercovitch and J.Theodore Anagnoson, Dennettle Wille, 
“Some Conceptual Issues and Empirical Trends in The Study of Successful Mediation in International 
Relations,” Journal of Peace Research 28 (1991): 8.   
344 Skånland,“Norway is a Peace Nation: A Discourse Analytic Reading of the Norwegian Peace 
Engagement,”: 36. 
345 Ibid., 36-37. 
346 Jon Meyer, “En Norsk Militær Doktrine - Behøves Det?” Internasjonal Politikk 53 (1995): 324.  
347 Rolf Tamnes, Oljealder. Norsk Utenrikspolitikks Historie, bind 6. Oslo: Universitetsforla- get (Oslo: 
University of Oslo, 1997), 69. 
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348。関与政策に沿って、特に 1990年代から、ノルウェーの平和促進・仲介活動は勢いを
増している。同時に、1990年前半のグァテマラでの仲介活動などの実績を経て、ノルウ
ェーの「平和促進者」という評判も、国内外に広がっていった。本論文が取り上げる
1993年のオスロ合意の他にも、グァテマラ、アフガニスタン、ミャンマー、ネパール、
フィリピン、ソマリア、スリランカ、スーダンなど、ノルウェーが関わってきた平和促進
活動は幅広い。 
	 1995年のノルウェー政府による政策白書は、平和活動の重要性が増していることを認
知するだけでなく、積極的な関与を進めていく方針を明らかにした349。平和活動はノル
ウェー外交の柱の一つと定められ、外務省には 2004年から和平調停を専門とする部門が
設けられている。また、国際援助にも熱心であり、ノルウェーは 1952年から国際援助を
開始した350。2009年の国際援助の予算は、フィジーの GDPより多い 26億 2千万円であ
る351。ノルウェーは、国際援助の GDPに対する割合が世界で最も高い国家の一つである
352。 
	 ノルウェーの平和活動の特徴をまとめて「ノルウェー・モデル」として、ノルウェー外
務省がホームページで発表している。ノルウェー・モデルとは、第一に、長期的に関与す
ること、第二に、人的・経済的支援を伴った平和活動をすること、第三に、ノルウェーの
NGOや市民社会と協力することである353。例えば、オスロ合意では研究機関である通称
ファフォ（Forskningsstifelse: FAFO）が、グァテマラではノルウェージャン・チャーチ・
エイド（Norwegian Church Aid）が、紛争の仲介において大きな役割を担った354。第四に
は、様々な平和活動で得た過去の経験を活用すること、アメリカや国連などの、国際情勢
の鍵となるアクターとよい関係を維持すること、また、植民地を保有した経験がないこと
を利用して信頼を得ること。最後に、ノルウェーが平和を創出するのではなく、関係アク
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
348 Øystein Haga Skånland, “Norsk Utenrikspolitikk i Fredens Tegn: en Diskursanalyse,” Internasjonal 
Politikk 67 (2009): 334. 
 
349 Javier Fabra-Mata, “Measuring The Effectiveness of Norwegian Peace Facilitation,” (Oslo: NOREF, 
Norwegian Peacebuilding Resource Center, 2014): 2. 
350 Kjetil Visnes, “Suvereniteten Som Forsvant- Norsk Bistand fra Stat til Folk,” Internajonal Politikk 57 
(1999): 221. 
351 Asle Toje, “Noesk Utenrikspolitikk: en Kritikk,” Nytt Norsk Tidsskrift 1(2010): 226. 
352 Qjyvind Osterud, “Lite Lind Som Humanitær Stormakt?” Nytt Norsk Tidsskrift 23(2006): 309. 
353 特に、Norwegian Red Cross, Norwegian People's Aid, Save the Children, Norwegian Church Aid な
どの NGO が例としてあげられている。Bernt Bucher-Johannessen, “Den norske modellen: Stat og 
samfunn hånd i hånd til fremme av Norge,” Internasjonal Politikk 57 (1999): 200.	   
354 Ibid., 211,213. 
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ター自身が平和を築くのを助けることである355。実際に、ノルウェーの平和活動は、和
平の強制や創出ではなく、関係者の対話の場を設定することを目的とすることが多い。 
	 ノルウェー・モデルで示された指針にあるように、ノルウェーの平和活動は、特に紛争
関係者間の対話を重視している。ノルウェーの外務大臣は、過去の平和活動の実績から四
つの教訓を得たと報告している。一つ目は、平和活動の中で、信頼醸成措置として、特に
対話を重視することである。ノルウェー政府は、紛争は力ではなく、対話を通した政治的
な過程でのみ解決できると考えている356。「対話がなくては、信頼を勝ち取ることも、
他のグループの立場や考えを理解することもできない。357」とアンカラでの演説の中で
も当時の外務大臣が述べている。二つ目に、仲介活動は、長期的視野を持って取り組まな
ければならないことである。仲介活動は、まず関係者をよく知り、紛争の仕組みをよく知
ることから始めなければならない。また、対話や仲介を持ち込むタイミングを、慎重に辛
抱強く待たなければならない。三つ目に、仲介活動は、包括性を持たなければならない。
女性や、地元企業などの市民社会も包括した、対話を行わなければならない。最後に、過
去の平和活動の実績の中で得た教訓を生かしていかなければならない、ということである。
実際に過去の平和活動を詳細に記録し残すこと、また、平和に関する研究を支援すること
が重要であると考えられている。 
	 上記のように、政府と NGO・市民社会を動員して平和活動に取り組んできたノルウェ
ーであるが、その成果については賛否両論ある。ノルウェーの平和促進活動だけでは、長
期的、かつ、効果的な和平は得られていないとの批判もある358。実際に、後述するオス
ロ合意でも、イスラエルとパレスチナ人の間で一定の合意には至ったが、その後の合意内
容の履行において様々な困難に直面している。明確な結果が出せなければ、ノルウェーの
平和政策は高く評価されることはないとの危機感もノルウェー内部には存在する359。一
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
355 Foreign Ministry of Norway, “Fred og Forsoning: Den Norske Modellen,” ‹http:// 
www.regjeringen.no/nb/dep/ud/tema/fred_og_forsoning/ fred_forsoning-2.html?id=446704›(2014年 5月
14日アクセス) 
356 B.Brende, “Opening statement.” Seminar on International Mediation Trends: Processes and 
Experiences. Norwegian Peacebuilding Resource Centre, Centre for Strategic Research of the Turkish 
Ministry of Foreign Affairs, and ihsan Dogramaci Peace Foundation Centre for Foreign Policy and Peace 
Research, Ankara, 2013, November 6th. ‹http://www.regjeringen.no/nb/dep/ud/aktuelt/taler_ar- 
tikler/bb_taler/2013/opening-statement-at-seminar-on- internat.html?id=745084›(2014年 4月 29日アク
セス) 
357 Ibid. 
358 Ø.Østerud, “Lite land som humanitær stormakt?” Nytt Norsk Tidsskrift 23 (2006): 303-316. 
359 Torbjørn L. Knutsen, “Fredsdiplomati: Spenning og Konsistens i Norsk Utenrikspolitisk Praksis,” 
Presented at Norwegian University of Science and Technology (NTNU), Trondheim.講演の全文は
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方で、肯定的な見方では、完全な「成功」とはいえなくとも、ノルウェーの仲介が紛争の
悪化を防いだ、との考え方もある360。 
	 ノルウェーの活動実績に限定されず、多くの平和活動の成果については、グレイ・ゾー
ンが幅広く存在する。ノルウェーが関わった案件以外にも、完全に紛争を解決したという
例は実は少ない。仮に対立するアクター間の武力行使を止めることができても、その後の
政治的対立の緩和や、紛争後の信頼醸成などにも長期にわたって関わっていかなければな
らないからである。多くの平和活動は、現在もこの長い過程の途中にいる。ノルウェーの
仲介行動も同様である。ノルウェーは軍事的対立の沈静化を目指し、対話を促進している
が、対話は長期にわたり、解決には至っていない案件を複数抱えている。これらはまだ
「成功」ともいえず、「失敗」ともいえないのである。「成功」という言葉をもっと広く定
義すべきであるという下記のような意見もある： 
 
私は、「成功」という言葉を対立アクターがテーブルにつき、合意に
サインする時にのみ使うのはあまりに狭い定義だと学んだ。ほとん
どの場合、我々が行うのはよい方向に向けることに貢献することで
ある361。  
 
	 では、ノルウェーの平和活動の成果をどのように評価すべきなのか、という疑問に至る。
そこで、ファブラ・マタ（Javier Fabra-Mata）は三つの尺度を提案している362。第一に、
対立するアクターの間で対話を行うことができたか。仮に和平合意に至らなくとも、対話
ができれば、対立アクターの行動が変化する可能性があるからである。第二に、対立アク
ター間で和平合意にサイン出来たか、である。第三に、対立が起こる可能性のある状況を
平和的に転換できたか、である。 
	 一方で、何らかの尺度で平和活動の成功の度合いや、業績を測るべきではないという意
見もある。元外務大臣ヨナス・ガール・スタール（Jonas Gahr Støre）は「（成功したかどう
かに）簡単な答えはない。これらは極めて複雑な問いである。業績をインデックスや、バ
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
http://www.regjeringen.no/nb/dep/ud/kampanjer/refleks/innspill/engasjement/knutsen.html?id=493346	 
(2014年 4月 16日アクセス) 
360 Javier Fabra-Mata, op.cit., 3. 
361 E.M.M. Nordviste, “How Do Other States See Norway as an International Peace Negotiator? Is there 
a Gap between the Norwegian View and How Other States Perceive Norway?” Master’s Dissertation 
Presented to University of Oslo, 2012: 80. 
362 Javier Fabra-Mata, op.cit.:4. 
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ロメーター、また、予算の桁ではかることは不可能である363。」と述べている。実際に、
ノルウェー政府の報告書では、紛争の仲介活動の成果を、何らかのデータで表すことが出
来ず、説明的に書くことしか出来ていない364。しかし、良い結果がまだ遠くても、平和活
動をやめるべきではない、との意見は多い365。これは平和活動の成否を、短期的な視野
で決めるべきではないという考えの現れである。 
 
２	 オスロ合意  
	 ここでは、ノルウェーの仲介活動を、特に世界に知らしめたオスロ合意を取り上げる。
オスロ合意は、長年対立してきたパレスチナ人とイスラエルの間の紛争を解決するための
重要な一歩とされ、世界中が注目した。 
	 1993年 9月 13日、世界中から注目される中、ホワイト・ハウスでイスラエルのイツハ
ク・ラビン首相（Yitzhak Rabin）とパレスチナ解放機構（The Palestine Liberation 
Organization, 以下 PLO）のアラファト議長（Yasser Arafat）は、パレスチナ暫定自治協定
に関する原則宣言、通称、オスロ合意に調印した。この原則の二つの骨子は、第一に、イ
スラエルを国家として、PLOをパレスチナの自治政府として相互に承認すること。第二
に、1993年 9月から、イスラエルが入植した地域の内、ガザ・エリコからイスラエルは
暫定的に撤退し、五年にわたってパレスチナの自治政府による自治を認める。その五年の
間に今後の和平交渉の詳細を協議することであった。1994年にガザ・エリコ合意が調印
され、1995年 9月に暫定自治合意が調印された。これらの合意が、通称オスロ合意と呼
ばれている。オスロ合意は、イスラエルとパレスチナ間の長い紛争の平和解決のための突
破口とされ、世界中から賞賛された。しかし、イスラエル・パレスチナともに、一時は平
和解決へ向かったものの、オスロ合意の当事者であったラビン首相の暗殺や、イスラエル
でのネタニヤフ右派政権の誕生、イスラエル首相のアリエル・シャロン（Ariel Sharon）
によるパレスチナ人への挑発行為などを受けて、和平への取り組みは危機に瀕した。結果
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
363 Jonas Gahr Støre State Secretary of Foreign Affairs of Norway, “Norway’s Conflict Resolution Efforts 
– Are They of Any Avail?” Oslo, House of Literature, 11 June 2010. 講演の全文は
http://www.regjeringen.no/en/archive/Stoltenbergs-2nd-Government/Ministry-of-Foreign-Affairs/taler-
og-artikler/2010/conflict_efforts.html?regj_oss=1&id=608187	 （2014年 5月 3日アクセス） 
364 Asle Toje, “Noesk Utenrikspolitikk: en Kritikk,” Nytt Norsk Tidsskrift 1 (2010): 226. 
365 Øystein Haga Skanland, “ “Norway is a Peace Nation”: Discursive Preconditions for the Norwegian 
Peace Engagement Policy,” Master Thesis Presented to University of Oslo, 2008:47. 
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として、未だに両者間の対立は解決しておらず、オスロ合意は事実上失敗と見なされてい
る場合が多い366。 
	 オスロ合意に至る交渉課程は、通称オスロ・プロセスと呼ばれている。オスロ・プロセ
スは、マドリード和平会議に端を発する。1991年 10月 30日から行われた、当時のソビ
エト連邦とアメリカが主導するマドリード和平会議において、イスラエルとパレスチナ人
は、初めて同じテーブルにつき、会談を行った。ただし、イスラエルが PLO側の代表者
の出席を拒否したため、パレスチナ人代表はアラファトではなく、ヨルダン・パレスチナ
合同代表団が務めた。マドリード和平会議には、イスラエルと、イスラエル近隣のヨルダ
ン、レバノン、シリア、そして、パレスチナ人の代表が参加した。マドリード和平会議は、
それぞれの国の代表とイスラエルとの二国間交渉と共に、水、環境、軍備管理、難民、そ
して、経済発展という五つの地域的課題を多国間で協議するものであった。しかし、交渉
は程なく頓挫した。イスラエル・パレスチナ人の間では様々な提案がされたが、結局合意
することが出来なかったのである。また、多国間交渉でも、アラブ諸国やイスラエルの交
渉拒否など、様々な問題が浮上し合意に至ることは出来なかった。 
	 マドリード会議から暫くたって、イスラエル、パレスチナ人の双方と良好な関係にあっ
たノルウェーの仲介により、オスロでの秘密かつ、非公式な和平交渉の場が設置された。
ノルウェーの主催する交渉に参加したのには、イスラエル・パレスチナ双方の政治指導者
が、真剣に交渉に挑む動機を持っていたからである。イスラエルのラビン首相は選挙の際
に、パレスチナ人との和平プロセスを前進させると約束したが、マドリード会議では、何
の進展も見られなかった367。マドリード交渉の失敗で、ラビンは、PLOとの直接交渉が
パレスチナ人との和平促進への唯一の有効な手段であると気づいた368。もう 1つラビン
が憂慮していたのは、パレスチナ人のイスラム原理主義組織ハマスが力を増していたこと
である369。対イスラエル強硬派のハマスよりも、PLOとの交渉の方が好ましいと考えら
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
366 現在も対立と紛争が続いているという事実の他、インタヴューでも、そもそも、オスロ・プロ
セスは失敗であったという意見もある。Sverre Lodgaard へのインタヴュー。 
367 Rune Salte, “From Madrid to Oslo I: Two Level Analysis of the Israel-Palestinian Peace 
Negotiations,” Master Thesis Presented to the University of Oslo (2008): 44. 
368 田中宏明「オスロ合意と和平プロセスの構造−仲介と問題解決」『宮崎公立大学人文学部紀要』
10、178頁。 
369 Hilde Henriksen Waage, Norwegians? Who needs Norwegians?: Explaining the Oslo Back Cannel: 
Norway’s Political Past in the Middle East, Evaluation Report 9/2000(Oslo: International Peace 
Research Institute, 2000) http://www.regjeringen.no/en/dep/ud/documents/Reports-programmes-of-
action-and-plans/Reports/2001/norwegians-who-needs-norwegians.html?regj_oss=1&id=451594 (2014
年 5月 22日アクセス) 
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れた。一方で、PLOのアラファト議長も、イスラエルの右派リクード政党の政権より、
生真面目で現実主義的なラビン首相との交渉が望ましいと考えた。両リーダーは一定の合
意が達成出来なければ、イスラエルとパレスチナ人の対立の悪化は間違いなく、また自ら
の政治生命を危険に晒すことを認識していたのである370。 
	 1993年 1月 21日に第一回目の非公式会合がノルウェーで始まった。これがオスロ・プ
ロセスの主体である。マドリード会議とは異なり、パレスチナ人代表として、PLOが交
渉団を派遣した。一方、イスラエルは、非公式代表という形で、「民間人371」の交渉団を
派遣した。第一回は、双方の間で、何を目標として交渉を進めるかが話し合われた372。
この第一回目の会合で、両代表は、イスラエル・パレスチナ人問題の歴史的な背景や、お
互いの歴史認識については、今回の一連の交渉では扱わないことに同意した。歴史の問題
は、これまでいろいろな和平努力が頓挫してきた要因の一つであったからである。歴史の
問題には触れないという同意は、オスロ・プロセスを潤滑に進める重要な要素になった
373。2月 11日に始まった、第二回目の交渉は具体的な問題に踏み込み、後のパレスチナ
暫定自治協定の主要条項が明らかになり始めた。3月 20日の第三回目の交渉には、自治
協定の草案が交渉に持ち込まれた。第四回、第五回の交渉で、協定の内容が具体的に話し
合われた。この頃、パレスチナ人側は、イスラエル側の代表が非公式であることに苛立と
不信感を感じ始めていた。パレスチナ人側の代表は、ノルウェーにイスラエルに公式な代
表を送るよう説得するように、圧力をかけた374。 
	 ノルウェーの説得と、イスラエルの外務大臣シモン・ペレス（Shimon Peres）の決断に
よって、第六回目の交渉には、イスラエル政府は、これまでの非公式代表に代わって、政
府高官ウリ・サヴィル（Uri Savir）375と、過去にイスラエルが行った様々な和平交渉に参
加した経歴を持つ法律家ヨセル・シンガー（Yosel Singer）376を派遣し、交渉は公式代表
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
370 田中、前掲書、179頁。 
371 当初、イスラエル側の代表団は学者で形成されており、「民間人」とされていた。ただし、この
学者たちはイスラエルの外交官と近い関係にあり、会談の内容は、特定の外交官に詳細に報告さ
れていた。 
372 長谷川正国、「1993年パレスチナ暫定自治原則の締結交渉に関する実証的研究−『発展的周旋』
の観点より考察したオスロ合意の成立過程（２）」『法学論叢』57、2013年、499頁。 
373 Jane Corbin, Gaza First: The Secret Norway Channel to Peace between Israel and The PLO (London: 
Bloomsbury, 1994), 46. 
374 Ibid.,70-77. 
375 サヴィルは５年間、ニューヨークのユダヤ人の領事館に務めていた。 
376 シンガーはイスラエル陸軍の大佐であり、軍の国際法専門の弁護士であった。1974年のエジプ
トとの合意、1979年のキャンプ・デイヴィッド協定でも活躍した。さらに、ラビンとは５年に渡
る旧知の仲であった。 
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の間で行われることとなった。これは、イスラエル政府がオスロでの交渉を、政府の重要
事項として積極的に進めていくことを決意したことの現れであり、またそれをパレスチナ
人側に証明するものであった。第七回目の交渉は 6月 13日に行われ、イスラエル側のシ
ンガーが中心となってイスラエル首相ラビンの意向を PLO側に伝えた。これによって、
PLO側の交渉団も、イスラエルがオスロでの交渉を真剣に受け止めていることを十分理
解した377。 
	 七回目の交渉から間もなく、6月 27日に第八回目の交渉が行われた。ここでは、イス
ラエルと PLOの相互承認に関する具体的な提案が、初めて話し合われた。7月 6日に行
われた第九回目の交渉では、イスラエル側が、以前よりも具体化・整理された合意草案を
持ち出した。そのため、両者の交渉はいよいよ終盤に入り、長時間にわたり厳しいものと
なった。 
	 両者の間でオスロ協定の策定を巡り、本格交渉に入ったため、次の第十回目の交渉は
7月 11日と、前回から一週間も空けずに行われた。両者は、合意の草案に様々な修正要
求を行い、議論は激化した。これらは全て両者にとって重要な問題であり、容易には解決
できない論点であった。しかし、両者がそれぞれ難しい論題を持ち出すことは、交渉が終
盤に入ったことを意味していた。それぞれの交渉団は、交渉が終了する前に、自身の必要
条件を確認し、相手側へ提案しなければならないからである378。第十回交渉では、お互
いの要求が折り合わず、両交渉団はそれぞれ議題を本部に持ち帰り、本部で改めて議論し
直すこととなった。こうして、オスロでの交渉は一旦膠着状態に陥った。 
 	 この膠着状態に際し、ノルウェーのヨハン・ホルスト外相（Johan Jørgen Holst）は、
アラファト議長と、イスラエルのペレス外相にオスロ合意に向けた交渉を再開するための
働きかけを行った。ノルウェーの熱心な説得を受けてイスラエルは交渉再開を決め、
PLO側もこれに合意した。 
	 第 11回目の交渉は、白熱したものになった。交渉は何度も決裂しかけたが、立ち会っ
ていたノルウェー人たちの努力により継続された。両代表団は残された課題を再び本部に
持ち帰って再検討することが決まり、第 11回交渉は無事に終了した。 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
377 長谷川、前掲書、「1993年パレスチナ暫定自治原則の締結交渉に関する実証的研究−『発展的周
旋』の観点より考察したオスロ合意の成立過程（２）」、510−511頁。 
378 長谷川、同書、514頁。 
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 8月 13日に行われた第 12回目の交渉では、最終的な合意に至ることが目標とされた。
交渉の終わりはもう近くまできていることは、全ての参加者の目に明らかだった。しかし、
これまでの交渉で数多くの妥協点を見出してきた交渉団だったが、今回のイスラエルの妥
協案は PLOのアラファトに受け入れられず、最終合意に至ることは出来なかった。ただ
し、第 12回の交渉で、「もはや代表団の間で合意を達成することは困難であり、最高意
思決定者の直接交渉を必要とする段階に達した379」ことが認識され、交渉は最終段階に
入った。 
	 イスラエル側の最高意思決定者の一人、ペレス外相は 8月 17日にスウェーデンを訪問
した。ペレス外相はスウェーデンのストックホルムから、アイルランドにいるホルスト外
相を呼び出した。ペレスは、駆けつけたホルストに対し、イスラエルと PLO間の電話交
渉の場で、自身の「代弁者」となることを求めた380。こうして、電話交渉は 17日夜に始
まった。電話交渉には、イスラエル側からはペレス外相とラビン首相を含む交渉団が、
PLO側からはアラファト議長を含めた六人の交渉団が参加し、ホルストが二者を仲介し
た。まさしく、最高意思決定者の意向を直接反映した交渉の場が設定されたのである。こ
うして交渉の最終段階は始まった。八時間にも及ぶ電話交渉の間、ホルストは両者に様々
な提案をし、仲介役を務めた。 
	 18日早朝まで電話交渉は続いた。そして、最後の電話で交渉はついに合意に至ったの
である。翌日、ノルウェーの迎賓館で、関係者のみの仮署名式が行われた。仮署名が行わ
れるとすぐに、イスラエルと PLOは近隣諸国の一部の関係者にのみ、この事実を伝達し
た。 
	 8月 29日、イスラエルの新聞ハーレツは、イスラエルと PLOが仮署名に至ったことを
報道した。これは、イスラエル政府の関係者からの情報漏洩のためと考えられる381。仮
署名のニュースはすぐに世界中に広まった。そして、翌日、イスラエル政府は仮署名の事
実を正式に認めた。 
	 ノルウェー主催の秘密交渉の存在と、オスロ合意が仮署名に至った事実に世界が驚く中、
８月 30日には、オスロでメディアの目を避けながら、大詰めの交渉が行われた。オスロ
合意に含まれる項目の実施に関するガイドラインがこの会合で話し合われたが、ここでは
まだ合意には至らなかった。 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
379 長谷川、同書、523頁。 
380 Jane Corbin, op. cit., 154. 
381 長谷川、同書、531頁。 
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 9月 3日、ペレスとホルストは密かにパリで再会し、ホルストを介してペレスとアラフ
ァトの間で激しい議論が交わされた。しかし、またも合意には至ることが出来なかった。
9月 9日、ホルストが率いるノルウェー代表と共に、イスラエルと PLOのそれぞれの代
表団が、またもパリに集合した。ここでは、PLOによるイスラエルの承認に関して、ま
た、パレスチナ人による、イスラエルに対するテロや暴動行為を PLOが規制することな
どが話し合われた。今回の交渉では、両交渉担当者の信頼関係に基づく妥協が功を奏して、
合意に至った。合意内容を示す書簡は、ホルストも含めて、イスラエル・PLOの三者間
で交換された。ワシントンでの正式な署名式は前述のように 9 月 13 日に行われた。後に、
アラファト、ペレス、そしてラビンはオスロ合意による功績を讃えられ、ノーベル平和賞
を受賞した。 
 
３	 ノルウェーの役割  
	 オスロ合意にノルウェーが関わった動機として二点あげられる。第一に、ノルウェーが
平和促進活動に力を入れていたことである。自身の平和活動を通して、世界からの認知を
求めるノルウェーにとって、様々な紛争の仲介に関わってきた中でも、パレスチナ・イス
ラエル間の紛争ほどの仲介ほど世界から注目されるものはなかった。また、イスラエルと
パレスチナ双方との利害関係もなく、友好関係を保つノルウェーにとっては、イスラエ
ル・パレスチナ間の橋渡しは不可能ではなかった。 
	 第二に、当時の外務省の中核には、イスラエル・パレスチナ問題に関心を持つ人物が集
まり、相互に補佐する関係にあった382。外相イェンス・シュトレンベルグ(Jens 
Stoltenberg)はイスラエルとパレスチナ間の紛争の仲介をすることを長い間、密かに計画
していた。シュトレンベルグは、このことを自らが信頼する外務次官ヤン・エゲランド
(Jan Egeland)に話し、賛同を得ていた。また、イスラエル・パレスチナ問題に強い関心を
持つ外交官モナ・ユール(Mona Juul)はシュトレンベルグに信頼される外交補佐官であり、
かつ、彼女のパートナーは、オスロ合意の形成過程で重要な役割を果たした人類学者テリ
エ・ラーセン(Terje Larsen)である。 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
382 長谷川正国「1993 年パレスチナ暫定自治原則の締結交渉に関する実証的研究」−『発展的周旋』
の観点より考察したオスロ合意の成立過程（１）」『法学論叢』57、2012年、289-290 頁。 
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 さらに、オスロ合意の成立を成功させた要因として、三つの点が指摘できる。第 一に、
「相手の存在を正式に承認しない 二つの団体を接近させて直接交渉に導いた第三者が存
在した」こと。第 二に、「イスラエルという国家と PLO という民族解放団体の間の明ら
かに対等でない、しかも激しく対立する 二当事者間の交渉が極秘裏に実行された」点で
ある。第 三 に、「難交渉を粘り強く成功させる強固な信念と想像を絶する交渉力を備え
た有能な交渉者が存在した383」点である。この三つ要因すべてに関わったのが、交渉に
関与したノルウェー人たちであった。 
	 まず、第一の成功の要因である、二つの団体を接近させて、直接交渉に導いた第三者と
は、ノルウェー人の人類学者テリエ・ラーセンとノルウェーの国際的地位である。ラーセ
ンは、何とかイスラエルとパレスチナ人を和解させられないかと強く望むノルウェー人の
一人であった。パレスチナ難民の生活状況を研究していたラーセンは、マドリード会議の
ためにロンドンを訪問していたイスラエルの代表と、パレスチナ人の代表の両方に面識が
あった。ラーセンは、ロンドンで両代表を非公式にかつ、秘密裏に会わせることに成功し
た。そして、両者の同意の下、ノルウェーの仲介で、オスロで再び秘密裏に会合する約束
を取り付けた。 
	 また、第十回の交渉決裂の後、ノルウェーの説得により、イスラエル・PLO両者が交
渉の再会を決め、行われた第 11回目の交渉も白熱し、話し合いは何度も中断された。双
方の代表者が事実上、席を立ち交渉が決裂する危機は何度もあった。この際にも、両者を
宥め、交渉の場に押しとどめたのは、交渉の場をホストするラーセンであった。よって、
ラーセンの存在なしには、オスロ・プロセスが開始されることも、また、継続されること
も無かったといえる。 
	 ラーセンの存在に加えて、当時のノルウェーは、国際関係上の立場の観点から、イスラ
エルと PLOの二者を引き合わせるのに適任であった。ノルウェーは歴史的にも経済的に
も、イスラエルとパレスチナ人の双方とも利害関係がなかった。また、ノルウェーは、イ
スラエルに反発するヨーロパ連合（the European Union 以下、EU）に加盟していなかった
ことも功を奏し、双方と友好関係を維持していた。 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
383長谷川、同書、255−256頁。また、Ofira Seliktar, Doomed to Failure?: The Politics and 
Intelligence of the Oslo Peace Process (Santa Barbara: Abc Clio, 2009), 41.にもイスラエル・パレスチ
ナ人の間の新しい外交には、「完全な秘密性」、「正式でも公式でもないチャンネル」、「第三者の仲
介」、「交渉者間の信頼構築」、「建設的な曖昧さ」が強調されるとある。 
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 特に、ノルウェーとイスラエルは親交が深かった。イスラエルが建国された 1948年頃
のノルウェーは、保守的なクリスチャンの国であり、イェルサレム周辺地域をユダヤ人の
土地と見なす教育が広く行われていた。よって、イスラエルが建国された際には、宗教的
な背景から、イスラエルを強く支持していた。また、同時期に社会民主党政権であったこ
とも、両者の関係を強くした。1952年に、ノルウェーは、イスラエルからアラブ諸国と
の直接交渉を仲介することを頼まれたこともあった。直接交渉は実現しなかったが、これ
はイスラエルとノルウェーの信頼関係の強さを示している384。 
	 一方で、ノルウェーはパレスチナ人とも良好な関係を築いていた。1970年代から、ノ
ルウェー国内の政治家たちが、以前は「アラブ諸国の難民」としてしか認識されてこなか
ったパレスチナ人たちにも、目を向けるようになっていった385。パレスチナ難民の問題
を扱う、国際連合パレスチナ難民救済事業機関(United Nations Relief and Works Agency for 
Palestine Refugees in the Near East: UNRWA)へのノルウェーの支援強化が、初めて国会で
議論されるようになったのもこの時期である。1971年には、当時のノルウェーの外務大
臣アンドレアス・カッペレン(Andreas Cappelen)が、パレスチナ難民問題の平和的解決な
しには、アラブ地域は安定しないと国連で主張した。 また、国連レバノン暫定軍（UN 
Interim Force in Lebanon:UNIFIL）が設立された際に、ノルウェー防衛省がアラファトと
連絡を取っており、これが PLOとの、政府高官レベルでの初めての会合であるとされて
いる386。 
	 1990年代には、ノルウェー内部で、外交官やシンクタンクがパレスチナ問題を解決す
る必要性を主張した。1987 年にノルウェーの外務大臣に任命されたイェンス・シュトル
テンベルグはノルウェーがイスラエルと PLO の橋渡しをすることを、密かに計画してい
た。 
	 PLO のアラファトがノルウェーを仲介者として受け入れたのには、三つの背景がある。
第一に、ノルウェーはイスラエルと良好な関係を築いており、交渉仲介者として適任であ
ると考えたからである。第二に、ノルウェーは真面目かつ文明化された国であるので、自
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
384 Hilde Henriksen Waage, Norwegians? Who Needs Norwegians?: Explaining the Oslo Back Cannel: 
Norway’s Political Past in the Middle East, Evaluation Report 9/2000(Oslo: International Peace 
Research Institute, 2000) http://www.regjeringen.no/en/dep/ud/documents/Reports-programmes-of-
action-and-plans/Reports/2001/norwegians-who-needs-norwegians.html?regj_oss=1&id=451594 (2014
年 5月 22日アクセス) 
385 Ibid. 
386 Arne Ørum, Fred i Vår Tid: Retorikken bak Oslo-prosessen (Trondheim: Tapir akademisk forlag, 
2004), 121. 
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国の利益のために仲介を申し出たのだ、という批判に晒されることはないだろうとアラフ
ァトは考えた。第三に、ノルウェーはアメリカとも強い繋がりを持っていた。アラブ諸国
とイスラエルの問題全体の中で、アメリカは重要なアクターであると考えられていた387。 
	 オスロ合意に至るまでの約八ヶ月間にイスラエルと PLOの交渉はすべてノルウェーの
主催で、主にノルウェー国内で行われた。当初、ノルウェーは仲介人（mediator）という
より世話人（facilitator）の役割を演じることに徹した。当事者を一同に集め、交渉の場
を提供し、交渉担当者間での信頼関係を築くために努力し、それぞれが直面する難題を双
方に説明することに傾注した388。このノルウェーの姿勢を、後にホルストは、当事者間
のみで合意に至った方が、双方が合意内容を履行するための正統性と義務が強くなると述
べている389。ノルウェーによるこの促進的役割が、交渉の成功に決定的に重要であった
との評価もある390。実際に、ノルウェーでの仮署名の際に、イスラエル側は、「ノルウェ
ーなしには、歴史的な宣言は今日の合意に至ることはなかった」と述べている391。 
	 しかし、交渉が進行するにつれて、ノルウェーは実質的な仲介役も果たすことになって
いった。第十回目の交渉での膠着状態に際し、ノルウェーのホルスト外相は、アラファト
議長と、イスラエルのペレス外相に、オスロ合意に向けた交渉を再開するための話し合い
を持ちかけた。アラファトとペレスはこれに応じ、ノルウェーを介して書簡のやり取りを
行った。ノルウェー側は両者に対して、双方が真剣に交渉に臨み、合意の形成に取り組ん
でいることを強調した392。ノルウェーから得た情報や書簡の内容を検討したイスラエル
は、交渉再開を決め、PLO側もこれに合意したのである。 
	 第二のオスロ合意締結が成功した要因は、交渉が秘密裏に行われたことである。イスラ
エルとパレスチナ人の間での、オスロ合意の骨子が決まるまでの交渉が秘密裏に行われた
のも、ノルウェー独特の平和活動の戦略である。交渉を秘密裏に行うことによって、当事
者内部の政治的事情や、諸外国の利害から、交渉担当者を切り離して話し合いを行うこと
が出来たのである。ノルウェーの仲介により、1993年 1月からイスラエルとパレスチナ
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
387 Hilde Henriksen Waage, op.cit. 
388 Corbin, op.cit., 40. 
389 Ørum, op.cit.,119. 
390 Jacob Bercovitch, “Conflict Management and the Oslo Experience: Assessing the Success of Israel-
Palestinian Peacemaking,” International Negotiation 2 (1997): 228-232.  
391 Corbin, op.cit., 169. 
392 長谷川、前掲書「1993年パレスチナ暫定自治原則の締結交渉に関する実証的研究（２）」、518
頁。 
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人の間で秘密交渉が始まったが、オスロ・プロセスの存在を世界中が知ったのは、1993
年 8月 29日である。 
	 また、秘密交渉であったため、両代表は自由に個人的関係を構築することが出来た。交
渉参加者はそれぞれ、相手を人間として理解し、また代表としての責任や恐怖感、そして
本部からの束縛についても分かりあえることが出来た393。個人としての関係の中でこそ、
代表者間の信頼関係が生まれた。この代表者間の人間関係と信頼関係こそが、オスロ・プ
ロセスの成功に最も大事な要素であったという評価もある394。また、秘密交渉は、公開
された交渉よりも緊張感の少ない、外部からの干渉の少ない状況で、問題の解決案につい
て話し合うことが出来るのである395。 
	 第三のオスロ合意締結の成功の要因として挙げられるのが、有能な交渉者の存在である。
オスロ・プロセスにはノルウェーの外交官やシンクタンク関係者が交渉に関わったが、中
でも特筆されるのが、ラーセンとホルスト外相の活躍である。前述のようにラーセンはイ
スラエル・パレスチナ人の間の秘密交渉の発起人である。交渉開始から長い間、秘密交渉
の場所や会合の日程調整などに務め、全ての交渉に立ち会った。また、イスラエルと
PLOの交渉担当者の間を取り持ち、友情を芽生えさせることに成功した。よって、ラー
センは交渉担当者の一部から交渉の舞台設定者（stage manager of the talk）と考えられた
396。ラーセンはあくまで、平和交渉の実質的な仲介役ではなく、平和交渉の促進者とし
て、裏で交渉を支える役割を果たしたが、ラーセンの存在なしには、平和交渉自体の開始
もなかったと言える。 
	 また、1993年に外相に就任したホルストは、前任者シュトルテンベルグ外相の理念を
引き継ぎ、イスラエル・PLO間の秘密交渉を継続した。さらに、ホルストはノルウェー
政府の交渉への関与の度合いを強め、毎回の交渉の後に、両者に交渉内容の報告を求め、
交渉の詳細を完全に把握することに務めた397。そして、この後の交渉において、ホルス
ト外相は何度も、重要な局面での仲介役を果たしていくことになる。 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
393 田中、同書、180頁。 
394 Ørum, op.cit., 195 
395 Rune Salte, “From Madrid to Oslo I: Two Level Analysis of the Israel-Palestinian Peace 
Negotiations,” Master Thesis presented to the University of Oslo, 2008: 48. 
396 Corbin, op.cit. : 139. 
397 長谷川、前掲書、「1993年パレスチナ暫定自治原則の締結交渉に関する実証的研究（２）」503
頁。 
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 まず、第十回交渉で、両交渉団の要求が折り合わず、膠着状態に陥ったオスロ・プロセ
スを再起動させたのは、ホルストである。第十回交渉が結果を出せないまま終了した直後
の 7月 13日、ホルスト外相はアラファト議長と会談した。「この会談の意義は、アラフ
ァト（議長）にオスロ・チャンネルが信頼できるものであるという印象を植え付けるとと
もに、ホルストがアラファトに対して信頼感を抱くようになったことにある398。」同時に、
ホルストが、交渉を再開し、次の交渉でオスロ合意の原則を仕上げることを、提案する内
容の書簡がラーセン夫妻により、ノルウェーからイスラエルに届けられた399。イスラエ
ルのペレスはノルウェーを代表して訪れたラーセン夫妻に対して、パレスチナ人との合意
は中東全体にとって重要なものになる、という彼の信念を伝えた400。これらのやり取り
と、数回に渡る書簡の交換によって、イスラエルと PLOはオスロ合意に向けた交渉を再
開することを決めたのである。 
	 次に、第 12回目の交渉の後、8月 17日に、ホルストは、スウェーデンを訪問したイス
ラエルのペレスに呼び出された。ペレスは、すぐに駆けつけたホルストに対し、代弁者と
なって、第 12回目の交渉での未解決部分を、アラファトと交渉することを求めた。ノル
ウェー側はすぐに、電話会談の場を設け、17日深夜には電話による交渉が始まった。ホ
ルストはこの電話会談の中で仲介役を務め、双方に様々な提案をした。ホルストは、これ
までの毎回の交渉の後に、両者に交渉内容の報告を求め、交渉の詳細を把握することに務
めていたため、両者が直面する問題や交渉の進捗状況を全て把握していた。このため、ホ
ルストは様々な提案をすることが可能であった。こうして、ホルストの仲介により、両者
はついに合意に達したのである。ホルストの存在なしには、交渉の継続はもとより、合意
に達することは出来なかった。 
	 以上のように、ノルウェーと交渉に携わったノルウェー人たちはそれぞれ、オスロ合意
の締結に重要な役割を果たした。まず、ノルウェーが、イスラエルとパレスチナの間の橋
渡しに強い関心を持っていたことが、オスロ合意の交渉プロセス開始の鍵であった。そし
て、当時のノルウェーの両者との友好関係、また、ラーセンやホルストの活躍、これらの
どれが欠けてもオスロ合意は成立しなかったのである。 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
398 長谷川、同書、515頁。 
399 ラーセンの妻は、モナ・ユールというノルウェーの外交官である。 彼女もまたオスロ・プロセ
スに深く関与すると同時に、外交官としてホルストから強い信頼を得ていた。 
400 長谷川、前掲書、「1993年パレスチナ暫定自治原則の締結交渉に関する実証的研究（２）」、
516頁。 
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第三節	 ノルウェーとミドルパワー  
	 上記のような、いわゆる小国のもとは思えない国際的活躍を見せたノルウェーであるが、
ノルウェーは公式に自国をミドルパワーと称していない。例えば、2003年にノルウェー
のブリュッセルで行われた外務大臣の講演でも、自国を小国と形容している401。ノルウ
ェーは多くの場合、自国を小国と形容しているが、これは総合国力の目安に基づいてであ
る。また、ノルウェーが小国とされるのは、ヨーロッパの中でも極東、極北に位置するこ
と、また EU に加盟してないことに起因する政治的孤立などにも基づいている。 
	 しかし、本研究が既に指摘したように、問題分野を絞った場合、ノルウェーの違う顔が
見えてくる。つまり、仲介行動での活躍に焦点を絞ると、ノルウェーは小国とはいえない。
ノルウェー国内では、仲介行動は、小国であるノルウェーに適した外交であるともいわれ
ている402。しかし、一方で、ノルウェーは国内外に対して「人道大国」というスローガ
ンを掲げるなど、平和活動は外交政策の柱に位置づけられている403。また、冷戦時代か
らの仲介行動の伝統、そして、冷戦後に特に活発になった、様々な場所での仲介行動の
数々に範囲を絞れば、ノルウェーは、紛争の仲介、平和活動の分野での業績から、ミドル
パワーであるといえる。 
	 しかし、既に指摘したように、平和活動や仲介活動は、結果を出さなければ評価されな
い、との声もある404。実際に、ノルウェーが行っている平和活動や仲介活動は、未だ明
確な成果を出せず、いわゆる成功と失敗の間のグレイ・ゾーンであるものが多い。世界に
仲介行動の業績を広く認知されるためには、オスロ合意のように、一定の成果を明確に出
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
401 Vidar Helgesen  State Secretary of Foreign Affairs of Norway, “Peace, Mediation and Reconciliation:   
The Norwegian Experience,” Brussels, 21st May 2003. 講演の全文は
http://www.regjeringen.no/en/archive/Bondeviks-2nd-Government/ministry-of-foreign-affairs/Taler-og-
artikler-arkivert-（2014年 5月 12日アクセス）individuelt/2003/peace,_mediation_and_reconciliation-
the.html?id=267693から閲覧可能（2014年４月 30日アクセス） 
402 Torbjørn L. Knutsen, “Fredsdiplomati: Spenning og konsistens i norsk utenrikspolitisk praksis,” 
presented at Norwegian University of Science and Technology (NTNU), Trondheim.講演の全文は
http://www.regjeringen.no/nb/dep/ud/kampanjer/refleks/innspill/engasjement/knutsen.html?id=493346(2
014年 4月 16日アクセス) 
403 Asle Toje, “Norsk Utenrikspolitikk – en Kritikk.” Nytt Norsk Tidsskrift 1 (2010): 225. 
404 Torbjørn L. Knutsen, “Fredsdiplomati: Spenning og konsistens i norsk utenrikspolitisk praksis,” 
presented at Norwegian University of Science and Technology (NTNU), Trondheim.講演の全文は
http://www.regjeringen.no/nb/dep/ud/kampanjer/refleks/innspill/engasjement/knutsen.html?id=493346	 
(2014年 4月 16日アクセス) 
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す必要があると考えられている。この点で、まだ、多くの明確な結果を出していないノル
ウェーは紛争の仲介活動分野でも大国とは言い切れず、ミドルパワーに留まっている。 
	 第四章で整理したように、仲介活動の分野において、ミドルパワーであるノルウェーの、
オスロ合意に関する政策は、資源最大化型外交の観点から説明できる。具体的には、紛争
の仲介は限られた人員などの外交資源を最大限に活用して行っている。オスロ合意の場合
も、ラーセンやホルストなど重要な役割を果たしリーダーシップを発揮した人物は限られ
ている。秘密交渉であったため、ノルウェー外務省内部にもオスロ・プロセスの進行を知
らない外交官もいたほどである。また、限られた外交予算の中から、交渉の場をセッティ
ングした。交渉の場の準備や、交渉団の移動の援助では、ノルウェーは外交予算を大きく
消費したとは言えない。また、国内の研究機関、通称ファフォとの協力を最大限に活用し
オスロ・プロセスに挑んだ。最後に、オスロ・プロセスの仲介は、オスロ合意の成立に焦
点を絞っており、イスラエル・パレスチナ間の紛争そのものを解決することを目指した仲
介活動ではない。この点で、ノルウェーの仲介活動は範囲を厳しく絞り、投入可能な資源
の範囲内でとったリーダーシップであると言える。 
	 しかし、すでに指摘したように、ノルウェーは平和活動の分野でもミドルパワーである。
大国の規模の大きなリーダーシップとは異なり、そのままでは、世界に広く知られること
は難しい。ここで、既に紹介したパブリック・ディプロマシーが有効に活用されている。
ノルウェーの仲介活動は、秘密裏に行われたり、規模が小規模、また、仲介の途中である
場合があるので、世界の目に留まりにくい。しかし、ノルウェーは、紛争の仲介活動がノ
ルウェーを「面白くする」と述べたように、同分野での世界からの認知を求めている。よ
って、ノルウェーの活動が世界に認められるのに必要なのが、ノルウェーの仲介行動での
活躍を広く「宣伝」することである。この手段として採用されているのが、パブリック・
ディプロマシーである。ノルウェーは世界に対して自国をアピールするパブリック・ディ
プロマシーの重要性を早期に認識して、国内外で数多くの政策を実施し、小国とはいえな
い成果を得ている。よって、既に述べたように、パブリック・ディプロマシーの分野でも、
ノルウェーはミドルパワーである。 
	 ノルウェーの仲介行動でのミドルパワー的な活躍を世界に広く認知させるために、パブ
リック・ディプロマシーという政策が、1990年代から時に熱心に行われてきた。前述の
ような、積極的なパブリック・ディプロマシーの甲斐あって、平和創出者というノルウェ
ーのイメージは世界に広く共有され、パブリック・ディプロマシーの成功例としても取り
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上げられている405。ノルウェーのパブリック・ディプロマシーと平和活動の成果の一つ
として、例えば、2007年春のザ・エコノミストによる調査「世界平和指標」では、ノル
ウェーが最も静かで平和的な国家と評価された406。 
	 つまり、ノルウェーが世界で平和促進者として広く認知されているのは、平和政策にお
いてミドルパワーに値する功績をあげると同時に、パブリック・ディプロマシーを積極的
に活用して、世界に平和政策の実績を大きく「宣伝」しているからである。総合国力に反
するノルウェーに対する国際的認知の高さは、二つの資源最大化型政策がそれぞれ成功し、
また、相互作用を発揮することによって、大きな成果を挙げている例である。 
 
小結  
	 本章では、ノルウェーのパブリック・ディプロマシー政策と、紛争の仲介政策の一例
であるオスロ合意について検討した。そして、二つの政策は、共に資源最大化型外交であ
り、二つの資源最大化型外交の効果が結びついたことにより、ノルウェーが、総合国力に
反して、国際的に紛争の仲介分野で広く認知されていることを示した。 
	 ノルウェーは 1990年代から他の国家に先駆けて、パブリック・ディプロマシーの重要
性を認識して、多くの外交努力を行ってきた。パブリック・ディプロマシーは、国家が世
界に対して自国を「宣伝」するものであり、今後ますます重要になってくることに、いち
早く気づいたのである。他国に先駆けて様々な政策を実施し、外交資源を積極的に投入し
ているノルウェーは、パブリック・ディプロマシーに関しては、ミドルパワーに位置し、
資源最大化型外交を行っている。 
	 次に、総合国力の点からは小国と見なされることが多いノルウェーであるが、紛争の仲
介活動に積極的に取り組み、長い伝統と、成果を誇っていることを示した。特に世界から
注目されたオスロ合意では、ノルウェーは小国とはいえない活躍を見せた。イスラエルと
パレスチナ人という、これまで協議の場を持ったことがない二者に交渉の場を提供し、二
者の対立の中で仲介活動を実施した。これは、他の小国には出来ない活躍であり、この時
のノルウェーは、仲介活動の分野においてミドルパワーであったといえる。しかし、ノル
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
405 Leonard et al., op.cit., 53. 
406 Knutsen, op.cit. 
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ウェーに限定されず、多くの仲介活動は、明確な結果を出すことが出来ず、未だ交渉の途
上にいる。仲介活動は世界から評価されるのは難しい政策なのである。 
	 そこで、ノルウェーは、前述のパブリック・ディプロマシーにより、自国の仲介活動
を広く世界に示すことにした。これは、パブリック・ディプロマシーという資源最大化型
外交政策と、紛争の仲介活動という資源最大化外交の相乗効果である。紛争の仲介という
ノルウェーが得意な分野での活躍を、パブリック・ディプロマシーという政策を用いて世
界に宣伝しているのである。その結果、ノルウェーは世界から紛争の仲介者として認知さ
れている。 
	 つまり、この事例は、総合国力の点からは小国とされる国家でも、分野に絞って観察す
れば必ずしも小国とは言い切れないことを示している。これは、本論文が主張する、国力
と世界での立場が分野ごとに変化していることを証明している。また、総合国力の点では
小国であっても、資源最大化型外交によって、大きな成果をあげ、またそれを世界から認
知されることが出来ることを示した。この事例は、パワーが文脈ごとに変化すること、そ
して、本論文のフレームワークを使えば、小国の外交的成功であっても、その手段や動機
を整理・理解できることを示している。  
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終章  
 
本研究は、ミドルパワーという概念を明確化し、人口や軍事力などの点からは大国と
は言えない国家が、特定の事例においては国際的に活躍する外交政策を説明することがで
きる概念を提起することを目的として議論を進めてきた。 
一般的に、ミドルパワーとは、大国とも小国とも言えない国家の相対的位置を指して
いる。ミドルパワーは国際政治において多国間協力の枠組みや国際制度を積極的に活用し
た場合、国際的に顕著な主導力を発揮する外交政策を採用すると考えらてきた。しかし、
既存の国際関係論では大国以外の国家の研究はほとんど行われず、ミドルパワーに特徴的
と言われる外交政策を採用する根拠や動機、外交的成功の要因は明らかにされてこなかっ
た。よって、本論文では、ミドルパワーという概念を再定義して、どのような政策を採用
する傾向があるのか、また、それは何かについて説明できる概念を模索してきた。 
まず、第一章では、「ミドルパワー」という概念の歴史を詳細に分析し、「ミドルパワ
ー」という言葉には、政治的言説の中での政治的修辞の側面と、学術概念という、二つの
側面があることがわかった。政治的修辞を使用した「ミドルパワー」外交は、「ミドルパ
ワー」という言葉を様々な意味と意図で使用しており、その多様さが使用者と研究者の混
乱を招き、ミドルパワー概念に関する研究の発展を妨げてきたことを明らかにした。学問
的概念としてのミドルパワーもまた、様々な学術研究の中で多様な意味で使用されたため、
共通の定義を持たない。さらに、概念の定義を巡る四つの学派の定義法にもそれぞれ問題
点があることを明らかにした。よって、「ミドルパワー」とミドルパワーの二つの概念は
厳密に区別していかなければならないことが明らかになった。 
第二章と第三章では、「ミドルパワー」という概念を確実に定義するために、「ミドル」
と「パワー」の二つの要素に分け、それぞれ検討した。まず、「ミドル」は国際社会を階
層的に捉えた場合の、相対的中位であることがわかった。ただし、国際社会の階層的理解
は非常に曖昧なものである。時代や直面する国際問題の性質によって、国際的地位は常に
流動的に変化している。 
次に「パワー」の概念であるが、これも、曖昧な概念にとどまっており、国家の持つ
国力もまた、時と場合によって流動的に変化することがわかった。よって、国力に基づく
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国家の相対位置は、時代や問題分野によって国力が流動的に変化するとともに、変化し続
けている。 
そこで、本研究はミドルパワーという国が存在するのではなく、ある国際問題に対し
て相対中位の国力を持つ国家が、その問題に関する文脈でのミドルパワーであると結論付
けた。この定義は一見曖昧なようだが、曖昧さを残すがゆえの利点もある。つまり、一つ
の国家の国際的立場が、時代や問題領域によって変化することを柔軟に説明できるのであ
る。ある国家がある問題分野では大国の立場に立ちながら、別の分野では小国の立場に立
つことも国際関係ではありえることである。また国際社会の中での立場の変化によって、
政策方針を変更することも、大国、ミドルパワー、小国の概念に柔軟さを持たせることに
よって説明できる。また、この定義法であれば、従来のミドルパワー概念の定義法が持つ
四つの問題点を全て解決できることも示した。 
次に、第四章では、ミドルパワーの行動の特徴を、理論的に明らかにし、資源投入型
外交、資源最大化型外交、資源節約型外交の三つの概念を提示した。この際、「ミドル」
は「グレート」と「スモール」に挟まれた相対的な概念であるため、三者を比較検討し、
それぞれの行動の特徴を理論的に検討した。ここでは、各国がその時に直面する国際問題
に対して行使できる国力の大きさで、当該問題に対しての国家の相対的地位が決まること
を改めて確認した。まず、大国の立場にある国家は、直面する問題に対して投入できる外
交資源を大量に持った国である。そのため、国益達成のためには、「資源投入型外交」で、
大量の外交資源を投入し、単独行動をすることも、多国間や多アクター間協力の強いリー
ダーになることも可能である。この際のリーダーシップは、多くの場合、圧倒的な国力や
国際的地位に基づいた構造的リーダーシップであることが多い。また、大国の立場に立つ
国家は、国際交渉では強圧的な態度を採ることも出来る。 
続いて、中位に存在するミドルパワーは、直面する国際問題に関心と関与する動機は
あるが、投入できる外交資源に限界がある立場の国である。そのため、「資源最大化外交」
で、限られた資源を最大限に活用して国益を達成しようとする。多国間・多アクター間協
力において新しいアイデア出すなどして、独自のリーダーシップを取り、多国間での活躍
を目指す。この際のリーダーシップは主に、知的・起業家的リーダーシップであり、説得
や協議に基づいたものである。ただし、国際交渉では、強い態度を採る事はほとんどでき
ず、妥協せざるを得ない場合もある。 
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最後に、投入できる外交資源が非常に少ない、または国内事情が重要課題で、外交に
対する優先度が低い国が小国の立場に該当する。小国は投入できる外交資源が少ないため、
持っている外交資源を節約しながら国際問題に関与しなければならない。国際的な課題に
直面して、国益を追求する場合、多国間・多アクター間協力の中のメンバーにならざるを
得ない。また、他のアクターとの協力においても、リーダーシップをとることはできない。
あるいは、そもそも、当該国際問題に対して影響力を発揮できない、またはしない場合も
ある。これが、「資源節約型外交」である。 
また、「資源投入型外交」「資源最大化型外交」または「資源節約型外交」は、大国の
立場からは、関心の大小、関わる国益の大小に基づいて、三つのうちどれでも選択可能で
ある。しかし、ミドルパワーの立場では「資源最大化型外交」または「資源節約型外交」
しか選択できず、小国にあたる国家は「資源節約型外交」に選択肢は限られてくる。ただ
し、これらの選択肢は、ある国際問題に対して、当該国が大中小のどの立場にあり、さら
に、どの位の関心とパワーを持っているかに左右されるため、国際問題ごと、時代ごとに
異なっていることは、本論文の重要な主張である。 
第五章と第六章、そして第七章では、第四章のフレームワークを使用して三つの事例
研究を行った。第五章では、1956 年のスエズ危機の中でのカナダの国際的活躍を取り上
げた。スエズ危機を本論文が提示する新しいミドルパワー概念を用いて分析した。まず、
当時の国力、中東問題への関心の高さと保有する国力の点で、当時のカナダはスエズ危機
に対してミドルパワーの立場にあることを示した。続いて、事例の詳細な分析から、当時
のカナダの行動は、スエズ危機問題において、第四章で定義した資源最大化外交であるこ
とがわかった。スエズ危機問題は、同問題においてミドルパワーにあたるカナダが、新し
いアイデアを提供し、国際協力を促進させるという資源最大化型外交を実施して成功した
例である。よって、本事例は、本論文で提示したフレームワークで、カナダのスエズ危機
での国際的活躍を有効に説明できることを示している。 
さらに、この事例研究は、当時のカナダの外務大臣ピアソンの個人的な活躍であると
する先行研究に対し、実際にスエズ危機打開の鍵となったのは、ピアソン個人でだけでは
なく、ピアソンを取り巻くいくつかの要素も関連していることを新たに示した。 
第六章では、1990 年代から 2000 年代のカナダ政府の「人間の安全保障」概念に関連す
る一連の政策を検討していった。また、人間の安全保障に関わるカナダの政策を検討する
際、先行研究では、アクスワージー外相に注目する傾向が非常に強いが、実際にはウレッ
168 
トとアクスワージーの二人の外務大臣が関わっていることを明らかにした。この二人は、
それぞれ異なる解釈と関心の高さを持って、人間の安全保障の概念に基づいた政策に取り
組んだ。 
結果として、ウレットは人間の安全保障に強い関心がなく、また、外交資源が捻出で
きなかったため、同概念の導入以前と変わらない政策を実施し、資源節約型外交と採用し
た。ウレット外相は、対外支援政策の増強という形で人間の安全保障に取り組もうとした
が、対外支援に投入できる資源が少なく、また、首相、外務省とウレット自身の、人間の
安全保障への関心が低かったため、資源節約型外交に留まったのである。 
一方で、アクスワージーは、多アクター間協力おいて限定的リーダーシップを発揮し、
資源最大化型外交のアプローチを採ったことが明らかになった。ウレットの後を引き継い
だアクスワージーは、起業家リーダーシップを巧みに用いて多国間・多アクター間の協力
体制を構築できたため、人間の安全保障概念に沿った国際的問題への取り組みおいて資源
最大化外交を実現し、世界でも賞賛される国際的活躍を達成した。 
この事例は、同じような制限された外交資源であっても、関心の高さと動機の違い、
そして、外交資源の使い方の違いによって政策アプローチが資源節約型外交から資源最大
化型外交へ変化した好例である。そして、この事例は本論文で示した新しいミドルパワー
概念と、それに伴うフレームワークが、上記のような政策の変化を柔軟に説明できること
を示している。 
第七章では、総合国力の点では、小国と見なされることが多いノルウェーのパブリッ
ク・ポリシーと平和活動を検討した。ノルウェーは、紛争の仲介に強い関心を持ち、少な
い外交資源の中から多くを紛争の仲介活動に費やし続けている。その活躍実績と関心の高
さから、紛争の仲介の分野では、ミドルパワーであると言える。そして、リーダーシップ
を第三者としての紛争の仲介という、限定的な政策目標に集中させ、資源最大化型外交を
実施している。その例の一つが本論文で取り上げたオスロ合意である。ノルウェーはこれ
まで一度も会談を行ったことのない、イスラエルとパレスチナ人の間に交渉の場を提供す
ることに成功した。そして、ノルウェーの仲介により、イスラエルとパレスチナ人は一定
の合意に達したのである。これは、総合国力では小国とされるノルウェーが、目的を絞っ
た限定的なリーダーシップによって仲介活動においては大きな成果を達成した、資源最大
化外交の好例である。 
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もう一方で、ノルウェーは 1990 年代からパブリック・ディプロマシーでも、成果をあ
げている。ノルウェー政府は国内外の NGO や市民社会、企業などと協力し、世界に自国
の存在と、自国の紛争の仲介の分野での活躍をアピールしている。このように、他国に先
駆けて、多くの資源を投入して積極的にパブリック・ディプロマシーに取り組むノルウェ
ーの政策も、多アクター間の限定的リーダーシップによる資源最大化型外交であると評価
できる。さらに注目すべきは、ノルウェーは、国際紛争の仲介活動という資源最大化外交
を、パブリック・ディプロマシーという、もう一つの資源最大化型外交によって世界に宣
伝していることである。この取り組みは成功し、ノルウェーは仲介活動の成果や取り組み
は世界で認知され、仲介活動の分野においては高い評価を受けている。これは、二つの資
源最大化型外交が効果的に相互に作用した例であるといえる。この事例は、総合国力では
小国と考えられている国家が、時に世界的な活躍を見せることがあることを、本論文で示
した概念を使うと説明できることを示している。 
結論として、本論文で明らかにしたように、ミドルパワーという言葉は、非常に曖昧
であり、学術的概念としての使用は以前のままでは難しい。そこで、本論文が示したよう
に、国家の国際的地位は時間と事例により、同じ国家であっても常に変化することを前提
として、ミドルパワーという国家が恒常的に存在するのではなく、ある国家がある時代に
ある国際問題に対して一時的にミドルパワーに該当すると考えるべきである。 
	 つまり、本論文は、ミドルパワーという国家が存在するのではなく、ある国際問題に対
して、総合国力や必要な国力の要素などの点から、相対的に中位の国力を持ち、同国際問
題に関心と関与する意思がある国家を、ミドルパワーと呼ぶ。さらに、この国際的立場は、
国家が直面する国際問題に応じて、大国や小国へ柔軟に変化する。ミドルパワーは、総合
国力などの点から大国とは呼べない国家である。よって、多くの場合、国際関係論では分
析の対象とされることはほとんどなかった。しかし、時としてこれらの国家が国際関係に
おいて、大きな役割を果たし、大きな影響力を発揮する事例が存在し、特に近年、増加傾
向にある。 
	 このような事例を効果的に説明するために、本論文で提示したミドルパワーに相当する
国家の外交政策を説明するフレームワークを提案した。それが、本論文の第四章で提示し
た、三つの外交スタイル、資源投入型外交・資源最大化型外交・資源節約型外交のフレー
ムワークである。国家の持つ特定の国際問題への関心の高さや、関与する動機の大きさ、
投入できる外交資源の大きさによって、当該問題に対する同国家の地位は大国、ミドルパ
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ワー、小国と相対的に決定する。そして、それぞれの立場に基づいて資源投入型・資源最
大化型・資源節約型の三つの戦略が選択可能である。この三つの戦略の中から、最も国益
に沿った、または、所有する外交資源で選択可能な戦略を随時選びながら、国家は対外政
策を実施している。このように考えると、特定の国際問題に対して中位に位置する国家の
外交行動が説明できる。現在までの国際関係論では説明できなかった、中小国の外交行動、
特にそれらの国家の国際的活躍の要因を明らかにすることができるのである。 
そして、第五章で検討したスエズ危機の事例が示すように、大国ではないミドルパワ
ーが、国際的活躍を達成するには、資源最大化型外交を選択することが有効である。資源
最大化型外交とは、限りある外交資源を最大限利用して、多国間・多アクター間の協力関
係を築くこと、また、その際に説得や影響力に基づいた知的・起業家リーダーシップをと
ることを意味する。また、投入できる外交資源に限界があるため、リーダーシップの形態
は、関与する問題を絞った限定的リーダーシップなどの戦略を採用する。ミドルパワーは、
その外交資源に限界があるがゆえに、他者と積極的に協力し、影響力の増強とリスクの分
散を達成しようとする。 
	 第六章のカナダの人間の安全保障問題に関連する政策の事例から、外交政策を他の政策
方針に基づいた政策から、変更した場合も、資源投入型外交・資源最大化外交・資源節約
型外交の三つの概念からなるフレームワークで説明できることがわかる。同じような外交
資源を持っていても、当該国際問題に対する関心や優先度が低い場合は、その国家は小国
の立場にあり、資源節約型外交を選択する場合が多い。しかし、同国際問題に対する関心
が高まり、関与する動機強くなれば、同じように投入できる外交資源に限界があっても、
限定的リーダーシップなどを駆使して、資源最大化型外交に変更することが可能である。
つまり、本フレームワークは一つの国家の、同一の問題への政策アプローチの変化に対し
ても、有効な説明が可能なのである。 
第七章のノルウェーの事例では、本論文の提案したフレームワークは、総合国力の点
からは小国である国家の外交的成功も説明可能であることを示した。総合国力の点からは
小国であっても、ある国際問題に対して一定の国力と関心を持って取り組んでいれば、本
論文で定義するミドルパワーに該当する。ミドルパワーであれば、資源最大化型外交を採
用することが可能になり、他のアクターとの協力や、限定的リーダーシップなどを駆使し
て、国際的な活躍につなげることができる。 
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 上記の三つの事例研究でも明らかになった通り、本論文で提示した新しいミドルパワー
概念と、それに付随する、資源投入型外交・資源最大化型外交・資源節約型外交のフレー
ムワークは複数の、かつ、状況がそれぞれ異なる事例を説明可能である。これは、本論文
が、ミドルパワー概念をある国を固定的に指す言葉ではなく、ある国際問題に対する一時
的な国際的地位を指すと再解釈したところによるところが大きい。 
	 本論文で提示したミドルパワー概念は、序章でも指摘した、国際関係論の先行研究の多
くは、ほとんどの研究例が大国に注目しているという、分析の範疇の狭さを補ったと言え
る。また、本論文は、これまでのミドルパワー研究に理論的基盤を与え、複数の事例に適
用できる概念を提示した。よって、今後のミドルパワー研究は、本論文の提示したミドル
パワー概念を使用すれば、大国に注目しがちな国際関係論を補完することができる。 
	 また、本論文の事例研究から明らかになったように、今後の国家の外交政策や、国際関
係に影響を及ぼす主体には、中小国だけではなく、NGO や市民社会なども含まれている。
よって、本論文は、今後の国際関係論は、大国ではない国家も研究の対象に含めると同時
に、非国家主体にも注意を払わなければならないことを示唆している。
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添付資料１ 
NOTES FOR AN ADDRESS BY 
THE HONOURABLE LLOYD AXWORTHY 
MINISTER OF FOREIGN AFFAIRS 
AT THE CLOSING SESSION OF THE 
INTERNATIONAL STRATEGY CONFERENCE 
TOWARDS A GLOBAL BAN ON ANTI-PERSONNEL MINES 
OTTAWA, Ontario 
OCTOBER 5, 1996 
Good afternoon and congratulations on what I understand was a very productive meeting. 
The Ottawa Declaration is a strong and clear call for urgent action toward a global ban. This declaration 
is now the common vision and collective commitment of 50 countries, numerous NGOs [non-
governmental organizations] and international agencies representing a wide and important cross section 
of the world's peoples. The action plan you have developed demonstrates that we are willing to go 
beyond grand statements of principle and that we are now ready to take concrete steps. I particularly 
welcome the fact that the plan is comprehensive in scope. We will all be going to the United Nations to 
ensure that a resolution is passed, with as many supporters as possible, to add to the momentum. We will 
continue our efforts in de-mining and victim assistance. I point again to Canada's upcoming conference 
in Winnipeg on these issues, the meeting of technical experts on de-mining to be held in Germany, and 
the very important conference to be hosted by Japan in March. The meeting that Belgium has agreed to 
host in June to follow up on our work will be another important milestone. Germany, Norway and 
Switzerland have also indicated their readiness to take a lead role in moving our work forward. 
What this forum has also made clear to me is that we now have the necessary momentum to move 
forward. You have identified an agenda, and you have discussed a clear process to a ban. The states 
around this table and elsewhere in the world community who share our goal can make this a powerful 
global force if we are prepared to channel it. 
I am proud that you consider this meeting to have been a success, even an historic one. I believe, like 
many of you, that the time has come to go further.  
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I am convinced that we cannot wait for a universal treaty. I am convinced that we can start now, even 
though we may have to proceed with a treaty that does not, in the first instance, include all of the states 
of the world. Such a treaty can be a powerful force that establishes the moral norm -- that the production, 
use, stockpiling and transfer of anti-personnel mines is to be banned forever. And I believe it will have a 
broad-based range of adherents. Making it universal will be the ongoing challenge for each of us.  
And so Mr. Chairman, I have one final point to add to your action plan. That point comes in the form of 
both an invitation and a challenge. The challenge is to see a treaty signed no later than the end of 1997. 
In the coming days, I will be writing to your ministers and to others not represented here to seek their 
views on how we can move ahead together. I will tell them that if the will is there, Canada is prepared to 
convene a meeting in December 1997 to sign such a treaty. 
The challenge is to the governments assembled here to put our rhetoric into action. Indeed, we know that 
several of you, like Austria, have already started work on a treaty. Canada wants to work with you and to 
sign a treaty with those countries that are genuinely committed to this cause, whatever the number: 50, 
70, or 100.  
The challenge is also to the International Campaign to ensure that governments around the world are 
prepared to work with us to ensure that a treaty is developed and signed next year. This is not far-
fetched. You are largely responsible for our being here today. The same effective arguments you used to 
get us here must now be put to work to get foreign ministers here to sign the treaty.  
And so, today, I commit Canada to this goal, to work with our global partners to prepare a treaty that can 
be signed by December 1997 and implemented by the year 2000. I invite and challenge all of you to join 
with us to attain that goal. 
As many of you have noted, such a treaty need not be complex. It is at its core a simple matter. We 
cannot allow negotiations to fall into traditional habits and approaches. These are not strategic offensive 
weapons. Anti-personnel mines are essentially defensive. That is why this is not a traditional arms-
control negotiation. It is a humanitarian issue. These weapons kill daily. 
We will work to elaborate a text of such a treaty with any and every other like-minded country. All of the 
events and opportunities identified in the action plan can complement these efforts. We are prepared to 
begin work now, to be ready to discuss a text the next time we meet in Belgium, and to finalize that text 
later in the year in Canada. The Secretary-General of the United Nations, Mr. Boutros Boutros-Ghali, 
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phoned this morning. When he learned the outcome of the conference and my invitation to sign in 
Canada in December 1997 a treaty banning anti-personnel mines, he expressed his full support.  
I am convinced that the real possibility of a treaty by a fixed date -- not some far-off hope for an 
agreement at some date in an uncertain future -- will exploit the unprecedented momentum that we now 
enjoy, and will make it easier for countries to take the necessary national decisions that will make our 
group larger. It will make our movement stronger and the chances of success better. 
Ladies and gentlemen, we have a straightforward choice. We can, as Senator Leahy said, remove 100 
million mines, "an arm and a leg at a time." Or we can act. There is momentum, there is political 
commitment, and, most importantly, the peoples of the world support what we are trying to do. 
For all of these reasons, we believe that a global ban is within our reach. Each of us can reach out 
together, as Mr. Lewis has said, to "civilize the human condition." Much work needs to be done, but my 
country will do everything it can and will work with all of you so that we can return here in 1997 to 
make our common goal a reality. 
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I have made the campaign against anti-personnel landmines one of my top priorities as Minister of 
Foreign Affairs. I am therefore particularly pleased to be here today to open this important conference on 
Canadian capabilities in two key areas of the landmines issue: developing and providing products and 
services for humanitarian demining, and assisting in the rehabilitation of landmine victims. 
I am also pleased to see so many representatives of non-governmental organizations [NGOs], the private 
sector and the academic world here today. I would like to extend a particular welcome to delegates from 
the Secretariat of the Organization of African Unity [OAU] and from South Africa, who have braved the 
Winnipeg winter to join our discussions. Today's meeting is a great opportunity for all of us to come 
together, to learn from each other and to discuss new approaches. 
Your presence here today is important because it is you above all who have provided the impetus behind 
the campaign for a global ban on landmines. It is you who are increasing Canadian awareness of the 
terrible suffering caused by anti-personnel mines, and the enormously difficult and dangerous task of 
finding and removing them. And it is only through our combined efforts that we can address the horrors 
that landmines inflict on civilian populations. 
Growing Awareness, Increased Momentum 
The fear created by even the suspected presence of landmines was brought home to me last year when I 
visited the Bosnian town of Coralici. I had planned to go for an early morning jog in this war-damaged 
but seemingly peaceful town. I was just about to set out when security people stopped me. The street I 
was heading down was believed to be mined. No one knew for sure, but the uncertainty alone had turned 
it into a no-man's-land. 
We Canadians do not know what it is to look down a familiar street in one's home town and fear the 
hidden killers that lie, in wait, until they kill or maim some unsuspecting person. My experience in 
Bosnia brought home to me the reality of living amongst mines. It showed me the urgent need to prevent 
their deployment, and to assist the unfortunate men, women and children who were not warned, as I was, 
of the terrible danger as they walked in their own field or village. 
Fortunately, the world is waking up. There is a new political will in the international community to take 
collective action to end the scourge of anti-personnel mines. Since this issue was first discussed at the 
United Nations [UN] in 1993, an enormous momentum has been generated to end their production and 
deployment, to deal with the mines already in the ground, and to assist their victims. 
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Much of this momentum has come from concerned citizens, including many of you. Canadian industry 
has also responded by looking for new and better methods of demining and by designing new equipment. 
Governments, of course, also have a role. But it is clear to me from my own experiences at the meeting 
we convened in Ottawa last fall that the real momentum on this issue comes from outside government. 
There could be no clearer example of the democratization of foreign policy in recent years, of how 
ordinary people have greater power to affect international issues than ever before. 
Toward a Global Ban 
The goal of a ban on anti-personnel mines was considered utopian little more than two years ago. Today 
we are on the brink of making it a reality. Thanks in large part to the magnificent work of the 
International Campaign to Ban Landmines and the International Committee of the Red Cross [ICRC], no 
other issue in recent times has catalyzed such a broad and diverse partnership of countries and 
organizations, both governmental and non-governmental. From Africa to Asia, from Europe to the 
Americas, a truly global partnership has emerged out of the grass-roots pleas of mine-affected countries, 
international agencies and NGOs determined to relegate landmines, like poison gas, to the dustbin of 
history. 
This conference demonstrates the synergy that comes from committed people working together, with 
knowledge and enthusiasm, to advance their common goals. The context for this synergy is the Action 
Plan that came out of the Ottawa Conference. 
Many of you attended the October conference in Ottawa, which brought together, for the very first time, 
50 countries supportive of a ban on anti-personnel mines. There I challenged the global community to 
work with Canada on a "fast track," to develop a treaty banning mines and to sign that treaty in Canada 
in December 1997. Our goal is a treaty that will establish a new global norm against these weapons. 
Our task got new impetus in December 1996, when a United States-led resolution at the UN General 
Assembly, calling for such a treaty as soon as possible, passed with an astonishing 156 supporting votes. 
Since then, we have been working in partnership with NGOs and dozens of countries in every region of 
the world to make this happen. The process for developing such a treaty has emerged: a process that is 
credible, transparent and open to all countries supportive of a ban. Substantive, practical work begins in 
two weeks at a meeting in Vienna from February 12 to 14. This intensive program of work continues 
with an additional meeting in Vienna in May, a major international meeting in Belgium in June, and 
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treaty discussions in Norway in the autumn leading to signature of a global ban treaty in Canada in 
December 1997. 
At the same time other meetings, including this one today, will move the agenda forward in the areas of 
demining and victim assistance. Conferences in Denmark and Germany on demining technology have 
already set the stage for two upcoming events: an NGO conference on the global ban campaign in 
Maputo in February; and the Tokyo conference in March on UN demining programs, demining 
technology and landmine victim assistance.  
One of the strengths of the process set in motion in Ottawa has been its ability to engage landmine-
affected regions of the world in our efforts to ban mines. Africa, for example, continues to pay a terrible 
price associated with the continued use of landmines. I am pleased that the Organization of African Unity 
has decided to take the lead in organizing a conference to be held in Johannesburg this May. This 
conference will examine the landmine issue in an integrated way -- focussing upon the ban, landmine 
clearance, and victim assistance in equal measure. I hope that it will set the stage for continued action on 
this issue by the OAU.  
Canada has also put the landmines issue on the agenda for the G-7 [Group of Seven] Summit in Denver 
in June. And the Canadian International Development Agency [CIDA] is discussing with the 
International Committee of the Red Cross how Canada can further assist the ICRC in its ongoing 
publicity work on the campaign against landmines. As you can see, our meeting here today is part of an 
intense national and international campaign to find the means to deal with these hideous weapons once 
and for all. 
The Negotiation Process 
You have probably seen recent reports that some countries believe that it would be better to negotiate a 
convention in the Conference on Disarmament in Geneva. Canada is ready to use whatever process or 
processes are required; for us the important thing is to reach our goal of a global ban as rapidly as 
possible. If complementary, parallel tracks within the Conference on Disarmament and what has come to 
be known as the "Ottawa Process" prove the best way to achieve this goal, we would have no difficulty 
with that approach. We must be careful, however, to ensure that steps toward our objective -- such as a 
ban on transfers -- not be confused with or substituted for the achievement of our real objective: a 
comprehensive treaty that will ban the use of anti-personnel landmines. It is use that kills and maims. 
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It is my belief that the value of the Ottawa Process will speak for itself: a flexible, open and effective 
process that delivers concrete and speedy results. A process that holds out real hope for banning these 
weapons within months, not years or decades. A process that responds to the humanitarian imperative for 
action. 
I should also state clearly at this point my strong hope that no country is advocating negotiations within 
the Conference on Disarmament simply as a means of delaying progress. You, as citizens and as 
members of NGOs, need to make it clear to your governments that this is not the time for political 
games. You must continue the excellent work you have done so far to put a global ban treaty at the top of 
the international agenda, and to keep it there.  
But such a treaty will be only the beginning. A ban will start the process of capping the problem of 
mines, and give us a fighting chance to tackle the mines already in the ground and the people already 
injured. Our ongoing challenge will be to ensure that every country buys into this ban, while at the same 
time maximizing our efforts in demining and assistance to victims. This requires not just locating and 
clearing existing mines but finding ever better, faster and safer ways of doing so.  
Canadian Demining Efforts 
Since 1993 Canada, through the Canadian International Development Agency has contributed close to 
$10 million to support UN and other demining programs in five of the world's most mine-polluted 
countries: Afghanistan, Bosnia and Herzegovina, Cambodia, Laos and Angola. In each case, the UN 
approach is predicated on developing local demining capacity. 
I am pleased to announce today that CIDA has just approved two major new projects to support demining 
in Angola and Cambodia. In Angola, CIDA will provide $605 000 to Mission Aviation Fellowship of 
Canada, for medical evacuation of injured deminers and to support other demining activities. In 
Cambodia, CIDA will provide $650 000 to a United Nations Development Programme [UNDP] project to 
raise awareness of landmines among women and children and among farmers, in order to reduce the 
number of landmine victims. These projects are excellent examples of the integrated approach that the 
Government is taking on the landmines issues, an approach that addresses demining and victim 
assistance in tandem with our work on a global ban.  
CIDA is currently considering supporting landmine removal in Mozambique. In addition, the Agency 
plans to provide funding shortly to the Organization of American States [OAS] for its demining programs 
in Central America. No doubt you will hear from the CIDA representative at this meeting about how 
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landmine removal and victim assistance fit within the Agency's mandate to promote sustainable 
development.  
Members of the Canadian Forces are playing a key role in helping the UN set up Mine Action Centres in 
Cambodia, Angola and Bosnia, in undertaking mine surveys and in training local people in mine 
clearance. We have recently sent two defence scientists to the Mine Action Centres in Cambodia and 
Bosnia to test metal detectors in local conditions. Another six military personnel will spend six months 
with the Bosnian Mine Action Centre, training Bosnian deminers. We have National Defence staff 
seconded to the Mine Action Centre in Cambodia. And we are working on sending a mine mapping 
database expert to Angola.  
The Department of National Defence has also provided technical assistance to the Justice Institute of 
British Columbia. With a group of Canadian and American NGOs, this organization has, established an 
integrated project in Viet Nam that includes demining and reforestation, and aims to include mine 
awareness programs and assistance to landmine victims in future.  
Today you will hear from current and former members of the armed forces about their needs in terms of 
equipment and know-how. Scientists from the Defence Research Establishment at Suffield, Alberta, will 
bring you up to date on their research, particularly in the area of landmine detection. They will outline 
their joint research with Canadian companies, including many of those represented here, and where they 
see opportunities for further joint efforts. 
Victim Rehabilitation 
Perhaps the most painful legacy of landmines is their disabled victims, or perhaps I should say 
"survivors." Many, injured as children, still have the greater part of their lives ahead of them. And many 
have the potential to be, or become again, productive members of their societies. There is much that can 
be done, not necessarily requiring vast resources, to make a huge difference in the quality of their lives. 
This aspect of the landmine problem is only beginning to receive the attention it deserves from the 
international community. We are today breaking new ground with this, the first national conference in 
Canada to look at the issue.  
Representatives of NGOs and universities here today have for some time been doing valuable work in 
this area, alone and in co-operation with government agencies. Queen's University's International Centre 
for the Advancement of Community-Based Rehabilitation has programs for landmine victims in Bosnia 
as well as in other countries; the Centre is supported by CIDA as a Canadian Centre of Excellence.  
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I recall visiting a factory for prostheses in Nicaragua in the 1980s, where landmine victims were 
themselves engaged in producing protheses. Since that time, CIDA has also become involved with 
landmine victims in Central America. It has provided funding for a vocational rehabilitation project in El 
Salvador to reintegrate over 100 disabled people, most of them victims of war, into the labour market. 
And it is looking at ways to support more effectively rehabilitation in Central America and elsewhere, 
including in co-operation with Canadian NGOs and universities. Canadian NGOs have started their own 
rehabilitation programs. The Calgary-based Cambodian War Amputees Rehabilitation Society, for 
example, is operating a vocational school in Cambodia to help landmine and other war amputees become 
gainfully employed.  
For landmine survivors, recovering from the trauma and injury and learning to use a prosthesis is only 
the beginning. Their lives will be difficult indeed if the attitudes in their societies and governments are 
not supportive and do not recognize their full right to be productive citizens. Advocacy is therefore 
crucial. In this area, NGOs such as the Council for Canadians with Disabilities and the Canadian Centre 
for Disability Studies (both based here in Winnipeg) and Disabled Peoples' International (founded in 
Winnipeg) are doing important work. They are linking up with disabled peoples' organizations in other 
countries to help them acquire advocacy skills. With these skills, these groups can press their 
governments and their communities for the support they need as citizens to lead full and productive 
lives. 
Conclusion 
I am proud that Canadians are at the forefront of efforts to help landmine victims and innocent 
populations in mined areas. I am equally proud that the Canadian government is at the forefront of the 
international campaign to ban landmines altogether. And I am glad that the numbers of those working 
toward the same ends in other parts of the world are growing daily. We must work together, each 
contributing in our own area of strength. We as a national government can work in international forums. 
You as companies and non-governmental organizations can develop and provide the products and 
services; you can make the grass-roots contacts and start the community projects. The need is great; we 
must be bold and tackle the issues with energy and enthusiasm. We can make a difference. We are 
making a difference. We must continue to work together, taking full advantage of the momentum we 
have generated in Canada to help the world rid itself of these intolerable weapons. 
Thank you. 
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I am very glad to be able meet with you today. This occasion gives me an opportunity to affirm once 
again on behalf of the Canadian government our strong commitment to work with you, especially at this 
critical moment on the road to Ottawa in December and beyond. 
Our meeting also affords me the opportunity to thank you and all members of the anti-landmine 
movement around the world who have played such a defining role in engaging public opinion and 
creating political will. I would like to take a moment here to pay special tribute to the work of the late 
Princess of Wales, whose contribution in creating worldwide awareness of the landmines issue was 
incalculable. She will be sorely missed and fondly remembered. 
Along with the efforts of the Princess, it has been your work, the untold efforts of countless numbers of 
individuals, along with officials and numerous political leaders, that have brought us to this point -- 
where a treaty incorporating over 100 governments from around the world is within reach. 
We have come a long way in a short time, together. Late last year, when I called on governments to 
return to Ottawa in 1997, it is fair to say that there was more than a modicum of scepticism, and in many 
quarters downright opposition. Many said it could not be done. 
But the sceptics and the critics could not sense what I did at last year's meeting -- that a coalition of civil 
society and committed governments was coalescing around the movement to ban anti-personnel 
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landmines. A coalition that had the power to change the dynamics and direction of the international 
agenda. The Cree Nation of my country have a saying: when a traveller asks "Where is the road?", the 
answer is "We must build the road together." 
And that is exactly what we have done. Together, non-governmental bodies such as the International 
Campaign to Ban Landmines [ICBL] and the International Committee of the Red Cross [ICRC], an initial 
core group of countries -- Austria, Belgium, Canada, Ireland, Germany, Mexico, the Netherlands, 
Norway, the Philippines, South Africa and Switzerland -- and many others, have been building a new 
road. 
Clearly, one can no longer relegate NGOs [non-governmental organizations] to simple advisory or 
advocacy roles in this process. They are now part of the way decisions have to be made. They have been 
the voice saying that governments belong to the people, and must respond to the people's hopes, demands 
and ideals. 
Nor can one ignore the power and reach of new information technologies that allow the experience of 
Angola or Cambodia to be brought into people's living rooms. Technologies that give to the private 
citizen, the civil group and the expert the capacity for communication and exchange of information 
quickly, cheaply and across huge distances. Videos, posters, fax campaigns, e-mail, conference calls and 
the Internet have all helped in the rapid co-ordination and transmission of key messages of the campaign. 
These trends -- the involvement of civil society and the information technology revolution -- are the 
foundations on which a profound democratization of international politics is being built. We often hear of 
"globalization" in terms of a growing global network of trade and commerce. But this is another kind of 
"globalization" -- the emergence of a global commons as a powerful force -- which we see the evidence 
for here in Oslo. 
These are encouraging developments. But I don't discount the difficulties and the complexities that lie 
ahead. We should not assume that the critics and opponents of the ban treaty have gone into hiding. Thus 
the engagement of civil society will take on even greater urgency and importance in the days and weeks 
ahead. If ever there was a need for full partnership, for solidarity of purpose, for flexibility and skill at 
finding the right words, it is now. So much depends upon it. 
To quote Robert F. Kennedy: "Each time a person stands up for an ideal, strikes out against injustice, 
they send forth a tiny ripple of hope -- and crossing each other from a million different centres of energy 
-- those ripples build a current that can sweep down the mightiest walls of resistance." 
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Our experience in the landmines campaign should give us hope as we continue the struggle to limit and 
restrain the horrendous impact of human conflict. The nature of war itself is changing. Traditional inter-
state warfare is becoming increasingly limited, yet the carnage of intra-state conflict is everywhere to be 
seen. As a result, the utility of war as an instrument of national policy is increasingly being questioned, 
now that civilian casualties make up the vast majority of all victims of conflict. 
A ban on anti-personnel landmines is a primary response to the immorality of war. It demonstrates our 
unwillingness to accept a growing humanitarian crisis as some sort of inevitable by-product of the 
requirements of military strategy. Our success in mobilizing against landmines, above all of mobilizing 
international public opinion, should give us encouragement as we move toward the new millennium that 
further progress can be made in limiting the scourge of war. To paraphrase Bernard Baruch, if we can 
learn the ABCs, then the rest of the alphabet will follow.  
But, before reaching too far, we must concentrate on the business at hand. There is still much work to do 
between now and December. The negotiations towards the treaty itself must be successfully concluded in 
a way that results in a clear and unambiguous ban, early entry into force, the widest possible acceptance, 
and effective monitoring. 
The humanitarian concern that motivated the Ottawa Process compels us to seek the earliest possible 
entry into force for the ban treaty. Thus the challenge is to mobilize governments not simply to sign the 
treaty, but also take the necessary steps to ratify it nationally as soon as possible. 
We should also continue to encourage and applaud unilateral steps by those states willing to move faster 
-- every anti-personnel mine cleared or destroyed is a mine that will not take a victim nor find its way 
into the ground. In this regard, I am pleased to announce today that the Canadian Minister of National 
Defence has informed me that the Canadian Armed Forces will shortly begin the destruction of the final 
onen third of our national stockpiles of anti-personnel mines, to be completed no later than December 
this year. 
The universalization of the new treaty will clearly present a number of special challenges. We must 
continue to find ways to engage hold-out states and non-state actors on this issue, building upon the 
valuable lessons we have learned over the past few years. The campaign to engage international opinion, 
be it public or governmental, cannot end when the treaty is signed. 
On the third key aspect, monitoring of compliance with the treaty, I also see a broader role for NGOs. 
There are really two distinct but closely related challenges here. 
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On the one hand some signatories to the treaty, while politically committed to adherence, may lack the 
technical capacities to do so. Building the political will within other states to provide technical 
assistance, and taking concrete steps to deliver this assistance, is clearly a task that is well suited to the 
NGO community. 
On the other hand there is the question of a "watch-dog" role for civil society in evaluating the 
compliance of states to the obligations they have signed. Canada, the ICBL, the ICRC and several of our 
core partners have consistently argued that a humanitarian treaty without traditional forms of arms 
control verification can be an effective response to the anti-personnel mine crisis. This implies that civil 
society can and will play an effective role in deterring and detecting willful non-compliance. I 
understand you have begun exploring here in Oslo how such a capacity can be developed. Canada is 
ready to work closely with you on this important issue. 
Reaching an unambiguous, early, widely accepted and effective ban treaty will take much hard work on 
all our parts. And, as your are of course aware, banning landmines is only one part of the equation. De-
mining to rid the world of its present danger is an equally high priority -- as is aiding the victims of 
landmines and restoring them to a productive life. 
This is a key development issue -- the rebuilding of societies, and the rebuilding of lives. Official 
programs of aid and development need to recognize these priorities and develop an enhanced, co-
ordinated approach to humanitarian de-mining, victim assistance and rehabilitation. We must increase 
our efforts to build de-mining capacity in affected countries, to prevent needless landmine deaths and 
injuries. And we must increase our help to the thousands of disabled survivors of landmines, for whom 
the de-miners come too late. 
Canada is already involved in a range of projects in this area. I outlined some of these last January, at 
Canada's first national conference on humanitarian de-mining and victim assistance. We fund de-mining 
programs from Bosnia to Angola to Cambodia, as well as victim assistance work by a number of 
universities and NGOs. The Canadian government is currently looking at ways we might reinforce our 
international and domestic role in support of humanitarian de-mining and victim assistance. Indeed, I call 
on all those governments that will be represented in Ottawa in December to undertake a similar review of 
measures they could take to support an action plan that could be announced at the conference. 
These are just some of the challenges before us as we begin looking beyond the signature of a ban treaty 
in Ottawa this December. There are most certainly others. 
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I believe it was Bismark who said: "World history with its great transformations does not come upon us 
with the even speed of a railway train. No, it moves forward in spurts, but then with irresistible force." 
We may well now be facing one of those moments when history spurts forward, propelling humanity 
along with it. Such a moment deserves a pause, however brief, for reflection, before we find ourselves 
swept away by the course of events. 
We need to ask ourselves, can we maintain and build upon the close and constructive working 
relationship that has developed between governments and civil society through the Ottawa Process? Can 
we maintain and build upon the incredible sense of political momentum that this unique relationship 
helped to create -- offering hope to millions that an integrated and effective international response to the 
global landmines crisis is years and not decades away? Can we demonstrate that the Ottawa Process 
offers an effective, lasting model as a response to the changing nature of international conflict? 
I believe that the answer to these questions must be a positive one. That is why the Ottawa Conference 
this December will be about more than signing a ban treaty. In parallel with the formal signature of the 
treaty, Canada will host a series of round-table meetings. Their purpose will be to create an Agenda for 
Action on anti-personnel mines similar to that developed during the first Ottawa landmines conference. 
An agenda that provides a clear vision of how, together, we can tackle the challenges ahead. I invite you 
to bring the many good ideas you have developed here in this forum to Ottawa in December. 
Above all, I invite you to continue to work together with us to maintain the dynamism and spirit of 
innovation and co-operation that have become the trademark of the Ottawa Process. This spirit will, I 
believe, prove to be the harbinger of a new and positive approach, not only in our battle against anti-
personnel landmines, but also in our broader efforts to reduce the toll of international conflicts in human 
suffering. 
As the Cree saying would have it, there is no existing road before us -- we must build it together. We 
have made a good start, but we still have some distance to go before we reach our ultimate destination: a 
world completely free of the scourge of anti-personnel landmines. 
Thank you. 
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It is a real pleasure to be able to meet with the community of people that have, indeed, turned words into 
action in getting a global ban on anti-personnel mines. 
I know that here I am truly among friends -- those who are committed not just to the ban and getting the 
treaty signed in December, but to the longer haul: the total elimination of anti-personnel mines. 
The Commonwealth setting is an appropriate one. The excellent backgrounder produced by Human 
Rights Watch for the CHOGM [Commonwealth Heads of Government Meeting] reminds us that the 
Commonwealth is a mine-affected community. At least 14 Commonwealth countries -- ranging from 
Mozambique, Namibia and Zimbabwe to Cyprus, India and Malaysia -- live with the scourge of anti-
personnel mines. 
Maybe this is why 34 countries of the Commonwealth support the ban -- among them, key partners in the 
ban campaign, such as our Caribbean friends and New Zealand, South Africa, the United Kingdom and 
Zimbabwe. However, there are still some who are deciding, or who are not supportive. 
In discussions earlier this week between my prime minister and Prime Minister Howard, we were 
encouraged by the direction in which Australian thinking seems to be going. We believe Australia should 
be there in December to sign the ban treaty. We would like to see all the countries of the South Pacific 
join us in Ottawa. We also believe that countries such as Bangladesh, Cyprus, India, Pakistan, Singapore 
and Sri Lanka should be part of this global movement to ban anti-personnel mines. We will be raising 
this issue with every one of these delegations. I hope that we can look to you to help us in this effort. 
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Also in this past week, Canada's prime minister held extensive discussions with President Yeltsin in 
Russia. The result was a joint statement that is worth reading: it says that Russia will join the ban 
convention negotiated in Oslo as soon as possible. It says that in the interim, Russia will work with the 
global community to realize the objectives of the convention. Most importantly, in writing, President 
Yeltsin has stated that Russia will extend its existing moratorium on the export of anti-personnel mines 
until Russia signs the convention. 
Add to this: 
the announcement made by Greece that it will sign the treaty in Ottawa; 
indications of further positive movement in the Japanese position; 
even Bulgaria, a country that does not yet support the ban, has begun to clear anti-personnel mines on its 
southern border, saying that it is acting in the spirit of the convention negotiated in Oslo. 
The fact is that the global momentum continues to build. 
Last October, when we issued a challenge to the global community to make a global ban on anti-
personnel mines a reality by the end of 1997, there were cheers and jeers in the crowd. Those who 
cheered knew that the moment was right for a ban on anti-personnel mines. Those who cheered believed 
that a ban could be achieved within less than a year. Those who jeered were frightened that those who 
cheered just might be right. 
The Ottawa Process has demonstrated what can happen when global political will is married to passion 
and vision. It has shown that players other than the heavyweights can make a difference, when they have 
clear, shared goals, a real stake in the outcome and, above all, commitment. It has shown that civil 
society can not only have a direct impact on policy -- but that it can also set policy.  
Small and medium powers can band together and, with the courage of their convictions and strength of 
their partnership, establish and lead a global campaign -- without the major powers in the driver's seat.  
It was not magic that accounted for the impact and success of the Ottawa Process -- although some have 
suggested sorcery must have been at work to have delivered two such ban-friendly results in the British 
and French general elections. What made the process work was a remarkable combination of new-world 
realities: 
First, the end of ideological allegiances and blocs that freed countries to act in their own best interests -- 
including the interests of their people -- and to join with non-traditional partners to pursue those 
interests.  
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The result? A state such as South Africa took a courageous national decision and then offered its 
leadership to the region and the world to promote a ban.  
Second, the opening up of the once exclusive world of international relations, so that NGOs [non-
governmental organizations] and other non-state actors could play a significant and even catalytic role. 
The result? A grass-roots NGO grew from a handful of well-meaning activists, led by one determined 
woman, into a thousand-strong coalition that has succeeded in setting the global agenda -- and getting 
governments to follow it. The magnitude of the achievement was recognized by the Nobel Committee 
when, two weeks ago, they awarded the Nobel Peace Prize to Jodi Williams and the International 
Campaign to Ban Landmines [ICBL]. 
And third, the electronic revolution that allowed the Ottawa Process community to use the Internet to 
connect in the most direct and constant way possible. 
The result?  
Daily, even hourly, exchanges of information around the globe.  
Exchanges that leap-frogged over traditional diplomatic and political practices.  
Immediate deployment of arguments and resources in support of the ban.  
A cell-phone campaign in Italy that drove politicians crazy and changed policy.  
The "great" powers, ignoring the strength of these trends, denied the possibility that someone else might 
just be able to mobilize the world. The result? A constant scrambling by those who thought they set the 
agenda to catch up with those who were really setting it. Some have still not quite made it. 
The question that most continue to ask is whether the Ottawa Process can actually deliver the goods on 
the ban. Let's take a look at what has been achieved. 
Last month, the Norwegian government generously hosted the world for a three-week negotiation that 
concluded with the adoption of the text of a new Convention on the Prohibition of the Use, Stockpiling, 
Production and Transfer of Anti-Personnel Mines and on their Destruction.  
This negotiation succeeded because the community of nations, NGOs and international organizations that 
gathered in Oslo had arrived with a common goal in mind: to complete a treaty by September 19. 
The negotiation succeeded because NGOs, governments and international organizations had been 
working for the past year to develop the treaty -- providing both the substance and the political will 
necessary to make it a reality -- through meetings in venues ranging from Maputo and Manila to 
Ashkabad, Brussels and Bonn.  
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The negotiation succeeded because the Austrian government had been refining a draft treaty for several 
months, and this document served as the working text for the Oslo meeting. 
The negotiation succeeded because of the skill, determination, conviction and vision of the South African 
chair, Ambassador Jakkie Selebi. 
And what of this treaty negotiated in Oslo? The treaty is the first in history to ban a weapon that has been 
widely used by military forces throughout the world. It bans the production, stockpiling, use and trade of 
all anti-personnel mines.  
Any country that joins this treaty is out of the anti-personnel mine business, forever. There are no 
exceptions, reservations or loopholes in this treaty. It means what it says.  
It obliges states to destroy all their stockpiles of anti-personnel mines within four years following entry 
into force of the treaty. It calls upon states to clear all existing minefields within 10 years, with provision 
for an extension if circumstances really warrant.  
It provides a framework for international co-operation in mine clearance and victim assistance. It 
recognizes that assistance for victims must go far beyond simple medical help and focus on the long-term 
challenge of ensuring the full social and economic reintegration of these innocent victims into their 
societies.  
This treaty is not based on blind trust. It has provisions for transparency measures and obligatory 
reporting requirements on anti-personnel mines, until stockpiles are destroyed and minefields removed. 
It has an innovative compliance mechanism that includes provision for fact finding. 
A state party cannot walk away from this treaty if it finds itself in an armed conflict; the treaty applies in 
time of peace and war.  
It is an impressive, readable document that reflects the clarity of thought and purpose of the drafters. In 
the space of 18 pages and 22 articles, the treaty establishes a clear, new international norm banning anti-
personnel mines.  
Even with all of this, the treaty and the process are not without their critics. The Ottawa Process 
community has been accused of being a club of angels. Canadians are used to being called do-gooders -- 
the boy scouts of the world community. But we have also, in the course of this campaign, been called 
other, rather different things: inflexible, radical, unethical and even "Stalinistic." Not our usual image -- 
but perhaps a sign that we have touched a nerve. 
216 
We have been criticized for leading a crusade. We have been accused of developing a "feel good" treaty 
that is not based on sound military thinking. Maybe here the critics are partly right. The treaty does feel 
good. It feels good because we have established a new global norm. 
We have set in train a movement that has converted dozens of major landmine users and producers to the 
ban: users such as Angola, Cambodia and Mozambique; producers such as Brazil, Italy, South Africa and 
the United Kingdom. We have begun to dry up the trade in and market for anti-personnel mines. 
But regarding sound military thinking? We have, in fact, followed the guidance of many military experts 
-- including retired U.S. General Schwartzkopf, the former commander of the allied coalition in the Gulf 
War -- who have concluded that the humanitarian cost of anti-personnel mines vastly outweighs any 
military utility and that a ban is militarily responsible.  
We have been guided by the International Committee of the Red Cross's (ICRC) important March 1996 
study. This study, authored by retired British Brigadier General Blagden and endorsed by dozens of 
retired and active senior military commanders from around the world, examined the military case for 
anti-personnel mines in light of their actual use in 26 conflicts since 1940. The study found that, 
regardless of the claims that "responsible nations will use these weapons responsibly," anti-personnel 
mines have rarely been used correctly. 
Here, Canada is among those who are to blame. The ICRC report cites an incident in the Korean War 
when an Australian contingent, in the common chaos of battle, accidently deployed into a Canadian-laid 
minefield. The result: almost 50 Australian casualties. 
The recent Human Rights Watch report In Its Own Words -- based on Pentagon archives -- and the 
Demilitarization for Democracy report Exploding the Landmines Myth in Korea argue convincingly 
about the marginal and often counter-productive effect of anti-personnel mines. In particular, they cite 
the fact that one of the biggest causes of U.S. casualties in Vietnam was U.S. landmines. 
The critics say that only the good guys, and the unimportant "nobodies," will sign this treaty, so it will be 
meaningless. A pie-in-the-sky, nirvana treaty. The fact is that we expect dozens of countries from every 
region of the world to sign the treaty in December.  
The company in Ottawa will include Brazil, France, Germany, Italy, South Africa and the United 
Kingdom -- in the not-so-distant past, the major producers and suppliers. It will include Angola, Bosnia, 
Cambodia, Mozambique, Nicaragua and other severely mine-affected countries -- in the not-so-distant 
past, the major users.  
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We are curtailing the supply. We are drying up the demand. Step by step, we are killing this insidious 
market. To paraphrase Winston Churchill: some "nobodies" -- some nirvana.  
Of course, the whole world will not sign the new convention in Ottawa. Even we don't expect miracles. 
But the fact is that most international treaties do not start out with universal adherence. Universality is 
something that is achieved over time. 
The Nuclear Non-Proliferation Treaty (NPT) -- a touchstone of international arms control and 
disarmament law -- started with less than 30 signatories. China and France did not sign this treaty until 
more than 20 years after it was negotiated. No one suggested that the NPT was worthless because two of 
the five states that the treaty was directed toward had chosen not to sign. 
Similarly, the Comprehensive Test Ban Treaty (CTBT) opened for signature just last year and will likely 
not have key states within it for a long time. No one has suggested that the CTBT is not worth having 
because India and Pakistan have not signed at this time.  
The fact is that these treaties establish an international norm. Within or without, countries are 
constrained by the political and moral pressure exerted by the mere existence of these treaties. That is 
what norm building is all about. That is the civilizing effect of international law on the behaviour of 
states -- sometimes even rogue states. Whether they sign up or not, they will be judged based on the new 
standard. They will have to take a calculated risk if they decide to violate it. 
Of course, the ideal would be to have China, India, Pakistan Russia, the United States and others within 
the treaty from the beginning. We must continue to work on them. 
The United States plans to destroy three million of its "dumb mines" by 1999. President Clinton recently 
announced that, except in the Korean Peninsula and in mixed anti-personnel/anti-tank mine systems, the 
United States will stop using anti-personnel mines by 2003. Indeed, President Clinton has told his 
generals to find alternatives for Korea by the year 2006. 
China has also announced restrictions on exports. It says it has not exported any anti-personnel mines 
since 1994. 
This shows that no one is immune to the global stigmatization of anti-personnel mines that has propelled 
the Ottawa Process and ban campaign this far. Even non-state actors -- particularly those with domestic 
or international political ambitions -- will feel the pressure of the new standard.  
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NGOs hold the key to engaging non-state actors in the process. In Afghanistan, for example, the ban 
campaign has lobbied all the factions in the conflict and convinced them to publicly renounce the use of 
anti-personnel mines.  
In a highly wired, in-your-face-news world, there is little that goes unnoticed. The fact is that the world 
will judge -- harshly -- those who violate the new norm that will be established by the anti-personnel 
mine ban convention. 
But the fact is also that the treaty signing on December 3 to 4 in Ottawa is only the first step in dealing 
with the global anti-personnel mine crisis. The hardest work begins in December. 
Ottawa II, the follow-up to the ban campaign, must start immediately. This will be the real challenge -- 
sustaining global attention and resources for the long haul. 
To make this treaty work -- to make mine-affected states livable again, to give mine victims dignity and 
hope for normal, productive lives -- we need a long-term commitment to co-operation. We need to get 
that commitment now. We can begin here by pledging to keep building on the remarkable relationship 
that we have forged among governments and civil society. 
In Ottawa in December we will begin to test the strength of our coalition. From December 2 to 4, we will 
host NGOs, experts and officials in a series of round-table discussions designed to establish a common 
plan of action to guide our work in the coming months and years. We are asking delegates to come to 
Ottawa not simply to celebrate the signing of the convention, but to get down to real work -- immediately 
-- to ensure the effective implementation of the treaty and the rehabilitation of mine-affected lands and 
societies.  
This will require a degree of co-ordination unusual for governments and NGOs that normally jealously 
guard their independence of action and sovereignty. It will require a subsuming of these narrow interests 
in the pursuit of a greater, common goal. It will require the forging of a common, collective conscience 
and commitment, and the application of serious resources -- financial and human -- to achieving our 
goal. And it will require the application of sustained political and public will and attention.  
We will need to appeal to something new in people, in organizations, in governments. The same 
"something new" that the Nobel Committee recognized when it awarded the Nobel Peace Prize to the 
ICBL and Jodi Williams. The "something new" that produced the Ottawa Process and the ban treaty. The 
"something new" that is demanded of us, here on the cusp of the 21st century.  
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We all have to carry this spirit of conviction and determination home with us. We need to continue to 
catalyze and drive the process. We have to get this treaty up and running -- quickly. We have to 
universalize this new international humanitarian norm against anti-personnel mines. We must clear the 
mines. We must help the victims. 
What you, the NGO community, have done has been extraordinary. You challenged governments to work 
with you on a common goal to promote the highest principles of humanity. You succeeded. Let's keep 
working together. We need your energy. We need your commitment. You have ours. It is a great 
combination. 
I look forward to seeing you in Ottawa. 
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Ladies and Gentlemen: Welcome to Ottawa. 
Many of you came to Ottawa last October for our previous landmines conference. Since then, it has been 
a year of frantic activity and full court press diplomacy. From Maputo to Tokyo, Vienna to Ashkabad, 
Kempton Park to Bonn, Manila to New Delhi, Saan'a to Brussels and Sydney to Oslo -- the world's 
governments and peoples have been engaged in an extraordinary global effort to ban anti-personnel 
mines. And we have succeeded. 
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When I issued the challenge, in this room, just over a year ago to return to Ottawa to sign a treaty 
banning landmines, I confess to being unsure of the results, but thought that it was a risk worth taking. I 
thought there was a real desire and real possibility that a treaty could be negotiated, but frankly I did not 
dare hope for such an overwhelming response. But the risk was worth taking -- the results are here for all 
to see. Over 100 states will sign the treaty tomorrow -- more opening signatures than almost any other 
treaty ever negotiated. And they will be signing a strong treaty, with no exceptions or loopholes. This 
treaty is a testament to the political will and determination that has inspired this process from the very 
beginning.  
I know that many of you have been working toward this goal for a long time. Your energy, commitment 
and courage are behind this unprecedented success: that of the International Campaign to Ban 
Landmines, led by Jody Williams, and the dozens of national campaigns; that of the group of committed 
countries that drove the process, and drafted and negotiated the treaty; that of the humanitarian agencies 
and of landmine survivors around the world, who live daily with the tragedy of anti-personnel mines. 
Throughout this week, we will have opportunity to celebrate and applaud but also to mourn and 
remember the grief, pain and suffering of so many. Before we plunge into the next three days of activity, 
though, I would like to take a few steps back, and reflect briefly on the wider context and implications of 
our work together.  
The treaty is a great achievement in and of itself. But it also has a broader significance. To understand 
this we should ask ourselves: Why did it work? How can we harness the new forces and tools of 
diplomacy, which brought us this far, to ensure that the words of the treaty become a reality? What 
broader lessons can be drawn from our experience over the past year and applied to building human 
security in the next century?  
I see the landmines campaign as a defining moment in three respects: 
first, international public opinion has determined that there are limits to human behaviour, even on the 
battlefield; 
second, we can work in new ways -- inside and outside existing international bodies -- and make 
unprecedented progress; and 
third, a full partnership between states and non-governmental organizations can produce results that 
neither side can achieve alone.  
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None of this would have been possible 10 or even 5 years ago. Until recently, there was little space for 
individuals or non-governmental groups in international diplomacy, particularly in the realm of 
traditional security interests. As a result, the human cost of landmines and of other threats to individual 
security were largely invisible to the international community.  
But in the past few years, international organizations and meetings have opened up to a range of non-
state actors. State sovereignty has become more diffuse and no longer the sole domain of governments. 
Civil society has demanded and earned a place at the table. Democracies are in the ascendancy. 
Globalization and a revolution in information technology have resulted in a "global commons," in which 
ideas move across borders at unprecedented rates. People power has moved onto the international stage. 
And as these new voices were increasingly heard, they sent one very clear message: that there is no 
public tolerance for weapons of war that, by their very nature, cause massive civilian casualties. They 
told us that humanitarian values must take precedence over military interests. Only two weeks ago, I met 
with Canadian schoolchildren who, as part of UNICEF's [United Nations Children's Fund] mine 
awareness work, drafted a children's treaty. This bill of rights for children in mine-affected countries 
stated in the clearest possible terms: children have the right to play and not get hurt.  
The implications of these changes for our understanding of international security, and of war itself, are 
deeply significant. International conflict is not about to disappear -- not yet. But with the end of the Cold 
War, the threat of major conflicts between states has lessened. Military spending in some states has 
dropped radically, as have global military sales. Increasingly, danger lies in internal conflicts within 
states. Threats to human security -- human rights abuses, inter-ethnic tension, poverty, environmental 
degradation and terrorism -- have grown, fuelling recurring cycles of violence. Civilians are their 
primary victims.  
In these circumstances, to safeguard individual citizens, it is no longer enough to ensure the security of 
the nation. Security is found in the conditions of daily life -- in food, shelter, arable land, health, 
employment, political franchise and safety of the person -- rather than primarily in the military strength 
of the state. This requires us to shift our focus:  
from ensuring peace across state borders to building peace within states;  
from foreign policy decisions driven by military security interests to ones driven by human values; and 
from geo-politics to geo-governance.  
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The global nature of threats to human security requires a global response. Neither states acting alone nor 
even the combined efforts of a few large powers are sufficient. New alliances are needed, bringing 
together states, large and small, from all regions of the world, working in partnership with individuals 
and organizations from all sectors of society.  
Let me be clear: I am not advocating such partnerships as some sort of "feel good" diplomacy. I am 
advocating them because they work. It is "good" diplomacy. The landmines campaign worked because it 
brought together not only mine-producing and mine-affected states, but also humanitarian and non-
governmental organizations [NGOs] active in the field and landmine survivors. It worked because new 
synergies were created. This was not simply a question of consulting NGOs or seeking their views. We 
have moved well beyond that. What I am talking about is a full working partnership between 
governments and civil groups, both of which bring their comparative advantages and particular capacities 
to the process.  
Since last October, the two have worked in tandem: NGOs mobilizing public opinion, and governments 
mobilizing political will. I speak for my own government, and others as well, to tell you that for our part 
we have used all the tools of international diplomacy -- bilateral and multilateral meetings and 
negotiations, démarche by ambassadors, phone calls by the Prime Minister to his counterparts -- to 
produce the text of the convention and to build support for it within the community of nations. I want to 
salute the tremendous effort undertaken by all those in this room, and by our own officials and 
diplomats, in bringing so many of us together in Ottawa.  
For all these reasons, what has become known as the Ottawa Process is, I believe, symbolic of a 
profound and lasting change in the conduct of international relations. But of course it also has an 
immediate, very concrete effect: the signing of a convention on the prohibition of the use, stockpiling, 
production and transfer of anti-personnel mines and their destruction.  
We deserve to take a moment to celebrate our shared success. The signing of this historic treaty, at the 
very end of the century, is this generation's pledge to the future -- a bridge across the millennial divide. 
But our celebration must be tinged with some sadness, and our rejoicing accompanied by a renewed 
sense of responsibility. We must remember the victims, including those brave individuals who lost their 
lives clearing mines. We must remember, too, that there are still millions of anti-personnel mines in the 
ground, taking limbs and lives and land as we speak.  
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The fact is, the ban convention will be meaningless unless we implement it -- unless we use it as a point 
of departure and commit ourselves once again to work together to eliminate all anti-personnel mines. 
That is what this forum -- the Mine Action Forum -- is all about: implementing the convention; 
eliminating anti-personnel mines; and helping victims reclaim their lives. 
The challenges are clear: the universalization and entry into force of the treaty; the destruction of 
stockpiles; the clearing of mined areas; and the care, rehabilitation and reintegration of mine victims -- 
redeveloping countries paralyzed by the silent killers in the ground. 
Over the next two days more than 100 countries from all regions of the world will sign the convention. 
This is an extraordinary start. But we still have to work to make the convention truly universal.  
While we will continue to encourage non-signatories to accede to the convention, they are not outsiders. 
Many non-signatories have national prohibitions in place on the export or use of landmines, and are 
committed to working on de-mining and victim assistance. In recent weeks, we have been encouraging 
non-signatories to come to Ottawa as observers. We hope that, by attending the round tables, they will be 
drawn into the process. This is yet another example of the open, transparent spirit that has characterized 
this process from the start.  
Forty countries must ratify the convention for it to enter into force and for its words to become reality. 
Canada's Prime Minister will present Canada's instrument of ratification to the Secretary-General of the 
UN [United Nations] tomorrow. I understand that several other countries are also in a position to ratify 
now. Our goal should be to get the full 40 ratifications as soon as possible. 
How about a year from now? Does that sound familiar? 
After the convention enters into force, we have four years to destroy stockpiles. This can be done. But it 
will require sharing of information, expertise and technology.  
We have 10 years after entry into force to clear mined areas. Until then, they must be surveyed, marked, 
monitored, mapped and fenced off. Some of the worst-affected countries are the least able to cope with 
the slow and costly task of mine clearance. At the same time, some mine-affected countries have 
invaluable experience to offer, based on their own extraordinary efforts to clear their lands. To meet the 
10-year deadline, we will have to co-operate and co-ordinate our efforts in global mine awareness and 
de-mining. 
Once we have signed the convention, the true humanitarian challenge is to ensure that mine victims get 
not only immediate medical assistance, but also help in reintegrating into their societies. Ensuring that 
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victims can lead meaningful, productive lives within their communities, in spite of their suffering and 
loss -- this was the human aspect of the landmines crisis that the late Princess Diana brought to the 
attention of the world. It is the challenge that the International Committee of the Red Cross, Handicap 
International, the Landmines Survivors Network and others have taken up, and which we all must 
support.  
As you can see, the challenges we face are great. To tackle them effectively requires significant financial 
resources. We welcome the commitments already made. We look for more. We will be working with 
other countries, foundations and the private sector to secure these additional resources, in the knowledge 
that money spent remedying the effects of anti-personnel mines represents an investment in sustainable 
development -- a boost to human improvement. In addition to resources, we will need a comprehensive 
program of action, to ensure that global efforts are co-ordinated, cohesive and complementary.  
The Mine Action Forum is designed so that you can discuss the issues, raise the questions that need to be 
asked, and perhaps answer some of them. But our aim is not to resolve all these issues here. It is to 
expose ourselves to the full range of questions; to identify areas that require further work; and to put in 
place an initial calendar of activities to help us work through the problems and find practical solutions. 
Among the questions I would put to you for consideration are:  
How can we best assist and encourage other countries to sign and, once they have signed, to ratify the 
convention? What role can regional organizations play? 
What is the best way to collect and collate data in the field, to better understand the magnitude of the 
tasks before us? 
What are the most effective ways of surveying, marking, mapping and clearing mines, and how can we 
share best practices?  
How can we best ensure that survivors receive the assistance that they require to reintegrate into their 
societies? 
How can we work in new, co-operative ways to ensure compliance with the convention? 
Finally, how do we spread the message and help us keep the agenda moving? 
We have designed this Forum, and its outcomes, to recreate one of the greatest strengths of the process to 
date: rapid sharing of information and experience by the most efficient and open means. As the Forum 
unfolds, we will try to capture its essence in a series of documents, which will be ready for you to take 
home with you on December 4.  
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These will not be negotiated documents of the sort that consume so much effort at many multilateral 
meetings. They will be working tools based on our discussions over the next three days: a summary 
report of round table discussions; a resource list of participants and organizations, designed as a detailed 
tool for networking; and, most importantly, an Agenda for Mine Action.  
By this spring, our own Centre on Foreign Policy Development will be preparing a publication on the 
"Landmine Campaign -- Lessons Learned." 
The Agenda is designed as a road map, gathering together the initiatives and specific action items that 
participants intend to undertake in the coming months. It will act as a comprehensive reference guide to 
international efforts in all aspects of the anti-personnel mine issue. We welcome your contributions to the 
Agenda. 
The convention that will be opened for signature tomorrow gives us a framework and a catalyst for 
future action. But the work we do here in Ottawa is just the first step. The Agenda for Mine Action will 
provide the international community with a sense of direction and a means to co-ordinate our ongoing 
efforts.  
In setting the Agenda for Mine Action, we must combine creativity, practicality and commitment. We 
must maintain the same sense of purpose and coherence in the next phase of our work that informed the 
first. I commit Canada to working in this open, determined spirit in the implementation of the 
convention. I call on all who are present to make their contribution, whatever their particular strengths -- 
expertise, funding or skills in networking and mobilization -- as we work together to end the scourge of 
landmines. 
Under the convention, we have taken on a weighty responsibility: "to put an end to the suffering and 
casualties caused by anti-personnel mines" throughout the world. We have taken on a commitment 
through the treaty: a solemn, binding obligation to deal definitively with the anti-personnel mine crisis. 
We have given our word. We must now work together to meet our new obligations.  
As if that were not enough, by completing this urgent humanitarian task, we are also, I believe, breaking 
a new path for the conduct of international relations. What is true for anti-personnel mines must hold true 
for all weapons of war: our citizens will no longer accept weapons that target civilians and wreak havoc 
in the daily lives of individuals.  
In my home province of Manitoba, the Cree Indians have a saying: when a traveller asks, "Where is the 
road?", the answer is, "We must build the road together." We here in Ottawa are breaking new paths. You 
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have already come a long way. Over the next three days, we must take the first steps in the next stage of 
our voyage together.  
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Mr. Chairman, Committee Members: 
It is an honour to be able to appear before you with Jody Williams, who has just been awarded the Nobel 
Peace Prize for her extraordinary work in mobilizing global opinion and governments to ban anti-
personnel mines. Jody personifies a new approach to foreign policy -- one that is, at its roots, 
democratic. One that is built on the partnership of civil society and government working together to 
achieve common goals. 
Jody Williams, and the International Campaign to Ban Landmines [ICBL] with 1000 organizations in 
more than 50 countries, represents the community of people who have turned words into action in getting 
a global ban on anti-personnel mines. 
The campaign to ban anti-personnel mines has generated tremendous momentum. We have countries 
from all regions of the world who have committed to signing the convention next month. Just two weeks 
ago at the Commonwealth meeting, we secured the support of another six countries. Even those that 
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believe they cannot sign the treaty in December are being captured by this momentum and are moving, 
on a unilateral basis, to accept the new standards that will be set in the convention. 
During his recent trip to Russia, Prime Minister Chrétien held extensive discussions with President 
Yeltsin. The result was a joint statement that Russia will join the ban convention as soon as possible. In 
the interim, Russia will work with the global community to realize the objectives of the convention. 
Most importantly, President Yeltsin has stated, in writing, that Russia will extend its existing moratorium 
on the export of anti-personnel mines until Russia signs the convention. This is major progress in 
Russia's position, and shows their willingness to act in the spirit of the new convention even if they 
cannot yet sign. 
Add to this: 
the announcement made by Greece that it will sign the treaty in Ottawa; and 
clear indications of further positive movement in the Japanese and Australian positions. 
The critical global mass to ban anti-personnel mines is there. I believe there is real sustainable political 
will behind it. And the fact is, the global momentum continues to build. 
The Ottawa Process has demonstrated what can happen when global political will is married to passion 
and vision. It has shown that civil society can not only have a direct impact on policy -- but that it can 
also set policy. A movement of small and medium powers can, with the courage of their convictions and 
strength of their partnership, establish and lead a global campaign -- without the major powers in the 
driver's seat.  
This new approach to international diplomacy has not been without its critics. We in Canada have been 
criticized for leading a crusade. We have been accused of developing a "feel-good" treaty that is not 
based on sound military thinking. Maybe here the critics are partly right. The treaty does feel good. It 
feels good because we have established a new global norm. 
Regarding sound military thinking? We have, in fact, followed the guidance of many military experts -- 
including retired U.S. General Schwartzkopf -- who have concluded that the humanitarian cost of anti-
personnel mines vastly outweighs any military utility, and that a ban is militarily responsible. 
We have been guided by the International Committee of the Red Cross's [ICRC] important March 1996 
study. This study, endorsed by dozens of retired and active senior military commanders from around the 
world, examined the military case for anti-personnel mines in light of their actual use in 26 conflicts 
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since 1940. The study found that, regardless of the claims that "responsible nations will use these 
weapons responsibly," anti-personnel mines have rarely been used correctly. 
The recent Human Rights Watch report In Its Own Words -- based on Pentagon archives -- and the 
Demilitarization for Democracy report Exploding the Landmines Myth in Korea argue convincingly 
about the marginal and often counter-productive effect of anti-personnel mines. In particular, they cite 
the fact that one of the biggest causes of U.S. casualties in Vietnam was U.S. landmines. 
The critics of the Ottawa Process also say that only the good guys, and the unimportant "nobodies," will 
sign this treaty, so it will be meaningless. The fact is that we expect dozens of countries from every 
region of the world to sign the treaty in December. 
We have set in train a movement that has converted most of the major landmine users and producers to 
the ban: major users such as Angola, Cambodia, Mozambique, the countries of Central America, Bosnia 
and Croatia; major producers such as Brazil, France, Germany, Italy, South Africa and the United 
Kingdom. 
Most of Africa is committed to the ban; the Americas -- with the exception of Cuba -- supports a ban; 
many Asian countries are moving to join the ban. At the United Nations, we already have 115 co-
sponsors on a resolution supporting the new convention and inviting people to come and sign it in 
December.  
Of course, the whole world will not sign the new convention in Ottawa. But the fact is that most 
international treaties do not start out with universal adherence. Universality is something that is achieved 
over time. 
China and France did not sign the Nuclear Non-Proliferation Treaty [NPT] until more than 20 years after 
it was negotiated. No one suggested that the NPT was worthless because two of the five states that the 
treaty was directed toward had chosen not to sign. 
Similarly, the Comprehensive Test Ban Treaty [CTBT] opened for signature just last year and will likely 
not have key states within it for a long time. No one has suggested that the CTBT is not worth having 
because India and Pakistan have not signed at this time.  
The fact is that these treaties establish an international norm. Within or without, countries are 
constrained by the political and moral pressure exerted by the mere existence of these treaties. That is 
what norm building is all about. That is the civilizing effect of international law on the behaviour of 
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states. Whether they sign up or not, they will be judged based on the new standard. They will have to 
take a calculated risk if they decide to violate it. 
Of course, the ideal would be to have China, India, Pakistan, Russia, the United States and others within 
the treaty from the beginning. We must continue to work on them. I have already noted the encouraging 
signs coming from Russia. The United States and China have also taken positive steps. 
U.S. Secretary of State Madeleine Albright wrote to me last week to outline a new initiative on de-
mining by President Clinton. As part of an intensive campaign to rid the world of existing landmines by 
2010, the U.S. is: 
appointing a special representative on Global Humanitarian De-mining and a distinguished panel, to 
work toward increasing the resources devoted to de-mining worldwide to about $1 billion a year; 
increasing its own financial commitment to global de-mining in 1998 to $77 million; and 
hosting a conference to develop specific strategies to achieve the 2010 goal. 
All this is in addition to U.S. plans to destroy three million "dumb mines" by 1999, and a commitment to 
stop using anti-personnel mines by 2003, with the exception of the Korean Peninsula and in mixed anti-
personnel/anti-tank mine systems.  
China has also announced restrictions on exports. It says it has not exported any anti-personnel mines 
since 1994. 
This shows that no one is immune to the global stigmatization of anti-personnel mines, which has 
propelled the Ottawa Process and ban campaign this far. Even non-state actors -- particularly those with 
domestic or international political ambitions -- will feel the pressure of the new standard. Here, NGOs 
[non-governmental organizations] have a key role. In Afghanistan, for example, the ban campaign has 
lobbied all factions in the conflict and convinced them to publicly renounce the use of anti-personnel 
mines.  
In a highly wired, in-your-face news world, there is little that goes unnoticed. The fact is that the world 
will judge -- harshly -- those who violate the new norm that will be established by the anti-personnel 
mine ban convention. 
The question that many continue to ask is whether the Ottawa Process can actually deliver the goods on 
the ban. What has been achieved to date? 
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In September, the Norwegian government hosted the world for a three-week negotiation that concluded 
with the adoption of the text of a new Convention on the Prohibition of the Use, Stockpiling, Production 
and Transfer of Anti-Personnel Mines and on their Destruction. 
The treaty is the first in history to ban a weapon that has been widely used by military forces throughout 
the world. It bans the production, stockpiling, use and trade of all anti-personnel mines. A state party 
cannot walk away from this treaty if it finds itself in an armed conflict; the treaty applies in times of 
peace and war. Any country that joins this treaty is out of the anti-personnel mine business, forever. 
There are no exceptions, reservations or loopholes in this treaty. It means what it says. 
It obliges states to destroy all their stockpiles of anti-personnel mines within four years following entry 
into force of the treaty. It calls upon states to clear all existing minefields within 10 years, with provision 
for an extension if circumstances really warrant.  
This treaty is not based on blind trust. It has provisions for transparency measures and obligatory 
reporting requirements on anti-personnel mines, until stockpiles are destroyed and minefields removed. 
It has an innovative compliance mechanism that includes provision for fact finding. 
It provides a framework for international co-operation in mine clearance and victim assistance. It 
recognizes that assistance for victims must go far beyond simple medical help and focus on the long-term 
challenge of ensuring the full social and economic reintegration of these innocent victims into their 
societies.  
But the treaty will just be a paper document until it formally enters into force. This requires 40 
ratifications. I appeal to all members of this Committee for their support, and the support of their parties, 
for rapid ratification of the treaty by Canada. Indeed, I would like Canada to be able to both sign and 
ratify the convention on the very same day, one month from now: December 3. Then I would like to use 
our leadership position to launch a precedent-setting global campaign on ratification that will get this 
treaty up and running in months, not years. Partnership with NGOs will be crucial to this campaign, and 
we intend to work with them to remobilize for ratification.  
Important though it is, the treaty signing in December is only the first step. The work really begins in 
December. We have to start now to generate the political will, public support and resources necessary for 
the longer haul: the total elimination of anti-personnel mines. 
To make this treaty work -- to make mine-affected states livable again, to give mine victims dignity and 
hope for normal, productive lives -- we need a long-term commitment to co-operation. We will only be 
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successful if we reinforce the remarkable relationship that we have forged among governments and civil 
society. We need to help the smaller states meet their obligations under the treaty, whether to destroy 
their stockpiles, clear mine-fields or care for victims. We need to help to repair the many countries torn 
apart by these weapons. We need to apply serious resources -- financial and human -- to achieving our 
goal. 
Canada has been active in supporting international efforts to clear the mines in some of the most affected 
countries, and to assist landmine victims. You may have an opportunity to see some of the effects of this 
work when the Committee visits Bosnia later this month. Canada itself has been directly affected by 
mines in Bosnia, which have seriously injured several Canadian peacekeepers. Last year the UN selected 
a retired Canadian Lieutenant Colonel to set up its de-mining program in Bosnia. We seconded six 
Canadian Forces trainers to the Centre for six months this year, and expect to do the same next year. We 
have also contributed $0.5 million to the Mine Action Centre's operations, and $1 million to pay the full 
cost of the World Bank's mine awareness programs in Bosnia, a very important program to prevent 
further civilian casualties.  
Canada will host a series of round-table discussions in Ottawa, December 2-4, in parallel to the signing 
ceremony, to pursue similar long-term goals. NGOs, experts and officials will gather to establish a 
common Agenda for Action to guide our work in the coming months and years. We intend to address all 
the dimensions of the anti-personnel mine problem: from the political issues of entry-into-force and 
implementation, to new technologies in mine clearance and techniques for victim rehabilitation. We will 
examine the link between the anti-personnel mine scourge and development, and the whole question of 
peace-building and anti-personnel mines.  
The work coming out of the Action Forum will be the real achievement of the Ottawa meeting. We will 
need your support to ensure that the world can continue to look to Canada for sustained leadership as we 
enter this next, crucial phase. We need your support for Canada's ratification of the treaty by December 
3, so that we can launch the global entry-into-force campaign. We need your support in fulfilling the 
Agenda for Action. We need your support in helping to repair mine-affected countries and mine-ravaged 
communities. 
In pursuing these goals, we will not be working alone, but with dozens of committed countries and 
NGOs around the world, including Jody Williams and the millions of others she represents. Together, we 
have already achieved the extraordinary. Let's do the same again. 
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Thank you. 
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I am glad to see that even though this is Harvard, you have come out to hear a Princeton graduate speak. 
You could say it's a little like inviting Fidel Castro to speak at a Jesse Helms supporters meeting! But if 
you are willing to be broad-minded about it, then so am I.  
It is particularly fitting that we have met to discuss the future of the United Nations (UN), including 
proposals for a new International Criminal Court (ICC). After all, Canada and the United States have 
both strongly supported the UN from its inception. In fact, the United States bears much of the credit for 
bringing the UN into being. Harry S. Truman, recalling the 1945 founding conference, said that those 
who were there "set down on paper the only principles which will enable civilized human life to continue 
to survive on this globe."  
Through the darkest years of the Cold War, the United Nations did just that. As Henry Cabot Lodge, the 
former Republican Senator and United States Ambassador to the UN pointed out, however dull the 
debates, they were always preferable to the alternative -- war. Now, however, the world in which the UN 
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was founded is being transformed. The UN is being called upon to address issues and challenges wholly, 
unlike those of the past.  
At this critical juncture, Canadians are concerned at the apparent reluctance of the United States to 
sustain its leadership role in the UN in terms of rule of law and collective security. On a growing number 
of issues -- payment of dues, Security Council reform and limits on peacekeeping operations -- we find 
ourselves at odds with an influential body of American opinion.  
We are not, I should add, at odds with the vast majority of ordinary Americans, who in polls have 
supported U.S. presence and participation in the UN. Nonetheless, it is an uncomfortable and unusual 
situation for Canada to disagree with a dominant strand of U.S. political opinion on a matter related to 
the UN. But we feel strongly that we cannot shift on such basic principles as all members paying their 
assessed dues in full and on time. Any departure from this seriously endangers the UN.  
The hostility towards the UN in some quarters in the United States is particularly unfortunate when the 
world cries out as never before for UN-sponsored negotiation, co-ordination and intervention. From the 
Persian Gulf to Central Africa, from Afghanistan to Haiti, the need for the UN and its dependent 
organizations is clear and pressing; yet at almost every turn it finds itself hampered, whether by lack of 
money or by lack of a mandate from the Security Council.  
In the campaign to ban landmines, for example, we had to go outside the UN's Conference on 
Disarmament to get an effective ban convention. This was not because of any disdain for that venue -- 
quite the contrary -- but because we saw that, if we wanted a complete and effective ban in our own 
lifetimes, we would have to find another way. At a moment of opportunity, the UN found itself 
structurally and politically hindered from taking action. 
The very tectonic plates that underlie the international landscape are shifting. If the UN is to remain 
relevant, it must have the funds, the political support and the new structures that will allow it to respond 
to these changes.  
At the time that the UN was founded, Foreign Ministers concerned themselves mainly with the security 
of national borders: the welfare of individual citizens was the purview of Ministers of the Interior. But as 
borders become increasingly porous, and Cold War threats fade, foreign policy practitioners deal 
increasingly with issues directly affecting the daily lives of individuals: crime, drugs, terrorism, 
pollution, human rights abuses, epidemics and the like.  
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War itself has changed, with disastrous consequences for the security and lives of many individuals. The 
Canadian scholar, Kalevi Holsti, has shown that since 1945, traditional wars between states have become 
less and less common, and internal conflicts more and more so. He cites figures that by the 1970s, 90 
percent of all deaths in armed combat were in civil wars, and a further 90 percent of that 90 percent were 
civilian casualties. The human impact of these low tech, long-lived wars, which often explicitly target 
women and children, is huge.  
This trend presents an acute dilemma for the United Nations, which finds itself torn between intervening 
in severe humanitarian crises and respecting national sovereignty. To date, it has responded largely on an 
ad hoc basis, although always with the terrible lessons of Central Africa and the former Yugoslavia in 
mind. Gradually, though, new ways of thinking are emerging that address this dilemma. As part of its 
reform efforts, the UN is developing formal mechanisms and structures that respond to new demands. 
A key element of this new thinking is what has been called "human security." Essentially, this is the idea 
that security goals should be primarily formulated and achieved in terms of human, rather than state, 
needs. Let me give a brief example of what this means in practical terms.  
The campaign that led to the signing last December of the convention banning anti-personnel mines was 
based on a human security approach. We started from the premise that the threat to life and limb of 
millions of individuals should take precedence over military and national security interests.  
Why was an unlikely coalition of NGOs, humanitarian organizations and non-major powers able to 
advance the agenda so significantly in an area seen, until recently, as a backwater of disarmament 
efforts? The answer, I believe, lies in the growing importance of "soft power" internationally.  
As you are probably aware, Joseph Nye used this term at the start of the decade to define an increasingly 
important aspect of the conduct of international relations in a globalized, integrated world -- the power to 
co-opt, rather than coerce, others to your agenda and goals. In Nye's view, military and economic power, 
while still important, did not have the overwhelming pre-eminence they once did. Instead, the ability to 
communicate, negotiate, mobilize opinion, work within multilateral bodies and promote international 
initiatives was increasingly effective in achieving international outcomes.  
Soft power is particularly useful in addressing the many pressing problems that do not pit one state 
against another, but rather a group of states against some transnational threat to human security. When 
there is mutual benefit to finding a solution, skills in coalition-building become increasingly important. 
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This was the case in the landmines campaign, where major exporters and major users worked together to 
establish a new international norm that stigmatized these weapons.  
The application of soft power to human security problems, like the landmines crisis, has turned the 
spotlight on a venerable area of international affairs -- humanitarian law, sometimes known as the "law 
of war." This mix of old and new may seem surprising at first. On reflection, though, it is hardly 
surprising that as the nature of conflict changes, the old rules on arms control and the treatment of 
individuals in times of war must change too.  
As we begin to understand these changes better, we are increasingly able to draw on soft power to 
reinvigorate humanitarian law and develop new norms within it. My hope is that the international 
community will be able to use the same approach to resolve other pressing human security issues such as 
the proliferation of small arms and the use of child soldiers in armed conflicts.  
The international community is currently engaged in negotiations towards an agreement that would 
revolutionize our approach to human security and humanitarian law -- negotiations on an International 
Criminal Court. This is, I believe, a major element of a reinvigorated UN, ready to face a new era. For 
this reason, I have chosen to focus on it in my remarks today, recognizing that there are many other areas 
of UN reform that should also be pursued. 
The reverse side of human security is human responsibility. Those who commit the most heinous crimes 
in times of conflict must be held accountable for their actions. This is crucial to rebuilding peace in 
societies shattered by war. Without justice there is no reconciliation, and without reconciliation there is 
no lasting peace.  
You may already be aware of the work of the International Tribunals for the Former Yugoslavia and 
Rwanda, situated in the Hague and in Arusha. Although hampered by a lack of resources and resistance 
from some quarters, the Tribunals are building great momentum in bringing war criminals to justice.  
The International Criminal Court would permanently establish an impartial international venue to try 
those who flout the norms of humanitarian law, who might otherwise escape justice. This is not a new 
idea; it has been proposed in the past on both sides of the political spectrum. The Republican Senator 
Robert Taft argued that "Peace in the world can only come...if there is a tribunal which can interpret that 
law and decide disputes between nations, and if nations are willing to submit their disputes to impartial 
decision regardless of the outcome."  
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However, this is not simply a question of establishing a structure. The International Criminal Court must 
be a court worth having -- one that is effective and independent. As with the landmines convention, a 
lowest common denominator agreement on a court is likely to be worse than no agreement at all.  
Canada has been working with a group of like-minded states -- once again, an exercise in soft power 
diplomacy -- to draw up the outline of what an effective, independent court would look like. Several 
cornerstone principles have emerged from this work, which outline a court with four basic attributes: 
first, inherent jurisdiction over the core crimes of genocide, crimes against humanity and war crimes, 
including those committed during wars within, as well as between, states;  
second, a constructive relationship with the Security Council in which the independence and impartiality 
of the Court are preserved;  
third, an independent Prosecutor who is able to initiate proceedings, rather than ICC jurisdiction being 
"triggered" only by a state complaint or a Security Council referral; and  
fourth, a special focus on the experiences of women and of children in armed conflict -- for example, 
recognizing rape and the recruiting of children in times of conflict as war crimes. 
Some, concerned about state sovereignty and about politicization of the ICC, argue for a weaker Court, 
or even none at all. I understand that the Pentagon recently called in military representatives of other 
nations to paint for them an alarming picture of young GIs being brought before a politically motivated 
kangaroo court. I believe that an International Criminal Court in the form we propose provides no basis 
for any such fears. 
In the first place, the Prosecutor will be a professional whose work will be subject to the checks and 
balances provided by the ICC statute, which will screen out frivolous complaints. The work of Justice 
Louise Arbour, the Chief Prosecutor for the Tribunals for the Former Yugoslavia and Rwanda, is a 
sterling example of the quality and independence we can expect in a permanent court. If anything, I 
believe that complaints initiated by an independent Prosecutor are much less likely to be politically 
motivated than those that might be raised by states.  
In the second place, it is important to remember that the ICC would be an instance of last resort. It will 
only investigate complaints that a state either cannot, or will not, prosecute. Any state that diligently 
investigates and prosecutes those responsible for serious crimes will thereby ensure that the ICC will not 
take up those cases. The ICC's prime focus is likely to be cases where state authority has collapsed, so 
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there is no other authority that can bring a case to justice, or instances where states themselves have 
committed these extremely serious crimes.  
With a court of this sort -- effective, independent and professional -- I cannot imagine any situation 
under which American soldiers would find themselves dragged before the ICC on political charges of 
dubious value. What I can see is a court that would allow the United States to fulfil key aims, such as 
bringing Khmer Rouge leaders to trial for genocide. Until Pol Pot's recent death, the U.S. government 
had been in discussion with the Tribunals on Rwanda and Yugoslavia for lack of a better venue -- a venue 
that a permanent ICC would provide.  
I see a court that would allow us to address some of the most troubling human security issues the 
international community faces today, when those who torture, rape or murder civilians in times of 
conflict all too often go free. I see a court that would embody the high ideals of the Nuremburg trials -- 
to ensure that genocide did not go unpunished -- but would improve on their methods by providing a 
truly impartial international justice.  
It is always tempting, when one is powerful, to resort to rule by power. It is greatly to the credit of the 
United States that despite its immense power, it has chosen over the years to promote and to submit itself 
to the international rule of law. So it is with all the more distress that as close friends and allies, we see 
the United States diverging from this path to cede to domestic concerns that should not, and need not, 
pose insurmountable obstacles.  
After all, U.S. citizens have a direct stake in ensuring that international law is respected. As your former 
Undersecretary of State David Newsom wrote recently in the Christian Science Monitor, "If the U.S. will 
not accept its obligations to the citizens of other lands, its own citizens will be less safe abroad." 
Some will tell you that hard-nosed realism requires the United States to take a hard line stance on the 
ICC, on landmines, on UN reform and a host of other issues. Supporters of this "real politik" view pride 
themselves on their hard-headed approach. But, in fact, it is they who are refusing to recognize that 
international realities have changed. The true realists recognize that addressing non-traditional problems 
requires new approaches and new tools. They recognize that in UN reform and the broader human 
security agenda, zero-sum equations of hard power apply less and less. They recognize that it is time to 
work together to face the challenges and opportunities of a new era.  
Soon after the UN was established, Lester Pearson [Canadian Prime Minister 1963-1968] noted that 
"there are no fireproof houses in the atomic age, or little countries far away, like Czechoslovakia in 1938, 
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whose fate means nothing to us. No longer do we insist that we are the producers of security to be 
consumed by others, a feeling which is a basic source of isolationism."  
The world has changed profoundly since he spoke those words, but the sentiment is one that we would 
do well to remember today. 
Thank you.  
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It is a real pleasure to welcome you back to Ottawa. 
Just three months ago, many of you were among the representatives from 122 countries who joined us 
here in this building to sign the new convention banning anti-personnel mines. On that same occasion, 
experts from around the world came together for two days of discussions on the challenges of 
implementing the convention, clearing mines and assisting survivors.  
Since then, the 124th country has signed the convention. Five countries have already ratified it. We are 
working with our partners around the world -- governments, NGOs [non-governmental organizations], 
the UN [United Nations], especially key agencies such as UNICEF [United Nations Children's Fund], 
and the ICRC [International Committee of the Red Cross] -- to ensure that we get the 40 ratifications 
necessary to bring this treaty to life this year.  
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Our top political and diplomatic priority must be to reach that magic number of 40 ratifying countries -- 
and to follow this closely with an intensive effort to bring on board those countries that have not yet 
signed. Until the treaty enters into force and is adhered to around the globe, we cannot rest on our 
laurels. When the treaty is translated into law it will set a new humanitarian standard internationally, one 
that produces concrete results for individuals. Removing mines from the ground and assisting landmine 
survivors will be a Sisyphean task as long as we have not cut off the supply of anti-personnel mines for 
good.  
The continuing spirit of commitment around the world, from ordinary citizens and from governments, 
leads me to believe that we will meet these political goals. Universal adherence to the convention will 
ensure that we eliminate the threat posed by these weapons of mass destruction. 
With the millennium almost upon us, now is a good time to set new goals, to begin working in new ways 
and to deal definitively with old problems that are the legacy of old thinking. I think that we can aspire 
to beginning a new century in which no new anti-personnel mines are used. I also think that we can 
commit ourselves to tackling the humanitarian crisis posed by landmines within the first decade of the 
new century. These are, I believe, realistic goals, not dreams.  
Why do I believe this? 
because the international community has already shown its capacity to act in a concerted and determined 
way on the anti-personnel mine issue. The convention itself, and the dynamism of follow-up work by 
NGOs and governments are proof of this; 
because the UN is already moving forward, quickly, to provide a focal point for concerted global action. 
And it is not alone. The Organization of American States, the Organization of African Unity, the World 
Bank and others are working in new ways to meet the anti-personnel mine challenge; and 
because people around the world, in donor countries and in the mine-affected states, expect and demand 
global action now that we have a treaty. 
When we met in Ottawa in December, governments, NGOs and representatives of international and 
regional organizations made it clear that the crucial missing link in the global mine effort was co-
ordination and integration. In discussion after discussion, with my colleagues, with representatives of 
NGOs and of the donor community, and with those delivering mine-action services in the field, the need 
for a co-ordinated international response was the constant theme. People were calling out for action on 
this fundamental, practical problem.  
240 
The need for co-ordination is all the more clear because the generosity of donors has already provided us 
with the means to take action. More than half a billion dollars was pledged in Ottawa to future and 
ongoing mine action. There is money in the system; the challenge is to make the best possible use of it. 
It was in response to this widely acknowledged need that we decided to convene this mine-action 
meeting in Ottawa. These two days of discussions will allow us: 
first, to determine where greater international co-ordination is most needed to improve the effectiveness 
of our global mine-action efforts; 
second, to identify the gaps and areas of duplication in the expanding international response to the anti-
personnel mine crisis; and 
third, to begin developing a global consensus within and among all the players involved on a coherent, 
consolidated international response.  
In the course of the past months, as we have prepared for this meeting, we have begun to see a new 
optimism among those taking up the anti-personnel mine challenge. The scope of the problem remains 
enormous. But increasingly the experts in the field, particularly those who live and work in mine-
affected countries, are telling us that we can beat the problem. We can do it if we have clear, common 
humanitarian objectives, if we focus our efforts, and, most importantly, if we set priorities and work 
together. 
Those working in the field are now talking in terms of years, not decades, to break the back of the 
problem and make a definitive difference to the lives of victims. The key is to focus not so much on the 
number of mines as on the number of victims and the amount of arable land lost to development and 
productive use -- in other words, on the real impact on daily life.  
As a first step, this requires surveys and assessments to provide more accurate and consistent data. Once 
we know the scope of the problem in terms of human suffering and dislocation, not just numbers of 
mines, we can begin to prioritize our efforts. We can begin to focus our resources and forge co-operative 
relationships for effective and comprehensive mine action. 
What does this mean in practical terms? 
In the first place, we need to ensure that the global community is working to some commonly agreed 
standards for mine action, whether in the collection of data, the development of new technologies, or 
assistance to survivors.  
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In the second place, we need to know what works. If something works in one place -- whether it is a de-
mining technique, a mine-awareness program, a stockpile destruction effort or a survey method -- we 
need to share the experience. This entails assessing its effectiveness and its applicability in other places, 
and communicating the results to all those working on mine action.  
The recent first meeting of mine action centre co-ordinators hosted by the Swiss government and chaired 
by the UN is precisely the sort of effort that should be undertaken on a regular basis. It is, quite frankly, 
incredible that this was the first time that these centres got together to share experiences and learn from 
one another.  
In the third place, we need to ensure what I would call coherence of effort among the many independent 
actors on the mine issue. Our purpose should not be to put in place bureaucratic structures or approaches 
that curtail or constrain the very dynamism and initiative that we need. Rather, we should work to 
channel that energy, to ensure synergies and, to the greatest extent possible, to ensure practical co-
ordination. This is not rocket science. It is common sense. 
The Ottawa Conference clearly demonstrated that it makes sense to tackle humanitarian issues in an 
integrated, holistic way. Horizontal issues like anti-personnel mines cannot be dealt with effectively 
through traditional, segmented approaches and single-dimensional modes of program delivery. They 
require a new paradigm.  
Common standards, shared experience and coherence of action together are part of this new paradigm -- 
an approach that establishes a common goal, identifies the problems and the solutions and draws them 
together. 
The UN can play an invaluable role by providing a global focal point for mine action. But it can only do 
this at the behest of member states and with their support. 
We must also ensure sustainability, over the long term, of our mine-action efforts. This means, above all, 
building indigenous capacity to carry on mine-action work. Our mine-action programs must respond to 
the real needs of mine-affected states, both in dealing with the most pressing problems and in developing 
local capacity for the longer term. If we know where people go to get water, we can clear useful safe 
lanes. If we know that survivors become outcasts in their own society, we can design programs that 
focus, beyond prosthetics, on long-term care and reintegration into the community.  
Sustainability also means engaging the private sector. The Canadian Auto Workers union gave $1 million 
for mine action during the Ottawa conference. This sort of philanthropy is to be applauded and 
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encouraged. Businesses, particularly those that invest in mine-affected countries, can play an important 
part in helping eliminate the mine threat.  
Longer-term sustainability -- keeping the landmines agenda moving -- is about mobilizing resources, 
political will and public consciousness in a coherent way and in a common direction: toward effective 
mine action. 
This is a huge agenda to cover in just two days. I don't pretend that this meeting will provide the 
definitive answer to mine-action co-ordination. But I think we will consider it a success if we can re-
energize and reposition the global community to work on a number of fronts. 
These include, as a key priority, ensuring the speedy entry into force of the convention. Another key 
priority is identifying the range of problems faced and developing a framework for matching them with 
solutions. This means placing the UN at the front and centre of a global co-ordination effort. It also 
means committing ourselves to working together in an open and transparent partnership that includes 
governments and NGOs. 
This meeting is also an opportunity to explore how technology -- appropriate technology that responds to 
the practical, real-life conditions in mine-affected states -- might enhance and accelerate our efforts. And 
it is an opportunity to put in place mechanisms to ensure the longer-term sustainability -- financial and 
political -- of global mine-action efforts.  
This meeting is also, I believe, a chance to shift our outlook. The anti-personnel mine crisis is not 
insurmountable -- not if we let the new millennium infuse our thinking with energy and imagination. Is it 
really too much to hope, just two years away from the new century, that anti-personnel mines will soon 
become an archaic piece of 20th century history? Is it really too much to hope that children born now, on 
the cusp of the new century, grow up never knowing what anti-personnel mines are?  
Let us commit ourselves to cleaning up the last century's problems in the very first decade of the new 
century. Let us infuse the mine-action process with hope, determination and a new quality of 
commitment and co-operation. Let us work together for universal adherence to a total and effective 
international ban on anti-personnel mines. If we do this, we can transform the killing fields of the 20th 
century into the fields of hope of the 21st. 
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I would like to thank you all for your active, engaged participation over the past two days. In the true 
spirit of the Ottawa Process, you -- as representatives of governments, UN agencies and international 
organizations -- have set clear objectives and demonstrated strong commitment for future  
co-operative action. 
At the start of this workshop, we set out to identify areas requiring greater international co-ordination, as 
well as gaps and areas of duplication in the expanding international response to the mines crisis. We also 
aimed to develop a broad framework to help us set priorities and co-ordinate global mine action. 
Underpinning these objectives, we recognized the fundamental importance of early and effective entry-
into-force and universalization of the landmines convention.  
I am pleased to be able to present to you today the Chair's report of this workshop, which shows, I 
believe, that we have made some impressive progress.  
Reflecting your hard work in preparing for the workshop and over the past two days, the report provides 
a clear picture of where we are now, of the challenges before us, and of what our next steps must be.  
The Chair's report also reminds us that co-ordination and  
co-operation are not an objective, but rather an ongoing process. They demand good will, skilful 
management of diverse interests and priorities, and plain old hard work if the process is not to be 
derailed. We did it for the landmines convention -- now let's show we can do it for mine action and 
implementation.  
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Over the past few days you have begun to turn this convention into a real instrument of collective action, 
one which will have a real effect on the lives of people who must live with landmines every day. You 
have clearly identified the priorities for such collective efforts: 
The necessary 40 ratifications of the convention this year, and work towards its universalization; 
Greater UN capacity to co-ordinate global mine action by helping to match resources with needs in the 
field;  
Better global co-ordination of donor activities, working in partnership with NGOs [non-governmental 
organizations] and the mine-affected states themselves; 
Clear benchmarks for progress such as a global anti-personnel mine incident registry; 
Greater transparency and standardization of landmines data;  
Clear mine action standards, codes of conduct and best practices; and, finally, 
Affordable, accessible, and cost-effective technologies to enhance mine action.  
Last December, in Ottawa, we signed a ban convention -- a statement of our commitment. Now, four 
months later, we have developed in Ottawa a vision and a framework by which the convention, and our 
global mine action efforts, will make a difference on the ground. We have begun to put in place a 
framework for common action.  
Canada stands ready to make its contribution to this historic humanitarian initiative. As you know, our 
Prime Minister announced last December that Canada would commit $100 million over five years to 
treaty implementation and global mine action. 
Today, I am pleased to announce that my Cabinet colleagues and I have approved a framework for our 
efforts in global mine action. We have established a partnership between the Department of Foreign 
Affairs and International Trade, the Canadian International Development Agency, the Department of 
National Defence, and Industry Canada to manage the $100 million fund. We will rely heavily on the 
input of Canadian and international NGOs and agencies in developing mine action policy and in 
delivering programs. We owe it to the victims to get down to action without delay. 
Later this week, I will be travelling to Hungary for a regional mine action conference. There, I will have 
the pleasure of working once again with our close friends and allies on this issue -- Hungary, and the 
International Committee of the Red Cross, and the International Campaign to Ban Landmines -- as we 
renew our efforts to ratify and universalize the ban convention. 
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From Hungary, I will be travelling to Bosnia, where Canada will launch a $10 million Mine Action 
Program with an initial focus in northwest Bosnia. Canadian peacekeepers have responsibility for this 
sector. They know the problem firsthand, and will be part of the solution. Our objective is to work with 
Bosnian authorities and the international community, including NGOs and donor countries, to 
substantially reduce the risk posed by landmines to the people of Bosnia within five years. This is not 
simply a  
demining project -- it is an integrated program encompassing reconstruction and local capacity building. 
I believe that we can, through concerted action with our partners, reduce by 50 percent the number of 
landmines in Bosnia in five years, including clearance of 50 square kilometres identified as the highest 
priority for demining. 
This program has been designed with co-operation in mind. Under its "adopt a team" concept, we will be 
looking for other donors to join Canada in supporting 30-person demining teams. For  
$500 000 per year, these humanitarian demining teams will be able to operate continuously in Bosnia. 
This will boost the effectiveness of the on-the-ground demining effort, under a nationally co-ordinated 
program. I invite our international partners, large and small, to consider joining us in "adopting a team". 
Our hope is that this program will become a model of the co-ordination needed if we are to meet our 
ambitious mine action goals.  
As a further sign of Canada's commitment to collective efforts on mine action, Canada will contribute $2 
million this fiscal year to the United Nations Voluntary Fund for Mine Clearance. This fund will help the 
new Mine Action Service of the UN Department of Peacekeeping Operations develop its capacity for 
global  
co-ordination, assessment missions and level one surveys.  
The title of the report of this conference -- Years not  
Decades -- reflects the new sense of optimism we have sensed within the global mine action community. 
This optimism is firmly grounded in the good work we have done together to chart a course for effective 
global mine action into the next century. But only, I should add, into the early part of that century. With 
our course charted for us, and with a clear commitment to action, I believe that we can indeed bring an 
end to anti-personnel mines in years, not decades. 
Partnership, co-operation, and co-ordination are the key. Let's work together to strengthen the Treaty, 
clear the mines, and help the survivors. That is what mine action is about. 
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Thank you. 
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It is a pleasure and an honour to be asked to speak at this milestone conference, in this beautiful and 
historic building. 
I salute the Government of Hungary for its vision and leadership in bringing the region together around 
the critical issue of global mine action. In doing so, you have brought together all the elements of the 
magic formula for the success of the ban effort over the past years -- elements that are personified by the 
speakers at this table.  
Ms. Williams, on behalf of the International Campaign to Ban Landmines [ICBL], has brought the voices 
of millions of people to event after event, making sure that we hear their strength and their insistence. 
The International Committee of the Red Cross [ICRC], speaking for the innocent victims of conflict 
everywhere, has reminded us that civilized society can and must have rules, even on the battlefield. And 
in every region of the world, courageous governments like those of Hungary and Norway have come 
forward to take a stand for humanity, irrespective of what others might do. 
The Landmines Convention 
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This partnership of forces has driven the movement -- the Ottawa Process -- that resulted just four 
months ago in the signing in Ottawa of a convention banning anti-personnel mines by representatives of 
122 countries. 
Since then, the 124th country has signed the convention, and a number of countries have already ratified 
it. I am pleased to announce that, with the assistance of our partners around the world -- especially 
UNICEF [United Nations Children's Fund], the ICBL and the ICRC -- we are setting a blistering pace 
toward the 40 ratifications needed to bring the convention to life this year. In fact, with a little luck, 
these 40 ratifications could be in hand by July, one of the quickest entry-into-force processes in history. 
I have come to Budapest today with a very simple message: the landmines ban is firmly in place, and it is 
here to stay, because millions around the world demand that it be so. At 122 initial signatories, the 
convention started out with twice the number of countries that signed the Nuclear Non-Proliferation 
Treaty, now considered the pillar of the nuclear non-proliferation and disarmament regime. With entry-
into-force likely within months, it is clear to me that the power of this simple idea -- to ban anti-
personnel mines completely -- has become irresistible. 
Even those that have not signed the convention have fundamentally altered their behaviour in line with 
the norm it established. The biggest producers have curtailed, and in many cases cut off completely, their 
exports of anti-personnel mines. For most governments, the use of these weapons is now little more than 
a theoretical possibility, unlikely to be exercised for fear of the international opprobrium that would 
result.  
While anti-personnel mines may still for a time remain in stockpiles, they are increasingly an 
embarrassment to those holding them, something to be hidden from view except when making a public 
display of their destruction. The stigma that we have sought to attach to these weapons is arguably 
already entrenched in international humanitarian law.  
The writing, as they say, is on the wall. Those who have not yet signed the convention will soon have to 
accept that the effectiveness of this weapon is too limited, the stigma attached to its use too high, and the 
price of waiting too great. They face a choice between signing on or being left behind, on the wrong side 
of history and of humanity. 
Implementing the Convention 
The fact is, with:  
its unambiguous and complete prohibition on the production, transfer and use of anti-personnel mines; 
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its provisions for stockpile destruction within four years after entry-into-force and for clearance of mined 
areas within 10 years; and  
its undertakings on mine clearance and assistance to survivors;  
the convention provides a complete and legally binding framework for systematically and 
comprehensively resolving the humanitarian crisis caused by these weapons. Universal adherence to and 
full implementation of the convention will ensure that we eliminate the anti-personnel mine threat for 
good. 
When we met in Ottawa in December, governments, NGOs [non-governmental organizations] and 
representatives of international and regional organizations made it clear that there was one crucial 
missing link in the global effort to implement the convention: co-ordination. In discussion after 
discussion, the need for a co-ordinated international response to implementing the convention, clearing 
mines and assisting survivors was the constant theme.  
In response to this appeal, Canada decided to host the International Mine Action Co-ordination 
Workshop, which took place in Ottawa earlier this week. I am pleased to report that that meeting took 
some important steps in identifying the challenges ahead, and the means to meet these challenges. 
First, there was a recognition of the need to put implementation of the treaty at the centre of our efforts. 
This means working to get the necessary 40 ratifications of the convention this year, and also toward 
universalization. 
Second, there was strong support for the steps taken by the UN, through its new Mine Action Service, to 
act as the global focal point for mine action. There was also a strong desire to open up the UN system, 
indeed the entire global donor framework, to the driving force behind our movement: NGOs. I 
announced at the workshop that Canada will contribute $2 million this year to the UN's Voluntary Fund 
for Mine Clearance to build the capacity of the Mine Action Service. I invite other governments to step 
forward and do likewise. 
Third, donors and other actors made a strong commitment to  
co-ordinating their mine action efforts, in terms of both horizontal co-ordination and vertical integration, 
linking the international level with the grass roots. 
Fourth, we agreed that level one and two surveys in mine-affected countries should be at the top of our 
agenda for mine action. The data drawn from these will ensure that we meet the obligations of the 
convention to establish a clear baseline and benchmarks for measuring progress, that we understand the 
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scope of the problem, and that we allocate our resources effectively. Much of Canada's contribution to 
the UN Voluntary Fund will go to support this kind of activity.  
Fifth, we recognized that effective mine action will depend on establishing a common framework of 
standards to ensure safety, inter-operability and accountability. Sixth, and finally, we affirmed the need 
for technology that is affordable, available and appropriate. 
Mine Action in Europe 
Like the Workshop in Ottawa, your meeting here today will give further impetus to the inexorable 
international movement against anti-personnel mines. 
Central and Eastern Europe, with what some estimate to be the world's largest stockpiles of anti-
personnel mines -- easily in the tens of millions -- is a "make or break" region for the ban. Allowing even 
a small portion of these stockpiles to leak onto black markets and into the ground would be a major 
setback. Mines in the warehouse are relatively harmless and can be destroyed for dollars. Once in the 
ground, they ruin lives and cost small fortunes to remove. 
For this reason I applaud the unilateral efforts of countries such as Ukraine, which has recently begun to 
destroy its stockpile. I hope that all the countries of the region will recognize, as the countries of Africa 
and Latin America have, that landmines have already taken too heavy a toll on them. Together, the 
countries of Europe can stand up and free the region from this scourge. 
For countries that are ready to make a firm commitment to the convention but face technical or resource 
constraints, I believe that we will be able to mobilize assistance from the international donor community. 
For its part, Canada is launching a $10-million Mine Action Program with an initial focus in northwest 
Bosnia, as one of the first projects to flow from our $100-million landmine fund. Canadian peacekeepers 
have responsibility for this sector of Bosnia. They know the problem first-hand, and will be part of the 
solution. 
Our objective is to work with Bosnian authorities and the international community, including NGOs and 
donor countries, to substantially reduce the risk posed by landmines to the people of Bosnia within five 
years. This is not simply a de-mining  
project -- it is an integrated program encompassing reconstruction and local capacity building. 
I believe that we can, through concerted action with our partners, reduce by 50 percent the number of 
landmines in the 100 square kilometres of Bosnia designated as priority areas by the United Nations -- 
and I believe that we can accomplish this essential and meaningful task within the next five years. 
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This program has been designed with co-operation in mind. Under its "adopt a team" concept, we will be 
looking for other donors to join Canada in supporting 30-person de-mining teams. For $500 000 per year, 
these humanitarian de-mining teams will be able to operate continuously in Bosnia. This will boost the 
effectiveness of on-the-ground de-mining efforts, under a nationally co-ordinated program. I call on 
other donor countries, large and small, to consider joining us in "adopting a team." Our hope is that this 
program will become a model of the  
co-ordination needed if we are to meet our ambitious global mine action goals. 
There are many other equally laudable co-operative efforts taking place. The work of the Government of 
Slovenia in Bosnia and the joint project undertaken by the governments of Hungary, Germany and 
Croatia to de-mine Eastern Slavonia are good examples of the kind of co-operation and co-ordination 
that will move us toward our objectives. 
Years, not Decades 
With the millennium almost upon us, this is a good time to set new goals, to begin working in new ways 
and to deal definitively with the legacy of old ways of thinking. The workshop in Ottawa earlier this 
week demonstrated that we can aspire to much more ambitious goals than we had ever previously 
imagined. It is, I believe, reasonable to aspire to beginning the new century with no new anti-personnel 
mine use. And, furthermore, to aspire to resolve the humanitarian crisis posed by these weapons within 
the first decade of the new century. With a concerted effort, common sense and co-ordination, we can 
beat the landmines challenge in years, not decades. 
The UN system is already moving forward, quickly, in becoming a focal point for concerted global 
action. And it is not alone. The Organization of American States, the Organization of African Unity and 
other bodies such as the World Bank are working in new ways to meet the anti-personnel mine challenge. 
Europe can also play an important part in this emerging global consensus. 
Let us commit ourselves to cleaning up the last century's problems in the very first decade of the new 
century. Let us infuse the mine action process with hope, determination and a new quality of commitment 
and co-operation. Co-operation with a strengthened UN at its centre, and with civil society working in 
partnership with governments to meet a common challenge. 
The decisions taken by each of the governments represented here to stay in or get out of the landmine 
business are vital to the health of thousands of people, not to mention the health of the landmines 
convention itself. If we have the right attitude, if we mobilize political will, if we marry it to resources 
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and engage the right instruments, we can eliminate the scourge of anti-personnel mines. We can 
transform this region of Europe, and we can transform the world.  
Thank you. 
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Last December, representatives of 122 countries gathered in Ottawa to sign a treaty banning anti-
personnel mines. Watching them were representatives of some 30 observer countries, the UN, 
international and non-governmental institutions and organizations, the international media, as well as 
landmine survivors. The signing conference was unlike any other international meeting I had attended. In 
an atmosphere of equal parts celebration and dedication, a new form of diplomacy seemed to be 
emerging.  
Was the landmines campaign the sign of a sea change in international relations? Certainly it is very much 
a product of its times -- of the profound recent changes that are transforming the international landscape. 
Before addressing the context and broader implications of the campaign, however, I would like to outline 
the events of the campaign for you briefly, as an important process in and of itself.  
The Ottawa Process  
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What has come to be known as the Ottawa Process grew out of two related strands: a civil society 
campaign that took off in the early 1990s, and efforts by some governments to raise the profile of the 
landmines issue in the context of a review of the Convention on Certain Conventional Weapons (CCW). 
These two strands joined in 1996 at the first of a series of informal meetings in the margins of the CCW 
review between governments and NGOs [non-government organizations] supportive of a ban on 
landmines. 
In December 1996, Canada hosted a formal meeting of 50 pro-ban governments, 24 observer 
governments and numerous non-governmental representatives. At the end of that conference, I 
challenged the global community to return to Ottawa by the end of 1997 to sign a convention banning 
landmines outright. The Ottawa Process was launched, and a period of intense work began.  
A core group of committed countries -- Austria, Belgium, Canada, Germany, Ireland, Mexico, the 
Netherlands, Norway, the Philippines, South Africa and Switzerland -- started a process that culminated 
in the drafting and negotiation of the convention. As other countries joined, momentum built. The 
decision of Britain and France, following elections in both those countries, to join the ban campaign 
provided an invaluable boost to the process. In parallel with this process, we worked with non-
governmental bodies to support a high-profile campaign to build grassroots support for the convention. 
The result: in December 1997, 123 countries signed a convention to eliminate the use, production, 
stockpiling, and transfer of anti-personnel mines, more signatories than even the most optimistic 
supporters had envisaged at the start of the process. The ban represented a new norm in international 
disarmament. It was a major, though by no means final, step towards ending the humanitarian crisis 
caused by these weapons of slow-motion mass destruction. And it was backed up by commitments of 
close to half a billion dollars U.S. from the international community for destruction of stockpiles, 
demining and assistance to victims.  
The Ottawa Process was exceptional on a number of fronts. A unique coalition of governments, civil 
society and international groups worked closely together to make the convention a reality. The 
convention broke records for the speed with which it was developed and negotiated and for the number 
of signatories -- and is now well on its way to breaking more records for speed of entry into force. I 
understand that in the next day or so, we will likely see the 20th ratification, putting us halfway to the 40 
ratifications required for entry into force, as well as on the way to reaching that goal before the end of 
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the year. Perhaps, most importantly, this Convention was the first international disarmament agreement 
to ban a weapon in widespread, active use around the world.  
The Next Phase: Making the Ban Real 
In Canada and elsewhere, attention is now focussed on the next phase: ratification, universalization and 
full implementation of the Convention. A central element of implementation is mine action: the urgent 
need to clear land of mines so that people can return to their homes and their livelihoods, and the crucial 
long-term issue of ensuring the rehabilitation of mine victims and their reintegration -- including social 
and economic -- into their societies and into productive, meaningful lives. Canada has allocated $100 
million over the next five years to these ends.  
Within the Department of Foreign Affairs and International Trade alone, we will devote over $6 million 
this year to supporting ratification and universalization, and to building the United Nations' capacity to 
co-ordinate global mine action. In  
co-operation with the Canadian military, we will use some of these funds to help others destroy 
stockpiles of anti-personnel mines. We will help our partners within civil society to develop their 
capacities in supporting and monitoring implementation. Canada will also be contributing to the massive 
task of clearing the millions of mines in the ground in Mozambique, Angola, Central America, 
Cambodia, Afghanistan, and elsewhere. As one of our first mine action projects, the Canadian 
International Development Agency will put $10.5 million over three years into a program to strengthen 
mine clearance efforts in Mozambique. 
As we work to expand support for the ban, the United States' recent announcement that it will sign the 
Ottawa Convention by 2006 was welcome news. It is a clear sign of the legitimacy and credibility which 
the Convention has acquired. I do, however, have reservations about the major condition that the U.S. 
government has placed on signing the Convention: that of finding alternatives to anti-personnel mines. 
This is disturbing because it continues to cast the problem as a military one, rather than the humanitarian 
issue that it is. If this is truly what is standing in the way of the United States joining the Convention, I 
hope that it will commit serious energy and resources to finding those alternatives, the same kind of 
energy that it has committed to humanitarian demining.  
The United States says that it cannot sign the Ottawa Convention at present because of its "unique 
responsibilities." I would submit that part of America's global responsibility is to recognize that the 
world has changed, and that the old ways of doing business no longer hold.  
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The Broader Context 
The success of the Ottawa Process is in itself a clear indicator of this change. Exceptional as it is, the 
Ottawa Process did not spring out of nowhere. It emerged from the seismic shifts that have realigned the 
tectonic plates of world affairs since the fall of the Berlin Wall. It is, I believe, only the first example of 
an emerging international response to these changes and the longer-term trends that underlie them. After 
an initial period of paralysis in the face of the "new world disorder," the international community is 
starting to develop new tools and new ways of doing business.  
Broadly speaking, I see four trends, and four responses to them, that gave birth to the Ottawa Process. 
The four trends are as follows: 
first, a change in the nature of conflict, with bitter internal wars that primarily target civilian populations 
taking over from traditional wars between states as the greater source of global instability; 
second, increasingly permeable international borders, through which people, information, goods, natural 
resources and money pass for good or for bad; 
third, with globalization and the information technology revolution, the emergence of a global commons 
-- the Internet equivalent of Marshall McLuhan's global village; and  
fourth, a diffusion of international power at the level of both state and non-state actors, which has led to 
a democratization of foreign policy. This is due in part to the growing importance of what the American 
theorist Joseph Nye termed "soft power."  
Responses to International Trends 
These trends have already been described extensively by observers of international affairs, so I will not 
belabour them here. I would like to spend a little more time, however, outlining four important aspects of 
the emerging international response to them. These four aspects are:  
an approach centred on human security;  
a renewed focus on humanitarian standards;  
new forms of partnership; and  
maximum use of soft power through a combination of old and new tools of diplomacy.  
Foreign Ministers used to be concerned above all with the security and integrity of the state. 
Increasingly, however, as borders become porous and the Cold War standoff is replaced by a multitude of 
intra-state conflicts, international decision makers deal with issues that directly affect people's daily 
lives. Whether the focus is international crime or transboundary pollution or human rights abuses, our 
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basic unit of analysis and concern has shrunk from the state to the community, and even to the 
individual. It is in response to these developments that a "human security" approach has emerged, one 
which formulates security goals primarily in terms of human, rather than state, needs.  
In this context, international humanitarian standards and humanitarian law take on a new importance. As 
internal conflicts increasingly target civilians, the old standards regarding use of certain classes of arms 
and treatment of individuals in times of war no longer provide sufficient protection.  
The landmines campaign shows how, by looking at a problem through a human security lens, we can 
apply the basic principles of humanitarian law in a new area to address a severe humanitarian crisis. The 
campaign started from the premise that the lives and limbs of the millions of civilians take precedence 
over military and national security interests. On this basis, we were able to establish a new norm in 
international disarmament: an outright ban on landmines, on the grounds that risk of severe harm to 
civilians was inherent to this class of weapon.  
If we focus the human security lens on other areas such as conflict prevention, environmental protection 
or human rights, the inadequacy of existing tools of international diplomacy becomes clear. In Rwanda 
and in Bosnia, for example, the international community was unable to respond effectively to complex 
internal conflicts. Based on the lessons learned from these failures, it is working to develop new 
approaches, so far with mixed results. 
One positive outcome has been the development through creative ad-hoc means of new co-operative 
approaches to human security problems. Perhaps the most striking aspect of the Ottawa Process was the 
unusual and successful partnership forged by governments, international organizations, and civil society.  
Dialogue, lobbying and outreach between governments and civil society on international issues are not 
new. What was unusual about the Ottawa Process was that governments and civil society worked directly 
together as members of a team, with remarkable success. The process was open to all -- NGOs, 
governments, the Red Cross, even individuals -- and hostage to none. The only requirement to join was 
the acceptance of a single, unshakeable bottom line: that the only way to deal with landmines effectively 
was to ban them outright.  
A good deal of attention has been paid to the non-governmental members of the coalition. Deservedly so, 
since they played a crucial role, recognized by the awarding of the Nobel Peace Prize to the International 
Campaign to Ban Landmines (ICBL) and its co-ordinator Jody Williams. But governments had an 
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equally important, if sometimes less visible, role to play. The real key to success was in how the players 
joined forces to work together.  
As the Ottawa Process moves into its second phase, this remarkable "coalition of the willing" continues 
to develop and thrive. Donor nations are working to co-ordinate demining and victim assistance efforts, 
and to create synergies with the military, with NGOs and with local populations on an unprecedented 
scale. This work may have significant long-term impact in terms of improving donor co-ordination in 
development assistance more generally.  
It is through implementation that the special nature of the landmines Convention becomes apparent: it is 
much more than a simple treaty to control or ban a weapon. Instead, it provides a detailed, unambiguous 
framework for a full range of integrated mine action. Thus, the money pledged to support 
implementation is not simply increased funding to support "business as usual." Every time we take an 
initiative, we first ask ourselves: does this help us implement the Convention? Does it fit into our 
framework for co-ordinated universal action that transcends artificial barriers between humanitarian, 
development and disarmament goals?  
It is clear that we must mobilize more resources for mine action, but in doing so we must assure our 
taxpayers and supporters that this will be money well spent. This requires that we rapidly learn and apply 
the lessons of the past five years of mine action. One of the strengths of the Ottawa Process was its 
ability to link the local to the global. As we work to ensure that the Convention becomes a real engine for 
change in the lives of those affected by landmines, we cannot lose sight of the tremendous moral, 
political and financial support that the grassroots of this movement can provide to our collective efforts. 
The landmines coalition was certainly unusual, but why was it so successful? In large part, I believe, 
because it combined old-style diplomacy with high-tech advocacy to make maximum use of its soft 
power resources.  
The governments within the core group of the coalition did not include the larger powers, but respected 
countries from across the range of the traditional hard-power pecking order. In the past, these countries 
would have been limited in acting as honest brokers by the rigidities of Cold War alliances and divisions. 
In the current more fluid international situation, however, the core group could use its skills in 
communicating, negotiating, mobilizing opinion, working within multilateral bodies and promoting 
international initiatives to achieve the outcome we wanted.  
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The coalition was setting the international agenda and exerting international leadership in the face of 
lack of enthusiasm or even outright hostility on the part of some larger powers. This was soft power in 
action.  
How did we do it? In part through good old-fashioned diplomacy: a barrage of phone calls, letter, 
demarches, corridor discussions, informal consultations and formal negotiations at every level from 
heads of government to junior officials. In part through using traditional tools in new ways: for example, 
through an extensive series of regional conferences to raise awareness and build support for the ban, 
sponsored by governments with the ICBL and the Red Cross. And in part through a high-tech advocacy 
campaign of the type not usually associated with the staid world of foreign policy.  
The late Princess Diana played an invaluable role in bringing the landmines campaign into a million 
living rooms to build understanding and support. At the same time, the coalition used videos, 
newsletters, cell phones and the Internet to build support for a ban within governments and civil society. 
If you are interested in this aspect of the campaign, I would encourage you to visit the special landmines 
Web site established by Canada entitled "Safe-Lane" (www.mines.gc.ca). We used this site to broadcast 
the proceedings of the signing conference in all UN languages in real-time audio -- another first for the 
Ottawa Process.  
Future Prospects: A New Diplomacy? 
The Ottawa Process is relatively new, and it is still evolving. I believe it is a positive indicator of a new 
type of diplomacy suited to a new era, but I do not want to overstate the case. The proof of the process 
lies in the success of the next phase of the landmines campaign -- entry into force and implementation -- 
and in the use of these new tools in other areas.  
Among the prime human security concerns where a similar approach could prove useful are small arms 
proliferation, children's rights, including the recruiting of child soldiers, human rights more generally, 
and the need for a permanent International Criminal Court (ICC). I have just returned from Rome, where 
I attended the opening of the conference at which a decision on establishing an ICC will be made. In 
addressing the conference, I stressed that an independent, effective Court would be a key institution of 
the new diplomacy.  
Such a Court would help to deter some of the most serious violations of international humanitarian law. 
It would help give new meaning and global reach to protecting the vulnerable and innocent. By isolating 
and stigmatizing those who commit war crimes or genocide, and removing them from the community, it 
258 
would help to end cycles of impunity and retribution. Without justice, there is no reconciliation, and 
without reconciliation, no peace.  
I also stressed that states need not fear intrusion by the ICC into their sovereignty. The principle of 
"complementarity" ensures that the Court will only exercise jurisdiction where national systems are 
unable or unwilling to prosecute transgressors. It will be in a sense a court of last resort -- a final 
bulwark to ensure that those who commit heinous crimes do not go unpunished.  
In an era of declining state autonomy and power, we face the question of who, ultimately, decides issues 
of international morality and legality. Individual states? The international community? A "global 
commons"? An International Criminal Court will help to resolve this dilemma by providing a respected, 
unbiased point of final appeal. If we can establish new norms -- like the ban on anti-personnel mines -- 
and new institutions, like the ICC -- we will be laying the foundations of a new diplomacy focussed on 
human needs. 
I know that there is scepticism in some quarters about the Ottawa Process and about the notions of soft 
power and human security more generally. Supporters of a realpolitik view argue that the end of the Cold 
War has simply returned the world to a balance of economic and military power. They may pride 
themselves on their hard-headed approach, but in fact it is they who are refusing to recognize that 
international realities have changed.  
In a world where CNN brings every war into your living room, what use is military power alone if public 
opinion sharply restricts the circumstances in which it can be used? In a world where Foreign Ministers 
sit down to discuss global warming, hate propaganda and child labour, it is clear that zero-sum 
applications of hard power are not going to solve all the problems we face.  
In my view, true realism lies in recognizing that addressing non-traditional problems requires new 
approaches and new tools. That the democratization of international relations is a reality, one to be 
applauded rather than resisted. Above all, that a new diplomacy is urgently required to address the 
challenges and opportunities of a new era. 
Thank you.  
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It is a great pleasure to be here in Chicago once again. I would like to thank the Mid-America Committee 
for inviting me to address this distinguished and influential audience on Canadian foreign policy, and in 
particular on how Canada sees itself within the North American community.  
In a previous speech I quoted an article comparing the U.S.-Canada relationship to that of Ralph and 
Alice Kramden in The Honeymooners. Those of you old enough to remember that show will know what I 
mean. We may complain and squabble sometimes, we may take one another for granted, but beneath this 
lies the closest and deepest relationship possible between two sovereign nations.  
Even such a close partnership is not immune to change, however, particularly as the world changes 
dramatically around us. Since the fall of the Berlin Wall, the course of world affairs has been radically 
altered. And we have only to look at developments over the last few months to see that the shock waves 
of that watershed event are still being felt. Change of this magnitude affects us all. It brings once-distant 
foreign policy concerns to our doorsteps, and it challenges us to develop new tools, new ideas and new 
institutions.  
The Concept of Human Security 
It is in this context that we have been rethinking and retooling Canada's foreign policy. One of the most 
significant developments we have focussed on is the growing importance of human security issues on the 
world agenda. These are international issues that strike directly home to the individual: the threats posed 
by illicit drugs, terrorism, environmental problems, human rights abuses and weapons proliferation.  
Whether one sees these as the dark side of globalization or simply as pre-existing problems that have 
gained new prominence with the end of the Cold War, they have become the daily concern of foreign 
ministers and governments. Our basic unit of analysis in security matters has shrunk from the state to the 
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community and even the individual. Thus, looking at foreign policy through a human security lens 
produces a new set of priorities -- everything from terrorist bombs to child labour and climate change -- 
that most affect the daily life of individuals. 
These problems largely ignore state boundaries. It takes action and co-operation at different levels -- 
global, regional and  
local -- if they are to be tackled effectively. This is no longer simply a matter for nation-states. New 
players on the international scene, including corporations, non-governmental bodies and regional 
organizations, have a growing role to play. 
All this severely tests our traditions of governance and raises perplexing questions for the conduct of 
nation-states. We are all seized with the need to define and identify the role we intend to play in this new 
dispensation. President Clinton has spoken of the United States as the "indispensable nation." I like to 
think that Canada is a nation that adds value internationally by exercising effective influence in areas of 
concern to us, as seen from the viewpoint of human security. 
In the remainder of my remarks today, I would like to outline for you how this new outlook works in two 
areas of our foreign policy: 
Canada's approach to key global human security priorities such as landmines, small arms and the 
International Criminal Court [ICC]; and 
more specifically, our approach to continental policy in terms of building a North American community. 
Global Action to Promote Human Security 
Alarm and uncertainty in the face of the "new world disorder" have led some to advocate raising barriers 
against the outside world as a solution. In my view, this is exactly the wrong approach. The only 
effective response lies in confronting these problems and co-operating to address them, not in 
isolationism. What has this meant in practical terms for Canadian foreign policy? We have brought a 
more concerted focus and greater activism to bear on some of the key human security problems.  
Perhaps the most high-profile example of this is the campaign to ban anti-personnel mines. Following an 
unprecedented partnership between governments and civil society, in December 1997 in Ottawa, 122 
countries signed the Convention on the Prohibition of the Use, Stockpiling, Production and Transfer of 
Anti-Personnel Mines and on their Destruction. Since then, eight more countries have signed. The 
Convention sets a new norm in international disarmament. We are currently at 37 ratifications, including 
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the United Kingdom, and expect to reach the 40 ratifications needed for the Convention to enter into 
force this fall -- breaking all speed records for an international agreement. 
Signature of the Convention was a major, though by no means final, step toward ending the humanitarian 
crisis caused by these weapons of slow-motion mass destruction. The Convention is not just a piece of 
paper or a statement of high ideals. By signing, countries agree not only to ban use, production and 
transfer of anti-personnel mines, but also to destroy existing stockpiles, and to do all they can to get 
mines out of the ground and help survivors. The international community committed close to half a 
billion U.S. dollars toward these latter elements of mine action. I welcome the role that the United States 
has taken as a world leader in mine action, through work under Ambassador Inderfurth in areas such as 
mine clearance and a Slovenian mine action trust fund.  
It is true that some major states have not yet signed the convention, including the United States, China, 
Russia, India and Pakistan. The U.S. government's recent announcement that it will sign the Ottawa 
Convention by 2006 was welcome news, although we continue to hope that it will be able to do so 
sooner. After all, President Clinton himself called on the United Nations to pursue vigorously an 
international treaty banning anti-personnel mines "as soon as possible."  
The humanitarian imperative to rid the world of these weapons that indiscriminately target civilians is as 
strong as ever. At the same time, the military usefulness of anti-personnel mines is more and more open 
to question. There are effective existing technologies which, if used in new ways, could largely replace 
anti-personnel mines. In addition, senior military figures have cast doubt on their usefulness as weapons 
of war. Retired General Norman Schwarzkopf and 14 other retired senior U.S. military officers -- 
including two former commanders of U.S. forces in South Korea -- now publicly support a ban.  
The United States government has said that it cannot sign the Ottawa Convention at present because of 
its unique responsibilities. I would submit to you that part of America's global responsibility is to 
recognize that the world has changed and that the old ways of doing business no longer hold.  
There is still much to be done to reach our ultimate, shared goal of a world without landmines. At the 
same time, awareness is growing that military small arms and light weapons also take a terrible toll on 
civilian populations. Small arms -- which are cheap and easy to transport, smuggle or hide -- are 
currently responsible for far more actual casualties than nuclear bombs or other weapons of mass 
destruction. They have become the tools of trade of drug smugglers, terrorists and criminals, corroding 
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the fabric of civil society. I should stress here that I am speaking of military weapons only, not of non-
military firearms legitimately held by private citizens.  
This is a complex issue, one which we are only beginning to understand. But work within the United 
Nations and discussions in the international community, including civil society, are starting to outline the 
way ahead. Just a few weeks ago, I attended an international NGO [non-governmental organization] 
meeting, sponsored by the Canadian government, which discussed practical measures to end small arms 
proliferation and begin the process of disarmament. The Canadian government is addressing the problem 
along three tracks: humanitarian action through peacebuilding, attacking illicit trafficking, and 
controlling legal trade. We are pursuing everything from grassroots arms buyback projects in places such 
as El Salvador and Mali, to international conventions and agreements.  
The Inter-American Convention against the Illicit Manufacturing of and Trafficking in Firearms, 
Ammunition, Explosives and Other Related Goods, which the United States and Canada signed last year 
along with 29 other countries of the Organization of American States, is particularly important. It not 
only provides a foundation for co-operation within our own hemisphere, but also acts as a useful 
precedent for negotiations in other international forums. Canada recently proposed consideration of a 
global convention prohibiting the international transfer of military small arms to non-state actors. This 
could be a useful tool for addressing the unfortunate side effects of legal trade in small arms.  
This is a highly complex problem, and there are no shortcuts to a solution. But I believe it is clearly in 
the interests of the United States and Canada to address it. Otherwise, we risk finding ourselves 
helplessly standing by -- or putting our own troops into danger -- as teenagers aim AK-47s at one another 
across village streets in countries caught up in a maelstrom of violence and despair.  
In these internal conflicts, civilians are prey not only to the devastating effects of landmines and small 
arms, but also to acts of genocide and war crimes. It is with this in mind that Canada joined other nations 
in pressing for an International Criminal Court. As you may be aware, the international community 
recently agreed to establish a permanent court to try those accused of the most serious crimes recognized 
in international law, namely genocide, crimes against humanity and war crimes. The Court will take 
jurisdiction only where national judicial systems fail to investigate these crimes. The Court would be 
able to bring to justice the Pol Pots of this world -- those who have committed the most horrendous 
atrocities but enjoy impunity because their government is unable, or unwilling, to bring them to justice.  
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I know that the U.S. government has strong concerns about the ICC as currently constituted. It fears that 
the Court could bring U.S. soldiers before it on frivolous, politically motivated charges. But a close look 
at the agreement establishing the Court shows that there are very strong safeguards to address these 
concerns. The Court can only deal with the most serious crimes of international concern, and only where 
states have failed to investigate or deal with those crimes. Any state that diligently investigates and 
prosecutes those responsible -- which the United States surely would -- will thereby ensure that the ICC 
will not take up these cases. The Court's prime focus will be cases where the authority of the state in 
question has collapsed, or where states themselves have committed these extremely serious crimes. In 
addition, ICC prosecutors will be professionals whose work will be subject to the extensive checks and 
balances established in the Court's statute; these are specifically designed to screen out frivolous 
complaints.  
The United States had a very positive impact on the ICC negotiations, ensuring that we have a Court that 
will not only be independent and effective, but that will also be credible and responsible. With a Court of 
this nature, I cannot imagine any situation under which American soldiers would find themselves 
indicted on political charges of dubious value. What I can see is a Court that would allow the United 
States and Canada to fulfil key international aims in terms of the rule of law. For there to be true 
international rule of law, no country and no individual can be exempt. Once we start asking for 
exemptions, however well-intentioned, we fatally undermine the basic principle that all must be equal 
before the law. I very much hope that we will be able to work together in the coming months to address 
the concerns of the U.S. government without diluting the effectiveness of the ICC.  
Building a North American Community 
The emerging human security agenda -- be it landmines, small arms or war crimes -- requires not only 
increased global co-operation but also a rethinking of regional co-operation. At the moment, Canada, the 
United States and Mexico are all dealing separately with issues such as crime, drugs and terrorism -- 
sometimes in ways that have the unwanted side effect of raising new barriers along our borders. The 
question then becomes, can there be a common North American response to human security issues? How 
does North America fit together, and how does North America fit in globally in this era of change? 
If we can get North American co-operation right, not only will our own countries benefit but we would 
provide an important model of regional co-operation in a fluid and uncertain world. This would be an 
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alternative model to that presented by the European Union, for example, in that it would be 
institutionally much lighter and would draw together economies at different stages of development.  
We have a long way to go, however, before we achieve that level of finely tuned co-operation. To date, 
much of our attention has been focussed on North American free trade. Trade and economics are, of 
course, a key element of the partnership between Canada, Mexico and the United States. Since the 
NAFTA [North American Free Trade Agreement] came into effect in 1994, North American trade has 
increased by 65 percent. The resulting jobs and economic opportunities are vital to the well-being of all 
three countries.  
Our success in liberalizing trade through the earlier FTA [Canada-U.S. Free Trade Agreement] and the 
NAFTA has set an international standard. An unequivocal American commitment is essential to 
maintaining our leading role. The danger of losing direction at this critical juncture can hardly be 
overstated. It could mean losing a historic opportunity to build bridges to newly emerging regions such 
as Latin America. Canada is ready to move ahead with key trading partners in South America, the 
Caribbean and Central America in order to create a framework for a more open and predictable trading 
system in the hemisphere. We hope that the United States will be marching side by side with us in this 
endeavour.  
The international trade agenda is both full and potentially divisive. Over the next few years, the World 
Trade Organization will address issues such as agriculture and trade in services -- issues that will task 
our ingenuity and test our commitment. At the same time, we will need to continue building on the 
NAFTA to create and sustain the conditions for growth and competitiveness. We need to look more 
closely at border operations, trade and transportation corridors, and labour mobility to keep the NAFTA 
on the cutting edge.  
Important though this is, it is only one aspect of building a North American community. Globalization 
means more than simply freer trade. As ideas, people and money flow more and more easily across our 
borders, it is becoming clear that what happens in one country affects all aspects of daily life in the 
others. We have a host of common concerns which we need to address together, but many of the 
mechanisms we have developed piecemeal over the years are simply out of date or not up to the task. We 
need to update our shared instruments and institutions to deal with challenges across a broad spectrum: 
everything from our shared natural environment to movement of goods and people, and to education and 
human resources.  
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The challenge is not simply to co-operate more effectively, although that is demanding enough in itself. 
We need to look ahead and develop a vision of what we want a North American community to be. And in 
doing so, we have to deal with the tensions inherent in globalization. This means developing a sense of 
"North Americanness," while at the same time preserving our separate national identities.  
For Canadians, culture gives a sense of our shared identity as citizens and represents a core component 
of our collective vision as a nation. Americans and Mexicans also have their own sense of what 
constitutes culture and cultural identity. The challenge, then, is to develop a North American "footprint" 
that treads lightly enough so that it does not crush the existing landscape formed by our distinctive 
histories and cultures.  
Greater co-operation and co-ordination in education, research and culture are crucial not only in 
strengthening a regional sense of identity but also in understanding the regional nature of the challenges 
we face. For example, the Aboriginal peoples of North America share strong common links which could 
be deepened through joint cultural projects. Linking up our universities and research institutes would 
allow for co-ordinated work on complex environmental issues that affect us all, such as climate change 
and the need for "green" transportation networks. It was in this context that I recently announced that 
Canada would support the establishment of an Alliance for Higher Education and Enterprise in North 
America by the North American Institute.  
In parallel to this work of reflection, I believe there is great scope for practical work to expand bilateral 
and trilateral co-operation within North America across the range of trans-boundary issues that affect our 
daily lives.  
Environmental and natural resource issues, for example, are fundamental to the well-being of all North 
Americans. Too often we wait until problems arise and only then look for ad hoc solutions. Canada's 
experience has been that if you wait until the problems develop -- until all the fish are gone or the water 
tainted -- it is too late. Effective stewardship of our shared environment means that we have to look 
ahead and develop solutions before problems become acute. It also requires us to be aware of the impact 
of our actions on our neighbours, and to take responsibility for that impact.  
Nothing illustrates this point better than the example right on your doorstep: our shared responsibility for 
the Great Lakes. Millions of our citizens depend on this priceless resource for their economic, social and 
environmental well-being. Canada and the United States long ago recognized this through the 
establishment of institutions such as the International Joint Commission [IJC]. Since then, we have made 
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tremendous progress. The Great Lakes are cleaner now than at any other time in the past 50 years. Yet 
the latest report from the IJC is critical of the slow rate at which improvements are being made. And that 
criticism is only in relation to the problems that already exist, never mind those that lie ahead. Integrated 
management of shared watersheds in North America will be an essential part of successfully facing the 
challenges of the 21st century. 
Climate change is another area of environmental concern where North American co-operation has, I 
believe, great potential. A North American emissions trading arrangement could give the world a model 
for co-operation between countries at different levels of development. Implementing the Kyoto Accord 
commitments within North America would be an important display of global environmental leadership.  
Another key area for North American co-operation lies in developing borders which are seamless and 
straightforward for legitimate trade and movement of people, but which present effective barriers to 
crime, terrorism and the drug trade. Bilaterally, the Shared Border Accord and the Open Skies Agreement 
have met this dual challenge with remarkable success. Travel between Canada and the United States has 
increased by over one third in less than three years under Open Skies. And we are working to make 
passage across the border even simpler through a nationwide in-transit preclearance program.  
It is clear, though, that we still need to work on getting the balance right between ease of access and 
control. The ongoing debate over Section 110 of the 1996 U.S. Immigration Act is a case in point. 
Concerns about control on the southern border of the United States risked sideswiping our traditional 
ease of access to the north. When Secretary Albright visited Canada, we agreed that there was a need to 
review our bilateral institutions and to ensure better co-ordination of the existing web of agency-to-
agency contacts. The real challenge, in my view, lies in looking ahead and preparing for the future. It lies 
in developing a vision of what we want our shared borders to be.  
You may be aware of proposals that would radically alter movement within North America by 
establishing continental transport corridors. I think this concept warrants serious investigation. A 
"Murmansk to Monterey corridor" could significantly enhance North America's global competitiveness. 
Transportation corridors also offer major potential benefits for local communities, if they are developed 
with significant local input and in an environmentally sustainable way. Such "green corridors" would be 
the lifelines of an emerging North American community, and would serve as positive models of effective, 
sustainable regional co-operation. Getting there will be quite a challenge, given the many levels of 
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government and interests involved. But if we get it right, we would be breaking new ground in effective 
governance and management of transboundary issues.  
Conclusion 
In an era when borders are dissolving, when the Internet makes global town hall meetings a real 
possibility and when companies join in complex international exercises in just-in-time delivery, 
governments often seem to be the ones left behind by change. Civil society and the private sector are in 
many ways far ahead of us in adapting to globalization. It is clear to me that the public sector has to 
catch up. Governments have an important role to play in adapting to these changes, in mitigating their 
negative effects and in taking advantage of the opportunities of a new era. To take up this role, we have 
to learn to work in new ways -- to address pressing problems of human security through new partnerships 
with other governments and institutions, and with other sectors of society.  
I have outlined for you today a broad range of issues, both global and continental, in which Canada and 
the United States have a shared interest in partnership. With a bilateral relationship that is unique in its 
scope and depth, it is important that we rise to the challenge of updating and retooling this partnership, 
both for ourselves and for the international community as a whole. This will be part of our contribution 
to building a North American community for the 21st century. 
Thank you. 
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From the outset, our hemisphere has been actively engaged in achieving a global ban on anti-personnel 
mines. As a region, we played a leading role in making the Ottawa Treaty a reality. We should continue 
to do so as efforts turn to bringing the Convention to life.  
I am therefore delighted to participate in a seminar that brings us together to address practical solutions 
to the serious problems caused by anti-personnel mines in our hemisphere. The theme of the seminar -- 
"reaffirming our commitment" -- perfectly captures the spirit of the anti-personnel mine ban effort in this 
region.  
I am particularly pleased that Canada is co-sponsoring this seminar with Mexico. Mexico has been an 
active, constructive and much appreciated player -- and often leader -- in pursuing global disarmament 
and arms control issues, including anti-personnel mines.  
In March, the Ottawa Convention will enter into force -- faster than any disarmament convention ever. 
Early in the Ottawa Process, Central American and Caribbean leaders pledged to make their region mine-
free by the year 2000. Thirty-three of the 35 States in our hemisphere were original signatories of the 
Convention. Since then, 14 States have ratified it. Our hemisphere has clearly made a major contribution 
to this historic achievement.  
Close co-operation between governments and civil society organizations was an important element of 
what has become known as the Ottawa Process -- and a key factor in our success. This partnership needs 
to continue. And as I look around the room today, I am encouraged to see that this unique coalition 
remains strong.  
The Ottawa Convention is a major achievement, but it is just the beginning. As challenging as it was, 
achieving the Treaty was the easy part. The real challenge is implementation and universalization. The 
real test will be the degree to which it makes a difference in the lives of those who must live with the 
threat of landmines every day. That is why we are here today. 
Like this meeting, governments and civil society organizations have hosted regional conferences over the 
past year -- in Russia, Jordan, Thailand, Hungary and Yugoslavia -- to move forward in achieving the 
goals of the Convention. Each of these conferences has yielded concrete results: more ratifications, more 
signatories, stronger public awareness of the landmine issue, more pressure on the holdouts to join the 
ban, and concrete mine action and victim rehabilitation projects. 
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I hope that over the next days we will reinvigorate the region's commitment to progress in all these areas. 
For the first time since the beginning of the Ottawa Process, we are gathered to focus our thinking on 
how to rid the farm lands, playgrounds and fields of our own region of these indiscriminate killers. 
Signature and ratification of the Convention remains the indispensable starting point. With each new 
signature and ratification, another country assumes the responsibility of destroying mines on its own 
territory as well as supporting mine clearance and victim assistance in mine-affected states.  
The First Meeting of the States Parties to the Convention will be held in Mozambique in May. As I 
mentioned, 14 States in our hemisphere have ratified the Convention. Many more have begun the 
process. I challenge us to arrive in Mozambique with as many ratifications as possible -- reaffirming our 
strong commitment and the region's leadership role.  
We also need to sustain public and political momentum. This is essential to meeting the provisions of the 
Treaty and to making a difference in people's lives. We have made progress globally:  
there are now fewer than 10 mine-producing countries in the world that do not support a comprehensive 
moratorium or de facto ban on the export of anti-personnel mines; 
almost all traditional exporters of mines have ceased these activities -- the once-flourishing trade in 
mines has all but vanished. Use is slowing; transfers are drying up;  
unilateral moratoria have been adopted by key non-signatories -- the United States, Russia and China;  
11 million stockpiled mines have been destroyed by 15 countries since the beginning of the Ottawa 
Process in 1996;  
as a result, millions of mines will never be produced, exported or put in the ground -- sparing thousands 
of lives and preventing thousands more from debilitating injuries.  
Awareness and support continues to grow in our region too. The peace accord between Peru and Ecuador 
resolved one of the most intractable disputes in South America, and provides for mine clearance 
activities. In Colombia, rebel alliances have renounced the use of anti-personnel mines through the 
"Heaven Doors Agreement." To help raise public mine awareness in Colombia, Canada will contribute 
$50 000 to help a local NGO [non-governmental organization] manage a nation-wide mine awareness 
campaign. 
Concrete mine action programs are indispensable to giving concrete meaning to the Convention. Over 
the past year, 10 donor countries have initiated close to 100 new mine action programs in 25 countries. 
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Donors such as Canada, Norway, the European Union, the United States and Japan have mobilized 
significant new resources to that end.  
Not only has the number of mine action programs increased, but they are also being undertaken more 
systematically, with better record keeping and, as a result of new technologies, more rapidly, efficiently 
and safely than ever before.  
Survey work is the best insurance that mine clearance resources are dedicated to the neediest places 
where the impact will be highest. In the last year, a consortium of NGOs known as the Survey Contact 
Group teamed up with the UN system to establish standard procedures as well as a strategic approach to 
survey the most mine-affected states as quickly as possible. 
As a result of mine action programs around the world, ranging from the onerous and time-consuming 
process of mine clearance, to more cost-effective and targeted programs of mine awareness, to minefield 
marking projects, the number of new mine victims is decreasing in many states. In Bosnia, monthly 
incidents in 1998 dropped from 90 to 18, in Cambodia from 230 per month in 1996 to 100 per month in 
1998. In Nicaragua there were only two landmine-related deaths last year. We should not underestimate 
the task ahead, but this is encouraging news.  
In our hemisphere, a wide range of new mine action programs are planned or underway in Nicaragua, 
Guatemala, Peru, Ecuador, Honduras, Colombia, and  
El Salvador.  
In co-operation with the OAS [Organization of American States] and Norway, Canada has set aside $1 
million for a demining program in Northern Nicaragua along the Honduras border. Canada is also 
pleased to provide $100 000 to procure equipment to assist Peru and Ecuador in undertaking -- more 
safely and quickly -- demining efforts related to the demarcation of their common border. 
The devastation of Hurricane Mitch in Central America extended to mine action efforts. To ensure that 
safe and efficient mine action can take place as soon as possible, Canada provided $100 000 to support 
an OAS assessment mission to Central America aimed at taking stock of the hurricane's effect in this 
area. 
While demining is a firmly established priority, increased emphasis also needs to be placed on the 
reintegration of survivors into social and economic life. The international community is working together 
to establish goals and standards for victim assistance and to better co-ordinate the delivery of 
programming in this area. 
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In our region, Canada is co-operating with Mexico and PAHO [Pan American Health Organization] on 
mine victim rehabilitation activities. We have committed $3.5 million over five years to support a 
community-based rehabilitation program with Nicaragua, El Salvador, and Honduras. In Guatemala, 
Canada and Israel are working with local authorities to promote rehabilitation of landmine victims.  
With concerted effort, common sense, and co-ordination, we can beat the landmines challenge. In years 
and not decades. The Ottawa Convention provides the road map and comprehensive framework for mine 
action. We are making progress in reaching our destination. But the biggest challenge ahead may be 
waning enthusiasm. For that reason, we must continually recommit ourselves to achieving our goals -- 
universal ratification, maintaining public and political momentum, and effective mine action and victim 
rehabilitation programs -- in other words, implementing the Treaty.  
Here, the role of our hemispheric institution, the OAS, is vital. The OAS is unique among regional 
organizations in taking on the mine action challenge through the Unit for the Promotion of Democracy 
and by careful tasking of the IADB [Inter-American Defense Board].  
OAS work in this area has provided a model for other regional organizations. We congratulate Secretary-
General Gavira, the OAS Secretariat and the member states for the impressive action taken to deal with 
the anti-personnel mine challenge. We believe the OAS should work closely with the UN to ensure that 
mine action efforts in the Americas is effectively co-ordinated and to prevent any overlap. 
Indeed, we believe that the OAS, with appropriate support from its members and observer states, could 
take on much of the ongoing mine action responsibilities for the region, freeing the UN to focus on other 
regions that do not have the benefit of OAS infrastructure, organization and experience.  
But the challenge in this region will extend beyond Central America. As we look to the full and effective 
implementation of Ottawa Convention commitments, the OAS may need to play more of a role in 
assisting member states to meet their mine action objectives including destroying stockpiles, identifying, 
marking and mapping mined areas, demining and destroying anti-personnel mines, and victim assistance.  
Here OAS member states have already taken important decisions at the regional level that complement 
and reinforce Ottawa Convention commitments, such as the establishment at the Caracas General 
Assembly of a regional anti-personnel mine register. Transparency is key in combatting the anti-
personnel mine challenge. We would invite all countries that are not signatories to the Convention -- in 
this region and elsewhere -- to voluntarily submit information under Article 7 of the Ottawa Convention, 
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particularly on stocks, mine action programs and unilateral measures taken to stop the use and trade of 
anti-personnel mines. 
We are making progress. This seminar, in particular the participation of both governments and civil 
society, maintains the spirit of the Ottawa Process and, I am confident, will help move us further in the 
direction of a world without landmines.  
Thank you. 
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This conference today has come to pass through the efforts of many parties. I would like to thank the 
Rwandan government for its partnership, and in particular Foreign Affairs Minister Charles Murigande 
and Ambassador to the UN Stanislas Kamanzi, whose moral and intellectual support has made this event 
possible. Also crucial has been the advice and help given by David Malone and the International Peace 
Academy. We know that because Mr. Malone is rapporteur, our discussions here will reach a much 
broader audience. And I certainly want to recognize the presence on our panel of General Roméo 
Dallaire, a distinguished Canadian who is singularly qualified to help us consider many of the issues 
before us today. 
I am particularly honoured to share the podium with Secretary-General Kofi Annan, whose dedication to 
the cause of peace stands as an example to us all. Two weeks ago Mr. Annan stood in the Canadian 
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Parliament and at that time reminded us of the need to build a system of collective security that inspires 
enough confidence to ensure that no country feels obliged to resort to unilateralism. That is, in fact, one 
of the broader aims of our meeting here today. 
This Memorial Conference is an occasion for us to reflect on the Rwandan genocide of 10 years ago, and 
on the world's collective failure to respond, as the Secretary-General and Minister Murigande pointed 
out. This reflection, if it is to be effective, must look not only backward but also forward if we are to 
ensure that the world's failure in Rwanda is not repeated. So many words have been written and spoken 
about that tragedy; but surely we must ask ourselves: "Are we better prepared with actions to prevent 
such a thing from happening again?" In fact, I fear we have not yet learned the practical lessons we 
should have. 
As the American author Ralph Waldo Emerson wrote, "We learn geology the morning after the 
earthquake." 
The horror of Rwanda taught us a stark fact about the geology of our new global environment, namely, 
that conflicts within states now have a uniquely devastating potential to kill and disrupt the lives of 
civilians. That much we have learned from the earthquake that was Rwanda. But we have not yet learned 
how to build global structures capable of withstanding such forces next time. Or, to put it more starkly, 
we have learned what we need to do, but we lack the political will to achieve the necessary agreement on 
how to put in place the type of measures that will prevent a future Rwanda from happening. 
The sad reality is that the international community is still struggling with what to do when the principle 
of sovereignty collides with fundamental humanitarian norms. Notwithstanding the importance of 
sovereignty as an international legal principle, there is no more urgent need than to protect civilians in 
the face of impending or unfolding genocide, war crimes or gross and systematic violations of 
humanitarian law. 
The Secretary-General framed the problem before us most eloquently during his address to the 
Millennium Summit, where he said: 
[F]ew would disagree that both the defence of humanity and the defence of sovereignty are principles 
which must be supported. Alas, that does not tell us which should prevail when they are in conflict. 
Humanitarian intervention is a sensitive issue...fraught with political difficulty...but surely no legal 
principle--not even sovereignty--can ever shield crimes against humanity. 
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That call to action inspired Canada and others to establish the International Commission on Intervention 
and State Sovereignty, whose final report, The Responsibility to Protect, was presented here in February 
2002. One of its authors, Ramesh Thakur, is here with us today and will join us on the second panel. 
Central to the Commission's report is a new norm of "sovereignty as responsibility." This norm posits 
that when states are unable or unwilling to protect their populations from mass atrocities, or when a state 
is itself the perpetrator, the international community has a responsibility to act. The Commission rightly 
emphasizes the international community's duty to prevent humanitarian crises from occurring in the first 
place; but it also recognizes that outside intervention may be warranted, in extreme cases, when 
diplomacy fails. 
Canada agrees with this reasoning, since it is consistent with our concept that the well-being of the 
individual must come to be at the centre of our international affairs. We believe that the security of 
people is as important as the security of states, and therefore we reject the notion that state sovereignty 
confers absolute immunity. Indeed, we believe that the protections inherent in the concept of state 
sovereignty are seriously eroded when it becomes a shield for protecting the prerogative of governors 
rather than an instrument to protect the rights of the governed. 
In our view, the principle of sovereignty as responsibility needs to become broadly accepted as a basic 
norm governing the actions of governments if the UN is to acquit itself fully of its responsibility for 
peace and security. We are aware that some states have legitimate concerns about the potential for 
intervention to be misused for political or economic ends. It is for this reason that prevention and 
diplomacy are intended to be the main ways in which the international community would fulfill the 
responsibility to protect; intervention can be justified only as a last resort. But it is indisputable, we 
believe, that this body does have a responsibility to react in the face of unfolding atrocities. 
In order to carry out this responsibility effectively, of course, the UN has to live up to its potential as the 
vehicle of credible and effective multilateralism--not just to deal with intra-state conflicts, but also to 
deal with the many other new security threats facing individuals around the world, from the global 
spread of terror and the proliferation of Weapons of Mass Destruction to pandemics such as HIV/AIDS. 
The UN remains the world's most important institution, and the vessel of humanity's shared hopes. But as 
the world around us evolves, the international community must ask itself whether the UN today is 
equipped to live up to its mandate to "save succeeding generations from the scourge of war." And I think 
we have to admit that it is not. Our ability to deal collectively with contemporary security threats is often 
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fatally constrained by rigid notions of sovereignty, and by the narrow interpretations of national interest 
that too often shape international debate. 
The question remains whether individual member states, as custodians of the organization and guardians 
of the Charter, have the political will to initiate renewal and modernization where it is required--to fulfill 
our responsibility for ensuring that the norms governing this institution are responsive to contemporary 
challenges. It is incumbent upon each state to consider whether it is willing to do the hard work, 
domestically and internationally, to build a multilateralism that delivers real solutions. 
Let me assure you that within Canada, as we currently undertake an international policy review, we are 
putting at the very heart of our efforts the challenge of multilateral renewal, including the establishment 
of new rules and structures where they are needed, and the reorientation or elimination of those that may 
have outlived their usefulness. 
We applaud the Secretary-General's commitment to reform, as most recently manifested in the High 
Level Panel on Threats, Challenges, and Change. We know that this panel will not have an easy time 
drawing out the practical implications of security threats for the structure and functioning of the UN. But 
like you, Canadians are determined to see this organization make itself better able to address the urgent 
needs of people around the world. 
We are also determined to see this organization become capable of drawing genuinely practical lessons 
from the Rwandan genocide. It is a sad certainty that we will be confronted with impending humanitarian 
tragedies in the years ahead. But let us not be resigned to that threat. For the sake of future generations, 
and as a duty to those who died in Rwanda, we must engage in full discussion of the circumstances that 
warrant military intervention on humanitarian grounds, and put in place the measures that will enable us, 
the community of nations, to live up to our responsibilities. 
Some say this is a debate that the international community is not ready to have, that disagreements over 
Iraq have damaged the diplomatic environment so as to make it impossible to discuss intervention of any 
sort or for any reason. But I believe that this is a debate we cannot afford to postpone. In the absence of 
clarity and consensus on this issue, we risk the same paralysis as in the case of Rwanda, with the same 
unthinkable results. At stake is nothing less than the future credibility, relevance and effectiveness of the 
UN as an institution and agent of peace. 
There can be no more fitting moment than now, a year after Iraq and 10 years after Rwanda, to open an 
honest global debate about humanitarian intervention. I look forward to working with all of you to ensure 
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that the UN has the legal, material and political tools it needs to protect the world's peoples when states 
fail in their responsibility to do so. 
Ten years ago a terrible earthquake, one devised by human hatred, shook the global community. We 
cannot bring back the victims it claimed in Rwanda. We can, however, learn that tragedy's practical 
lessons on how to rebuild the structures of multilateralism in order to prevent such devastation in the 
future. Today I urge us all to dedicate ourselves anew to that task. 
In Ottawa, the Secretary-General said, "It is hard to imagine the UN without Canada. It is hard to 
imagine Canada without the UN." The Canadian government and the Canadian people agree with these 
words. We will translate these sentiments into action, and work with you to make this place, so essential 
for world order and the security of the human being, a better, more efficient instrument for us all. 
Thank you. 
 
 
 
添付資料 15 
 
 
2000/29 CHECK AGAINST DELIVERY 
 
NOTES FOR AN ADDRESS BY 
THE HONOURABLE LLOYD AXWORTHY 
MINISTER OF FOREIGN AFFAIRS 
ON 
"HUMAN RIGHTS AND HUMANITARIAN INTERVENTION" 
 
WASHINGTON, D.C. 
June 16, 2000 
(9:00 p.m. EDT) 
In the nearly five years that I have been Canada's Foreign Affairs Minister, a shift has occurred in what it 
means to be secure. As a result, the language of international affairs has begun to change. No longer are 
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we limited to discussions of states' rights and national sovereignty. Protecting civilians, war-affected 
children, the threat of terrorism and of drugs, open borders and infectious diseases are now among the 
integral aspects of the dialogue. 
This shift in language reflects a change in perception -- a recognition that the needs of individuals must 
be our principal concern. We arrived at this point via the broader realization that there is a changing 
world reality. 
This recognition has resulted in the evolution of Canadian foreign policy and the formulation of the 
many aspects of what we have termed our human security agenda. 
What does this mean? Why have we done this? What is different? 
During the past decade we have witnessed the eruption, reigniting or intensifying of civil conflicts on 
five continents. From ethnic cleansing in Bosnia to mass displacement in East Timor and Kosovo, to the 
genocide in Rwanda, sovereignty has protected the perpetrators, not the millions of victims. 
Many of today's wars are fought within rather than between states; they are often conducted by ragtag 
groups of irregular forces; they are most likely waged with small arms and light weapons; and they have 
had a devastating impact on civilian populations, especially the most vulnerable: 
• In the First World War, civilians accounted for 5 percent of casualties. 
• In Mozambique, they accounted for 95 percent. 
• In Sudan they accounted for 97 percent. 
These figures are not a revelation to any of you in this room, nor even to the non-expert outside. By 
simply reading the newspaper or watching the news, it is clear that civilians are increasingly the victims, 
if not the primary targets of conflict. It became just as clear to us, then, that the practice of foreign policy 
needed to change to include their protection. 
Times have changed in other ways too. More people, more of them poor, live in areas prone to disasters. 
And climate change brings those disasters with increasing frequency. 
In response to this new global reality, Canada began to develop a new foreign policy, replete with a fresh 
set of priorities and initiatives. These would become the basis of our human security approach. 
It is not necessarily a new concept. 
The term "human security" was used first by the United Nations in the early 1990s. The concept itself 
predates even that. A recognition that people's rights are at least as important as those of states has been 
gaining momentum since the end of the Second World War. The UN Charter, the Universal Declaration 
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of Human Rights, the genocide conventions all recognize the inherent right of people to personal 
security. 
What Canada has done is focus the concept on protecting people from acts of violence and helping to 
build a greater sense of security for the individual. 
A major milestone of this new agenda was the Ottawa Convention banning anti-personnel mines. The 
indiscriminate carnage they inflict upon civilians during and after conflict makes these weapons 
unacceptable. 
This campaign succeeded despite the fact that some said this ban was not practical or politically possible. 
We pressed on with our allies in civil society and had a ratified treaty in record time. 
Since 1997, the 137 signatories and 96 states that have ratified the Ottawa Convention have destroyed 20 
million stockpiled mines. Of the 54 states previously known to produce mines, only 16 continue to do so. 
Of the 34 countries known to export mines, all but one have instituted moratoriums or full bans on any 
further export. Casualty rates have dropped by more than 50 percent in Cambodia, and by 90 percent in 
Bosnia and Mozambique. 
U.S. demining and survivor assistance efforts and the U.S. government's intentions to adhere to the 
Ottawa Treaty are very welcome. I hope that the United States will be in a position to join us before the 
2006 date set by President Clinton. 
The landmines treaty also represents a new kind of global politics -- one in which governments, civil 
society and non-governmental organizations work together to effect positive change for people. The 
Government of Canada has actively sought the partnership of civil society. This new diplomacy, 
engaging citizen diplomats, is integral to human security. 
Just a few years ago, no one was talking about human security. When I delivered my first speech to the 
United Nations General Assembly outlining the concept as a "protection for civilians," few understood or 
accepted it. Today, at the UN, the G-8, the OSCE [Organization for Security and Co-operation in Europe] 
and in many other forums, issues of human security are front and centre. 
This centrality is evidence that human security is not "a one-trick pony." 
At the time that landmines were being addressed, the idea for a permanent international criminal court 
was emerging. As these issues were being developed, we were examining the plight of the world's young 
people and started to put together a framework on children's issues. 
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Each of these initiatives has produced substantive results, including the Rome Statute of the International 
Criminal Court and the Optional Protocol to the Convention on the Rights of the Child, on minimum 
ages for the deployment of soldiers. 
On the establishment of the Court, Canada's House of Commons has just passed ratifying legislation 
enabling our country to comply fully with the Rome Statute. And as each day goes by, whether in 
Kosovo or Sierra Leone, the need and necessity for a permanent court become more compelling. 
U.S. support of this new institution is important. 
As Chair of the Preparatory Committee under way now in New York, Canada will continue to work with 
you to find a way forward that addresses U.S. concerns while maintaining the essence and purpose of the 
Court. 
We believe that a country-specific exemption is not the way forward; it might very well undermine what 
could be a truly innovative institution for this new century. It could also reduce others' commitment to 
the Court and weaken its ability to carry out its sole purpose -- to hold those responsible for the worst 
acts of inhumanity accountable for their deeds. 
It is a court of last resort. National court systems are the main line of protection when they are fit and 
able. The Statute as it stands contains ample safeguards against politically motivated prosecutions. 
Americans have nothing to fear from a permanent international criminal court; only the likes of Radovan 
Karadic and Foday Sankoh need worry. Our aim is to bring them and others like them to justice and to 
deter others from perpetrating similar crimes. 
If the Court fails to receive the necessary support, what message does that send to the perpetrators of war 
crimes and crimes against humanity about what they can get away with? More importantly, what message 
does this send to their victims? 
We will continue to work with you to find a productive and mutually acceptable way of bringing the 
United States on board. We have come a long way already, and major safeguards are now in place. There 
is room to negotiate further, but efforts of late in the Congress concerning proposed U.S. actions are 
troubling. 
It is hard to imagine a case in which such a great democracy would not be part of bringing war criminals 
to justice. 
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Differences on some aspects of each other's agendas are more than balanced by our common purpose. On 
the Optional Protocol to the Convention on the Rights of the Child, discussions between Prime Minister 
Chrétien and President Clinton laid the basis for an approach that accommodated U.S. interests. 
In the end, an important new protection for children was hammered out by our delegations in Geneva and 
accepted by the international community. 
This has led to the beginning of a worldwide effort to deal with the plight of war-affected children. In 
April, Canada and Ghana brought together West African countries in an effort to develop practical 
actions to make a difference to the lives of children in that region. This September, Canada will host a 
global conference of like-minded governments, international agencies and civil society to develop a 
global strategy. The horrors of Sierra Leone must be a reminder to us all. They should strengthen our 
resolve and commitment to action. 
Canada and the United States act together on issues of human security on our own continent as well. We 
co-operate on border-related issues, such as immigration, counter-terrorism and drug-trafficking 
interdiction. 
We have rededicated ourselves to the shared defence of North America through NORAD [North 
American Aerospace Defence]. 
Each of these initiatives has at its heart the protection of our respective populations. There are 
differences of opinion, priority and procedure, but these are not the huge gaps that some portray them as 
being. 
Even where we have our differences, we use dialogue and consultation to understand and influence each 
other's positions on important issues. On National Missile Defence, our concerns relate to approach. Our 
discourse is focussed on whether or not such a system will undermine the nuclear disarmament and non-
proliferation regime, a concern expressed by many others in Europe and, indeed, in this country. 
Just recently at the OAS [Organization of American States] General Assembly, held in Canada, Canadian 
and U.S. officials made strides with our hemispheric partners on issues of human rights, drugs and 
corruption. We also worked hard with them on an appropriate response to the situation in Peru, and 
agreed to dispatch a mission aimed at improving democracy in that Andean nation. 
Does Canada see human security as an alternative to state or national security? Is human security foreign 
policy on the cheap? The short answer to both questions is no. We are not arguing that we are seeing the 
beginning of the end of the nation-state. 
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Even in the emerging cyberworld (as Joseph Nye has observed), order requires rules, rules require 
authority and authority is exercised on behalf of people mostly by states, the EU [European Union] 
Commission notwithstanding. 
Nor would we be so naive as to suggest that human security is exclusively about intrastate conflict. 
Interstate conflict is, unfortunately, not going to disappear any time soon. 
In a sense, we see national security and human security as two sides of the same coin. 
Human security means building security from the bottom up. To use an analogy from economic theory, it 
is micro-security. 
Looking down the road 30 or 40 years, one can imagine the emergence of another mega-threat or two. 
But at least for now, it is the myriad of micro-conflicts that demand our attention. These are the conflicts 
of the warlords, fought over diamonds. These are the wars of the ethnic cleansers, where killing is a 
matter of colour, race or religion. 
None threatens global stability, but each entails unacceptable human suffering. And they all engage our 
conscience and our responsibility. 
Let me say a word about 'humanitarian" intervention. In the past, when the international community has 
decided to intervene, its efforts have often been too late, its mandate insufficient, the resources and 
commitment lacking. 
One could argue that each case adds to our experience, and each time we learn our lessons and further 
develop our capacity for response. 
Unfortunately, the evidence does not support this argument. The continued pitfalls of a system not quite 
ready, not quite willing or not willing at all are the too-consistent result. 
Secretary-General Kofi Annan raised the issues in 1999, when he called for the international community 
to examine these questions. Since then, the negative reaction of many countries and timidity on the part 
of the Secretariat to push the envelope have resulted in a loss of momentum. 
We made substantial efforts as a Security Council member, particularly during our presidencies, to begin 
just such a serious review. Issues of civilian protection, the effectiveness and use of sanctions, the role of 
non-state actors in the illicit trading of arms and diamonds continually point to serious gaps in 
international law, convention, understanding and resources. 
Canada has been advocating the establishment of an International Commission on Humanitarian 
Intervention as a way of furthering the debate surrounding these fundamental questions. 
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Without honest inquiry and reasoned recommendations, we will face an unending sequence of ad hoc, 
sporadic decision making, which will do little to increase people's security or their faith that the 
international community is willing and able to uphold the basic dignity of humanity. 
We all need to become involved in this dialogue. And we all need to work to reform the UN's capacity to 
act. 
Obviously, as Canada has long held and as Dick Holbrooke has recently said, we can and must do so. We 
firmly believe, as do a majority of Americans, that an effective UN is in the interests of all of us. 
I have tried to explain today what we mean by human security. We are convinced that peace and security 
-- national, regional and international -- are only possible if they are derived from people's security. That 
is the keystone in this global age. And it is a central pillar of Canada's foreign policy. 
We hope we will persuade you to bring your enormous democratic significance, your great moral 
authority and your incomparable resources to this new security imperative -- human security. 
Thank you. 
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(2:15 p.m. EST) 
I am delighted to be with you this afternoon as the Hauser Lecturer on International Humanitarian Law. 
It is a great honour for me to be introduced by you, Professor Meron, and I am delighted to share this 
platform with you today. 
Professor Meron, your capacity to generate ideas and stimulate debate in this area has been invaluable. 
Your project on Fundamental Standards of Humanity, for instance, touches on one of the central 
challenges we face in this new century, a challenge that 
I would like to address this afternoon -- international protection of the people. 
You are all well aware of the extensive body of international humanitarian and human rights law that has 
grown over the years in this area. That evolving corpus of law serves as an acknowledgment of the need 
to protect civilians as a code of our collective obligations and as a basis for international action. 
There are times when events compel us to reassess our thinking and review our practice. We live in one 
of those times. 
First, there is the reality that modern armed conflict puts people more directly at risk -- in more varied 
ways and in greater numbers than ever. The victimization of civilians is no longer the tragic byproduct of 
war, but often the principal aim -- and, more often than not, the main result of violent conflict. 
At the same time , there is much greater awareness of the world around us. Consciousness stimulates 
conscience. Globalization has made individual human suffering an irrevocable universal concern. In our 
interconnected world, our own security is increasingly indivisible from that of our neighbours -- at home 
and abroad. This conference is eloquent testimony to this new reality. 
There is also dramatic change in the actors and instruments of global affairs. Civil society and non-
governmental organizations [NGOs] are playing an increasingly important role. The Internet and more 
rapid communications improve people's capacity to connect directly, to participate in world affairs, and 
to mobilize support for the less fortunate. 
There is, finally and perhaps most importantly, an increasing willingness to speak up -- a disposition to 
take action on behalf of people regardless of who they are and where they are -- and, in the process, to 
challenge the most absolutist notions of non-interference. 
In this new global context, people -- and not only the state -- are subjects of international relations. The 
security and basic rights of people -- not merely the absence of military conflict between states -- are 
fundamental to world stability and peace. 
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This focus on protecting people is integral to Canada's human security agenda. It is a foreign policy 
approach aimed at putting people first by developing new concepts, adapting diplomatic practice and 
updating the institutions on which the international system is based. 
Human security covers the entire gamut of international relations -- from conflict prevention, to 
humanitarian intervention, to post-conflict remediation. Since the end of WWII, the principle of 
international protection of human rights has progressively gained weight at the expense of the most rigid 
interpretations of state sovereignty. 
This does not mean that the state is obsolete. Quite the opposite. For one thing, international promotion 
of human security does not weaken sovereignty, but strengthens it by reinforcing democratic, tolerant, 
open institutions and behaviour. For another, the state remains the most powerful instrument for 
collective action. 
Those who have suffered under colonialism and other outside involvement in their countries might well 
be sceptical. However, preventing abuse, stopping atrocities and dealing with the impact of war are also 
their issues, pertaining to their realities and clearly affecting stability in their backyards. Some argue that 
human security policies divert funds from the more basic priority of development. But far from being 
mutually exclusive, human security and human development are just opposite sides of the same coin. It is 
hard to improve one's GDP [gross domestic product] when so much of one's resources go to repair the 
damage of war and to mend broken lives. 
Others who defend the strictest interpretation of sovereignty undoubtedly have more dubious motives. 
Sovereignty is clearly less and less of a shield behind which massive abuse can occur. This certainly 
must be disturbing to those given to violating the security and safety of their own citizens. And how 
curious that the most ardent defenders of state authority are the very ones who have few qualms about 
ceding it elsewhere to global economic institutions when their economic interests are at stake. 
The paradigm of international politics is clearly shifting to take more direct account of the rights of 
people. So, too, is the practice. Indeed, as is often the case, practice is leading theory. The protection of 
people was the inspiration behind the Anti-Personnel Mine Ban Convention, a movement strongly 
supported by Canadians -- and one that is producing global results. 
Protecting people likewise provides the impetus behind Canada's active efforts to create the International 
Criminal Court; to curtail the proliferation and abuse of small arms and light military weapons; and to 
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help war-affected children. For example, Canada led in developing consensus on the text of the recently 
announced protocol on the recruitment and deployment of child soldiers. 
These are not discrete, unconnected events, but part of a wider effort to shape a world in which the 
security of people is defended. 
Protecting people also requires updating our international institutions. Canada is doing so by integrating 
the human dimension into the work of the G-8, the OAS [Organization of American States], the OSCE 
[Organization for Security and Co-operation in Europe], the Commonwealth, la Francophonie and the 
UN. 
The UN Security Council has not always responded resolutely to the challenges posed by new human 
security threats. Canada, with other Council members, is trying to change that during our current term on 
the Council -- and with some success. 
Through Canadian efforts, among others, the protection of civilians in conflict is now firmly on the 
Council agenda. At Canada's initiative, the Secretary-General has prepared a report on the subject 
containing recommendations for action. 
We will continue to promote human security at the Council. To that end, we plan to promote a more 
targeted approach to sanctions, work to reassert the Council's lead in peacekeeping, and continue to forge 
increased and more open links between the Council and others. Last but not least, we will continue to 
progress on the issue of humanitarian intervention. 
Let me be very clear on this point. I am not talking about minor violations of human rights. There are 
other ways to censure such misgovernance. What I am talking about is international intervention to 
prevent or stop massive human suffering. Humanitarian intervention is called for only in severe cases -- 
genocide, war crimes, crimes against humanity and massive and systematic violations of human rights 
and humanitarian law. 
In these cases, the international community's record is not good. Consider the legacy of Pol Pot and Idi 
Amin. Consider the findings of the independent inquiries on Rwanda and Srebrenica. These reports are a 
catalogue of failure and inaction by the world in the face of enormous human suffering. 
Certainly, preventive and non-coercive action is best -- mediation, confidence-building, promoting good 
governance, democratic institution building, preventive deployment or sanctions. They should always be 
tried. Indeed, we should put a premium on improving capacity, increasing resources and acting sooner in 
these areas in order to avoid the necessity of stronger measures. 
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It remains true, though, that these actions are not always feasible and they don't always work. When they 
don't work, humanitarian intervention becomes an option. It is one of the most difficult decisions that 
leaders can make. It is fraught with complications. It challenges established thinking about the 
international order. 
However, what validity is there to a rule of international law that cannot be enforced. 
A full discussion about humanitarian intervention is, therefore, unavoidable and indispensable, because 
we will undoubtedly be confronted with new humanitarian tragedies in the future; and because in the 
absence of clarity, we will certainly be faced with the same questions, the same paralysis and the same 
lack of preparedness -- with the same tragic results. 
The lack of action in Rwanda and Srebrenica raised the question. NATO's action in Kosovo sparked the 
debate. Last September, in a statement to the General Assembly, UN Secretary General Kofi Annan took 
up the challenge, laid out the arguments and made clear the stakes. It is now a discussion that the UN 
Security Council -- indeed, the international community -- must engage in. 
In doing so, three issues need to be addressed: strengthening the norms and practices regarding the 
protection of civilians; mobilizing the political will to act when necessary; and developing the military 
and civilian capacity to succeed. 
The basis for humanitarian intervention can rest on the UN Charter, developments in international 
humanitarian and human rights law, and perhaps most significantly, on Security Council practice. 
The opening articles of the UN Charter refer not only to the maintenance of international peace and 
security but also to the reaffirmation of faith in fundamental human rights, in the dignity and worth of 
the human person. This is a powerful symbol of the international community's obligation to protect 
people, and serves as the foundation for international action to that end. 
International humanitarian and human rights law, specifically the Geneva Conventions and the Genocide 
Convention, support the Charter concerning international responses to crimes against humanity and war 
crimes. Article 1 of the Genocide Convention, for example, confirms that genocide is a crime under 
international law, which contracting parties undertake to prevent and to punish. 
The creation of International Criminal Tribunals for the former Yugoslavia and Rwanda and the adoption 
of a statute for the International Criminal Court further reinforce growing international consensus that 
those responsible for massive and systematic violations of human rights within state borders are neither 
immune from international law, nor can they escape international sanction. 
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Finally, the UN Security Council has authorized armed intervention for humanitarian purposes in a 
number of cases -- Iraq, Somalia, Rwanda, Bosnia and East Timor. To be sure, the circumstances in each 
are different. There are nuances to the mandates. There are certainly questions about the results. But 
there is little doubt that, taken together, these Council decisions recognize that genocide and other crimes 
against humanity cannot stand unchallenged. 
Still, what are governments to do when the Council is divided and terrible crimes are being perpetrated 
behind the veil of sovereignty of an abusive state? The first issue that arises is whether the nature of the 
offence warrants outside intervention. In our view, that can only be the case when egregious acts of 
violence are being deliberately committed against the innocent. We have a very high test in mind. Once 
the judgment has been made that the violence -- actual or threatened -- meets this test, there are several 
considerations to weigh: 
    * Urgency. Has time run out on other peaceful dispute resolution instruments? Humanitarian 
intervention should be undertaken only when it is clear that all reasonable non-coercive efforts to prevent 
or resolve a conflict have been tried and have failed. The threat or occurrence of massive human 
suffering and loss of life is the key factor in determining the necessity of intervention. 
    * Prevention. Is there a danger that an intrastate conflict, if left alone, will proliferate and threaten 
regional or international security? Not intervening can have a destabilizing effect on regional security. 
Inaction in Rwanda, for example, has contributed to the spread of atrocities and civil conflict throughout 
central Africa. 
    * Consistency. All civilians are inherently equally worthy of protection. In practice, however, this 
raises questions of international will and capacity to act in each case. Should we intervene, for example, 
if we believe that we cannot improve the situation on the ground, or if it is clear that such a decision 
would merely lead to the spread of conflict? Consistency is obviously the goal. But for those who 
criticize humanitarian intervention on the grounds that it is inconsistently employed, I would ask: if the 
international community cannot intervene everywhere, does that mean we must not intervene anywhere? 
Strengthening norms also requires mobilizing the will to act. 
The Security Council has primary responsibility for the maintenance of international peace and security. 
It is the focus around which action in these matters should be grounded, and the first place that the 
world's people look to for leadership when their security and safety are at risk. Canadians do -- 
explaining our strong commitment to an effective Council. 
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That is why the Council must now resolutely rise to the challenge of humanitarian intervention. Yet, even 
while authorizing interventions on humanitarian grounds, some Council members have been unwilling to 
consistently apply a broader definition of the Charter's peace and security mandate in response to today's 
conflicts. 
Secretary-General Annan highlighted the resulting dilemma in this comment about Rwanda: "Imagine for 
one moment that, in those dark days and hours leading up to the genocide, there had been a coalition of 
states ready and willing to act in defence of the Tutsi population, but the Council had refused or delayed 
giving the green light. Should such a coalition then have stood idly by while the horror unfolded?" 
In the face of deliberate, systematic, large-scale perpetration of atrocities against innocent people and if 
the Council is paralysed -- do we still have an obligation to act? 
Surely, the answer is yes. 
Parallels with the anti-personnel mines campaign come to mind. The human suffering inflicted by these 
weapons was enormous. The need, the demand and the imperative to respond were clear. Yet, the 
institution charged with action was incapable of doing so. An alternative route was taken -- one that had 
tremendous support, one that produced results, one that was brought back into the UN, and one that, 
ultimately, strengthened the international system. 
The cumulative weight of international human rights and humanitarian law, the global trend against 
impunity and for accountability that led to the creation of the International Criminal Court, the 
precedents set by the Council itself -- all justify action in the face of severe humanitarian crisis and 
Council inability to acquit its responsibilities. Certainly, intervention in these circumstances must be 
exceptional and linked as closely as possible to the Security Council -- before, during and after the 
conflict. But it must be an option. 
This raises concerns in some quarters. Key to addressing these concerns and to mobilizing the will to act 
is a clearer framework within which intervention can occur -- a framework that creates a permissive 
enough environment to stop massive and systematic violations of human rights, balanced with safeguards 
to ensure that it is not misused by states pursuing self-interested objectives. To that end, five important 
considerations come to mind: 
    * Corroboration. Is the severity of the crisis corroborated by a credible third party? Independent 
confirmation that a humanitarian crisis is imminent should be a prerequisite so that the international 
community is not drawn in to serve the political goals of one or more countries. 
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    * Practicability. Can the humanitarian intervention generate a positive outcome for victims? 
Intervention should be undertaken when it is clear that with adequate resources, a clear mandate and 
broad support, it could bring an end to acute and widespread suffering. 
    * Scale. Is the level of force appropriate to the circumstances? We should target the perpetrators of 
violence and the infrastructure on which they depend, while ensuring due regard for civilians and the 
environment. 
    * Support. Is the intervention multilateral in nature and widely supported? Unilateral interventions, for 
example, raise questions of abuse and/or self-interest by the intervener. 
    * Sustainability. Is the intervention part of a longer-term strategy to build and sustain peace? 
Humanitarian intervention should not necessarily be seen as a stand-alone activity or a Band-Aid 
solution. 
Mobilizing political will is closely linked to the availability of adequate military and civilian capacity. At 
a time when requests for troops to help protect civilians in times of conflict are growing, governments 
must plan ahead and marshal the necessary resources to carry out new missions. 
The capacity of the UN itself to manage complex missions is under great strain. 
A co-ordinated and integrated approach is required nationally and internationally to ensure that we are 
prepared. Rapidly identifying and mobilizing the necessary military and civilian resources is 
fundamental to the success of a decision to intervene for humanitarian purposes. 
As Kosovo showed, it was not speeches condemning Serbian President Milosevic that stopped his actions 
-- it was our willingness to undertake forceful action with strong international support. Yet at present, 
humanitarian actions such as these are carried out in an ad-hoc manner -- by NATO, ECOMOG [Military 
Observer Group of the Economic Community of West African States] or coalitions of the willing, such as 
INTERFET, the multinational force deployed in East Timor. 
Whatever the reasons, this trend toward a voluntary approach to enforcement action must be reversed. It 
places undue burdens on those capable of paying. More importantly, it erodes the principle of universal 
participation in collective security enshrined in the Charter. 
We must also bear in mind that humanitarian intervention is aimed at providing immediate physical 
protection for people -- a fundamental step, but usually only the first in building long-term stability and 
security. Building the capacity to succeed means not only providing collective resources for humanitarian 
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intervention, but providing collective -- and adequate -- resources, attention and priority for 
peacebuilding activities that follow. 
In our new global circumstances, the international protection of the individual has taken on increased 
importance. It is the impetus behind Canada's human security agenda -- our way of making the protection 
of people a top international priority. 
The massive and systematic abuse of human rights is, tragically, an enduring feature of this new world. It 
is no accident, then, that the subject of the international community's response, including humanitarian 
intervention, should take on a renewed profile. 
Discussion about humanitarian intervention is fraught with controversy. If there was some assurance that 
people would no longer be subject to the most extreme violations of humanitarian and human rights law, 
some guarantee the deliberate infliction of human suffering on a massive scale could be eliminated, and 
some prospect that past atrocities would not be repeated in the future -- perhaps we could do without it. 
However, that is unlikely. 
It would undoubtedly be far easier to duck the issue. It would silence the critics. It would assuage 
lawyers. It would satisfy finance ministries. However, there are those who most patently would not be 
better off, and who are ultimately the most concerned -- the people subject to massive and systematic 
abuse. That is why humanitarian intervention is something we must address -- the sooner the better. 
Thank you. 
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I am very pleased to be here with you again, at the United Nations Commission on Human Rights, to 
debate fundamental questions on the promotion and protection of human rights, questions that touch on 
both human dignity and peace and security in our world. 
When we look at the world today, we note the democratic advances made in recent decades, but also the 
proliferation of intra- and interstate conflicts and the rise of terrorism as a method for obtaining 
demands. In that context, the progress achieved in promoting and protecting human rights is still too 
little. Indeed, it has been offset by incidents of horrifying atrocities, which have too often led to dire 
situations where crimes against humanity have been committed. 
In recent weeks, there is a new promise of peace in the Middle East. We are encouraged by the positive 
developments we can see in the region which, we hope, set the scene for more constructive action on 
human rights. Still, the situation in certain states warrants comment. After two resolutions adopted at the 
UN General Assembly and several visits by UN Special Rapporteurs on Human Rights, Iran continues to 
fail to implement many of its international obligations with respect to human rights; the time has come 
for Iran to show its willingness to address its human rights record. The human rights violations in Iran 
are serious and they must stop. 
Canada continues to promote a strong multilateral system, capable of addressing the whole range of 
inter-related contemporary challenges, from development to human rights to peace and security. 
As the international community prepares to gather for the Summit of Heads of State and Government in 
New York this fall on the occasion of the 60th anniversary of the United Nations, we have an 
unprecedented opportunity since the creation of the United Nations to work to reform the multilateral 
system to make it more effective and to enhance its capacity to take on today’s challenges. The report of 
the High-Level Panel on Threats, Challenges and Change and the report Investing in Development about 
the Millennium Development Goals have already stimulated debate on this issue, and we await with great 
interest the report by the Secretary-General of the United Nations, which is to be released shortly. 
Canada plans to make a very active contribution to discussions on United Nations reform. 
United Nations reform and human rights 
The multilateral system for the promotion and protection of human rights has been the subject of much 
criticism recently, much of it highly relevant. The credibility of the Commission on Human Rights, in 
292 
particular, has been challenged. The report by the High-Level Panel addresses that question very 
eloquently. 
What do we expect from a multilateral system for promotion and protection of human rights? Canada 
believes such a system should help us develop standards; monitor respect for human rights throughout 
the world; promote constructive dialogue; support the strengthening of Member States’ capacities to 
promote and protect human rights; and in the case of serious violations, intervene to protect vulnerable 
populations. 
This system should be flexible, so that we can make progress in new areas, such as fighting 
discrimination based on sexual orientation and gender identity; rise to today’s challenges, such as respect 
for human rights in the fight against terrorism; and continue to address “old” questions that unfortunately 
are still topical, such as torture, racism and suppression of opinion. 
To achieve this, we need a coherent, complete plan, and I would like to mention some of the critical 
elements: 
•         First of all, the promotion and protection of human rights must be integrated into all UN activities. 
In that respect, I must congratulate the High Commissioner and her Office for her work with 
humanitarian agencies in Darfur. But much remains to be done, both to implement the protection of 
human rights on the ground and to ensure that all United Nations bodies, including the Security Council, 
give the issue of human rights the attention it requires. The situation in Darfur underlines, in particular, 
the links between conflict and human rights: the importance of the promotion and protection of human 
rights as a tool to prevent conflict, as a central responsibility of states during conflict, and as a means to 
restore sustainable peace and pursue equitable development following conflict 
•         It is also key to re-establish the credibility of the Commission, as well as to strengthen the 
relevance and the quality of its work. In this respect, we look favourably at the proposal for universal 
membership of the Commission. This would provide an opportunity for all Member States to engage on 
human rights issues—and we would look for a responsible and constructive engagement. We should also 
look at improving the methods of work of the Commission, update its agenda, consider the possibility of 
holding more—maybe shorter—sessions during the year. To this end, we support balancing the country-
specific function of the Commission with its thematic focus. All victims of human rights violations live 
somewhere, in some specific country. Canada holds that when this Commission is provoked by the extent 
of violations in specific situations, it must respond with more than general prescriptions. We are 
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concerned about group positions against these resolutions, particularly the use of “no action” motions to 
stall debate on country resolutions. We believe that such motions are an abuse of the rules of procedure 
which is incompatible with our responsibilities as Members of the Commission on Human Rights. 
Further, to promote a culture of transparency and accountability, we could look at the possibility of 
having the Commission consider, over time, the human rights situation in each UN Member State. 
•         Moreover, the Office of the United Nations High Commissioner for Human Rights must be 
provided with more funding from the UN’s regular budget, so that it can pursue its activities in numerous 
key areas for human rights, including support for Special Procedures, treaty bodies, and technical and 
operational assistance on the ground. These different instruments for the promotion and protection of 
human rights should also be improved. 
Canada will thus support all measures to achieve greater integration of human rights into the work of the 
UN and the strengthening of human rights structures. But there is also a need to ensure that the 
international community has both the will and the capacity to respond effectively and quickly to crises 
where crimes against humanity and war crimes are committed and the protection of civilians is 
threatened and human rights violated. Promoting the Responsibility to Protect is at the heart of United 
Nations reform. We are very pleased with the contents of the report of the High-Level Panel in this 
regard, which recommends among other things that the rules for use of force be embodied in relevant 
United Nations resolutions. Canada believes that next fall’s UN Summit declaration should include 
recognition of sovereignty as a responsibility, to signal recognition that sovereignty entails not only 
rights, but also obligations, especially for the protection of civilians. In addition, Canada believes that it 
is critical that the Security Council negotiate and adopt a resolution that embodies the guidelines for the 
use of force recommended by the High-Level Panel. 
The multilateral system for human rights: Canada’s contribution 
Implementing all these reforms will obviously hinge on the support of all Member States of the United 
Nations, especially the members of the Commission on Human Rights, who have a special responsibility 
in that regard. Canada, for its part, is committed to assuming its responsibilities. Accordingly: 
•         We plan to participate actively and constructively in the dialogue on reform. In particular, we will 
work to strengthen cooperation among countries in different regions, including through informal bodies 
such as the Human Security Network or the Group of Friends on UN Reform. 
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•         We will support the High Commissioner for Human Rights and her Office more substantially. We 
recently committed to increasing our financial contribution, in the amount of C$5 million over three 
years. 
•         We will also contribute actively to the work of the Commission on Human Rights, notably by 
presenting a number of resolutions to empower the international community to make progress in certain 
areas. 
Allow me to elaborate the work that we will undertake on some resolutions this year. The fight against 
impunity for perpetrators of serious international crimes through both domestic and international 
mechanisms, including the International Criminal Court, remains a priority for Canada. Establishing 
accountability for violations of human rights is essential for justice and reconciliation in societies 
emerging from conflict. This year, the Commission should welcome the updated Principles on Impunity 
and support the High Commissioner in her efforts to work with States and the UN system to support their 
capacity to fulfil their responsibility to protect the victims of the worst human rights violations. 
Another Canadian priority is the Draft Declaration on the Rights of Indigenous Peoples. We will use our 
resolution to seek agreement on a one-session extension of the UN Working Group on the Draft 
Declaration to complete its work. Significant progress has been made by the Working Group in the last 
two years and States and Indigenous peoples must seize this opportunity to produce a strong and 
effective Declaration in 2005. 
As we think of the 10th anniversary of the Beijing Declaration celebrated recently by the Commission on 
the Status of Women in New York, I must also say that the promotion of women’s rights and gender 
equality continues to be at the core of Canadian foreign policy. In New York, States reaffirmed the 
Beijing Declaration and Platform for Action and have recommited themselves to their full 
implementation. Above all, we encourage all States to respect the universality and indivisibility of 
women’s human rights, including sexual and reproductive health and rights, and to refuse to make 
women’s rights contingent on political and cultural considerations. Canada is proud to sponsor a 
resolution on violence against women at the Commission as it has done for 11 years. 
Implementing international obligations domestically 
Each Member State has the responsibility to ensure that international standards are implemented in its 
own country, and in so doing, to cooperate fully with the multilateral system for human rights. Here 
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again, Canada intends to assume its responsibilities—both toward its own citizens and to the 
international community—and calls on all other States to do the same. 
•         Canada has already ratified a large number of international instruments. We plan to examine very 
seriously the possibility of ratifying others, including the Second Optional Protocol to the International 
Covenant on Civil and Political Rights (aiming at the abolition of the death penalty). We also plan to 
fulfill our reporting commitments to treaty monitoring bodies. 
•         In a spirit of transparency and accountability, we extended an open invitation to visit Canada 
several years ago to the Special Procedures of the Commission. That invitation still stands. In the past 18 
months, we have hosted the Special Rapporteur on Contemporary Forms of Racism, Racial 
Discrimination, Xenophobia and Related Intolerance and the Special Rapporteur on the Situation of 
Human Rights and Fundamental Freedoms of Indigenous Peoples. In the near future, we will host the 
Working Group of Arbitrary Detention. The visit by the Special Rapporteur on Racism was an 
opportunity for the Government to reaffirm its commitment to fight racism and to continue its efforts to 
develop a plan of action against racism. The report on the visit to Canada by the Special Rapporteur on 
Indigenous Peoples is a positive contribution to our collective efforts to improve the lives of all 
Aboriginal peoples in Canada. In general, we take very seriously the observations and recommendations 
made during the many visits by Special Procedures to Canada. 
•         Finally, the Government of Canada is committed to maintaining an open and constructive dialogue 
with Canadian civil society on all human rights questions. 
In conclusion, I would like to underline that Canada will be celebrating the 20th anniversary next month 
of section 15 of the Canadian Charter of Rights and Freedoms. Section 15 stipulates that “Every 
individual is equal before and under the law and has the right to the equal protection and equal benefit of 
the law without discrimination and, in particular, without discrimination based on race, national or ethnic 
origin, colour, religion, sex, age or mental or physical disability.” This article is a fundamental 
expression of Canada’s deep determination to promote a society that recognizes the worth of every 
individual, and every individual’s contribution to the greater community. Over the last 20 years, Canada 
has progressed toward an era of substantive equality where we accept and encourage differences and 
promote identical treatment for all. Canada is a unique political project. As an open society, we have 
taken up the challenge of equality amidst diversity and we have proudly made this a touchstone of our 
identity. 
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